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㸯㸬はじࡵに 

 
「⅏害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山ほ ◊✲ィ⏬㸦➨㸰ḟ㸧」㸦以下㸪「ᮏ◊✲ィ

⏬」という。㸧は㸪⛉学技⾡・学⾡審㆟会において平成 31年に建㆟され㸪平成 31 年度㸦令

和元年度㸧から㸳か年ィ⏬として実されている。ᮏ◊✲ィ⏬は㸪平成 26年度から㸳年㛫

実された➨㸯ḟィ⏬の᪉㔪を㋃くして㸪地㟈Ⓨ⏕・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟の᰿ᮏⓗ⌮ゎ㸪Ⓨ⏕予 㸪

⅏害ㄏ因*予 㸪⅏害情報のά⏝に㛵する◊✲を実する。加えて㸪㜵⅏対⟇の推㐍につい

て㸪国Ẹや♫会の共㏻⌮ゎの㔊成を効ᯝⓗに図るための手ἲ㛤Ⓨに㛵する◊✲を᪂たに㛤

始する。ᮏ◊✲ィ⏬では㸪⅏害の㍍ῶに㈉⊩することを意㆑した◊✲を推㐍するというどⅬ

をより᫂☜にし㸪㛵㐃◊✲分㔝との一層の㐃携強化やほ ◊✲の成ᯝをά⏝して⅏害㍍ῶ

に役❧てる᪉⟇の◊✲➼を㐍めている。 

ᮏ◊✲ィ⏬は以下の㸳つの大㡯┠でᵓ成される。 

㸯㸬地㟈・ⅆ山⌧㇟のゎ᫂のための◊✲ 

㸰㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲ 

㸱㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲ 

㸲㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆに対する㜵⅏リテラシーの向上のための◊✲ 

㸳㸬◊✲を推㐍するための体制の整備 

上グ大㡯┠のうち㸪㸯は地㟈・ⅆ山⅏害の᰿ᮏ原因である地㟈・ⅆ山⌧㇟そのものの⌮

ゎを῝めるため㸪低㢖度大つᶍ⌧㇟を含む多ᵝな地㟈・ⅆ山⌧㇟の≉性を把握し㸪それらが

Ⓨ⏕する仕⤌みのゎ᫂を┠指した◊✲であり㸪ḟの中㡯┠からなる。 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山⌧㇟に㛵する史ᩱ㸪⪃古データ㸪地㉁データ➼の収㞟とゎᯒ 

㸦㸰㸧低㢖度大つᶍ地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟のゎ᫂ 

㸦㸱㸧地㟈Ⓨ⏕㐣⛬のゎ᫂とモデル化 

㸦㸲㸧ⅆ山⌧㇟のゎ᫂とモデル化 

㸦㸳㸧地㟈Ⓨ⏕及びⅆ山ά動を支㓄する場のゎ᫂とモデル化 

㸰は㸪㸯で得られた⛉学ⓗ⌮ゎに基づき地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 手ἲやά動の推⛣予 手

ἲの㛤Ⓨを┠指した◊✲であり㸪ḟの中㡯┠からなる。 

㸦㸯㸧地㟈Ⓨ⏕の᪂たな㛗ᮇ予  

㸦㸰㸧地Ẇά動*モニタリングに基づく地㟈Ⓨ⏕予  

㸦㸱㸧先⾜⌧㇟*に基づく地㟈Ⓨ⏕の☜⋡予  

㸦㸲㸧中㛗ᮇⓗなⅆ山ά動のホ価 

㸦㸳㸧ⅆ山ά動推⛣モデルのᵓ⠏によるⅆ山噴ⅆ予  
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㸱は㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆが引き㉳こす地㟈動やὠἼ㸪ⅆ山噴出≀㸪ᩳ㠃崩壊などの⅏害ㄏ

因を事前及びⓎ⏕後即ⓗに㧗⢭度に予 する手ἲの㛤Ⓨを㐍めるとともに㸪⅏害ㄏ因予

 を⅏害情報につなげる◊✲であり㸪ḟの中㡯┠からなる。 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲの㧗度化 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の即予 手ἲの㧗度化 

㸦㸱㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 を⅏害情報につなげる◊✲ 

㸲は㸪㐣去の地㟈・ⅆ山噴ⅆによって引き㉳こされた⅏害ㄏ因が♫会⣲因*へ与える作⏝

に↔Ⅼを当てながら㸪その⅏害Ⓨ⏕の仕⤌みやせ因をゎ᫂するとともに㸪⅏害の㍍ῶに⤖び

つく効ᯝⓗな▱㆑せ⣲を≉定し㸪㜵⅏リテラシー向上に㈨する実㊶ⓗな㛤Ⓨ・◊✲を⾜うも

のであり㸪ḟの中㡯┠からなる。 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害事例による⅏害Ⓨ⏕ᶵᵓのゎ᫂ 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害に㛵する♫会の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲ 

㸳は㸪ィ⏬全体を⤌⧊ⓗに推㐍する体制の整備や㸪基♏ⓗなほ 体制の強化を図るもの

であり㸪ᮏ◊✲ィ⏬全体の◊✲基┙の㛤Ⓨ・整備が含まれ㸪ḟの中㡯┠に分けられている。 

㸦㸯㸧推㐍体制の整備 

㸦㸰㸧分㔝ᶓ᩿で取り⤌む⥲合◊✲を推㐍する体制 

㸦㸱㸧◊✲基┙の㛤Ⓨ・整備 

㸦㸲㸧㛵㐃◊✲分㔝との㐃携の強化 

㸦㸳㸧国㝿共同◊✲・国㝿協力  

㸦㸴㸧♫会との共㏻⌮ゎの㔊成と⅏害教⫱ 

㸦㸵㸧ḟ世代を担う◊✲⪅㸪技⾡⪅㸪㜵⅏ᴗ務・㜵⅏対応に携わる人ᮦの⫱成 

ᮏ◊✲ィ⏬においては㸪成ᯝの♫会実を将᮶ⓗに┠指すとともに㸪地㟈学・ⅆ山学ⓗ

なぢ地のみならず⅏害⛉学ⓗなほⅬも㔜どする。そのため㸪大㡯┠㸰の「地㟈・ⅆ山噴ⅆの

予 のための◊✲」においては㸪◊✲成ᯝの出口が意㆑されている。このようなほⅬから㸪

「地㟈Ⓨ⏕の᪂たな㛗ᮇ予 」㸪「地Ẇά動モニタリングに基づく地㟈Ⓨ⏕予 」㸪「ⅆ山

ά動推⛣モデルのᵓ⠏によるⅆ山噴ⅆ予 」の㸱つが㔜Ⅼⓗに取り⤌む◊✲として位⨨付

けられている。その⫼ᬒには㸪✚されつつある地㟈・地Ẇ変動*➼のほ データや基♏ⓗ

な◊✲成ᯝを㸪㐣去の大地㟈のⓎ⏕履Ṕの▱ぢに依存してきた地㟈Ⓨ⏕の㛗ᮇホ価*にά⏝

するための手ἲや㸪プレート境⏺*でのりの✵㛫変化の᳨▱➼を㏻して中▷ᮇでの大地

㟈のⓎ⏕☜⋡のィ⟬にά⏝するための手ἲの㛤Ⓨがᮇ待されていること㸪噴ⅆ事㇟⣔⤫ᶞ*

における分岐☜⋡やㄽ⌮の᰿拠となり得るほ ・分ᯒデータがᮏィ⏬➼を㏻じて徐々に

✚されてきたことなどがある。 
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さらに㸪地㟈・ⅆ山⅏害が⅏害ㄏ因と⅏害⣲因*の┦互作⏝によりⓎ⏕することを⪃慮し㸪

ᮏィ⏬では㸪地㟈学・ⅆ山学の◊✲⪅と⅏害や㜵⅏に㛵㐃する⌮学㸪工学㸪人ᩥ・♫会⛉学

などの分㔝の◊✲⪅の協力を῝化させる。これを具体化するため㸪大㡯┠㸳の「◊✲を推㐍

するための体制の整備」の中に「分㔝ᶓ᩿で取り⤌む⥲合◊✲を推㐍する体制」を中㡯┠と

して位⨨付け㸪南ᾏトラフἢいの巨大地㟈㸪㤳㒔┤下地㟈㸪千島ᾏ⁁ἢいの巨大地㟈㸪ᱜ島

大つᶍⅆ山噴ⅆ㸪㧗リスク小つᶍⅆ山噴ⅆ㸪という㸳つのㄢ㢟タ定を⾜い㸪それぞれに対応

する⥲合◊✲グループを⤌⧊した。ᮏ◊✲ィ⏬から㸪大きな⅏害につながる低㢖度大つᶍ地

㟈として千島ᾏ⁁ἢいの巨大地㟈を⥲合◊✲の対㇟とした。㧗リスク小つᶍⅆ山噴ⅆは㸪ⅆ

口や噴Ẽ地がほ光スポットになっている場合などにおける㸪つᶍは小さくとも⅏害リスク

の㧗いⅆ山⌧㇟に╔┠する⥲合◊✲グループである。この᪂タグループでは㸪予 困㞴性と

♫会ⓗせ因に╔┠して㸪まず◊✲の᪉向性から᳨ウを始め㸪ᩥ ⌮⼥合◊✲ㄢ㢟のシーズを⫱

てることを┠ᶆとしている。 

令和元年度のᮏ◊✲ィ⏬は㸪国❧大学ἲ人➼㸪国❧◊✲㛤Ⓨἲ人㸪⊂❧⾜政ἲ人㸪政府

ᶵ㛵㸪公タヨ㦂◊✲ᶵ㛵1が⟇定した 170 の実ィ⏬㸦個別ㄢ㢟㸧及び公募による 12の実

ィ⏬㸦個別ㄢ㢟㸧㸪拠Ⅼ㛫㐃携共同◊✲*2としての 22 の実ィ⏬㸦個別ㄢ㢟㸧からなってい

る。また㸪この個別ㄢ㢟の成ᯝは㸪年ḟ報告【ᶵ㛵別】㸦ᩥ㒊⛉学┬及び地㟈・ⅆ山噴ⅆ予

▱◊✲協㆟会3のホームページに掲㍕㸧に取りまとめられている。これらの個別ㄢ㢟による

◊✲成ᯝをもとに㸪ᮏ◊✲ィ⏬の㡯┠別に令和元年度の成ᯝを取りまとめたものがᮏ報告

᭩である。 

ᮏ報告᭩の作成にあたっては㸪㞴ゎな学⾡⏝ㄒをなるべく㑊け㸪平᫆なᩥ❶で学⾡ⓗ成

ᯝをグ㏙することを心がけた。ㄝ᫂が冗㛗となることを㑊けるためにやむを得ず専㛛⏝ㄒ

➼を使⏝する場合には㸪ᮏ報告᭩付㘓の「⏝ㄒゎㄝ」4のページで当ヱ⏝ㄒをゎㄝしている

ので㸪必せに応じて参↷されたい。 

また㸪ᮏ報告᭩では㸪◊✲ㄢ㢟を[xxxx01]のようにㄢ㢟␒号で♧している。それぞれの

◊✲実ᶵ㛵・◊✲ㄢ㢟名・◊✲代⾲⪅については「⅏害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山

ほ ◊✲ィ⏬㸦令和元年度㸧◊✲ㄢ㢟一ぴ」のページを参↷されたい。 

                                                      
1 国❧大学ἲ人➼㸦北ᾏ㐨大学㸪弘前大学㸪ᮾ北大学㸪⛅⏣大学㸪᪂₲大学㸪ᮾ京大学㸪ᮾ京工ᴗ大学㸪

千ⴥ大学㸪富山大学㸪名古屋大学㸪京㒔大学㸪⚄戸大学㸪㫽取大学㸪㧗▱大学㸪九州大学㸪㮵児島大学㸪

兵庫┴❧大学㸪❧命㤋大学㸧㸪国❧◊✲㛤Ⓨἲ人㸦情報㏻信◊✲ᶵᵓ㸪㜵⅏⛉学技⾡◊✲所㸪ᾏὒ◊✲㛤

Ⓨᶵᵓ㸪⏘ᴗ技⾡⥲合◊✲所㸧㸪⊂❧⾜政ἲ人㸦国❧ᩥ化㈈ᶵᵓ㸧㸪政府ᶵ㛵㸦国土地⌮㝔㸪Ẽ㇟庁㸪ᾏ

上保安庁㸧㸪公タヨ㦂◊✲ᶵ㛵㸦北ᾏ㐨❧⥲合◊✲ᶵᵓ㸪山┴富士山⛉学◊✲所㸧 
2 「地㟈・ⅆ山⛉学の共同利⏝・共同◊✲拠Ⅼ」であるᮾ京大学地㟈◊✲所と「⮬↛⅏害に㛵する⥲合㜵

⅏学の共同利⏝・共同◊✲拠Ⅼ」である京㒔大学㜵⅏◊✲所が㐃携して㐍める共同◊✲。南ᾏトラフἢい

の巨大地㟈を対㇟とし㸪㔜Ⅼⓗに推㐍すべき㜵⅏・ῶ⅏に㈨する◊✲を募㞟する「㔜Ⅼ推㐍◊✲」と㸪地

㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲に㛵㐃する◊✲ㄢ㢟を公募する「一⯡ㄢ㢟型◊✲」からなる。 
3 ᮾ京大学地㟈◊✲所には㸪ᮏ◊✲ィ⏬で❧された◊✲を推㐍する┠ⓗで地㟈・ⅆ山噴ⅆ予▱◊✲協㆟

会*がタ⨨されている。 
4 ⏝ㄒゎㄝに掲㍕している⏝ㄒに㸪下⥺㸦◚⥺㸧と*を付グしている。 
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参⪃㈨ᩱには㹙地㟈・ⅆ山噴ⅆ予▱◊✲協㆟会が取りまとめたィ⏬推㐍㒊会及び⥲合◊

✲グループ➼別の成ᯝ㹛をῧ付した5。これは上グの中㡯┠別あるいは◊✲テーマ別に学⾡

報告として成ᯝを取りまとめたものであり㸪よりヲ⣽な成ᯝが報告されているので参⪃に

されたい。 

  

                                                      
5 ◊✲分㔝ẖに効⋡ⓗかつㄪ和ⓗに◊✲を推㐍するために㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆ予▱◊✲協㆟会には㸶のィ⏬

推㐍㒊会と㸳の⥲合◊✲グループがタ⨨された。 
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成ᯝのᴫせᴫ念図 

⅏害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山ほ ◊✲㸦➨㸰ḟ㸧令和元年度成ᯝのまとめ。⅏

害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山ほ ◊✲の全体像を描き㸪その主せな成ᯝを吹き

出しでグ㏙した。ヲしくは吹き出しにグ㍕されたページと図を参↷。 
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㸰．山形県沖の地震に関する研究成果 

 

2019 年㸴月 18日 22 時 22 分㡭㸪山形┴㓇⏣市沖の῝さ⣙ 14km を㟈※とする㹋jma6.7 の

地㟈がⓎ⏕した。この地㟈により㸪新₲┴村上市で㟈度㸴強をほ し㸪山形┴㸪新₲┴㸪▼

川┴にὠἼὀ意報が出され㸪⿕害がⓎ⏕した。Ⓨ㟈機構*はす北す-東南東方向に圧力㍈を持

つ㏫断層*型で㸪いわゆる内㝣地㟈*と⪃えられる。日本ᾏ東⦕㒊にはひずみ*㞟中帯と呼ばれ

るά構㐀が存在しており㸪今回の地㟈はこの構㐀の一㒊が㛵係していると推定される。本地

㟈について㸪定常地㟈ほ ⥙を⏝いて推定した地㟈Ⓨ⏕┤後の余㟈*分布からは㸪余㟈域が

時㛫とともに広がることが☜ㄆされた。このような余㟈域の拡大は㸪本地㟈のⓎ⏕㐣⛬にお

けるὶ体の影㡪を♧唆する㸦⌧㇟ゎ明㒊会今年度報告参↷㸧。 

今回の地㟈の㟈※域は㸪㝣域既タ地㟈ほ ⥙の㏆傍のᾏ域にある。ᾏ域の㟈※に対し㸪

⢭密な余㟈分布を求めるためには㸪㟈※域┤上におけるᾏ底地㟈ィによるほ が必せ不可

欠である。そこで㸪今回の地㟈ά動とその地㟈Ⓨ⏕場の≉徴を正☜に把握するために㸪㟈※

域┤上において㸪ᾏ底地㟈ィを⏝いた⮫時ほ 及び㟈※域㏆傍のᾏ岸⥺付㏆において⮫時

テレメータほ を実施することとした㸦図㸯左㸧。ほ の実施にあたっては㸪地元⁺業団体

にご協力㡬いた。 

㏻常ᾏ底ほ に⏝いられる⮬⏤ⴠ下⮬己ᾋ上式ᾏ底地㟈ィは㸪┤径 50cm ⛬度の⌫型⪏圧

容器にほ 機材を封入しており㸪ほ ⯪から⮬⏤ⴠ下によりᾏ底にタ⨨される。今回の地㟈

の㟈※域┤上のᾏ底は水῝が 100m よりὸいため底引き⁺などの水⏘ά動➼がάⓎであり㸪

⮬己ᾋ上式ᾏ底地㟈ィのタ⨨は水⏘ά動と干΅する。さらに㸪ὸᾏではἼᾉ➼によりᾏ底付

㏆での水ὶが大きく㸪ᾏ底から㧗さがありかつ回収時の⮬己ᾋ上のためᾋ力を持つ⮬己ᾋ

上式ᾏ底地㟈ィでは㞧微動が大きくなる。このようなことから㸪今回のようなὸᾏ域では従

来の⮬己ᾋ上式ᾏ底地㟈ィによるᾏ底ほ は㞴しい。そこで㸪今回ὸᾏ⏝に⡆便な係␃ブイ

方式を⏝いたᾏ底地㟈ィを㛤Ⓨした。ほ ⨨は地下構㐀探査⏝に㛤Ⓨされたものをὶ⏝

した。㟁池㥑動であり㸪⣙㸯ヶ月㛫ほ 可⬟である。この⨨は⨨かれている姿勢に㛵係な

くィ 可⬟であり㸪データ処⌮に⏝いるため地㟈ィの姿勢もグ㘓される。また㸪ほ ⨨は

ᾋ力を持たずかつ㧗さが 10cm ⛬度の板≧の形≧であるため㸪ᾏ底における水ὶの影㡪を受

けにくく㞧微動を少なくできる。ブイがᾏ上にあることにより㸪ᾏ底にタ⨨≀があることを

周▱することが主な┠ⓗである。全体の構成は㸪実⦼・⤒㦂ある⁺業⏝システムを✚極ⓗに

⏝いた。ほ ⨨と固定⏝㗽㸦合ィ 20kg ⛬度㸧からなるᾏ底㒊と㸪ᾏ㠃にᾋかぶブイをつ

なぐロープの㛗さはタ⨨する水῝の⣙㸱倍である。ブイ方式の場合㸪ブイがἼᾉや㢼の影㡪

を受けるため㸪位⨨が⛣動することが多いが㸪固定⏝㗽の一㒊に⯪止め⏝アンカーを⏝いる
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ことにより位⨨⛣動を㜵止する。このὸᾏ⏝係␃ブイ方式ᾏ底地㟈ィ㸱台を㸪5km及び 8.5km

⛬度の㛫㝸で㟈※域┤上にタ⨨した㸦図㸯㸧。水῝は 70m から 80m である。㸵月㸳日にタ⨨

を実施し㸪回収は㸵月 13 日に⾜った。回収前日の 12 日に係␃ブイ方式ᾏ底地㟈ィ㸯台の

ブイがὶ失していることが☜ㄆされ㸪12 日及び 13 日に回収作業及び捜⣴ά動を⾜ったが㸪

残念ながら⌧時Ⅼでは回収されていない。ᾏ底⮫時ほ とほ 期㛫が㔜なるように㸪㟈※域

のᾏ岸付㏆において㝣上テレメータ⮫時ほ を実施した。 

ᾏ底地㟈ィと㏆傍の㝣上ほ Ⅼのデータから㸪㹎Ἴ*及び㹑Ἴ*の到╔時刻をㄞみ取り㸪一

次元地㟈Ἴ㏿度構㐀を⏝いた㟈※決定を⾜った。一次元地㟈Ἴ㏿度構㐀は㸪㏆傍で⾜われた

ᾏ域構㐀探査の⤖果㸦Sato et al., 2014㸧を参↷した。また㸪ᾏ底地㟈ィのほ Ⅼ⿵正*に

ついては㸪変換Ἴ*をㄞみ取り㸪⿵正値の決定に⏝いた。ゎ析期㛫は㸪係␃ブイ方式ᾏ底地

㟈ィがタ⨨されていた期㛫である。その⤖果㸪⌧在までに 168 個の地㟈について⢭度のよい

㟈※が求まった㸦図㸯右㸧。求まった地㟈は῝さおおよそ 3km から 12km に分布する。気㇟庁

㟈※と比㍑すると㸪ᾏ底地㟈ィを含む⮫時ほ ⥙で決定した㟈※は 5kmほどὸく決定され㸪

ややすに⛣動する。⮫時ほ ⥙により決定された余㟈の㟈※は㸪全体として㸪傾斜ゅ度 40

度⛬度の南東に傾斜する㠃≧分布を♧し㸪本㟈*のⓎ㟈機構ゎとㄪ和ⓗである。ᾏ底地㟈ィ

を⏝いた┤上でのほ データが得られたことにより㸪本㟈の断層㠃がより正☜に推定でき

た。日本ᾏ沿岸の断層は㸪日本ᾏ形成時の影㡪を受けて㸪構㐀探査などにより㸪すに傾き下

がる断層が多く☜ㄆされているが㸪今回のように東に傾き下がる断層による地㟈もⓎ⏕す

る。日本ᾏ沿岸でⓎ⏕する地㟈を⪃察する上で㸪今回のような地㟈の正☜な断層㠃の推定は

㔜せである。 
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図㸯㸬山形┴沖の地㟈┤後の⮫時ほ  

左に山形┴沖の地㟈Ⓨ⏕┤後にタ⨨したᾏ底地㟈ィのタ⨨方法を♧す。水῝が比㍑ⓗὸく㸪

水⏘ά動➼がάⓎなᾏ域のため㸪係␃ブイ方式を⏝いたᾏ底地㟈ィをタ⨨した。右は㸵月㸳

日から㸵月 13日までの⮫時ほ から求められた㟈※分布である。丸の大きさでマグニチュ

ード*㸪Ⰽで῝さを⾲⌧している。地㟈は῝さ 3km から 12km に分布して㸪傾斜ゅ 40 度⛬度

の南東に傾斜する㠃≧分布を♧し㸪Ⓨ㟈機構ゎとㄪ和ⓗである。 
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㸱㸬令和元年度の成ᯝのᴫせ 

 

㸱㸫㸯 地㟈・ⅆ山⌧㇟のゎ᫂のための◊✲  
 

地㟈や火山噴火現象の包括的な理解と解明を㐍めることで㸪発生予測や災害誘因予測の

㧗度化を実現することを目指し㸪史料・考古・地質データ等に基づく低㢖度大規模現象に㛵

する研究や㸪観測・数値シミュレーション*・実㦂等に基づく地㟈・火山活動の解明とモデ

ル化㸪地㟈や火山噴火現象が発生する場の地下構造や応力*等に㛵する研究を実施した。 

 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山⌧㇟に㛵する史ᩱ・⪃古データ㸪地㉁データ➼の収㞟とゎᯒ 

㛗期㛫における地㟈・火山現象とそれに伴う災害を把握するため㸪史料・考古・地質デ

ータ等の収㞟とデータベースの整備拡充㸪収㞟されたデータの分析を実施した。 

 

ア㸬史ᩱの収㞟とデータベース化 

既刊地㟈史料の全文デジタル化作業は㡰調に㐍捗し㸪全史料中の 60%弱が完了した。史

料の校訂㐣程も紙媒体利用から XML 形式のデジタルファイルを用いることで㸪作業の一層

の効率化が可能となった[UTH_01]。15 世紀中㡭の越中国の地㟈や 1804 年象潟地㟈などの日本

海側沿岸地域や㸪1933 年昭和三㝣地㟈㛵連の史料収㞟や校訂作業を㐍めた[NGT_01㸪IRID01]。画

像公㛤の国㝿基準であるIIIFに準拠した市民参加型翻刻システムの新しいバージョンを公

㛤した[KOBO01]。恵山火山の地質図原稿の取りまとめを行った。また㸪20 万分の㸯スケールの

日本火山図公㛤のためビューアー㛤発とデータ作成を行い㸪約 440 の火山データの公㛤を

㐍めた[AIST03]。 

 

イ㸬⪃古データの収㞟・㞟成と分ᯒ 

古代より近世まで史料が継続的に残る奈良盆地において㸪古墳時代以㝆の㑇跡の被災㢮

別や被災分布の収㞟を㐍め㸪液状化*や地すべり*等の地㟈痕跡が㸳世紀後半㸪㸵世紀後半㹼

末㸪㸶世紀後半㹼㸷世紀半ばに㞟中している可能性が明らかにされた㸦図㸰㸧[NAB_01]。1804

年象潟地㟈の肝煎文書の絵図史料と現地調査との比較から㸪㛵地区の被害は津波ではなく㸪

地㟈動による家屋倒壊であったことが明らかになった[IRID01]。 

松代藩の史料から 1847 年善光寺地㟈の被害を㞟計し㸪地㟈動による被害は地㟈火災や河

㐨㛢塞決壊による被害に比べると㝈定的であった可能性が示された[NGT_01]。 
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図㸰㸬考古発掘調査による地㟈痕跡と歴史記㘓との対応 

平城京・京跡や藤原宮・京跡における発掘調査から砂脈や噴砂の痕跡が発見された。歴史資

料にある近畿地方の大地㟈と対応させると㸪これらの痕跡は 827 年㸦天㛗㸲年㸧京㒔地㟈㸪

または 855 年㸦斉衡㸰年㸧奈良地㟈によって発生した可能性があることがわかった。 

 

ウ㸬地㉁データ➼の収㞟・㞟成と分ᯒ 

北海㐨太平洋沿岸㒊の胆振西㒊から十勝沿岸の津波堆積物*について㧗精度な年代推定

を実施し㸪1640 年㥖ケ岳噴火津波起源と 1611 年慶㛗三㝣地㟈津波起源堆積物の分㞳可能性

が示された[HKD_01]。17 世紀千島海溝の超巨大地㟈の津波浸水計算に必要な古地形の復元を行

った[AIST08]。数値標㧗モデルから客観的に段丘地形を抽出する手法を㛤発し㸪房総半島南㒊

の段丘㛫比㧗の空㛫分布が 1703年元禄㛵東地㟈による㝯起沈㝆分布に㢮似していることを

明らかにした[UTS_02㸪AIST08]。布田川―日奈久断層帯のトレンチ調査*等から㐣去のイベント時

期や水平平均変位速度*が見積もられた結果㸪2000-3000年㛫㝸での活動が推定された[NGY_03]。 

富士火山の㐣去の噴出物試料を分析したところ㸪㧗温かつ低含水率のマグマ*は溶岩流噴

火を起こしやすく㸪低温かつ㧗含水率のマグマは爆発的噴火をする傾向があることがわか

った。また㸪爆発的噴火前に石基*組織が系統的に変化することがわかった[ERI_02]。草津白根

山の噴出物層序*調査㸪放射性炭素年代測定㸪水蒸気噴火*によるテフラ*の粘土㖔物解析を実

施し㸪噴火履歴の解明を㐍めた[TYM_01]。㜿蘇火山の溶岩*及びアグルチネート*の古地磁気・岩

石磁気測定を行い㸪活動履歴を明らかにした[KOBO03]。㞤㜿寒岳火山㸪日光白根火山㸪秋田焼
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山火山でのトレンチ調査を実施した。御嶽火山では地表踏査を行い㸪九㔜火山と蔵王火山で

は K-Ar と Ar/Ar 年代の比較を行った[AIST03]。 

 

㸦㸰㸧低㢖度大つᶍ地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟のゎ᫂ 

近代的な観測データと史料・考古・地質データ等を統合し㸪近代的な観測㛤始以前の低

㢖度大規模現象をはじめとした地㟈・津波・火山噴火の発生履歴の解明を㐍めるため以下の

研究を実施した。 
17 世紀前半から 19 世紀中㡭の複数の江戸大名家日記史料を組み合わせ㸪㛗期にわたる

年㛫有感地㟈回数を検討し㸪1649 年慶安川越地㟈や同年の慶安川崎地㟈㸪1703 年元禄㛵東

地㟈㸪1855 年安政江戸地㟈の余㟈を統一的に検出することに成功した。平城京㑄㒔以㝆に

奈良で発生した最低㸶回の強い地㟈動の特徴を㸪史料データベースと現存する建造物の比

較から検討することを試みた。具体例として㸪11世紀後半から 12 世紀後半に東大寺㚝楼の

㚝が㸱回の地㟈で落下した記㘓の検討を実施した[HMEV01]。 

北海㐨太平洋岸の津波堆積物の年代測定から㸪胆振西㒊の堆積物は 1640 年北海㐨㥖ケ岳

噴火津波起源㸪胆振東㒊以東の堆積物は 1611 年慶㛗地㟈津波起源である可能性が示された

[HKD_01]。和歌山県串本町橋杭岩漂礫の津波挙動シミュレーションから㸪1707 年宝永地㟈以前

により規模の大きな津波の存在が示唆された[AIST08]。琉球列島南㒊の津波堆積物中の年代測

定を実施し㸪1771 年明和大津波より㸯つ前の発生年代を推定できる可能性が示された[UTS_01]。

東北地方太平洋沖地㟈前のおよそ 100 年㛫に太平洋沿岸㒊でみられた沈㝆と地㟈後の㝯起

現象は㸪深さ 200km 程度までの温度構造と流体分布に起因する粘性構造が原因であること

がシミュレーションにより示された[DPRI04]。超巨大地㟈の発生が切迫している千島海溝根室

沖から日本海溝会合㒊にかけて海底地殻変動観測*用基準局や群列海底地㟈計を設置した。

また㸪海底基準局で 1回目の測定を実施した。来年度以㝆に測定を行うことで㸪千島海溝南

㒊の海域で初めて地殻変動場が明らかになることが期待される[ERI_05]。 

伊豆大島では玄武岩*質溶岩の大規模噴火である安永噴火㸦1777 年㸧と 15 世紀の噴火に

ついて㸪噴出物層序の再構築と層序毎の噴出物の組織・化学分析を行い㸪噴火推移の詳細を

明らかにするとともに従来の考えよりも噴出時期が半年早いスコリア層があることを示し

た。浅㛫山や㟝島山においても大規模噴火堆積物の調査㸪解析を㛤始した[ERI_03]。カルデラ

噴火の準備㐣程*㸪推移㸪履歴の推定精度を上げる手法の㛤発の一環として支笏のカルデラ

形成噴火*による噴出物に U-Th 放射㠀平衡*測定を㐺用し㸪マグマの発生場所や履歴を明ら

かにした[HKD_02]。屈斜路カルデラの中島火山及びアトサヌプリ溶岩ドームの地質調査㸪化学

分析㸪年代測定を行い火山活動の詳細を明らかにした[KOBO04]。㨣界カルデラにおいて調査・

探査航海を実施し㸪アカホヤ噴火の総噴出物㔞の精密推定を㐍めている[KOBE01]。 
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㸦㸱㸧地㟈Ⓨ⏕㐣⛬のゎ᫂とモデル化 

断層滑りの多様性や動的破壊の特徴㸪断層㛫の相互作用㸪地㟈現象の㝵層性など㸪地㟈

発生㐣程に㛵する理解を㐍め㸪地㟈性滑り*の物理・化学モデルの構築につなげるため㸪観

測・実㦂・数値シミュレーションを用いた以下の研究を実施した。 

 

ア㸬地㟈Ⓨ⏕ᶵᵓのゎ᫂ 

南海トラフで実施されている海底地殻変動の観測データを統計的に解析することで㸪ス

ロースリップ*由来と考えられる㠀定常地殻変動*を複数の観測点で検出した㸦図㸱㸧[JCG_03]。

また㸪房総半島周辺の海底地㟈観測データ等による速度構造解析等から㸪この㡿域における

スロースリップは㝣側プレート*とフィリピン海プレートの地殻*同士が接している㒊分で

のみ発生していることを明らかにした[JAMS02]。 

 

 

図㸱㸬南海トラフ沿いで検出された浅㒊 SSE* 

南海トラフの㐣去の観測データを統計的に解析することで複数の観測点で検出された SSE

由来と考えられる㠀定常な変動。定常変動からの差として表示。左上の挿入図は㸪変位㔞の

データ(㯮丸)を定常変動と㠀定常変動を表す折れ線で回帰したものである㸦Yokota and 

Ishikawa, 2020, Sci. Adv.をもとに作成㸧。 
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イ㸬地㟈᩿層りのモデル化  

スロースリップによる載荷が地㟈をトリガする効果を評価するため㸪定常的なプレート

㐠動にスロースリップを模したステップ的載荷が㔜畳している状態をシミュレートし㸪地

㟈の発生サイクルがスロースリップに完全に同期する現象が発生することを確認した

[ERI_06]。日本海溝から千島海溝南㒊の M4.5 以上の大地㟈に近接する M4以下の小地㟈の地㟈

波形を網羅的に調査し㸪多くの大地㟈の波形の始まりの㒊分が小地㟈と同じであることを

発見した㸦図㸲㸧[UTS_03]。岩石破壊実㦂から㸪差応力*に対して 0.1%程度の微弱な流体圧変動

が微小破壊*発生率と有意に相㛵することを明らかにした[ERI_04]。 

 

 

図㸲㸬「㝵層的地㟈破壊」の概念図 

地㟈時の断層破壊は大きさの異なるパッチの連㙐破壊と考えられることが㸪大小様々な規

模の地㟈の観測波形を用いた解析から示された㸬大地㟈の波形の立ち上がり㒊分が中小地

㟈と同じである事例が多く発見された。複㞧な入れ子構造をもつ断層系㸦左上㸧を単純化し

たイメージ㸦中央上㸧に置き換えて考えると㸪㝵層的なパッチが連㙐破壊する㸦右上㸧こと

で上記の観測事例を説明できる㸦カスケードモデル㸧。小パッチの破壊で終われば小地㟈㸪

中パッチの破壊まで連㙐すれば中規模地㟈㸪より大きなパッチにまで破壊が至れば大地㟈

となる。それぞれの地㟈の規模は異なるが㸪地㟈波形の立ち上がり㒊分は地㟈㛫で共通する

㸦右下㸧㸦Ide, 2019, Nature をもとに作成㸧。 
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㸦㸲㸧ⅆ山⌧㇟のゎ᫂とモデル化 

火山で発生する様々な現象を定㔞的に捉えるため㸪地球物理学的な解析手法の㛤発やマ

グマ溜まり*から火㐨*を通り地表に至るマグマの上昇㐣程を解明するために必要な火㐨内

現象のモデル化を㐍めており㸪以下の研究を実施した。 

 

ア㸬ⅆ山⌧㇟の定㔞化とゎ᫂  

火山の比較研究への活用を目指し㸪地㟈波干渉法*に基づく火山性地㟈*・微動*の㟈源決

定法を㛤発した。また㸪干渉 SAR*データの解析により有珠山の貫入溶岩の熱収縮による沈

㝆のメカニズムを解明した。また㸪浅㛫山の熱水活動と山体不安定に起因すると推定される

変動を検出した[ERI_07]。航空機搭載型赤外カメラシステムを応用したポータブルな画像分光

装置を㛤発することにより㸪航空機による分光観測が可能となり㸪火山の熱異常の定㔞的評

価への応用が期待される[NIED01]。 

 

イ㸬マグマ⁀まりとⅆ㐨内㐣⛬のモデル化  

火山噴火様式*は火㐨内を上昇するマグマの脱ガス*㐣程が支㓄する。噴出物の塩素濃度

の不均質性には脱ガスの記㘓が残されている可能性を示した[HKD_03]。桜島大正噴火㸦1914 年㸧

の軽石を用いた結晶化実㦂を行い㸪ナノスケール結晶の分析からマグマが経㦂した圧力㸪温

度㸪定置時㛫が制約できる可能性を示した[THK_04]。 

 

㸦㸳㸧地㟈Ⓨ⏕及びⅆ山ά動を支㓄する場のゎ᫂とモデル化 

地㟈や火山噴火が発生する場のモデル化を㐍めるため㸪プレート境界域㸪海洋プレート

内㒊㸪内㝣域及び火山地域において㸪地㟈波速度構造や比抵抗*構造㸪応力や変形場等を明

らかにするための研究を実施した。また㸪地㟈活動と火山活動の相互作用についての研究を

㐍めた。 

 

ア㸬プレート境⏺地㟈*とᾏὒプレート内㒊の地㟈 

三㝣沖のアウターライズ地㟈*発生㡿域での構造探査から㸪多数の海底活断層*を㧗解像

度でイメージングすることに成功した[AORI01]。2012 年に三㝣沖で発生したアウターライズ地

㟈の㟈源モデルから㸪せん断強度が大幅に小さいプレート内断層が存在し㸪東北地方太平洋

沖地㟈に伴う応力変化で 2012 年の三㝣沖地㟈が誘発された可能性が示された。これまでに

実施してきた海底地㟈計データを用いて 1978年宮城県沖地㟈㟈源域付近の上盤プレート内

応力状態を検討し㸪東北地方太平洋沖地㟈前の水平㠃内差応力の大きさは 15MPa 程度と推

定された[ERI_05㸪THK_06]。2015 年から 2018 年までに実施した四国を東西に横断する 27 観測点

からなる測線下のレシーバー㛵数解析*から㸪沈み込んだフィリピン海プレートの上㠃と海

洋プレートモホ㠃*をイメージングした[DPRI02]。 
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イ㸬内㝣地㟈 

中㒊日本において温度構造・水の分布・地質構造に基づいて地殻を数値モデル化し㸪東

西圧縮変形を加えることで㸪新潟から㣕㦌山脈に至るひずみ㞟中帯が再現された。深さ 14

㎞での応力場*と㟈源分布の比較では㸪地㟈は㧗応力の脆性㡿域で発生し㸪低応力の延性㡿

域では発生しない傾向がみられる㸦図㸳㸧[THK_07]。応力の絶対値の大きさなどについては不

確定な要素も残されているが㸪内㝣地㟈の発生場に㛵する㔜要な成果である。今後㸪多様な

観測結果との比較検討を通じたモデルの評価により一層の㧗度化が図られると期待される。

㫽取県から山口県にかけての下㒊地殻*で低速度異常が推定され㸪対象地域の東㒊では地㟈

発生層*の下㝈が浅い㡿域との一致が見られた[DPRI03]。今年度に実施した広帯域MT探査*から㸪

㛗崎県南島原から熊本県天草にかけてみられる地㟈空白域の上㒊地殻*は㸪低温で水をあま

り含まず破壊強度が㧗いと考えらえる㧗速度・㧗比抵抗の岩石からなることが明らかにな

った[KYU_01]。H2O-NaCl 系流体とカンラン石㛫の㧗温㧗圧実㦂により㸪NaCl が二㠃角*を引き

下げる効果が大きいことが明らかにされた[THK_02]。この結果と東北地方の広域的な比抵抗構

造から㸪東北日本弧の地殻流体*供給モデルが提案された[THK_07]。 
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図㸳㸬中㒊日本の㸱次元レオロジーモデル*の構築 

地温勾㓄の分布㸦a㸧から推定した温度構造㸪水の分布㸪既存の地質構造を考慮し㸪東西方

向に短縮させて㸪中㒊日本におけるひずみ・応力㞟中㐣程を再現した。新潟地域のリフト構

造㸦強度の弱い㡿域㸧等を考慮することで㸪㸦b㸧に示す新潟から㣕㦌山脈周辺までのひずみ

㞟中帯を再現した。㸦㸦c㸧は深さ 14㎞でのミーゼス応力㸨場と㟈源分布。低応力の延性㡿域

で地㟈活動は低く㸪㧗応力の脆性㡿域で地㟈が発生する傾向にある。 
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ウ㸬ⅆ山噴ⅆを支㓄するマグマ供⤥⣔・⇕Ỉ⣔*のᵓ㐀のゎ᫂ 

箱根火山大涌谷の噴気観測により㸪噴火前後のヘリウム同位体比の変化を検出し㸪噴火

発生と同位体比変化の㛵係が噴火に伴う流体移動で説明できることを示した[AORI02㸪KOBO13]。草

津白根山では㸱次元比抵抗構造を推定するための広帯域 MT観測を実施し㸪湯㔩直下から本

白根案にかけて広がる低比抵抗域を見出し㸪火口湖や周囲の温泉に熱水を供給する熱水系

と解㔘した㸦図㸴㸧[TIT_03]。 

 

 

図㸴㸬㸱次元比抵抗構造から推定した草津白根火山の熱水系 

草津白根火山で広帯域 MT観測を行い㸪㸱次元比抵抗構造を推定した。左図は㸱次元の比抵

抗分布㸪右図は低比抵抗㡿域の平㠃図と東西断㠃を示す。山㡬地域の深さ 1〜3km に㟁気が

通りやすい低比抵抗層が広がっており㸪深㒊から供給される熱水により形成された熱水系

と考えられる。ここから㸪北側に位置する湯㔩火口湖や東西に位置する万座温泉及び草津温

泉へ熱水が供給されていると推定される㸦Matsunaga et al., 2020, JVGR をもとに作成㸧。 

 

エ㸬地㟈Ⓨ⏕とⅆ山ά動の┦互作⏝の⌮ゎ 

箱根カルデラの 2019 年群発地㟈*に対し㧗精度な㟈源決定を行った結果㸪前㥑的なゆっ

くりとした㟈源移動から拡散的な㧗速度の㟈源移動に㑄移する様子が捉えられた[THK_02]。ま

た㸪箱根火山の深㒊低周波地㟈*活動が浅㒊の㧗周波地㟈活動や圧力源の増圧などの現象と

時㛫的に連動していることが明らかになった[DPRI04]。 
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オ㸬ᵓ㐀共㏻モデルのᵓ⠏ 

㐣去14年㛫のメカニズム解*をコンパイルして作成した㛵東地域の地殻応力マップがデ

ータベース化され公㛤された。また㸪中国地域での応力マップ作製に向けて3000個以上のメ

カニズム解を決定した[AIST07]。球体地球における広域粘弾性*余効変動*モデルの構築に向け

て㸪㸰次元回転対称の地球モデルに対して密度と弾性定数の水平不均質が表層荷㔜に対す

る影㡪を見積もる手法を㛤発した[UTS_02]。 
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㸱㸫㸰 地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲ 
 

地㟈・火山噴火現象の観測・実㦂・理論研究に基づき㸪地㟈発生や火山噴火の予測手法

の構築に㛵する研究を実施した。㛗期的な地㟈・火山噴火発生履歴に加えて㸪地殻変動や地

㟈活動等の観測データを活用することで㸪地㟈発生の新たな㛗期予測手法の構築及び中㛗

期的な火山活動評価手法の㛤発を行った。また㸪地殻活動のモニタリングや物理的解㔘・数

理モデル化㸪様々な自然現象の変調と地㟈発生の相㛵調査を通して㸪地殻活動モニタリング

に基づく地㟈発生予測手法及び先行現象に基づく地㟈発生確率予測に㛵する研究を行った。

さらに㸪想定される火山現象を網羅してその時㛫的連㛵を整理した噴火事象系統樹の㧗度

化を㐍めるとともに㸪火山活動推移モデルの構築に向けた研究に着手した。 

 

㸦㸯㸧地㟈Ⓨ⏕の᪂たな㛗ᮇ予  

 

ア㸬ᾏ⁁型巨大地㟈の㛗ᮇ予  

S-net*の観測記㘓に基づき㸪十勝沖・三㝣沖の日本海溝近傍で発生する低周波微動*を捉

え㸪その発生場所を明らかにした。低周波微動は㸪当該地域で発生した巨大地㟈の㟈源域浅

㒊側に㞄接して分布すること㸪プレートの走向に沿う帯状の㡿域内で㸰つのクラスタ*を形

成すること㸪このクラスタ㛫に巨大地㟈の破壊㛤始域や余㟈活動が分布することが示され

た。南海トラフ海域では㸪㸱次元地㟈波構造を用いて浅㒊超低周波地㟈*の CMT 解*を求め㸪

㛗期㛫の活動履歴を明らかにした。浅㒊超低周波地㟈の多くは㸪プレート境界㠃での滑りを

意味する低角逆断層型の発㟈機構解で説明できること㸪測地データから推定されている滑

り欠損*速度が大きい㡿域の周囲㸪かつ地㟈波速度が㐜い㡿域で活発に発生していることが

わかった[NIED02㹛。このような滑り様式の特徴に㛵する知見は㸪物理モデルを用いた数値シミ

ュレーションに基づくプレート境界型地㟈の㛗期予測手法の㧗度化につながる成果である。 

 

イ㸬内㝣地㟈の㛗ᮇ予  

地㟈の活動履歴に依らない新たな㛗期予測手法の構築を目指して㸪測地データから推定

されるひずみ速度*分布に基づいて西日本の内㝣地㟈の発生確率を試算した。ひずみ速度は㸪

地㟈によって解放される弾性*ひずみと解放されない㠀弾性*ひずみの両方を含むため㸪両者

の割合を測地モーメント速度と歴史地㟈で解放されたモーメント速度の比から推定した。

内㝣域に蓄積される測地モーメント速度の 14%が地㟈として解放されるとし㸪地㟈の発生時

刻はポアソン㐣程に従うと仮定すると㸪約 20km 四方の格子内において㸪30 年㛫に M6.0 以

上の内㝣地㟈が発生する確率は㸪ひずみ㞟中帯で㧗い値を示し㸪中㒊地方では最大 4.3%と

いう結果が得られた㸦図㸵㸧[DPRI05㹛。 

2016 年熊本地㟈による地殻内のせん断ひずみエネルギーの変化を㸱次元的に推定した。

この結果と熊本地㟈発生後㸯週㛫の㟈源分布を比較すると㸪せん断ひずみエネルギーが増
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加した場所で㸪㢧著な地㟈活動が起きていることが明らかになった[NIED03㹛。また㸪せん断ひ

ずみエネルギーに加えて体積ひずみエネルギー変化を考慮することで㸪1992 年米国西㒊で

発生したランダース地㟈後の地㟈活動域の分布を概ね説明できることも示された[DPRI03。こ

れらの成果は㸪従来から用いられているクーロン応力変化*よりも㸪ひずみエネルギー変化

を用いる方が大地㟈後に活発化する地㟈活動域の分布を精度良く予測できることを意味す

る。 

 

 

図㸵㸬測地観測データに基づく内㝣地㟈㛗期評価手法の㛤発 

左は南海トラフの固着による弾性変形を取り㝖いたひずみ速度場*を示す。右は測地ひずみ

の 14%が弾性的に蓄積すると仮定して計算した㸪M6 以上の内㝣地㟈の 30年発生確率であ

る。 

 

㸦㸰㸧地Ẇά動モニタリングに基づく地㟈Ⓨ⏕予  

 

ア㸬プレート境⏺りの✵㛫変化の把握に基づく予  

西南日本において㸪様々な種㢮のスロー地㟈*が空㛫的に相補的に分布していることを明

らかにした。また㸪九州沖から四国にかけてのフィリピン海プレート境界域の深㒊及び浅㒊

において㸪スロー地㟈の㛗距㞳にわたる移動現象を検出するとともに㸪異なる種㢮のスロー

地㟈の㛫に相互作用が見られることを示した㸦図㸶㸧[ERI_12]。さらに㸪四国西㒊域の GNSS*デ

ータを㸪深㒊低周波地㟈活動を基準にして解析することで㸪深㒊で短期的スロースリップが

発生している最中に㸪浅㒊の固着域においてもわずかな滑りが起きていたことを見出した。
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微少ながらも固着域の中でも滑りが起きていた点が特徴的であり㸪応力が固着域へ㛫欠的

に載荷されていると考えられ㸪短期的スロースリップと固着域の㛵係性を理解する上で㔜

要な成果である[ERI_12㹛。 
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図㸶㸬スロー地㟈の総合解析による南海地㟈の固着域へ向かうスロースリップの㛗距㞳移

動 

左上で示すように㮵児島沖から四国沖にかけての南海トラフのプレート境界で複数の種㢮

のスロー地㟈を捉え㸪それらが深㒊と浅㒊㸪別々の時㛫スケールで㛗距㞳移動する様子がわ

かった。左上の図で示す a〜k の㡿域について㸪深㒊低周波微動㸪GNSS 観測から得られた変

位㸪繰り返し地㟈*の滑り㔞㸪浅㒊超低周波地㟈*の回数を時㛫変化として右上に並べると㸪

㸯ヶ月程度で南から北に向かって移動している様子がみえる。これらの南海トラフ沿いの

スロースリップの移動についてまとめたイメージを下に示す㸦Uchida et al., 2020, EPSL

をもとに作成㸧。 
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レーザー式変位計とひずみ計のデータを用いて㸪通常の短期的スロースリップが発生し

ている期㛫において㸪継続時㛫約㸯時㛫のスロースリップ現象が起きていることを発見し

た。このスロースリップの規模は Mw5.0 程度であり㸪既存のスロー地㟈のスケーリング則*

と調和的であった[JMA_01]。 

繰り返し地㟈カタログを用いて㸪日本列島周辺における滑りの空㛫分布・時㛫変化の特

徴を調べた結果㸪沈み込むプレートの境界における滑り速度は㸪ここ数年は㸪ほとんどの地

域でプレート㛫の相対㐠動速度よりも㐜く㸪大地㟈の余効滑り*の影㡪が見られた地域はわ

ずかであった[THK_09㹛。 

プレート境界㠃上の摩擦と粘弾性緩和*の両者の構成則*を考慮した物理モデルに対する

ベイズ的データ同化*手法の㛤発を㐍め㸪2011 年東北沖地㟈の地㟈時及び地㟈後㸵年㛫の地

殻変動データに㐺用した。推定されたパラメータによるモデル計算値は観測データを良く

再現するとともに㸪余効変動の初期段㝵から粘弾性緩和の寄与が余効滑りに比べて大きか

ったことが示された[KUS_01㹛。 

 

イ㸬地㟈ά動ホ価に基づく地㟈Ⓨ⏕予 ・᳨ド実㦂 

㝵層ベイズ型時空㛫 ETAS モデル*を用いて㸪余㟈などのトリガ効果を㝖いた地㟈活動度

の㧗低の地域性を表す常時地㟈活動度の分布を明らかにした。2011 年東北地方太平洋沖地

㟈などに続く地㟈活動が㠀常に活発な時期のデータを含めて解析しても㸪常時地㟈活動度

の大きさや分布は㸪時㛫的にほとんど変わらないことが確かめられた。常時地㟈活動度の㧗

い㡿域は㸪大地㟈の起きた㡿域や繰り返し地㟈の位置とも良く対応しているように見える。

また㸪国㝿的な枠組みのもと㸪地㟈活動データに基づく地㟈活動予測可能性共同実㦂㸦CSEP㸧

*を継続的に実施した。さらに㸪ある地㟈が起きた直後に㸪より規模の大きな地㟈が発生す

る確率評価手法について検討を行った。 

 

㸦㸱㸧先⾜⌧㇟に基づく地㟈Ⓨ⏕の☜⋡予  

地㟈活動の短期的な活発化に着目した研究を行った。伊豆地域で見られた複数の前㟈*活

動は㸪地㟈㛫の誘発作用を考慮する ETAS モデルだけでは説明できないほどの活発な現象で

あることが示された。前㟈活動の特徴を巧妙に抽出できれば㸪ETAS モデルよりも効率的な

地㟈予測が可能になることが期待される[ERI_13㹛。 

山㝜地方の 1980-2017 年の M3 以上の地㟈活動に対して余㟈を取り㝖いた独立地㟈の発

生時期を分析したところ㸪春と秋に地㟈発生確率が平均値よりも㧗いという傾向が示され

た[ERI_13㹛。さらに㸪1923-2017 年の M6.2 以上の地㟈だけに㛵しても㸪春と秋に発生㢖度が㧗

い傾向が見られる。 

2016 年熊本地㟈㟈源域周辺の最近㸦2017 年㸯月から 2019 年㸱月まで㸧の地㟈活動の特

徴を調べた結果㸪本㟈破壊域の南端 10km 程度の㡿域㸦日奈久断層帯㸧でのみ㸪㹠値*が地㟈

前に比べて低下し㸪低い b値の状態が継続していることが見出された。このことは㸪熊本地
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㟈以㝆に本㟈破壊域南端において応力載荷*がおきていることを示唆する[ERI_13㹛。 

 

㸦㸲㸧中㛗ᮇⓗなⅆ山ά動のホ価 

 

ア㸬ⅆ山噴ⅆの㛗ᮇά動のホ価 

山梨県富士山科学研究所は㸪古地磁気測定により㸪火山弾の古地磁気方位から富士山の

宝永山が西暦 1707 年に形成されたと推定できることを示した。また㸪㮚丸尾溶岩及び剣丸

尾第㸯溶岩の年代推定を行った結果㸪西暦 600-700 年㸪西暦 1000 年と求められた。さらに㸪

㝣上植物起源の脂肪㓟と炭化木片の 14 C 年代測定値は誤差の範囲内で一致し㸪炭化木片が

産出しない土壌試料でも㸪脂肪㓟を利用した年代推定ができることを示した[MFRI_01]。東京大

学地㟈研究所は㸪㟝島山について㸪代表的噴火の堆積物の㟢㢌調査㸪歴史時代の個々の噴火

の推移や中㛗期履歴の文献調査をもとに㸪噴出物分布や層区分について検討するとともに㸪

18 世紀享保噴火の㝆下軽石における茶・灰色及び白色の㸰タイプの軽石の全岩化学組成*が

2011 年噴火と同様のトレンドを有すること㸪温度・組成差のある㸰端成分マグマが㛵与し

たことなどを明らかにした[ERI_03]。富山大学は草津白根火山において㸪また産業技術研究所

は㸪㞤㜿寒岳火山㸪日光白根火山㸪秋田焼山火山㸪御嶽火山において活動履歴解明のための

噴出物調査を㐍めた[TYM_01㸪AIST03㹛。 

 
イ㸬モニタリングによるⅆ山ά動のホ価 

北海㐨大学と京㒔大学大学㝔理学研究科は㸪各種観測データに基づく㸪数年〜数十年ス

ケールの中期的な火山活動評価を日本各地の活火山で行う手始めとして㸪十勝岳を対象と

したVUI*㸦火山活発化指数㸧の評価㡯目と基準を作成した。評価㡯目の一つとして㸪火口直

下での昇温の指標となる地磁気変化を取り上げ㸪㐣去のアンレスト*事例の収㞟・整理を通

じて㸪VUIに対応付ける方法を考案した㸦図㸷㸧[HKD_04㸪KUS_02]。また㸪北海㐨立総合研究機構

は㸪十勝岳においてGNSS観測㸪火口域地温観測㸪噴気及び温泉水の化学分析㸪地下水位観測

等を行った。2006年から2019年までの火口域の膨張収縮は㸪地㟈活動や温泉水のCl濃度との

相㛵があることがわかった一方で㸪噴気の温度や化学成分㸪凝縮水の㓟素・水素同位体比に

は大きな変化はなかった[HRO_01]。 

御嶽山2014年噴火後から続く山㡬付近の局所的な沈㝆は㸪InSAR*及びGNSSデータの解析

と噴煙映像から推定される水蒸気放出㔞の分析から㸪噴火発生から指数㛵数的に急速に変

化する深㒊減圧源と㸪緩やかに変化する浅㒊の減圧源で説明できることが明らかとなった

[KUS_02]。 

箱根火山では㸪噴気中のCO2/H2S比㸪He/CH4比及びN2/He比が2015年㸳月〜㸶月の群発地㟈

活動に先行して増加㸪群発地㟈活動の低下とともに減少し㸪マグマ起源ガスの浅㒊熱水系に

対する流㔞の増加が群発地㟈を起こしたと解㔘された[KOBO11]。また㸪簡易型トラバース測定

装置による二㓟化硫㯤放出率と噴火活動との対比㸦口永良㒊島㸧や㸪噴火時の火山ガス*の
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化学組成の測定や火山灰*から抽出した水溶性物質の化学分析㸦浅㛫山㸪㜿蘇山㸧に基づく

噴火様式の同定が行われた。 

 

 

図㸷㸬火山活動のアンレストに伴う熱消磁の事例収㞟と VUI への対応付け 

各種観測データに基づいて㸪数年〜数十年スケールの火山活動評価㸪特に㠀噴火時におけ

る火山活動の㧗まり㸦アンレスト㸧の定㔞的評価を目指している。今年度はニュージーラ

ンドで㛤発されたVUI㸦火山活発化指数㸧を我が国の火山に㐺用するための具体的検討を

始めた。右図の火山で㐣去に観測されたアンレスト事象について㸪地下の昇温の指標とな

る磁気モーメント消失率とその深さを調べると㸪グラフの左上側に行くほど㸪アンレスト

後に実㝿に噴火した事例㸦円で囲ったイベント㸧が多かった。そのため㸪右下から左上に

向かってVUI値が大きくなるよう基準を設定した。 

 

㸦㸳㸧ⅆ山ά動推⛣モデルのᵓ⠏によるⅆ山噴ⅆ予  

火山活動推移のモデル化や分岐判断指標の作成をするために観測データ等を検討した。

大地㟈と噴火の発生に相㛵があること㸪火山噴火を伴う地殻変動は約半年以上先行して継

続することが多いことなどがカタログデータ解析から明らかとなった[THK_11]。また㸪インド

ネシア国シナブン火山を対象に㸪水蒸気噴火からマグマ噴火*への移行期の地盤変動*と地㟈

活動の連動性を明らかにした[DPRI07]。既存の火㐨系へのマグマ貫入*と㸪そうでない場所への

マグマ貫入の場合に分けた㸪マグマの貫入速度と噴火事象の経㦂的分岐論理を構築した
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[DPRI07]。 

蔵王火山について㸪最新の火山活動・噴火活動の履歴から㸪前兆現象のみで終息する場

合㸪その後㸪水蒸気噴火に至る場合㸪水蒸気噴火からマグマ噴火へ移行する場合㸪大規模噴

火に至る場合に分ける噴火推移予測図を作成した[KOBO15]。 

  



- 27 - 
 

㸱㸫㸱 地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲ 
 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲの㧗度化 

 

ア㸬強㟈動*の事前ホ価手ἲ 

強㟈動の事前評価を㧗度化するため㸪㟈源のモデル化手法の㧗度化やそれに資する知見

を得るための実地㟈の㟈源㐣程*の分析㸪㟈源から地表までの地下構造のモデル化㸪㟈源や

地下構造との㛵連における強㟈動の生成メカニズムの分析㸪地㟈波伝播シミュレーション

手法の㧗度化の研究が行われた。 

2018 年北海㐨胆振東㒊地㟈㸦Mjma 6.7㸧の断層破壊を強㟈記㘓*の波形インバージョン*

㸦周波数 0.04-0.5Hz㸧及び強㟈動生成域のモデリング㸦周波数 0.3-10Hz㸧により解析

し㸪主破壊域の広がりや主破壊域中の㸰つの強㟈動生成域を特定した。㟈度㸵を記㘓した

地点での地㟈動再現計算結果は卓越周波数や最大加速度値が観測記㘓に合わず㸪地盤の㠀

線形応答があった可能性が示された。㟼岡県下の強㟈データを用い㸪スペクトルインバー

ジョン法により各㟈源特性*㸪地㟈波伝播㸪サイト特性*を分析したところ㸪応力㝆下㔞*に

深さ依存性が確認された[DPRI09]。 

2016 年熊本地㟈について㸪インバージョンより得られた地下の㟈源断層モデル*と㸪地表

で観察された地表地㟈断層*の情報に基づき㸪複数の㟈源断層㠃形状のモデルを提案した。

また㸪布田川断層から㞳れた清正公㐨沿いの地表変状においてトレンチ調査を実施し㸪右横

ずれ断層*であることを明らかにした[NGY_05]。 

大㜰㸪京㒔㸪奈良堆積盆地を中心とした地域では㹏値*周波数依存性のモデル化などの改

良を行い㸪㟼岡県地域についても強㟈波形データを用いた地㟈基盤以浅の構造モデルの検

証を㐍めるなど㸪既往の地盤構造モデルの検証を行った[DPRI08]。 

標準地球モデルによる理論分散曲線*と㸱次元差分法による地㟈波伝播シミュレーショ

ン結果の比較により㸪大振幅のラブ波*パルス㸦㹅波㸧の生成原因を推定した。2011 年東北

地方太平洋沖地㟈では㸪振幅の大きな㹅波の到来地域で㸪地㟈活動活発化や太平洋沿岸の沈

み込み帯の低周波地㟈や微動活動が報告されるなど㸪大地㟈による表㠃波*の影㡪が全地球

へ広がったことが確認された[ERI_14]。 

南西諸島域の地㟈の応力㝆下㔞の分布を調べたところ㸪㸯〜100MPa の範囲に分布し㸪琉

球海溝から沖縄トラフにかけて低下する傾向にあること㸪奄美大島北東沖など特に値の㧗

い㡿域が存在することが確認できた[ERI_14]。 

㸱次元差分法に基づく地㟈波伝播シミュレーションのオープンコード㸦OpenSWPC㸧につ

いて㸪利用者コミュニティからのフィードバックを受けて改良と機能拡張を㐍めた[ERI_14]。 

予測手法の妥当性を検討するため㸪2016 年熊本地㟈について㸪地表地㟈断層の㛗さに基

づく断層モデルと地㟈モーメント*に基づく断層モデルを作り㸪地㟈本㒊の強㟈動予測手法

レシピによる強㟈動計算結果を比較した。前者では地㟈モーメントや地㟈動が㐣小評価と
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なり㸪後者ではおおむね実㝿の地㟈動分布を説明できたが㸪地表地㟈断層ごく近傍の観測点

では㐣小評価が残った。後者をさらに改善するためには㸪地㟈発生層よりも浅い地表付近ま

で断層滑りを設定する必要があった[NGY_05]。 

災害リスク評価には想定シナリオ・手法の不確定性に起因するばらつきがあるが㸪この

ばらつきを㜵災計画に反映するためのハザードデータの構築手法の㛤発に着手し㸪今年度

は表示システムを㛤発した㸦図 10㸧[CTOC01]。 

 

 

図 10 地㟈危㝤度評価結果表示システムの㛤発 

災害リスクの評価結果には想定シナリオや地盤効果の計算手法の㐪いによるばらつきがあ

る。ばらつきを含む結果を㜵災計画に反映させるための表示システム㛤発を㐍めた。異なる

地㟈シナリオ毎に㸪異なる㟈源要素*を持つ地㟈を仮定し㸪その地㟈による工学的基盤での

揺れ㸪表層地盤㸦地表㸧での揺れ㸪建物倒壊率を計算する。大㜰府と㧗知県を例として㸪

10,000 回の数値試行実㦂で得られた「表層地盤㸦地表㸧での揺れ㸦最大速度㸧が 100cm/s 以

上となる度数㸦左図㸧」及び「建物倒壊率が 30%以上となる度数㸦右図㸧」の表示例を示す。 

 

イ㸬ὠἼの事前ホ価手ἲ 
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巨大地㟈に伴う海底斜㠃崩壊による津波の数値計算手法を㛤発した。1929 年 Grand 

Banks で発生した海底地すべりに伴う津波イベントに㐺用し㸪海底地すべりの㔞は約 100km3

程度であると見積もることができた[HKD_05]。 

 

ウ㸬大地㟈による⅏害リスクホ価手ἲ 

強㟈動による地㟈災害誘因の分析のため㸪堆積平㔝・堆積盆地における強㟈記㘓データ

ベースの増強に着手した。また㸪2018 年北海㐨胆振東㒊地㟈や 2004 年米国パークフィール

ド地㟈㸪トルコ西㒊の被害地㟈等国内外の強㟈記㘓の分析を行い㸪堆積平㔝・堆積盆地の地

㟈動増幅特性*を定㔞化するとともに㸪㟈源解析や強㟈動シミュレーションを行った[ERI_16]。 

2016 年熊本地㟈の益城町市街地において㸪詳細な地表地㟈断層の分布と建物被害との㛵

係を調べたところ㸪地㟈断層から 120m 以内の範囲に全壊家屋の総数の 94%が㞟中すること

がわかった[NGY_05]。 

地㟈被害想定における不確実性の低減を目的として㸪㫽取県内で微動観測を展㛤して㠃

的な地盤㟈動特性を調べ㸪これまでに実施した各種地盤調査を総合的に再解析し地下構造

をモデル化した。小地㟈と大地㟈の地㟈観測記㘓から㸪線形応答時の地盤構造とともに大地

㟈時の㠀線形応答特性*を逆推定する方法を㛤発した[TTR_01]。 

北海㐨八㞼町㸪神恵内村等において㸪実測した歩行速度に基づく津波㑊㞴シミュレーシ

ョンを行い㸪㑊㞴困㞴地区を特定した。対策を自治体・地域住民と協議し㸪新たに㑊㞴路の

整備㸪役場庁舎の津波㑊㞴ビル機能付加の計画につなげた[HRO_02]。 

 

エ㸬地㟈動やⅆ山ά動によるᩳ㠃崩壊の事前ホ価手ἲ  

㐣去の火山噴火による軽石の分布域と㐣去の地㟈地すべり箇所を比較したところ㸪地㟈

時地すべりの滑り㠃となる可能性が特に㧗い㝆下火砕物*は㸪9000 年よりも古い軽石及びそ

れに伴う火山灰土であることがわかった[DPRI10]。 

谷埋め盛土斜㠃の地すべりメカニズム解明のため㸪地㟈動と㛫㝽水圧*変動を同時観測し

たところ㸪㛫㝽水圧が上昇するタイミングや上昇㔞は地㟈動の強さと強い相㛵があること

が示された[DPRI10]。 

2018 年北海㐨胆振東㒊地㟈により厚真町のテフラ斜㠃において発生した地すべりを調

査したところ㸪滑り㠃に広く見られる粘土㖔物の薄板状ハロイサイトを検出した。さらに㸪

ハロイサイトの含有㔞が増えるに従い㸪せん断抵抗が下がり保水力が上昇すること㸪すなわ

ち㸪せん断された㝿には流動性が増すことが明らかになった[DPRI10]。 

宮城県荒砥沢地区における地上設置型合成㛤口レーダー㸦GB-SAR㸧観測で㸪2019 年 10 月

の豪㞵に伴う斜㠃の侵㣗が確認された。この時㸪斜㠃各点で計測した地表㠃変位から㸪土砂

の流出㔞に対応すると考えられる体積変化が得られた。また㸪㝆㞵後㸲日程度で地表㠃変位

が現れることを見いだした。このような知見は㸪土砂侵㣗の予測へつながると考えられる

[IRID03]。 
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オ㸬ⅆ山噴出≀による⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲ 

桜島火山の㯮神地区において小型船舶レーダーを用いた観測を㛤始し㸪2019 年 11 月㸶

日の火砕流*噴煙の流下パターンや堆積㔞を明瞭に捉えることに成功した。また㸪桜島の㐣

去の噴火の前㥑地㟈・地殻変動データから㸪火砕流を伴う噴火では直前の膨張停滞時㛫は 30

分以上継続し㸪47 例中 27 例で前㥑地㟈が発生することが明らかになった。この結果から㸪

火砕流を伴う噴火では火㐨内の状態が通常の噴火前とは異なっている可能性が示唆された

[DPRI11]。 

 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の即予 手ἲの㧗度化 

 

ア㸬地㟈動の即予 *手ἲ 

大地㟈による大規模平㔝での㛗周期地㟈動*の即時予測の実現に向け㸪観測・計算データ

同化に㛵する研究を㐍めた。㧗速化を目指し㸪予め計算した同化観測点〜予測地点の伝㐩㛵

数㸦グリーン㛵数㸧を用いて㸪評価地点の揺れを予測する方法を検討した。南海トラフ巨大

地㟈の即時予測の可能性を検討した結果㸪㟈源域直上の海底地㟈観測網㸪DONET*や N-net㸦計

画中㸧を地㟈発生直後からデータ同化できれば㸪数十秒以上の猶予時㛫をもって㛵東平㔝等

の㐲地での㛗周期地㟈動の即時予測が可能なことがわかった[ERI_14]。 

“揺れから揺れを予測する”PLUM 法*の㧗度化を㐍めた。㹑波群中の㹎波の検知㸪上下動

成分を用いた㟈度の予測㸪距㞳減衰の導入により㸪近い未来にしか㐺用できないという弱点

を軽減する可能性を見出した[JMA_06]。 

 

イ㸬ὠἼの即予 *手ἲ 

海底圧力観測*記㘓と津波伝播のグリーン㛵数を用いたデータ同化に基づく津波即時予

測手法を㸪海底地㟈津波観測網 DONET が捉えた 2016 年㫽島沖地㟈津波に対して㐺用した。

同地㟈は海底火山カルデラ内に発生する津波地㟈*であり㸪地㟈動の解析によって津波を即

時的に予測することが困㞴な事例であるが㸪本手法により津波予測を迅速に行い得ること

を示した㸦図 11㸧[HRS_02]。 

GNSS 搬送波位相*変化から断層滑りを直接推定する手法 (PTS) の性能評価のため㸪 2011

年東北地方太平洋沖地㟈 (Mw 9.0)とその後㸯日以内に起こった㸰つの余㟈に同手法を㐺用

した。先行研究とほぼ同等の㟈源像が得られ㸪PTS によって㸯日以内で連続する地㟈現象の

モニタリングが可能であることが確認できた[THK_12]。 

後続波で㧗い津波が観測された近地津波事例を精査し㸪その成因を推定した。スロー津波

地㟈の規模推定のために㛤発した積分変位を用いた規模推定法を国内外の地㟈に対して㐺

用し㸪従来の変位振幅に基づく手法に比べ規模を㐺正に推定できる可能性が㧗いことを示

した[JMA_06]。 
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図 11㸬リアルタイム観測実記㘓に基づくデータ同化津波予測実㦂 

㫽島で発生した火山性の津波地㟈に対し㸪㟈源情報に依存しない津波データ同化に基づく

現況把握からの予測実㦂。左㸸㟈源㸦右下の丸㸧㸪同化に利用した観測点㸦赤㸧㸪予測ターゲ

ット地点㸦㯤㸧。右㸸縦点線の時点における津波予測と観測記㘓との比較㸦Wang et al., 2019, 

JGR をもとに作成㸧。 

 

ウ㸬ⅆ山噴出≀による⅏害ㄏ因の即予 手ἲ 

焼岳火山における昭和 37年の噴火以㝆の土石流の発生に㛵する既往研究と㸪昨年発生し

た土石流の㝿の 10分㛫㞵㔞とその㞵域のデータから㸪火山の噴火後の土石流発生ポテンシ

ャルの変化と発生条件に㛵するモデルのフレームワークを構築した[DPRI12]。 

レーダーによる噴煙の即時把握に向けて㸪噴煙中の粒子の粒径分布の調査や㸪噴煙と㝆

水エコーを区別する方法の検討㸪噴煙拡散モデルの㧗度化を㐍めた[JMA_07]。 

㟝島新燃岳 2018 年噴火において㸪噴火様式の変化と噴出物の岩石組成変化の対応を明ら

かにするとともに㟝島火山の噴火事象系統樹の作成を㛤始した。また 2019 年㸶月の浅㛫山

噴火について㛵係機㛵で連携して㝆灰調査を行うとともに㸪噴出物モニタリング手法の㧗

度化及び噴火時対応の迅速化・効率化に㛵する議論を㐍めた[ERI_07]。 

 

㸦㸱㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 を⅏害情報につなげる◊✲ 

地㟈・火山災害情報の活用のための基礎調査として㸪日本放送協会による「体感・㤳㒔

直下地㟈ウィーク」を刺激とする社会的実㦂調査㸦パネル調査㸧を実施し㸪認知㸪知識㸪行

動㸪態度㸪確率評価への効果を検討した[III_01]。 
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ハザード事象系統樹の設計について検討し㸪系統樹は㑅択肢の整理と視覚化には優れる

が㸪時㛫変化の表現には課㢟があり㸪時㛫変化については系統樹より表形式が㐺しているこ

とがわかった[IRID04]。 

2018 年㸯月の草津白根火山の噴火事例において㸪噴火に㛵する情報の内容㸪伝㐩㸪理解

に㛵する課㢟を分析するため㸪噴火から約㸰年後㸪草津白根山近傍の草津温泉スキー場の利

用者を対象としたアンケート調査を実施した。2018 年㸯月の噴火を「はっきりおぼえてい

る」グループとそうではないグループでは㸪前者のほうが理解度や知識㔞が㢧著に㧗いこと

が明らかになり㸪利用者の理解度や知識㔞の㐪いを意識した情報伝㐩を検討すべきである

と考えられた[KOBO16]。 

地㟈波形・GNSS・傾斜計*等のデータを即時解析して㟈源や地盤変動源を表示するシステム

を㛤発しているが㸪テレメータされている地㟈波形のデータを用いて㟈源を逐次推定する

ツールを追加し試㐠転を㛤始した[HKD_06]。 
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㸱㸫㸲 地㟈・ⅆ山噴ⅆに対する㜵⅏リテラシー向上のための◊✲ 
 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害事例による⅏害Ⓨ⏕ᶵᵓのゎ᫂ 

社会とのかかわりにおいて地㟈・火山噴火災害の発生機構を理解するためには㸪自然事

象が生じる場所や地域の歴史的・地理的特性が㔜要な研究㡯目である。国宝・島津家文書の

うちに伝来する「江戸大地㟈之図」㸦東京大学史料編纂所所蔵㸧に描かれた㸪安政江戸地㟈

㸦1855 年㸧における被害の状況と人々の対応や復興㐣程の実態を検討した。他の文献史料

と丹念に照合すると㸪絵巻に描かれた内容と良く符合し㸪そのことから㸪この絵巻史料が事

実に基づいて特定の場所や出来事を描いている可能性が㧗く㸪歴史資料としての信㢗度が

㧗いことが明らかになった。地㟈動や火事による被害状況や㸪仮設住宅や瓦礫の処理㸪米の

㓄給などの災害対応や復興課㢟が現代とも共通し㸪歴史的な経㦂が今後の㜵災施策や復興

施策の検討に資すると考えられる㸦図 12㸧[UTH_02]。災害誘因として場所㝈定性の強い津波に

ついて㸪その常習地である岩手県山田町船越地区を事例に㸪「㝣中国㛢伊群第拾七区船越村

絵図㠃」㸪「山田警察分署所轄海嘯*被害明細図」など㸪1896 年明治三㝣津波災害の発生前後

の史料を収㞟・解析し㸪当時の地形や被害状況との対応㛵係を復元・可視化した。リアス式

海岸に特徴的な急傾斜地形と㞟落立地との㛵係に着目すると㸪標㧗と被害程度との㛫に明

瞭な対応㛵係があり㸪そのことが被災後の㧗台移転につながったことを明らかにした[IRID05㹛。 

2011 年東北地方太平洋沖地㟈㸦東日本大㟈災㸧を事例に㸪宮城県の津波被災地における

災害対応㐣程や生活条件の地域㛫比較分析を行い㸪災害経㦂が地域社会のまとまりを強く

する反㠃㸪地域の社会特性に応じた災害対応がとられないときに㸪逆に社会の脆弱性が増大

することが示唆された[NGY_06㹛。土地所有・利用にかかわる私権制約の問㢟により㸪被害軽減

を図るための土地利用規制・建築規制が㐍まないことが多い。一方㸪2004 年新潟県中越地

㟈の被災地である中越地方では㸪割地制度と土地総有制が㸪土地から生産される利益の分㓄

と災害による被害の分散のために㐠用されており㸪地域全体で利益を共有し㸪暮らしの再建

を目指せるような環境づくりが現代の土地利用施策においても有効であると考えられる

[HGY_02㹛。 

災害対応・復興に㝿して地㟈・火山観測情報がどのように活用されてきたのかという問

㢟について検討した。口永良㒊島新岳と箱根大涌谷の火山噴火では㸪気象庁による噴火警戒

レベルの判断基準となる観測情報に対して住民が敏感に反応していた。兵庫県加古川市㣴

田南地区での地区㜵災計画策定における住民と専㛛家とのリスクコミュニケーションの事

例では㸪統合地㟈シミュレーター*による建物の揺れと被害の予測結果を可視化した情報が㸪

住民自身が対策を具体的に検討する㝿に役立ったことが確かめられた[HYG_01㹛。 
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図 12㸬「江戸大地㟈之図」の㟈災を描く絵巻から江戸の社会を読み解く 

国宝である島津家文書の絵巻「江戸大地㟈之図」㸦東京大学史料編纂所所蔵㸧から安政江

戸地㟈㸦1855 年㸪安政㸰年㸧の様子を読み解き㸪文献資料と照合すると㸪事実と良く符合

しており㸪当時の状況を忠実に描いているものとして㸪資料としての信㢗度が㧗いことが

明らかになった。当時の地㟈や火事による被害や人々の対応㸪復興㐣程の実態を見る手が

かりとなり㸪今後の㜵災施策や復興施策の検討にも活用可能な事例である。 

 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害に㛵する♫会の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲ 

将来発生が懸念される地㟈・火山災害に着目し㸪社会における㜵災リテラシーの実態を

調査した。また調査結果に基づき㸪社会が被害の発生を抑止㸪あるいは軽減する対策を考え

るために必要な知識体系を明らかにすることを目指した。また㸪知識体系を明らかにする㐣

程で㸪必要な知識要素を特定し㸪それらの要素を組み合わせることで㸪実践的な研修プログ

ラムを構築した。さらに㸪研修プログラムを特定の地域で実装し㸪実効性を㧗めるためにそ

の効果の検証も行った。 

地域社会は災害に対処する仕組みを備える一方で㸪近年の社会変動によって潜在的な脆

弱性を増大させており㸪そのことは災害の発生によって被害を拡大する要因となる。今年度

においては㸪災害が生活に与える影㡪の把握方法について㸪地域に潜むリスクを脆弱性の観

点から評価する技術の可能性を検討した。富山県を対象に㸪国勢調査データに基づいて人口

密度ならびに乳幼児・㧗㱋者人口の密度を算出し㸪脆弱性尺度として災害時弱者支援力「見
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守られ率」㸦成年一人当たりの乳幼児・㧗㱋者数㸧を地図上で可視化した[TYM_03㹛。 

一方㸪地㟈・火山等の自然現象に㛵する知識㸪また災害予測情報等の活用可能性には個

人差も大きく㸪より効果的な㜵災対策を可能にするためには㸪こうした個人差を良く理解す

る必要がある。認知科学のアプローチから㸪災害情報を活用する個人の態度・能力・考え方

と㛵係する「災害を生きる力」因子を整理する調査設計のために㸪今年度は基礎的検討と試

行調査を行った。南海トラフ地㟈津波㑊㞴対策特別強化地域在住の成人を対象としたウェ

ブ調査を実施し㸪「通常の大地㟈発生とそれに伴う大津波からの㑊㞴」と「南海トラフ地㟈

臨時情報㸦巨大地㟈警戒㸧に基づいた㑊㞴」の両シナリオ㛫での㑊㞴見通しの差異を検討し㸪

その程度には大きな差はなかったものの㸪前者のシナリオの㝿に「絶対㑊㞴しない」「必ず

㑊㞴する」の回答が多いなどの結果を見いだした[IRID06㹛。 

個人レベルにおけるリスク認知と㑊㞴行動とのギャップについては㸪地理空㛫情報*㸪GIS*㸪

衛星測位に ICT 技術を統合した災害情報共有システムを構築し㸪活用方法の㛤発に着手し

た。具体的には㸪WebVR 技術を用いた疑似㑊㞴訓練システムを㛤発して㑊㞴実㦂を行ったと

ころ㸪たとえば地形の複㞧な地域において「海から㞳れなければ」という意識で逆に津波が

来る方向に逃げようとするなど㸪津波災害時に注意すべき行動が明らかになった[HKD_07㹛。 

緊急性の㧗い火山噴火災害への備えにおいては㸪市民の科学的知識レベルの向上は喫緊

の課㢟である。桜島は現在活動中の火山のうち人口 50万以上の大㒔市に最も近接する火山

であり㸪科学者と市民との共同によって観測から㜵災に至る一連の対応システムの構築が

試みられている。そのための基礎資料として市民を対象に噴火情報に㛵する意識調査を行

った。㮵児島市などの㞄接地域において噴火警戒レベルの認知度が有意に㧗く㸪噴火に至る

かどうか不明であっても観測データに異常が見られる場合の情報が必要とされていること㸪

情報の信㢗性の㧗い公的機㛵や専㛛機㛵からの情報発信のニーズが㧗いこと㸪火山災害を

減らすためには災害情報にかかわる取組が㔜要だと考えられていることなどを明らかにし

た[DPRI13㹛。 

一方㸪日本有数の観光地であり㸪近年大きな地㟈や火山噴火が発生した熊本県㜿蘇地域

では㸪研究者と国や県㸪地元行政機㛵などとが連携して㸪地㟈・火山観測の準リアルタイム

データ表示システムの設置を行うとともに㸪観光客に触れる機会の多いジオパークガイド

の㣴成を通して㜵災リテラシーの向上を図る方策を展㛤してきた。今年度は㸪その㣴成講座

の講習内容を検討するために㸪現役ガイドと新人ガイドに対して熊本地㟈に㛵するアンケ

ート調査を実施するとともに㸪現役ガイドの活動に㛵するアクションリサーチを行った。そ

の結果㸪新人ガイドと現役ガイドの㛫には活断層認知率など科学的知識レベルに差異があ

り㸪地球科学リテラシーの向上につながる講習内容に課㢟があることを見いだした[KUS_03㹛。 

また㸪2014 年に深刻な御嶽山噴火被害を経㦂した㛗㔝県木曽地域は㸪観光地でありなが

らも深刻な㐣疎の問㢟を抱えており㸪地元の火山㜵災力の向上を図る担い手の確保に腐心

している。そのため㸪専㛛家と県や地元自治体が連携して㸪火山マイスターとして認定され

た地域内外の市民のネットワークを専㛛家が支援し㸪火山マイスターの活動記㘓をもとに㸪
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必要とされる知識や㜵災効果を評価・検証・フィードバックする制度を構築した。今年度は㸪

基礎資料を作成するために㸪木曽地域の㛵連行事における参与観察㸪㛵係者へのインタビュ

ー調査などを行い㸪マイスターの属性を整理するとともに㸪㐣去㸰年㛫の活動記㘓を蓄積し

た[NGY_06㹛。 

地㟈・火山研究の成果を㜵災対策や災害対応に活かすための㸪より一般的・体系的な取

組として㸪実務者㸦行政担当㸧を対象にした㜵災リテラシーの向上のための研修プログラム

の㛤発し㸪㛤発した研修プログラムをモデルケースとして実装し㸪その効果を検証すること

でプログラムの㧗度化を図る研究に着手した。今年度は㸪その基礎となる「育成したい人材

の特性」「育成フレームの同定」「育成プログラムのプロトタイプ」を検討した。特に育成プ

ログラムにおいては㸪一方向の研修だけではなく㸪研修によって一定の基礎知識が共有され

た段㝵で㸪育成対象者から研究者コミュニティへのフィードバックを実施し㸪双方向のリス

クコミュニケーションを実現することを目指したプログラムの試作を行った[NGT_02㹛。 

最後に㸪「オープンサイエンス」㸦市民参画型科学㸪市民参画型データ収㞟・管理㸧の手

法を地㟈㜵災学の分㔝にも導入し㸪地㟈・火山・津波災害データベースの構築・共有を㐍め

ながら㸪それを通じた㜵災リテラシーの育成を目指す取組を㛤始した。取組内容は多岐にわ

たる研究㡯目から構成されるが㸪今年度は㸪㸦㸯㸧サイエンスミュージアム「㜿武山地㟈観

測所」の㐠営による地㟈リテラシーの向上㸪㸦㸰㸧地㟈・津波㑊㞴訓練支援ツール「逃げト

レ」の導入による市民参画型の地㟈・津波訓練の推㐍㸪㸦㸱㸧自然災害に㛵する歴史資料の

解読を行う「みんなで翻刻」プロジェクトの推㐍㸪㸦㸲㸧内㝣地㟈観測「満点計画・0.1 満点

計画」によるオープンサイエンス型地㟈学の試行を実施し㸪それらの基本フレームとアウト

カムを整理・図式化した[DPRI14㹛。 
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㸱㸫㸳 ◊✲を推㐍するための体制の整備 
 

本計画で得られる成果を災害の軽減に効果的に役立てられるように㸪計画の参加機㛵㛫

で緊密な情報共有を図った。また㸪基盤的な観測網の維持・整備を行うとともに㸪観測デー

タや研究成果をデータベース化し㸪これらを共有することにより効率的に研究を㐍めた。同

時に㸪観測技術の㛤発及び㧗度化に取り組んだ。さらに㸪学㝿的に研究を㐍めるため㛵連分

㔝との連携を強化するとともに㸪地㟈・火山噴火現象や災害に㛵する知見を広げるために国

㝿的な共同研究を推㐍した。  

 

㸦㸯㸧推㐍体制の整備 

  

測地学分科会*は㸪計画の㐍捗状況を把握し行政や社会のニーズを踏まえた計画の推㐍に

つとめた。行政機㛵や地㟈調査研究推㐍本㒊*等の㛵係機㛵との連携を㐍め㸪本計画による

研究成果・技術が災害軽減に貢献できるよう㸪災害・㜵災対策に係る社会ニーズを的確に把

握することに努めた。例えば㸪津波や地㟈動の即時予測及び事前想定の㧗度化㸪海溝型地㟈

の発生予測手法の㧗度化㸪などの課㢟に対し㸪本計画は基礎・学術研究の㠃から取り組んで

おり㸪地㟈調査研究推㐍本㒊の施策に資するものと考えられる。地㟈・火山噴火予知研究協

議会においては㸪前研究計画から行政機㛵㸪国立研究㛤発法人等が正式に参加し㸪また㸪企

画㒊*内に戦略室を設置するなど実施体制の強化が図られてきた。戦略室に行政機㛵㸪国立

研究㛤発法人等の委員も加わり㸪本研究計画に参加している全機㛵の連携がより強化され

た。地㟈学・火山学の成果を災害軽減に活用するために㸪地㟈リスク評価について㸪不確実

性の可視化手法及び精度向上のための災害誘因予測の㧗度化㸪に㛵する拠点㛫連携共同研

究をさらに発展させた。  

気象庁は火山噴火予知連絡会*を㸰度㛤催するとともに㸪㟝島山㒊会と草津白根山㒊会で

それぞれの火山の活動を検討した[JMA_08]。 

 

㸦㸰㸧拠Ⅼ㛫㐃携共同◊✲ 

 

災害や㜵災に㛵連する研究者と協働して計画を推㐍するためには㸪東京大学地㟈研究所

と「自然災害に㛵する総合㜵災学の共同利用・共同研究拠点」である京㒔大学㜵災研究所と

が連携して㸪計画を㐍めることが有効であるとの結論に至った。これを受けて㸪前研究計画

から㸪両研究所がそれぞれの分㔝の共同利用・共同研究拠点として㸪連携して共同研究を㐍

めている。㔜点推㐍研究では㸪巨大地㟈のリスク評価の精度向上に㛵する新パラダイムの構

築を目指し㸪 㸦㸯㸧㟈源㐣程㸪㸦㸰㸧伝播・深㒊地盤構造㸪㸦㸱㸧強㟈動予測㸪㸦㸲㸧浅

㒊地盤構造㸪㸦㸳㸧構造物被害予測㸪㸦㸴㸧リスク評価の研究グループに分かれ㸪それぞれ

の分㔝におけるリスク評価の不確かさの要因についての検討を㐍めるとともに㸪これらの
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知見を統合するための㸦㸵㸧プラットフォーム構築グループ㸪㸦㸶㸧ステークホルダの参画

に㛵する研究グループ及び㸦㸷㸧大規模計算のためのコンピュータサイエンスグループの㸷

グループにおいて㸪リスク評価及びその不確かさに㛵する検討を行っている。総括研究では

研究グループ㛫で理工分㔝の連携を㐍めながら主に大学により共同研究を実施した。また㸪

分科研究においてはそれぞれの研究グループの研究の深化を図った。さらに㸪一般課㢟型研

究では㸪災害誘因予測の㧗度化のための研究を公募することで㸪新規㸳件㸪継続㸴件の㜵災

に㛵する多岐に亘る研究分㔝についての研究を実施した。 

 

㸦㸱㸧分㔝ᶓ᩿で取り⤌む⥲合ⓗ◊✲を推㐍する体制  

 

以下の㸳㡯目については㸪それらが発生した場合の社会への影㡪の㔜大さに㚷み㸪研究

分㔝横断による総合的な研究として実施している。 

 

・ 南ᾏトラフἢいの巨大地㟈  

地㟈・測地観測網で得られたプレート㛫固着*やスロー地㟈の知見に基づき㸪南海トラフ

沿いの巨大地㟈の広帯域㟈源モデルを構築する。その上で地㟈波及び津波の伝播モデルに

基づき㸪西南日本地域の強㟈動及び津波浸水モデルを提示することを目的とする。今年度

は㸪地㟈・測地観測記㘓及びこれまでの研究事例を検討し㸪科学的に最も起こりうる㟈源モ

デルと強㟈動予測モデルの構築を㐍めた。また㸪予測される地㟈シナリオに基づく津波の浸

水モデルの構築を㐍めるとともに㸪本㟈発生時に想定される各課㢟㛫の輻合作用を考慮し

たモデル作成時の問㢟点等を整理した。 

 

・ 㤳㒔┤下地㟈  

㤳㒔直下地㟈は㸪一旦発生すれば㤳㒔機能や我が国の経済活動全体に深刻なダメージを

与える可能性が㧗い。想定される多様な㟈源について㸪発生メカニズムや発生可能性を評価

できるようになることを目標とする。産総研は㸪房総半島南㒊沿岸の海岸段丘について掘削

調査を行い㸪㞳水年代の検討を行った[AIST08㹛。東京大学地㟈研究所は㸪1855 年安政江戸地㟈

を対象として研究を㐍めるため㸪㐣去の地㟈被害の記述が多く残されている成田周辺にお

いて㸪それらの記述から特定した被害地点のうち 27 か所で臨時地㟈観測を行った[ERI_15㹛。東

京大学情報学環は㸪地㟈・火山災害情報の活用のための住民の知識体系に㛵する基礎的調査

を実施した[III_01]。 

 

・ 千島ᾏ⁁ἢいの巨大地㟈  

千島海溝沿いでは㸪東北地方太平洋沖地㟈と㢮似した巨大地㟈が㸪繰り返し発生してい

ることが津波堆積物の調査から明らかにされている。政府の地㟈調査研究推㐍本㒊では㸪

M8.8程度以上の超巨大地㟈の発生が切迫している可能性が㧗いと評価しており㸪津波や地
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㟈動による大きな被害が予想される。本総合研究グループでは㸪千島海溝沿いで発生する巨

大地㟈による災害の軽減を目指した総合的な研究を横断的に実施する。 

今年度は㸪津波堆積物の調査から㸪白老町社台・苫小牧市勇払・むかわ町汐見の津波堆

積物は1611年慶㛗地㟈津波起源の可能性が㧗いことがわかった[HKD_01㹛。地㟈活動の㟼穏化*現

象を用いて㸪カムチャツカ半島東岸から千島列島㸪北海㐨沖㸪東北日本沖㸪伊豆小笠原諸島

にかけての沈み込み帯での㛗期予測を試行した[HKD_09]。㟈源域近傍の海底圧力観測データ同

化による津波数値計算手法を用いて㸪実㝿のS-net観測点分布で津波即時予測がどの程度可

能かを1968年十勝沖地㟈の断層モデルにより検討した[HKD_09]。また㸪㑊㞴訓練結果を可視化

する㑊㞴訓練可視化システムを㛤発し㸪㞟団㑊㞴実㦂における㐠用を通して㸪システムの効

果及び課㢟を検証した[HKD_09]。 

 

・ ᱜ島大つᶍⅆ山噴ⅆ 

活発な噴火活動を60年以上続け㸪今後㸪大規模噴火の発生が予想される桜島を対象に㸪

各研究㡯目㛫で緊密な連携と成果の共有を図り㸪住民㑊㞴を視㔝に入れた総合的研究を推

㐍することを目的とする。観測研究を通じて火山活動推移モデルの㧗度化を図り噴火予測

研究を㐍展させることと㸪災害予測研究を㐍め㸪災害予測に基づく災害情報を住民へ伝㐩す

る手段や㑊㞴・復興に資する研究を㐍めることを㸳ヵ年の目標とする。今年度は㸪京㒔大学

㜵災研究所が㸪大正噴火時の住民の記憶をまとめた「桜島爆発の日㸦㔝添㸪1980㸧」などに

もとづき㸪大規模噴火に至るまでの㐣程を整理した。噴火発生に伴う諸現象を即時的に解析

して火山灰の拡散範囲をシミュレーションにより予測するだけでなく㸪噴火前の地盤の膨

張㔞から噴出マグマ㔞を予測し㸪火山近傍の㢼速データをもとに噴火発生前の拡散予測も

行った。 

 

・ 㧗リスク小つᶍⅆ山噴ⅆ 

噴気地帯や山㡬火口近傍に㸪多くの観光客や登山客が訪れるため㸪小規模な噴火でも人

的・物的被害が生ずる場合がある。また㸪小規模な噴火は発生㢖度が相対的に㧗いことから㸪

観光客や登山客等の災害リスクの低減という観点から㔜要な研究対象であるが㸪研究の具

体的な方向性は必ずしも明らかではない。本総合研究では㸪㧗リスク小規模噴火による災害

の軽減に資する研究の課㢟や方向性を明らかにすることを目的とする。既存課㢟の成果を

活用し噴火履歴の把握や噴火ポテンシャルを評価すること㸪災害情報の発信手法を整理す

ること㸪社会科学㸪災害科学分㔝の成果を調査し本課㢟への活用法を探ること㸪本課㢟に㛵

する研究㞟会を㛤くことを㸳か年の目標とする。今年度は㸪草津白根山について㸪噴火履歴

の解明及び噴火ポテンシャル評価に㛵する研究が㐍められた[TYM_01]。箱根大涌谷では噴気観

測データから噴火前後のヘリウム同位体比の変化を検出し㸪噴火に㛵する流体移動の役割

を明らかにした[AORI02]。 
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㸦㸲㸧◊✲基┙の㛤Ⓨ・整備 

 

・ ほ 基┙の整備 

㜵災科学研究所は㸪㝣海統合地㟈津波火山観測網㸦MOWLAS㸧*及び㤳㒔圏地㟈観測網㸦MeSO-

net㸧*を安定して㐠用した[NIED05]。 

国土地理㝔は㸪全国における GNSS 連続観測点を平均 20km 㛫㝸の㓄置として維持すると

ともに観測を継続し㸪㟁子基準点リアルタイム解析システムを㐠用するとともに変動点検

知機能を強化した。さらに㸪SAR 干渉解析により西之島の地形変形を検出するとともに㸪八

丈島㸪箱根山㸪岩手山秋田㥖ケ岳㸪日光白根山について㸪火山土地条件図㸪火山基本図㸪数

値データの準備や整備を㐍めた[GSI_04㸪GSI_07㸪GSI_10]。 

気象庁は地㟈観測網や地殻変動観測網などの観測基盤の維持㸪㛵係機㛵の地㟈観測デー

タの一元的処理結果の㛵係機㛵への提供を実施し㸪南海トラフ沿いの地㟈に㛵する評価検

討会や地㟈調査委員会において報告を行った[JMA_09]。また㸪全国の 50 活火山について㸪全国

㸲カ所の火山監視・警報センターにおいて連続的な監視観測を継続するとともに㸪いくつか

の火山で新たな観測装置の㓄備や臨時観測を実施した[JMA_12]。 

海上保安庁は海域火山の定期巡回監視を実施するとともに海域基礎情報調査の成果を公

表した[JCG_04]。 

大学は㸪観測データ流通網 JDXnet*の安定的な㐠用を継続し㸪東大地㟈研接続ポイントに

おいては㸪SINET*経由により JGN*接続を実現し㸪ネットワークの冗㛗化を復旧させた。また㸪

柏での接続も㛤設し東京大学情報基盤センターの大規模並列計算機を活用できる基盤を構

築した[ERI_19]。 

山梨県富士山科学研究所は㸪gPhone 㔜力計の導入を行い㸪連続観測を㛤始した[MFRI02]。北

海㐨立総合研究機構地質研究所は㸪北海㐨の活火山において地球物理学的・地球化学的モニ

タリングを継続した[HRO_01]。 

 

・ ほ ・ゎᯒ技⾡の㛤Ⓨ 

大学は㸪新たな無線通信帯域・技術を活用したデータ伝送システムの㛤発及びこれを利

用した地㟈・火山活動状況を㧗精度かつ迅速に把握可能なシステムの㛤発を㐍めた。東京大

学地㟈研究所は㸪桜島火山においてミュオグラフィ観測を行い火口下の密度変化を検出し

た[ERI_21]。また㸪光ファイバセンシング技術の一つであり㸪振動を計測する分散型㡢㡪セン

シング㸦DAS㸧*を利用した地㟈観測を実施した[ERI_22]。情報通信研究機構においては㸪地㟈

や火山等の自然災害発生時における被災地の状況把握を詳細かつ迅速に行うための次世代

航空機搭載 SAR*を㛤発した[NICT01]。 

 

・ 地㟈・ⅆ山⌧㇟のデータὶ㏻ 

北海㐨大学は㸪地殻変動連続観測㸪及び GNSS データサーバの㐠用を継続し㸪地殻変動等
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多㡯目データの一元的な流通とデータの蓄積などを行った[HKD_08]。東京大学地㟈研究所は㸪

現 WIN システム*における課㢟と次世代システムへの要望の㞟約を行った[ERI_24]。 

 

・ 地㟈・ⅆ山⌧㇟のデータベースのᵓ⠏と利ά⏝・公㛤 

気象庁は㸪総合的な地㟈カタログの作成と発㟈機構解析及び大地㟈時の㟈源㐣程解析を

実施し㸪それらを公㛤した。また㸪1919㹼1921 年の㐣去㟈源について各地の地㟈観測原簿

等を用いて㟈源計算を行い㸪2020 年 1 月に公㛤した。これにより㸪日本周辺の地㟈活動に

ついて一定品質の地㟈のデータが 100 年以上の期㛫で利用可能となった[JMA_14]。産業技術総

合研究所は㸪アジア太平洋地域の地㟈火山ハザード情報整備㸪国㝿標準化㸪データ共有・相

互利用㸪国㝿的な連携の推㐍を目的として㸪アジア太平洋地域の研究機㛵と連携し㸪地㟈火

山活動に㛵連する地質ハザード情報の取りまとめを㐍めた[AIST11]。国土地理㝔は㸪監視・観

測体制の充実などが必要とされた火山を優先して㸪火山㜵災に資する基礎的な地理空㛫情

報の整備を㐍めるとともに㸪地㟈災害の軽減に資するため㸪地形分㢮情報の整備を㐍めるほ

か㸪全国活断層帯情報㸦活断層図㸧を整備した[GSI_10㸪GSI_09]。地㟈・火山噴火予知協議会では㸪

戦略室を主導として㸪研究成果共有システムの構築に向けた検討を㐍めた。具体的には格納

を行う情報・データの検討を実施するとともに㸪コンテンツの整理を先行的に㐍めた㸪成果

報告時に登㘓される成果物のリスト㸪火山構造探査データ㸪機動 GNSS データのほか㸪これ

までの建議研究で作成されているデータベースやソフトウエアへのリンク㸪建議研究で実

施されている観測や調査に㛵するメタ情報について㸪本システムで一元的に収㞟すること

とした[ERI_25]。 

 

㸦㸳㸧㛵㐃◊✲分㔝との㐃携強化 

 

理学㸪工学㸪人文・社会科学などの㛵連研究分㔝㛫で連携し㸪地㟈・火山研究の成果を

災害軽減に役立てる。低㢖度大規模地㟈・火山噴火現象の規模㸪発生㢖度㸪発生機構等を明

らかにするために㸪近代観測以前の地㟈・火山現象の解明を目指し㸪引き続き歴史学・考古

学と連携して計画を㐍めた。また㸪㐍展の著しい数理科学㸪情報科学㸪計算機・計算科学等

の研究分㔝の成果も取り入れつつ研究を㐍めた。  

 

㸦㸴㸧国㝿共同◊✲・国㝿協力 

 

日本と同様に沈み込み帯に位置するニュージーランドにおいて地㟈観測を実施し㸪地㟈

発生機構の解明のための国㝿共同研究を㐍めている。今年度は㸪カイコウラ地㟈発生以前か

ら南島に展㛤されている臨時地㟈観測点のデータと定常観測網である GEONET㸪及び

Victoria University of Wellington㸪University of Wisconsin-Madison による地㟈観測

点データを統合し㸪カイコウラ地㟈の余㟈分布を詳細に決定した[THK_01]。また㸪2018 年㸱月
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下旬から㸲月前半にかけて㸪比較的大規模な SSE が発生したヒクランギ沈み込み帯北㒊に

おいて日・NZ・米・英の国㝿共同による海底地㟈計及び海底圧力計による観測を継続してい

る[ERI_08]。 

素粒子ミュオン*による桜島火山の内㒊構造画像化の研究をハンガリー科学アカデミー

ウィグナー物理学研究センターとの共同で㐍めている。㧗精細ミュオグラフィ*の㛤発に成

功し㸪桜島中央火口近傍の密度変化を示唆する時系列的な画像が得られ始めた[ERI_21]。 

国土地理㝔は国㝿 VLBI*事業の観測計画に基づき㸪石岡 VLBI 観測施設において VLBI 国

㝿共同観測を 86 回実施した[GSI_07]。 

 

㸦㸵㸧◊✲成ᯝへの⌮ゎ㔊成と人ᮦ⫱成 

地㟈・火山噴火予知研究協議会は㸪東京大学地㟈研究所の広報アウトリーチ室との共同

で「地㟈・火山噴火予測研究のサイエンスカフェ」を㸰回㛤催した。このイベントは㸪地

㟈・火山噴火の予測研究の現状について専㛛家と参加者が意見交換を行い㸪双方の理解を

深めることを目的としており㸪第㸯回は「近年の浅㛫山噴火等を例にした火山噴火予測研

究の現状」㸪第㸰回は「大地㟈発生後の地㟈活動の推移予測の㞴しさ」をテーマとした基

調講演に対して活発な質疑応答が行われた。  
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㸲．まとめ 

 

「⅏害の㍍減に㈉⊩するための地㟈火山ほ測◊✲ィ⏬㸦➨㸰次㸧」は平成 30 年度まで

の㸳年㛫に㐍められてきた➨㸯次ィ⏬の基本方㔪を㋃くしつつ㸪㛵㐃◊✲分㔝㛫のさらな

る㐃携強化を図ることで㸪ほ測◊✲の成果を活⏝して⅏害㍍減に役❧てる方⟇の◊✲を推

㐍するものとなっている。地㟈Ⓨ⏕と火山噴火の予測に㛵する㸱つの㔜Ⅼㄢ㢟は㸪幅広く

展㛤されているほ測◊✲の成果を予測情報の㧗度化という具体ⓗな┠標に㞟⣙することを

意㆑して新たにタ定された。一方㸪ほ測◊✲の成果を⅏害㍍減に効果ⓗに活⏝することを

┠指し㸪▱㆑や情報の受け手となる人々の地㟈・噴火⅏害に㛵する⌮ゎ㸦㜵⅏リテラシ

ー㸧の向上のための◊✲を本格ⓗに始動した。そして㸪本◊✲を構成する様々な◊✲分㔝

の㐃携を促㐍するしくみとして㸪大地㟈や火山噴火を意㆑した㸳つの⥲合◊✲グループが

タけられた。 

地㟈Ⓨ⏕の㛗期予測は㸪これまで地㟈Ⓨ⏕履歴に強く依存してきた。とりわけ㸪Ⓨ⏕㢖

度が低く活動履歴に㛵する情報に乏しい内㝣の活断層の活動予測の定㔞化は㔜せなㄢ㢟で

あった㸬内㝣地㟈Ⓨ⏕の新たな㛗期予測の手段として㸪測地ほ測から得られるひずみ㏿度

場をもとに㸪≉定の地域において大地㟈がⓎ⏕する☜⋡をィ⟬するヨみが始められた。地

殻活動のモニタリングにより㸪南海トラフにおけるスロースリップの㛗㊥㞳⛣動がⓎぢさ

れたことで㸪プレート境⏺での滑りの時✵㛫変化を検▱した新たな事例が✚された。こ

れを海溝型地㟈の予測性⬟向上にどのようにつなげるかが㸪今後の㔜せなㄢ㢟であろう。

地㟈Ⓨ⏕場の地下構㐀や応力≧態と多様な断層滑り⌧㇟とその分布をグ㏙するモデルの構

⠏・提案が本ィ⏬のㄢ㢟の中でも㐍められており㸪それらを活⏝することで㸪地殻活動の

⌧況に基づく地㟈Ⓨ⏕予測の性⬟向上が図られると期待される。 

㏆年㸪噴火事㇟⣔⤫樹が多くの火山で作成されるにつれ㸪㐣去に㉳こった噴火事㇟の✀

㢮やⓎ⏕㢖度を把握するだけでなく㸪予測にも役❧てようとする機㐠が㧗まってきた。こ

うした⫼景を受けて新たな㔜Ⅼㄢ㢟にタ定した「火山活動推⛣モデルの構⠏」は㸪最⤊ⓗ

には㸪これまで✚されてきた多様なほ測データを様々なアプローチで援⏝しつつ㸪事㇟

㛫の㐃㛵や各✀ほ測㔞の㛵係にも┠を向けることで㸪一㐃の火山活動の予測に有⏝な準拠

モデルの提案を┠指している。各地での⥅⥆ⓗな多㡯┠ほ測はその基┙をなす。今年度は

とりわけ㸪噴出≀の含水⋡・温度・微⤖晶㔞➼の変㑄と噴火様式の対応㸪火山ガスの⥅⥆

ⓗサンプリング・化学分析や㸪二㓟化◲㯤放出⋡の⮬動ほ測など㸪≀㉁⛉学分㔝での成果

が多数上がっている。測定技⾡の㛤Ⓨが㐍んだことで㸪これらの一㒊は地㟈ほ測➼と同

様㸪もはや火山のモニタリング㡯┠として不可欠な存在となりつつある。 

㜵⅏リテラシー向上を┠指した◊✲では㸪♫会における㜵⅏リテラシーの実態や㸪地㟈

火山に㛵㐃してⓎ信される情報に対するニーズの把握は㔜せである。地㟈火山⅏害に㛵す

る⌮ゎや情報活⏝可⬟性には個人差が大きいと⪃えられるが㸪ㄆ▱⛉学などによりこれを

⌮ゎする◊✲が始まっており㸪リテラシー向上に向けた㔜せな基♏情報が得られると期待
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される。㜵⅏減⅏でのキーパーソンとなる実務⪅や有志市民を対㇟とした◊修プログラム

の㛤Ⓨや市民ボランティア参加型の◊✲も㐍められている。こうした取⤌は㸪♫会全体の

㜵⅏リテラシー向上に有効と期待される。 

⥲合◊✲グループのうち㸪「千島海溝沿いの巨大地㟈」と「㧗リスク小つ模噴火」

は㸪本ィ⏬から活動を㛤始したものである。前⪅では㸪地㟈Ⓨ⏕の㛗期予測から地㟈Ⓨ⏕

後の津波ハザード即時予測といった」数の時㛫スケールでの予測手法の◊✲に加え㸪㛗期

予測と即時予測がどのように住民の㑊㞴⾜動を変容させるか㸪というほⅬでの♫会⛉学ⓗ

な◊✲が展㛤されている。今年度㸪千島海溝㏆くでのプレート㛫固╔≧態を推定するため

の海底地殻変動ほ測が㛤始され㸪データの✚によって㸪ここでⓎ⏕する巨大地㟈に㛵す

る㛗期ホ価の⢭度向上が期待される。一方㸪後⪅は㸪ほ光客やⓏ山⪅の火山⅏害リスクを

念㢌に⨨いたもので㸪今年度はまず㸪㸳年㛫の┠標タ定㸪ㄢ㢟の洗い出し㸪とるべきアプ

ローチの検ウが⾜われた。⌧㇟ゎ明に㍈㊊を⨨いた◊✲方法のみではなく㸪♫会⛉学ⓗア

プローチの必せ性がㄆ㆑されている。また今後㸪このグループに㛵㐃する既存ㄢ㢟を中心

に㒊会横断型の◊✲㞟会を㛤き㸪各ㄢ㢟の成果を㞟⣙・活⏝する方法も探る。  
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用 ㄒ ゎ ㄝ 

 

アウターライズ地㟈 

ᾏ⁁で㝣域下にỿみ㎸もうとするᾏὒプレートがたわむことによって㸪ᾏ⁁

㍈よりᾏ側㸦外側㸧㏆傍に形成されるᾏ底の㧗まりをアウターライズ域とい

い㸪アウターライズ域でⓎ⏕する地㟈をアウターライズ地㟈と呼ぶ。 

 

アグルチネート 

⢓性の低いマグマのしぶきがⅆ口付㏆に堆✚・⁐⤖してできた岩▼。 

 

ア䞁䝺スト䠄unrest䠅  

ⅆ山ά動の≧態㸦ⅆ山性地㟈や噴Ẽ㔞など㸧が平常のレベルより㧗まること。

アンレストが⏕じても、噴ⅆに⮳るとは㝈らない。また㸪ⅆ山ά動の定性ⓗ

な不安定化を意味するアンレストを㸪多㡯┠のデータを参↷して定㔞ⓗに⾲

⌧するコミュニケーション・ツールとして㸪㏆年㸪VUI㸦Volcanic Unrest Index㸧

と呼ばれる指ᶆが提されている。  

 

インバージョンゎ析㸦㏫ゎ析㸧 

ある事㇟に㛵して≀⌮モデルがタ定されているとき㸪その事㇟でほ された

 定値を合⌮ⓗにㄝ᫂するモデル中の変数を推定するための数学ⓗゎᯒ手

ἲ。単に㸪インバージョンと呼ばれることもある。 

 

液状化 

地㟈による振動により㸪地┙がᾮ体≧になる⌧㇟。地上の建㐀≀はỿ下や傾

斜し㸪地中のỈ㐨⟶などがᾋき上がったりする。 

 

応力 

岩┙➼の≀体内㒊に⪃えた仮想ⓗな㠃を㏻して及ぼされる単位㠃✚当たり

の力。応力の単位は Pa㸦パスカル㸧。㠃に対して垂┤な方向の力を垂┤応力

またはἲ⥺応力㸪㠃に平⾜な力をせん断応力とよぶ。応力の向きや大きさの

✵㛫ⓗな分布の≧態を応力場という。地⌫⛉学が取り扱うほとんどの⠊囲で

は㸪応力は 6 つの⊂❧な成分を持つ㸰㝵の対⛠テンソルとしてグ㏙できる。

一⯡に㸪応力テンソルは対ゅ化が可⬟であり㸪㸱つの固᭷値と固᭷ベクトル

を㸪それぞれ主応力と主応力㍈とよぶ。≉に㸱つの主応力を㸪圧⦰が大きい

方から㡰に᭱大主応力㸪中㛫主応力㸪᭱小主応力とよぶ。᭱大主応力と᭱小
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主応力の差を差応力とよぶ。㟈※域のせん断応力が岩┙のせん断◚壊強度に

㐩したときに地㟈がⓎ⏕すると⪃えられている。 

 

応力㝆下㔞 

地㟈Ⓨ⏕の断層りによって㸪✚されたひずみエネルギーがゎ放され㸪

断層㠃にかかる応力が低くなるのその㔞。 

 

応力㍕Ⲵ 

プレート㐠動や㏆傍での地㟈Ⓨ⏕によって㸪╔┠する㡿域の応力が増加する

こと。  

 

応力場 

≀体内㒊の応力の向きや大きさの✵㛫ⓗな分布の≧態を応力場という。 

 

海嘯(かいしょう) 

⌧在では㸪Ἑ口に入るἼの前㠃が㧗い垂┤な壁となり㸪○けながら川上に㐍

む⌧㇟を指すが㸪かつてはὠἼもᾏ嘯と呼ばれていた。 

 

海底圧力ほ測 

ᾏ底地Ẇ変動ほ の㡯を参↷。 

 

海底地殻変動ほ測 

ᾏ底の地Ẇ変動をほ すること。ᾏ底地Ẇ変動ほ には以下のような手ἲが

ある。 

・GNSS-㡢㡪 ㊥⤖合方式㸸ᾏ上の⯪⯧やブイの位⨨を GNSS によって⢭密に

Ỵ定し㸪それらとᾏ底にタ⨨された㡢㡪トランスポンダー㸦基‽局㸧との

㊥㞳を㸪㡢Ἴを⏝いて 定することにより㸪基‽局の位⨨を推定する手ἲ。 

・ᾏ底㛫㡢㡪 ㊥㸸ᾏ底の 2 Ⅼ㛫において㸪㡢Ἴを⏝いて㊥㞳を 定するこ

とにより地Ẇ変動(┦対変位)を㐃⥆ⓗにほ する手ἲ。 

・ᾏ底圧力ほ 㸸ᾏ底の圧力変化をほ し㸪上下方向の変位を⟬出する手ἲ。 

・孔内ほ 㸸掘削された孔㸦ボアホール㸧の内㒊において㸪㛗ᮇ㛫にわたっ

て地㟈動や地Ẇ変動などをほ する手ἲ。 

 

化学組成 

ある≀㉁をᵓ成する元⣲や化合≀などの化学成分が㸪それぞれどのくらいの

ẚ⋡で含まれているかを♧したもの。 
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火砕流 

㧗 のⅆ山噴出≀が㸪㧗 のⅆ山ガスや取り㎸んだ✵Ẽとともに㧗㏿でⅆ山

体斜㠃をὶ下する⌧㇟。噴ⅆによってⅆ口から噴出した噴↮ᰕの崩壊や㸪⁐

岩ドームの崩ⴠによりⓎ⏕し㸪ⅆ口から㛗㊥㞳にわたってὶ下して大きな⿕

害を及ぼす。 

 

火山ガス 

地下のマグマに⁐けている揮Ⓨ性成分が㸪圧力低下などによりⓎἻして地⾲

に放出されたもの。ⅆ山ガスの主成分はỈẼであり㸪その他に㸪二㓟化Ⅳ

⣲㸪二㓟化◲㯤㸪◲化Ỉ⣲㸪塩化Ỉ⣲㸪フッ化Ỉ⣲㸪Ỉ⣲などの成分が含ま

れる。 

 

火山性地㟈 

ⅆ山ά動に伴って㉳こる地㟈。ⅆ山内㒊の応力場やὶ体の≧態を反ᫎしてい

ると⪃えられている。 

 

火山性微動 

ⅆ山でⓎ⏕する㐃⥆した地㟈動。マグマの動きや⇕Ỉのά動➼に㛵㐃してⓎ

⏕すると⪃えられている。ⅆ山性地㟈とは␗なり㟈動が数十⛊から数分㸪と

きには何日㛫も⥅⥆する。 

 

火山灰 

ⅆ山噴ⅆにより噴出した固体のうち㸪┤径 2 mm ᮍ‶の⣽かい◚∦。 

 

火山噴火予知㐃絡会 

ⅆ山噴ⅆ予▱ィ⏬㸦文㒊┬ 地学審㆟会㸦⌧文㒊⛉学┬⛉学技⾡・学⾡審㆟

会㸧の建㆟㸧により㸪㛵係ᶵ㛵の◊✲及びᴗ務に㛵する成ᯝ及び情報の交換㸪

ⅆ山⌧㇟についての⥲合ⓗ判断を⾜うこと➼を┠ⓗとして㸪和 49 年にタ

⨨されたᶵ㛵㸦事務局はẼ㇟庁㸧。年に 3 回㛤催する定例会では全国のⅆ山

ά動について⥲合ⓗに᳨ウを⾜う。ⅆ山噴ⅆなどの␗常には㸪⮫に㛤催

し㸪ⅆ山ά動について᳨ウを⾜う。 

 

活断層 

地㉁代でいう➨四⣖後ᮇ㸦数十万年前㹼⌧在㸧に⧞り㏉し地㟈をⓎ⏕させ㸪

地⾲㏆傍まで㣗い㐪い変位を⏕じさせてきた断層。今後も同ᵝの地㟈をⓎ⏕
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させると⪃えられる。 

 

火㐨 

地下のマグマ⁀まりから地⾲へ⮳るまでのマグマの上昇⤒㊰のこと。 

 

下㒊地殻 

上㒊地Ẇ・下㒊地Ẇの㡯を参↷。 

 

カルデラ㸦形成㸧噴火 

㍯㒌が円形またはそれに㏆い大きな㝗ἐ地を形成する噴ⅆᵝ式。 

 

㛫㝽水圧 

土や岩▼中の⢏子㛫のすきま㸦㛫㝽㸧に入り㎸んだỈにかかる圧力。 

 

干渉 SAR 

SAR の㡯を参↷。 

 

ほ測点⿵正 

㟈※Ỵ定➼において㸪ほ ⥙に共㏻して仮定した㏿度ᵓ㐀では⪃慮しきれな

いほ Ⅼ┤下の地┙の影㡪を㝖去するための⿵ṇ。 

 

企画㒊 

建㆟に基づく◊✲全体を円に実施するため㸪◊✲ィ⏬の企⏬㸪❧㸪ㄪ整

を⾜う㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆ予▱◊✲協㆟会の下にタけられた⤌⧊。 

 

㏫断層 

断層㠃にἢって主として上下方向にずれた断層のうち㸪ὸい側の岩┙がずり

上がる場合を㏫断層という。 

 

強㟈グ㘓 

強㟈動の㡯を参↷。 

 

強㟈動 

⿕害を及ぼすような強い地㟈動㸦揺れ㸧のこと。強㟈動を振り切れることな

くグ㘓したἼ形データを強㟈グ㘓という。 
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拠点㛫㐃携共同研究 

「地㟈・ⅆ山⛉学の拠Ⅼ」であるᮾ京大学地㟈◊✲所と「⮬↛⅏害に㛵する

⥲合㜵⅏学の拠Ⅼ」である京㒔大学㜵⅏◊✲所が㐃携して◊✲を㐍める仕⤌

み。今ᮇの◊✲ィ⏬から導入された。 

 

クラスタ 

一⯡には㞟団や⩌れのことであるが㸪ここでは地㟈がある≉定の場所に数多

く㞟まっている≧態㸪またはそのような地㟈の㞟合体のことを意味する。 

 

⧞り㏉し地㟈 

Ⓨ⏕場所㸦㟈※㸧㸪Ⓨ㟈ᶵᵓゎ㸪マグニチュードがほぼ同じで㸪ᴫね一定の

㛫㛫㝸で⧞り㏉しⓎ⏕している地㟈のこと。 

 

クーロン応力変化 

地㟈などで⏕じた力によって㸪ある断層㠃あるいは仮想ⓗな㠃で㸪どれだけ

◚壊が⏕じやすくなったかを♧す㔞。㸦仮想ⓗな㸧断層㠃に平⾜にかかる応

力㸦せん断応力㸧の変化と㸪垂┤にかかる応力㸦ἲ⥺応力㸧に摩擦係数を乗

じた摩擦力の変化の差として定⩏されるため㸪応力と同じ単位であらわされ

る。 

 

⩌発地㟈 

ᮏ㟈や余㟈という区別がなく㸪あるᮇ㛫にẚ㍑ⓗ⊃い地域で㞟中ⓗにⓎ⏕す

る地㟈。 

 

傾斜ィ 

地⾲㠃の勾㓄㸦傾き㸧の変化を 定するィ器。 

 

玄武岩 

マグマが地⾲及び地下のὸいところで冷却・固⤖して⏕じた㸪二㓟化ケイ⣲

の含᭷⋡が 45㹼52 㔜㔞%であるⅆ山岩。 

 

㝆下火砕物 

噴ⅆによる固形噴出≀のうち㸪噴↮としていったん上✵に吹き上がり㸪㢼に

乗ってある⛬度Ỉ平方向に⁻ったのち㸪㔜力で地上にⴠ下してくるもの㸪も

しくはⅆ山弾などのように⇿Ⓨにⅆ口から弾㐨を描いて㣕散し地⾲にⴠ

下する噴出≀。地⾲付㏆でỈ平方向の㏿度を持ってὶれるⅆ○ὶやⅆ○サー
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ジとは区別される。 

 

⯟空機搭㍕ SAR 

SAR の㡯を参↷。 

 

構成則 

応力とひずみ㸪り㏿度・り履Ṕと摩擦係数といった␗なる≀⌮㔞を㛵係

づけるἲ則。 

 

災害素因 

⅏害ㄏ因を受けた㝿に⏕じる⿕害・損失のつᶍやᵝ態を左右する㸪地形・地

┙などの⮬↛⎔境の⬤弱性㸦⮬↛⣲因㸧や㸪ᵓ㐀≀・人㛫♫会の⬤弱性㸦♫

会⣲因㸧のこと。 

 

災害ㄏ因 

⅏害をもたらす原因㸦加害力㸪外力㸧のこと。ⱥㄒではハザードという。地

㟈やⅆ山噴ⅆによる⅏害は⅏害ㄏ因である地㟈動㸪ὠἼ㸪ⅆ山⅊や⁐岩の噴

出などの外力が⅏害⣲因に作⏝することで引き㉳こされる。 

 

サイト特性 

増幅≉性の㡯を参↷。 

 

差応力 

応力の㡯を参↷。 

 

事㇟系統樹 

㛫と共に㐍⾜する一㐃の事㇟㸦イベント㸧を⥙⨶ⓗに列挙し㸪それら┦互

の㛵係と㛫Ⓨ展㸦事㇟分岐㸧をᶞ形図㸦イベントツリー㸧として整⌮した

もの。それぞれの分岐には㸪地㉁学ⓗ情報㸪ほ データ㸪⌮ㄽなどに基づい

て☜⋡が付与されることもある。ⅆ山ά動に㛵して作成されたものを噴ⅆ事

㇟⣔⤫ᶞという。 

 

地㟈・火山噴火予知研究協㆟会 

⛉学技⾡・学⾡審㆟会㸦 地学分⛉会㸧による建㆟に基づく地㟈及びⅆ山噴

ⅆのほ ◊✲に㛵して㸪㛵係ᶵ㛵の㐃携を⥭密にしてほ ◊✲ィ⏬を協㆟し㸪

◊✲の᭷効な推㐍を図ることを┠ⓗとしてᮾ京大学地㟈◊✲所にタ⨨され
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ている⤌⧊。予▱協と␎⛠されることもある。 

 

地㟈性滑り 

地㟈Ἴの放射を伴う断層り。 

 

地㟈ㄪ査研究推㐍本㒊 

地㟈ㄪᰝ◊✲推㐍ᮏ㒊は⾜政施⟇に┤⤖すべき地㟈に㛵するㄪᰝ◊✲の㈐

任体制を᫂らかにし㸪これを政府として一元ⓗに推㐍するため㸪地㟈㜵⅏対

⟇≉別措⨨ἲに基づき政府の≉別のᶵ㛵として 1995 年㸵᭶に⥲⌮府㸦⌧在

の所⟶は文㒊⛉学┬㸧にタ⨨された。地㟈ㄪᰝ委員会は㸪地㟈ㄪᰝ◊✲推㐍

ᮏ㒊の下にタ⨨され㸪㛵係⾜政ᶵ㛵(Ẽ㇟庁㸪国土地⌮㝔など)や大学➼のㄪ

ᰝ⤖ᯝを収㞟㸪整⌮㸪分ᯒし㸪これに基づき地㟈ά動に㛵して⥲合ⓗなホ価

を⾜う。地㟈ᮏ㒊と␎⛠されることもある。 

 

地㟈・津波ほ測監どシステム㸦DONET㸧 

南ᾏトラフの地㟈・ὠἼを常ほ ┘どするため㸪南ᾏ地㟈㟈※域及びᮾ南

ᾏ㟈※域にタ⨨された地㟈・ὠἼをリアルタイムで常┘どするシステム。

DONET はⱥㄒ名 Dense Oceanfloor Network system for Earthquakes and 

Tsunamis の␎⛠。ᾏ底にタ⨨された地㟈ィやỈ圧ィなどのほ ᶵ器ネットワ

ークによって㸪地Ẇ変動㸪地㟈動㸪ὠἼなどをィ する。 

 

地㟈動の即時予測 

地㟈のⓎ⏕┤後に㸪地㟈の揺れを感▱した地㟈ィのデータを⏝いて㸪まだ揺

れの到㐩していない場所での地㟈動を可⬟な㝈り⣲早く予 する技⾡のこ

と。よく▱られているものとしては㸪Ẽ㇟庁で㐠⏝されている「⥭急地㟈㏿

報」がある。 

 

地㟈波干渉法 

㸰つのほ Ⅼでグ㘓された地動のἼ形をẚ㍑することで㸪それらの㛫を伝わ

るἼを抽出する手ἲ。地㟈探ᰝと㐪い㸪人工㟈※を使わずに地下ᵓ㐀を探ᰝ

することができる。 

 

地㟈発生層 

地Ẇのうち地㟈のⓎ⏕する῝さの⠊囲。地Ẇ῝㒊になると㧗 になり㸪地㟈

がⓎ⏕しにくくなるため㸪場所により地下の 度が␗なると㸪地㟈Ⓨ⏕層の

厚さも␗なる。 
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地㟈発生の㛗期ホ価 

主せなά断層で⧞り㏉しⓎ⏕する地㟈やᾏ⁁型地㟈を対㇟に㸪地㟈のつᶍや

一定ᮇ㛫内に地㟈がⓎ⏕する☜⋡を予 したもの。 

 

地㟈モーメント 

地㟈のつᶍを⾲す᭱も基ᮏⓗな㔞。地㟈断層の㠃✚とり㔞及び剛性⋡㸦岩

┙の変形のしにくさを⾲す≀性値㸧の✚でィ⟬される。 

 

地すべり 

斜㠃の一㒊あるいは全㒊が地下Ỉ➼の影㡪と㔜力によって⛣動する⌧㇟。  

 

シミュレーション 

実㝿の事㇟を㸪その事㇟を支㓄しているἲ則に基づいてほぼ同ᵝとなるよう

に⤌み❧てたᶍ擬✵㛫で再⌧ヨ⾜すること。コンピュータを⏝いた数値シミ

ュレーションを指すことが多い。ィ⏬では㸪強㟈動や地㟈Ⓨ⏕サイクル➼の

シミュレーションが⾜われる。 

 

社会素因 

⅏害⣲因のうち㸪人口・建≀・施タなど人㛫・♫会にかかわる⣲因。⮬↛⣲

因と対をなす。 

 

㤳㒔圏地㟈ほ測網 

㤳㒔圏地㟈ほ ⥙(Metropolitan Seismic Observation network)㸪㏻⛠MeSO-

net(メソネット)。㤳㒔圏地域でⓎ⏕する地㟈の◊✲と㸪その⿕害㍍ῶを┠

ⓗに㸪㤳㒔圏の⣙ 300 カ所(ᮾ京㒔㸪Ⲉ城┴㸪⚄奈川┴㸪千ⴥ┴㸪山┴㸪

埼⋢┴)で㸪人㛫ά動による㤳㒔圏の大きなノイズや 度変化を㑊けるため

⣙ 20m の⦪孔の底にタ⨨された地㟈ィによるほ ⥙。 

 

㸦噴火の㸧準備㐣程 

ⅆ山噴ⅆは㸪ⅆ口から⁐岩やⅆ山ガスが急⃭に地⾲に放出される⌧㇟である。

噴ⅆの前には㸪地下῝㒊でⓎ⏕したマグマが㸪マントルや地Ẇ内を上昇し㸪

地Ẇὸ㒊にマグマ⁀まりとして✚される。さらに㸪内㒊の圧力が㧗まる➼

の⌮⏤で㸪マグマが地⾲へ⛣動し⁐岩やⅆ山ガスとして噴出する。このよう

に噴ⅆに⮳るまでの一㐃の㐣⛬を噴ⅆの‽備㐣⛬という。 
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上㒊地殻・下㒊地殻 

地⌫の固体㒊分をᵓ成する大きな成層ᵓ㐀のうち㸪一␒外側の層が地Ẇであ

る。地Ẇのὸい㒊分を上㒊地Ẇ㸪῝い㒊分を下㒊地Ẇと呼ぶ。 

 

㟈源㐣程 

地㟈は㟈※域において断層㠃がることで⏕じる。このとき断層㠃上でり

が伝播する㐣⛬のことを㟈※㐣⛬という。断層㠃上のりの㏿さや向きの

✵㛫変化をあらかじめ指定する㐠動学ⓗなものを指す。◚壊や摩擦の≀⌮ἲ

則と㐃⥆体力学を⏝いて断層のり伝播㐣⛬を動力学ⓗにグ㏙する「動ⓗ◚

壊㐣⛬」とは区別されることが多い。 

 

㟈源断層モデル 

断層㠃上におけるり㔞の分布やり方向㸪◚壊の伝播ᵝ式を⾲すモデルの

こと。 

 

㟈源特性 

応力㝆下㔞や断層サイズ㸪◚壊伝播㏿度など㸪㟈※で放射された地㟈Ἴの≉

徴を再⌧するために必せなパラメータ。 

 

㟈源せ素 

㟈※の座ᶆ㸦⦋度㸪⤒度㸪῝さ㸧やⓎ㟈刻㸪マグニチュード㸪Ⓨ㟈ᶵᵓゎ

㸦断層の㉮向と傾斜㸪りゅ㸧㸪断層の㛗さと幅㸪り㔞といった㸪地㟈の㟈

※をグ㍕するために必せな基ᮏⓗなパラメータ。 

 

水気噴火 

マグマなどの⇕によってⅆ山体内㒊または地⾲付㏆のỈがẼ化して体✚が

⭾張することで㸪ỈẼが急⃭に噴出する⌧㇟のこと。噴ⅆ口付㏆の岩▼が

○け㸪ⅆ山岩塊や⣽⢏ⅆ山⅊が㣕散する。 

 

スケーリング則 

ふたつの≀⌮㔞の㛫のẚ例㛵係を与えるἲ則。 

 

滑り欠損 

プレート境⏺の変位を⪃えた㸪プレートの収᮰㐠動からᮇ待される㔞から㸪

実㝿に⏕じているずれの大きさをῶじた㔞。Ḟ損が大きいとはプレート㛫が

固╔していることを意味する。 
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スロー地㟈 

㏻常の地㟈のように断層が急⃭にすべることなく㸪ゆっくりとることによ

って✚されたひずみエネルギーをゎᾘさせる⌧㇟。ゆっくり地㟈ともいう。 

 

スロースリップ 

断層㠃やプレート境⏺㠃でⓎ⏕する㠀地㟈性りで㸪㠀定常なゆっくりとし

たり。㛗いものでは⥅⥆㛫が数年に及ぶものもある。ゆっくりり㸪ス

ロースリップイベント㸦SSE㸧ともいう。 

 

㟼穏化 

地㟈ά動やⅆ山ά動が以前のά動よりも┦対ⓗに低下している⌧㇟。 

 

石基 

ⅆ山岩をᵓ成する⤌⧊の一つ。ⅆ山岩中の㠀常に⣽かい㖔≀⢏子からなる⦓

密な⤌⧊を▼基と呼び㸪ẚ㍑ⓗ大きな⢏である㖔≀⤖ᬗを斑ᬗと呼ぶ。 

 

先⾜現㇟ 

地㟈やⅆ山噴ⅆのⓎ⏕前に㟈※域やⅆ山の周㎶でⓎ⏕するさまざまな␗常

⌧㇟。土地の㝯㉳・ỿ㝆㸪地㟈ά動の変化㸪㟁☢Ẽ␗常㸪地下Ỉの変化など

が報告されている。前兆⌧㇟と呼ばれることもある。 

 

前㟈 

ᮏ㟈の㏆傍でᮏ㟈Ⓨ⏕前に㉳きる地㟈のこと。 

 

増幅特性 

⾲層地┙の影㡪で地㟈の揺れが増幅される≉性のこと。サイト≉性ともいう。 

 

測地学分科会 

文㒊⛉学大⮧のㅎ問に応じて㸪⛉学技⾡や学⾡の振⯆に㛵するㄪᰝ審㆟をし㸪

⟅⏦をする⛉学技⾡・学⾡審㆟会の下にタ⨨され㸪 地学及び政府ᶵ㛵が⾜

う 地事ᴗィ⏬に㛵するㄪᰝ審㆟を⾜う⤌⧊。地㟈やⅆ山の◊✲も 地学の

一分㔝としてとらえられている。 

 

⬺ガス 

マグマの㡯を参↷。 
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弾性・㠀弾性 

外力によって変形した≀㉁が㸪そのひずみを元に戻そうとする力を⏕じる性

㉁を弾性といい㸪そのような性㉁でないものを㠀弾性という。㠀弾性で媒㉁

が変形することを㠀弾性変形という。㠀弾性ⓗ性㉁には㸪⢓性や塑性などの

性㉁が含まれる。地Ẇの上㒊は主に弾性ⓗ性㉁を持つが㸪῝㒊になると⢓弾

性ⓗ性㉁や塑性ⓗ性㉁を持つことが▱られている。内㝣地㟈のⓎ⏕のメカニ

ズムを⌮ゎするためには㸪⢓弾性ⓗ性㉁や塑性ⓗ性㉁を持つ層の影㡪を⌮ゎ

することが㔜せであると⪃えられている。 

 

地殻 

地⌫の固体㒊分をᵓ成する大きな成層ᵓ㐀のうち㸪一␒外側の層。地Ẇの内

側はマントルと呼ばれている。地Ẇはᾏὒ地Ẇと大㝣地Ẇに分㢮され㸪ᾏὒ

地Ẇは⣙6km のほぼ均一な厚さであるのに対し㸪大㝣地Ẇは平均ⓗには30km 

⛬度の厚さであるが㸪場所によっては 60㹼70km にも及ぶ場所がある。 

 

地殻活動 

地Ẇ内でⓎ⏕する⌧㇟全⯡の⥲⛠。 

 

地殻変動 

地㟈などの断層㐠動やⅆ山ά動などの地下のά動によって地⾲に⏕じた変

位やひずみ㸪傾斜の変化。地┙変動ともいう。 

 

地殻流体 

地Ẇの内㒊に含まれるỈやマグマ➼のὶ体。地Ẇ内でỈは㸪岩┙の亀や岩

▼㖔≀の⢏⏺などに存在していると⪃えられている。 

 

地盤変動 

地Ẇ変動の㡯を参↷。 

 

地⾲地㟈断層 

地㟈に㐃⥆ⓗに⌧れる地⾲のずれのこと。 

 

㛗周期地㟈動 

つᶍの大きな地㟈がⓎ⏕した場合に⏕じる㸪ゆっくりとした揺れのこと。㧗

層ビルは固᭷周ᮇが㛗く㛗周ᮇ地㟈動により影㡪を受けやすい。 



- 56 - 
 

 

㉸低周波地㟈 

▷周ᮇ成分がほとんど含まれず㛗周ᮇ成分が卓㉺する地㟈Ἴを放射する地

㟈で㸪20㹼200 ⛊⛬度の帯域に卓㉺した周ᮇを持つもの。ゆっくりりやⅆ

山ά動にともなって⏕じる。 

 

地理空㛫情報 

✵㛫上の≉定の地Ⅼ又は区域の位⨨を♧す情報㸪及びそれに㛵㐃付けられた

情報。 

 

津波地㟈 

地㟈動から推定される地㟈のつᶍ㸦マグニチュード㸧にẚべて大きなὠἼを

⏕じる地㟈。 

 

津波堆積物 

ὠἼによって㐠ばれた◁や♟などが堆✚したもの。これらのㄪᰝにより㸪㐣

去のὠἼのⓎ⏕年代やᾐỈつᶍを推定することができる。 

 

津波の即時予測 

地㟈のⓎ⏕┤後に㸪ἢ岸㒊に到㐩するὠἼの㧗さを可⬟な㝈り⣲早く予 す

る技⾡。 

 

低周波地㟈 

▷周ᮇ成分がほとんど含まれず㛗周ᮇ成分が卓㉺する地㟈Ἴを放射する地

㟈で㸪2㹼8 Hz ⛬度の帯域に卓㉺した周ᮇを持つもの。ゆっくりりやⅆ山

ά動にともなって⏕じる。 

 

低周波微動 

数分から数日の㛫㸪断⥆ⓗに低周Ἴ振動をⓎ⏕する⌧㇟。低周Ἴ地㟈の㔜ね

合わせと⪃えられている。 

 

データ同化 

」㞧な⌧㇟の㧗⢭度予 のために㸪数値シミュレーションの⤖ᯝとして得ら

れる≀⌮㔞がほ データをなるべく再⌧できるように㸪㐺切な初ᮇ値や境⏺

値㸪各✀パラメータを推定する手ἲ。 
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テフラ 

噴ⅆによって噴↮やⅆ○ὶとして噴出したⅆ山○屑≀㸦ⅆ山弾㸪㍍▼㸪ⅆ山

⅊など㸧が地⾲に堆✚した≀。 

 

統合地㟈シミュレーター 

コンピューター内に㸪地┙やᵓ㐀≀だけでなく㸪人の動きも再⌧した㒔市を

作り㸪想定地㟈動を入力した㝿の⿕害や住Ẹの㑊㞴⾜動➼を予 するシステ

ム。 

 

トレンチㄪ査 

地㉁ㄪᰝἲの一つで㸪地⾲から⁁≧に掘り㎸み㸪地⾲ではほ できない地層

を新たに㟢出させ㸪断㠃をほ察する手ἲ。地㟈分㔝では㐣去の断層㐠動の年

代や周囲の⎔境のㄪᰝ㸪ⅆ山分㔝では㐣去の噴ⅆ史をㄪᰝするために᭷力な

方ἲである。 

 

内㝣地㟈 

㝣側プレートの地Ẇ内でⓎ⏕する地㟈。 

 

日本海溝海底地㟈津波ほ測網㸦S-net㸧 

地㟈ィとὠἼィが一体となったほ ⨨を光ᾏ底ケーブルで接⥆したほ 

⥙で㸪㜵⅏⛉学技⾡◊✲所が日ᮏᾏ⁁ἢいのᾏ底にタ⨨したもの。24㛫㐃

⥆でほ データをリアルタイムに取得できる。ほ ⨨は 150 カ所㸪ケーブ

ル⥲延㛗は⣙ 5,700km である。 

 

二㠃ゅ 

Ỉ平な固体⾲㠃にᾮ体を下したときに㸪ᾮの➃で㸪固体とᾮ体⾲㠃のな

すゅ。固体がᾮ体をはじきやすいと二㠃ゅは大きくなり㸪固体がᾮ体でれ

やすいと二㠃ゅは小さくなる。 

 

熱水系 

地⇕地帯やⅆ山の地下で形成される㸪⇕Ỉが㈓␃・循⎔している㡿域のこと。 

 

粘弾性 

加えられた力に応じて変形し力を㝖くと原形に戻る弾性ⓗ性㉁と㸪加えられ

ている力に応じた㏿度で㛫とともに変形が㐍⾜する⢓性ⓗ性㉁を併せ持

つ性㉁。 
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粘弾性⦆和 

マントルや下㒊地Ẇなどは㸪地㟈➼によって外㒊から応力・ひずみの変化が

与えられると㸪▷い㛫の尺度では弾性体として振る⯙い㸪一方㸪㛗い㛫

の尺度では⢓性ὶ体として振る⯙い応力が⦆和される。このような弾性と⢓

性の中㛫ⓗな性㉁のことを⢓弾性と呼び㸪それを≉徴づける定数を⦆和

㛫という。⢓弾性⦆和とは㸪⢓弾性体の⦆和㛫と同じくらいの㛫尺度で

⏕じる変形のこと。 

 

発㟈機構㸦ゎ㸧 

地㟈の断層㐠動を断層㠃の向き㸦㉮向㸪傾斜ゅ㸧と┦対りの向き㸦り

ゅ㸧によって⾲⌧したもののこと。メカニズムゎあるいはメカニズムともい

う。地㟈Ἴの放射パターン㸦地㟈Ἴの初動の振動方向㸧からồめられたもの

を初動ゎ㸪Ἴ形全体からồめられたものを CMT ゎと呼ぶ。Ⓨ㟈ᶵᵓゎのタイ

プは㸪ṇ断層型㸪㏫断層型㸪ᶓずれ断層型に大別される。㟈※域の応力場を

▱る手がかりとなるほ データである。 

 

微小破壊 

岩▼や㔠属などに応力や⇕が加えられることで内㒊に⏕じた局所ⓗな応力

㞟中によって引き㉳こされる㒊分ⓗな◚壊。このときに励㉳される㧗周Ἴ数

の弾性Ἴのことをアコースティックエミッションという。 

 

ひずみ 

岩┙㸦プレート㸧などが変形する㝿の㸪変形の大きさをひずみといい㸪単位

㛗さ当たりの変位㔞で定⩏される。ひずみの✵㛫ⓗな分布の≧態をひずみ場

という。 

 

ひずみ㏿度 

単位㛫当たりのひずみの変化⋡。ひずみ㏿度の✵㛫ⓗな分布の≧態をひず

み㏿度場という。 地ほ や地形から推定される地Ẇのひずみ㏿度が大きい

㡿域はひずみ㞟中帯と呼ばれる。 

 

ひずみ㏿度場 

ひずみ㏿度の㡯を参↷。 

 

㠀⥺形応答特性 
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地┙の増幅≉性が㸪地㟈基┙から入射する地㟈動の周Ἴ数だけに依存する場

合を⥺形応⟅といい㸪振幅にも依存する場合を㠀⥺形≉性という。 

 

㠀弾性 

弾性・㠀弾性の㡯を参↷。 

 

比抵抗 

単位断㠃✚・単位㛗さ当たりの㟁Ẽ抵抗値のこと。㟁Ẽ伝導度の㏫数。マグ

マの周㎶では㧗 やὶ体の存在によって低いẚ抵抗値を♧すことが多いた

め㸪地中のẚ抵抗の分布㸦ẚ抵抗ᵓ㐀㸧をㄪべることでⅆ山噴ⅆのⓎ⏕ポテ

ンシャルや地下のマグマの≧態を把握する◊✲が㐍められている。また㸪地

㟈の◚壊㡿域と地中のẚ抵抗ᵓ㐀との㛵㐃がὀ┠されている。 

 

㠀定常地殻変動 

プレート境⏺㠃での固╔によって㝣側プレートが引きずりこまれることに

よる定常ⓗな地Ẇ変動とは␗なる地Ẇ変動のこと。 

 

微動 

低周Ἴ成分の小さい振幅の地㟈Ἴを㛗い㛫にわたって放出する㟈※のこ

と。 

 

⾲㠃波 

地⾲㠃にἢって伝わる地㟈動。Ἴの㐍⾜方向に対して地⾲が┤交方向にỈ平

に振動して伝播するラブἼと㸪上下方向にᴃ円を描くように振動するレイリ

ーἼがある。 

 

プレート 

地⌫⾲㠃は㸪地Ẇと㸪十分に冷却して固くなっている᭱上㒊マントルとを合

わせた㸪厚さ 100km ⛬度の」数の固い岩▼の層でそわれている。この岩▼層

がプレートとよばれ㸪その動きをプレート㐠動という。また㸪㞄り合う㸰つ

のプレートの境⏺がプレート境⏺である。プレート境⏺でⓎ⏕する地㟈はプ

レート境⏺地㟈㸪プレートの内㒊でⓎ⏕する地㟈はプレート内地㟈と呼ばれ

る。 

 

プレート境界 

プレートの㡯を参↷。 
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プレート境界地㟈 

プレートの㡯を参↷。 

 

プレート㛫固着 

プレート境⏺においてずれ㐠動がない≧態のこと。 

 

噴火事㇟系統樹 

事㇟⣔⤫ᶞの㡯を参↷。 

 

噴火様式 

噴ⅆにマグマが地⾲に噴出する場合㸪噴ⅆのᵝ子はマグマの性㉁や◚○の

⛬度などによって␗なり㸪いくつかのタイプに㆑別される。その␗なる噴ⅆ

のᵝ子を噴ⅆᵝ式という。 

 

分散型㡢㡪センシング㸦DAS㸧 

光ファイバーに微小な振動や変形を加えたときに⏕じるわずかな屈折⋡の

変化を᳨出することで㸪光ファイバーケーブルにἢった振動や変形を✵㛫ⓗ

に㐃⥆してィ する技⾡。DAS は Distributed Acoustic Sensing の␎。 

 

分散曲⥺ 

⾲㠃Ἴの伝播㏿度の周Ἴ数依存性を⾲すグラフ㸦㛵数㸧のこと。 

 

噴出物層序 

層序とは㸪地層の㔜なっている㡰序のこと。この場合はⅆ山噴ⅆによる噴出

≀が地⾲に堆✚し㔜なっている㡰序のことを指す。それをゎᯒすることによ

り㸪噴ⅆのᵝ式やつᶍの変化を᫂らかにすることができる。 

 

平均変位㏿度 

ά断層の⣼✚変位の履Ṕから推定される㛗ᮇⓗな変位㏿度。 

 

変換波 

地㟈Ἴ㏿度の境⏺㠃で P Ἴから S Ἴ又は S Ἴから P Ἴに変換されたἼ。変

換Ἴをゎᯒすることにより境⏺㠃の位⨨を推定することができる。 

 

放射㠀平⾮ 
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放射性元⣲が崩壊する㐣⛬で⏕じる中㛫壊変⏕成᰾✀の存在ẚが㸪堆✚・ᾐ

㣗・ⅆ山ά動➼の地学ⓗな㐣⛬により㸪崩壊定数から想定される平⾮≧態の

存在ẚからずれることがある。これを放射㠀平⾮といい㸪平⾮≧態に戻るま

での存在ẚの変化が㛫の㛵数となる。岩▼に含まれる放射㠀平⾮≧態の元

⣲の存在ẚを 定することで㸪ずれが⏕じてからの㛫を▱ることができる。 

 

本㟈㸪余㟈 

ẚ㍑ⓗ大きな地㟈がⓎ⏕すると㸪その㏆くで᭱初の地㟈より小さな地㟈が┤

後から⥆Ⓨする。この᭱初の大きな地㟈のことをᮏ㟈㸪その後に⥆Ⓨする地

㟈を余㟈という。 

 

マグニチュード㸦M㸧 

地㟈のつᶍを⾲す指ᶆ。推定に使うデータやデータ処⌮の方ἲにより㸪同一

の地㟈でもマグニチュードが␗なることがある。Ẽ㇟庁によって推定された

マグニチュードを Mjma と⾲グすることがある。 

 

マグマ㸦マグマの結晶化㸪上昇㸪発㐩㸪流動㸪破砕㸪⬺ガス㸧 

岩▼≀㉁が㧗 で⁐⼥したもの。日ᮏ列島下では㸪主としてỿみ㎸むプレー

トが持ち㎸むỈによりマントルが㒊分⁐⼥することで⏕成する。上昇㏵中で

は周囲の岩▼と密度が㔮り合う場所に␃してマグマ⁀まりを作る。マグマ

⁀まりに␃する㛫に⤖ᬗ化が㐍むことで⤌成が変化したり㸦⤖ᬗ分化㸧㸪

地Ẇ内を上昇する㏵中で地Ẇ≀㉁を取り㎸むことで多ᵝな⤌成のマグマが

できる㸦マグマのⓎ㐩㸧。マグマ⁀まりの圧力が㧗まるとマグマは上昇を始

める。上昇中はメルト中に⁐け㎸んでいた揮Ⓨ性成分がẼἻとなり㸦⬺ガス㸧

密度を下げるため㸪マグマの上昇が加㏿される。マグマ中のケイ⣲の㔞によ

り⢓性が大きく␗なり㸪ケイ⣲が少ない⋞Ṋ岩㉁マグマは⢓性が低いために

ὶ動性が㧗く㸪✜やかな噴ⅆをしやすい。ケイ⣲が多いὶ⣠岩㉁マグマは⢓

性が㧗く㸪⇿Ⓨⓗ噴ⅆになりやすい。ⅆ㐨内のマグマ中にあるガス成分が周

㎶岩体や噴Ẽとして⣔外へ排出されることを⣔外⬺ガスという。⣔外⬺ガス

の㔞は噴ⅆの⇿Ⓨ性を左右する。マグマ中のẼἻの割合が増えるとᾮ体㒊分

が⣽かくちぎれ㸪大小さまざまな◚∦になる。これをマグマの◚○という。

᭱も⣽かく○けたマグマがⅆ山⅊になる。 

 

マグマ㈏入 

地下のマグマが岩┙に割れ┠をつくりながら⛣動する⌧㇟。 
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マグマ溜まり 

マグマの㡯を参↷。 

 

マグマ噴火 

噴出≀のほとんどがマグマ≀㉁からなる噴ⅆのことで㸪ストロンボリ式噴ⅆ㸪

プリニー式噴ⅆ㸪⁐岩ὶの噴ⅆなどがこれにあたる。 

 

䝭䞊ゼス応力䠄䝭ゼス応力䠅  

多方向から圧⦰や引張が働いて㸪ᮏ᮶㸪㸴つの成分㸦テンソル㸧で⾲される

」㞧な応力場にある≀体に㠀弾性変形が㉳こるかどうかをひとつの値㸦スカ

ラー㸧でホ価するための指ᶆ。あるⅬの応力場が、㠀弾性変形を⏕じえない

㟼Ỉ圧≧態からがどのくらいずれているかを⾲している。名⛠は、リヒャル

ト・フォン・ミーゼス㸦Richard von Mises㸧によって提唱されたことに⏤᮶

する。 

 

ミュオン㸦ミューオン㸧 

宇宙⥺が大Ẽ中の原子᰾と反応して⏕成される二ḟ宇宙⥺の一つで㸪地上に

⤯え㛫なく㝆りὀいでいる⣲⢏子。㏱㐣する≀㉁の密度によって宇宙⥺ミュ

オンのῶ⾶が␗なることを利⏝して㸪㹖⥺の㏱ど撮影のように地Ẇ内㒊の密

度分布をㄪべるヨみがなされている。 

 

ミュオグラフィ 

宇宙⥺ミューオンを⏝いた地下の㏱㐣イメージング手ἲのこと。 

 

メカニズムゎ 

Ⓨ㟈ᶵᵓゎの㡯を参↷。 

 

モホ㠃 

モホロビチッチ不㐃⥆㠃の␎⛠。地⌫の地Ẇとマントルの境⏺であり㸪そこ

では地㟈Ἴ㏿度が不㐃⥆となっている。 

 

溶岩 

ⅆ山噴ⅆにⅆ口からὶ出したマグマ≀㉁。冷え固まって岩▼となった後も

「⁐岩」と呼ばれる。 

 

余効滑り 
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地㟈がⓎ⏕したのと同一の断層㠃上で㸪地㟈の後に㉳こるゆっくりとした

り。 

 

余効変動 

地㟈の後に㟈※域あるいはその周囲でⓎ⏕する地Ẇ変動。 

 

横ずれ断層 

断層㠃にἢって主としてỈ平方向にずれた断層。断層を挟んで他方の岩┙を

ぢたときに㸪その岩┙が右向きにずれていれば右ᶓずれ断層㸪左向きにずれ

ていれば左ᶓずれ断層という。 

 

余㟈 

ᮏ㟈㸪余㟈の㡯を参↷。 

 

ラブ波 

⾲㠃Ἴの㡯を参↷。 

 

㝣海統合地㟈津波火山ほ測網㸦MOWLAS㸧 

㜵⅏⛉学技⾡◊✲所が㐠⏝する㸪全国の㝣域からᾏ域までを⥙⨶する地㟈・

ὠἼ・ⅆ山のほ ⥙の⥲⛠。␎⛠は MOWLAS㸦モウラス㸸Monitoring of Waves 

on Land and Seafloor の␎㸧。㝣域においては㧗感度地㟈ほ ⥙㸦Hi-net㸧㸪

全国強㟈ほ ⥙㸦K-NET㸧㸪基┙強㟈ほ ⥙㸦KiK-net㸧㸪広帯域地㟈ほ ⥙㸦F-

net㸧㸪基┙ⓗⅆ山ほ ⥙㸦Vnet㸧㸪ᾏ域においては日ᮏᾏ⁁ᾏ底地㟈ὠἼほ 

⥙㸦S-net㸧㸪地㟈・ὠἼほ ┘どシステム㸦DONET1㸪DONET2㸧が㐠⏝されて

いる。 

 

レオロジーモデル 

≀㉁の変形やὶ動について㸪単位㠃✚あたりに働く力㸦応力㸧と変形の大き

さや変形㏿度の㛵係のᵝ子を⾲したモデル。 

 

レシーバー㛵数ゎ析 

一つのほ Ⅼにおいて␗なる成分でグ㘓された地㟈Ἴ形を処⌮した㛵数。

「レシーバー㛵数ゎᯒ」とは㸪┤㐩 P Ἴと Ps 変換Ἴ㸦境⏺㠃で P Ἴから S

Ἴに変わるἼ㸧➼の到㐩刻差を⏝いて㸪Ἴの変換が㉳こるような㠃㸦例え

ばプレート境⏺㠃㸧の῝さを推定する手ἲ。 
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㹠値 

地㟈のつᶍ別㢖度を㸪ᶓ㍈にマグニチュード㸪⦪㍈に地㟈のⓎ⏕数の対数を

取ってプロットした㝿の傾きの大きさ。㏻常は 0.7㹼1.0 ⛬度である。 

 

CMT ゎ 

Ⓨ㟈ᶵᵓゎの㡯を参↷。 

 

CSEP㸦地㟈活動予測可⬟性共同実㦂㸧 

Collaboratory for the Study of Earthquake Predictability の␎。客ほ

ⓗかつ㏱᫂性のある地㟈予 ᳨ド実㦂を実⾜できる◊✲基┙⎔境を作り㸪そ

の㐣⛬において地㟈の予 可⬟性を探るための国㝿◊✲ィ⏬。 

 

DONET 

Dense Ocean floor Network system for Earthquakes and Tsunamis㸦地㟈・

ὠἼほ ┘どシステム㸧。南ᾏトラフの地㟈及びὠἼを常ほ ┘どするた

め㸪⇃㔝ℿἈにタ⨨された地㟈・ὠἼほ ┘どシステム㸦DONET㸯㸧。平成 22 

年度から㸪新たに₻岬Ἀから室戸岬Ἀにも整備された㸦DONET㸰㸧。 

 

ETAS モデル 

Epidemic Type Aftershock Sequence の␎。すべての地㟈が余㟈を持つと⪃

え㸪地㟈ά動を数個のパラメータで定㔞化する⤫ィⓗ地㟈ά動モデル。 

 

GIS 

地⌮情報システム㸦Geographic Information System㸧の␎。地⌮ⓗ位⨨に

㛵する情報を持ったデータ㸦✵㛫データ㸧を⥲合ⓗに⟶⌮・加工し㸪どぬⓗ

に⾲♧し㸪㛫や✵㛫の㠃から分ᯒできる技⾡である。 

 

GNSS 

全⌫ 位⾨ᫍシステム㸦Global Navigation Satellite System㸧の␎⛠。位

⨨や刻同ᮇを┠ⓗとした㟁ἼをⓎ射する人工⾨ᫍ⩌㸪地上の支援システム㸪

及び㟁Ἴを受信して三ḟ元ⓗな地⌫上の位⨨やṇ☜な刻を▱る┠ⓗで使

⏝する利⏝⪅⩌の⥲⛠。アメリカ合⾗国がᵓ⠏した GPS㸪ロシアの GLONASS 

や㸪ヨーロッパ㐃合㸦EU㸧の Galileo などのシステムがある。 

 

GNSS 搬㏦波位相 

受信ᶵで復ㄪした GNSS  位信号の搬㏦Ἴ位┦ゅを㐃⥆ⓗに 定したもの。
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⢭度の㧗い 定が可⬟なため㸪⢭密 位に使⏝される。 

 

InSAR 

干΅ SAR のこと。ヲしくは SAR の㡯を参↷。 

 

JDXnet 

全国地㟈ほ データὶ㏻ネットワーク㸦Japan Data eXchange network㸧。日

ᮏ列島に展㛤されている地㟈ほ Ⅼのデータの全国つᶍのリアルタイムὶ

㏻ネットワーク。 

 

JGN 

ICT 㛤Ⓨの基┙となる㉸㧗㏿㏻信ネットワークの実ド実㦂のためのプラット

フォーム。 

 

MT 法㸦MT 探査㸧 

≀⌮探ᰝの手ἲの一つで㸪㟁Ẽ伝導度など地下の㟁Ẽⓗ性㉁をㄪᰝする手ἲ。

地⾲で㟁場と☢場を 定し㸪地⾲に入射する㟁☢場とそれによって地中でㄏ

導される㟁☢場との㛵係を⏝いて㸪地中のẚ抵抗ᵓ㐀を⟬出する。地☢Ẽ地

㟁ὶἲ㸦Magnetotelluric method㸧とも呼ばれる。 

 

㹎波 

Primary wave㸦➨一Ἴ㸧または Pressure wave㸦圧力Ἴ㸧の␎。㐍⾜方向に

平⾜に振動する弾性Ἴ。固体・ᾮ体・Ẽ体を伝わることができる。 

 

PLUM 法 

Propagation of Local Undamped Motion ἲ。㟈※やつᶍの推定は⾜わず㸪

地㟈ィでほ された揺れの強さから┤接㟈度を予想する新しい手ἲ。巨大地

㟈がⓎ⏕した㝿でも⢭度Ⰻく㟈度がồめられる。 

 

Q 値 

地㟈Ἴのῶ⾶の強さを⾲すパラメータ。Quality factor の␎。Q値が小さい

ほど地㟈Ἴはῶ⾶しやすい。 

 

SAR 

SAR は Synthetic Aperture Radar㸦合成㛤口レーダー㸧の␎。レーダーを搭

㍕する人工⾨ᫍや⯟✵ᶵが⛣動中に得たデータを合成することで⛣動方向
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の㛤口㠃を大きく拡大し㸪大型アンテナと同➼の㧗い分ゎ⬟を実⌧したレー

ダーシステム。干΅ SAR(Interferometric SAR㸪InSAR)は㸪同じ場所を撮影

したᮇの␗なる㸰回の⏬像の差をとる㸦干΅させる㸧ことにより地⾲㠃の

変動をヲ⣽に捉える手ἲである。 

 

SINET 

日ᮏ全国の大学・◊✲ᶵ㛵➼の学⾡情報基┙として㸪国❧情報学◊✲所がᵓ

⠏㸪㐠⏝している情報㏻信ネットワーク。 

 

SSE 

スロースリップの㡯を参↷。 

 

S 波 

Secondary wave㸦➨二Ἴ㸧または Shear wave㸦ねじれἼ㸪たわみἼもしくは

せん断Ἴ㸧の␎。㐍⾜方向と┤交に振動する弾性Ἴ。固体のみを伝わること

ができる。 

 

VLBI㸦㉸㛗基⥺㟁波干渉法㸧 

Very Long Baseline Interferometry の␎。はるか㐲くにある天体から放射

される㟁Ἴを利⏝して㸪アンテナ㛫のṇ☜な㊥㞳を 定する手ἲ。数千キロ

メートル㞳れたアンテナの㊥㞳も㸪わずか数ミリメートルの⢭度で ること

ができる。 

 

VUI  

アンレストの㡯を参↷。  

 

WIN システム 

日ᮏで㛤Ⓨされた㸪多チャネルの地㟈Ἴ形データを取り扱うための処⌮シス

テム。UNIX 上で動作する多くのプログラムからなる。  
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⅏害の㍍減に㈉⊩するための地㟈火山ほ測◊✲ィ⏬ 実施機㛵 
 

 

   

総 務 省 国立研究開発法人情報通信研究機構 

文部科学省 国立大学法人等 

   北海道大学大学㝔理学研究㝔 

   弘前大学大学㝔理工学研究科 

   東北大学大学㝔理学研究科 

   東北大学災害科学国㝿研究所 

   
秋田大学大学㝔国㝿資源学研究科 

新潟大学災害・復興科学研究所 

  東京大学大学㝔理学系研究科 

   

東京大学大学㝔情報学環 

東京大学地㟈研究所㸦共同利用・共同研究拠点㸧 

東京大学大気海洋研究所 

東京大学史料編纂所 

   東京大学地㟈火山史料連携研究機構 

   東京工業大学理学㝔火山流体研究センター 

   千葉大学大学㝔理学研究㝔 

  富山大学都市デザイン学部 

   名古屋大学大学㝔環境学研究科 

   
京都大学大学㝔理学研究科 

京都大学㜵災研究所㸦共同利用・共同研究拠点㸧 

   神戸大学海洋底探査センター 

  㫽取大学大学㝔工学研究科 

   㧗知大学理工学部 

   九州大学大学㝔理学研究㝔 

   㮵児島大学地㟈火山地域㜵災センター 

   兵庫県立大学大学㝔減災復興政策研究科 

   立命㤋大学総合科学技術研究機構 

  国立研究開発法人㜵災科学技術研究所 

  国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

国土交通省 国土地理㝔 

  気象庁 

  海上保安庁海洋情報部 

都道府県 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質

研究所 

 山梨県富士山科学研究所 



- 68 - 
 

災害の軽減に貢献するための地㟈火山観測研究計画㸦第㸰次㸧 令和元年度研究課㢟一覧 

 

実施機㛵名㻌 㻌 ㄢ㢟番号㻌 研究ㄢ㢟名㻌 研究代⾲⪅㻌

北海㐨大学㻌 㻌 㻴㻷㻰㼋㻜㻝㻌 津波堆積物情報䛾㧗度化䛸実㊶的活用䛻㛵䛩䜛研究㻌 す村⿱一㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻞㻌 大つ模噴火䛻㛵䜟䜛䝬䜾䝬䝥䝻䝉䝇䛾時㛫䝇䜿䞊䝹䛾ゎ明㻌 栗㇂㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻟㻌
䝬䜾䝬⬺䜺䝇実㦂䛸火山噴出物䛾揮発性成分ゎ析䛻基䛵䛟噴火分岐䝯

䜹䝙䝈䝮䛾ゎ明㻌
吉村俊平㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻠㻌 㟁磁気䞉熱䞉䜺䝇ほ測䛻基䛵䛟火山活動推移䝰䝕䝹䛾構築㻌 橋本武志㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻡㻌 巨大地㟈䛻伴䛖海底斜㠃崩壊䛻䜘䜛津波䛾事前ホ価䞉即時予測䛻㛵䛩

䜛研究㻌
㇂岡勇市㑻㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻢㻌 火山活動即時ゎ析⾲示䝅䝇䝔䝮䛾㛤発㻌 橋本武志㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻣㻌 地理空㛫情報䛾総合的活用䛻䜘䜛災害䜈䛾社会的⬤弱性克服䛻㛵䛩

䜛人㛫科学的研究㻌
橋本㞝一㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻤㻌 地殻変動等多㡯目䝕䞊䝍䛾全国流㏻一元化公㛤ゎ析䝅䝇䝔䝮䛾㧗度

化㻌
㧗橋浩晃㻌

㻴㻷㻰㼋㻜㻥㻌 千島海溝沿䛔䛾巨大地㟈津波災害㍍減䛻向䛡䛯総合研究㻌 㧗橋浩晃㻌

弘前大学㻌 㻌 㻴㻾㻿㼋㻜㻝㻌 東北日本弧䞉千島弧会合㒊䛸䛭䛾周㎶䛻䛚䛡䜛地㟈発生場䛾ゎ明㻌 小Ⳣ正⿱㻌

㻴㻾㻿㼋㻜㻞㻌 䝕䞊䝍同化䛻基䛵䛟津波現況把握䛸即時予測䛾㧗度化㻌 前田拓人㻌

東北大学㻌 㻌 㼀㻴㻷㼋㻜㻝㻌 国㝿共同研究䛻䜘䜛䝙䝳䞊䝆䞊䝷䞁䝗䛻䛚䛡䜛地㟈発生機構䛾ゎ明㻌 岡田知己㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻞㻌 流体䛾寄与䛻注目䛧䛯地㟈断層䛩䜉䜚物理䝰䝕䝹䛾㧗度化㻌 松澤暢㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻟㻌 噴火発生時刻䛾即時把握䛸噴火䝎䜲䝘䝭䜽䝇䛾研究㻌 す村太志㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻠㻌 浅㒊㈏入䝬䜾䝬䛾結晶化㏿度䛸噴火挙動䛾推定手法䛾㛤発㻌 中村⨾千彦㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻡㻌 世界各地䛾大地㟈発生域䛸䛾比㍑研究䛻基䛵䛟地㟈䞉火山現㇟䛾理ゎ㻌 ㉿大㭉㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻢㻌 䝇䝷䝤内地㟈䛾発生䝯䜹䝙䝈䝮䛻㛵䛩䜛研究㻌 東㱟介㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻣㻌
地殻応答䛻䜘䜛断層䜈䛾応力㍕Ⲵ㐣程䛸断層㛫相互作用䛾ゎ明䛸予

測㻌
岡田知己㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻤㻌 㞟中地㟈ほ測䛻䜘䜛火山体構㐀䞉火山現㇟発生場䛾ゎ明㻌 山本希㻌

㼀㻴㻷㼋㻜㻥㻌 繰䜚㏉䛧地㟈再来特性䛾理ゎ䛻基䛵䛟地殻活動䝰䝙䝍䝸䞁䜾㻌 内田直希㻌

㼀㻴㻷㼋㻝㻜㻌 地殻変動䛻伴䛖大気中䝷䝗䞁濃度変動㻌 㛗濱⿱幸㻌

㼀㻴㻷㼋㻝㻝㻌
多㡯目ほ測䝕䞊䝍䛻基䛵䛟火山活動䛾䝰䝕䝹化䛸活動分岐判断指標䛾

作成㻌
す村太志㻌

㼀㻴㻷㼋㻝㻞㻌
海㝣測地䝕䞊䝍䜢活用䛧䛯䝥䝺䞊䝖境界㠃䛩䜉䜚即時把握⬟力䛾向上

䛸䛭䜜䛻䜒䛸䛵䛟津波即時推定手法䛾㧗度化㻌
太田㞝策㻌

㼀㻴㻷㼋㻝㻟㻌 地㟈䞉火山䝕䞊䝍䛾無線伝㏦技⾡䛾㛤発㻌 内田直希㻌

東北大学災害

科学国㝿研究

所㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻝㻌
東北地方䛻䛚䛡䜛地㟈䞉津波䞉火山情報䛻㛵䛩䜛歴史㈨料䛾所在ㄪ査

䛸䝕䞊䝍収㞟㻌
⼎名⿱一㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻞㻌
㻳㻼㻿㻙㻭ほ測䛻䜘䜛効率的䛺上下変動検出技⾡䛾㛤発䛸根室沖ほ測䜈

䛾㐺用㻌
木戸元之㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻟㻌
地⾲タ⨨型合成㛤口䝺䞊䝎㻔㻳㻮㻙㻿㻭㻾㻕䛻䜘䜛地⾲㠃変位ィ測䛾㧗精度

化㻌
佐⸨源之㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻠㻌 地㟈䛾事前情報䜢㉳点䛸䛩䜛䝝䝄䞊䝗事㇟系統樹䛾㛤発㻌 福島洋㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻡㻌 歴史地形䛾復元䞉可ど化手法䛾確立䛸災害発生せ因䛾分析㻌 ⼎名⿱一㻌

㻵㻾㻵㻰㻜㻢㻌
災害䛻㛵䜟䜛個人䛾心理䞉⾜動特性䛸䛭䛾ホ価䞉活用䞉ㄪ整䛻㛵䜟䜛研

究㻌
杉浦元亮㻌

新潟大学㻌 㻌
㻺㻳㼀㼋㻜㻝㻌

日本海沿岸地域䜢中心䛸䛧䛯地㟈䞉火山現㇟䛾ゎ明䛾䛯䜑䛾史料収㞟

䛸ゎ析㻌
中村元㻌

㻺㻳㼀㼋㻜㻞㻌
地㟈䞉火山噴火災害䛻䛚䛡䜛⿕害㍍減䛾䛯䜑䛻利活用可⬟䛺せ素䞉知

㆑体系䛾整理䞉検ド㻌
田村圭子㻌

東京大学地㟈

研究所㻌
㻱㻾㻵㼋㻜㻝㻌 歴史地㟈史料䜢活用䛧䛯地㟈学的ゎ析㻌 加納㟹之㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻞㻌 䝬䜾䝬溜䜎䜚䛾時㛫発展䛸噴火様式䛸䛾㛵㐃性㻌 安田敦㻌
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㻱㻾㻵㼋㻜㻟㻌
大つ模噴火䛻伴䛖ㅖ現㇟䛸䛭䜜䜢㥑動䛩䜛䝬䜾䝬溜䜚䇷火㐨䝅䝇䝔䝮

䛾ゎ明㻌
前㔝深㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻠㻌
㠀線形動力学䞉ィ算材料科学䛸䛾学㝿㐃携䛻基䛵䛟地㟈現㇟䛾多様性

䛾統一的理ゎ㻌
亀伸樹㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻡㻌
千島海溝䞉日本海溝䛻䛚䛡䜛」合海底地㟈測地ほ測䛻䜘䜛䝥䝺䞊䝖境

界䛾挙動ゎ明䛸䛭䛾䝰䝕䝹化㻌
篠原㞞尚㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻢㻌 䜘䜚現実的䛺断層㠃䝎䜲䝘䝭䜽䝇㻌 中㇂正生㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻣㻌 多㡯目ほ測䝕䞊䝍䛾比㍑研究䛻基䛵䛟噴火㐣程䛾理ゎ䛸䝰䝕䝹構築㻌 大湊㝯㞝㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻤㻌
日本䞉㻺㼆国㝿協力䛻䜘䜛䝠䜽䝷䞁䜼沈䜏㎸䜏帯䛻䛚䛡䜛多様䛺地㟈活

動䛸䠈䛭䛾発生環境䛸䛾㛵係䛾ゎ明㻌
望月公廣㻌

㻱㻾㻵㼋㻜㻥㻌
内㝣地㟈発生䝫䝔䞁䝅䝱䝹䛾予測䜢目指䛧䛯島弧䛾地殻応答䛸断層䛻

䛚䛡䜛地殻内流体䛾影㡪䛾ゎ明㻌
㣤㧗㝯㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻜㻌 東日本䛻䛚䛡䜛㛗期的㔜力変化䛾ほ測䛸䝰䝕䝸䞁䜾㻌 今す祐一㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻝㻌
地㟈発生予測䛾䛯䜑䛾島弧㻙海溝䝅䝇䝔䝮䛾ほ測㻙䝰䝕䝸䞁䜾統合研

究㻌
篠原㞞尚㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻞㻌
䝇䝻䞊地㟈䝰䝙䝍䝸䞁䜾䛻基䛵䛟南海䝖䝷䝣域䛾地㟈発生可⬟性ホ価手

法䛻㛵䛩䜛研究㻌
ⶶ下ⱥ司㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻟㻌 経㦂的䜰䝥䝻䞊䝏䛻䜘䜛大地㟈䛾確率予測䛾䝟䝣䜷䞊䝬䞁䝇ㄪ査㻌 中㇂正生㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻠㻌
大つ模数値䝅䝭䝳䝺䞊䝅䝵䞁䛻基䛵䛟広帯域強㟈動災害䛾事前䞉即時予

測㻌
古村孝志㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻡㻌 㤳㒔圏䛾地㟈⿕害分布䛸地㟈像䛾ゎ明㻌 㓇井慎一㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻢㻌 堆積平㔝䞉堆積盆地䛻䛚䛡䜛地㟈災害発生機構䛾ゎ明㻌 三宅弘恵㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻣㻌
堆積物䛻基䛵䛟噴火物理化学䝟䝷䝯䞊䝍推定手法䛾㧗度化䛸事㇟分岐

判断䜈䛾活用㻌
前㔝深㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻤㻌 ほ測研究䝕䞊䝍䜈䛾永続的㆑別子付与㻌 加納㟹之㻌

㻱㻾㻵㼋㻝㻥㻌 䝕䞊䝍流㏻網䛾㧗度化㻌 㭯岡弘㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻜㻌
光技⾡䜢用䛔䛯地下深㒊䞉火山㏆傍䛻䛚䛡䜛地㟈䞉地殻変動ィ測技⾡

䛾確立㻌
新㇂昌人㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻝㻌
㧗精細䝭䝳䜸䜾䝷䝣䜱画像⮬動デ断䛻䜘䜛火山活動状況䛾推移䛸䛾相

㛵ホ価㻌
田中宏幸㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻞㻌 海底䜿䞊䝤䝹䜢用䛔䜛地㟈䞉地殻変動䞉津波䝸䜰䝮䝍䜲䝮ほ測技⾡㛤発㻌 篠原㞞尚㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻟㻌 海底䛷䛾地㟈䞉地殻変動ほ測䛻向䛡䛯機動的ほ測技⾡䛾㧗度化㻌 塩原⫕㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻠㻌 䝬䝹䝏䝥䝷䝑䝖䝣䜷䞊䝮次世代㼃㻵㻺䝅䝇䝔䝮䛾㛤発㻌 中川ⱱ樹㻌

㻱㻾㻵㼋㻞㻡㻌 研究成果共有䝕䞊䝍䝧䞊䝇䛾構築㻌 㭯岡弘㻌

東京大学理学

系研究科㻌 㻌
㼁㼀㻿㼋㻜㻝㻌

沿岸巨礫䜢用䛔䛯古津波ホ価法䛾検ウ䠖南海䝖䝷䝣䡚琉球海溝䛾㐃動

可⬟性ホ価䛻向䛡䛶㻌
後⸨和久㻌

㼁㼀㻿㼋㻜㻞㻌 巨大地㟈䛻伴䛖粘弾性余効変動䛾ゎ明㻌 田中愛幸㻌

㼁㼀㻿㼋㻜㻟㻌 地㟈発生場䛾䝔䜽䝖䝙䜽䝇䛸䝬䝹䝏䝇䜿䞊䝹地㟈現㇟䛾予測可⬟性㻌 井出哲㻌

㼁㼀㻿㼋㻜㻠㻌
地殻流体䛾化学的ほ測䛻䜘䜛地㟈火山活動ホ価䝅䝇䝔䝮䛾㧗度化䛸

応用㻌
ゅ森史昭㻌

㼁㼀㻿㼋㻜㻡㻌
物理䝰䝕䝹䛸地形䞉地㉁学䛚䜘䜃䝔䜽䝖䝙䝑䜽䛺ほ測䝕䞊䝍䜢統合䛧䛯

地㟈発生䛾㛗期予測手法䛾㛤発䛸検ド㻌
安⸨亮㍜㻌

㼁㼀㻿㼋㻜㻢㻌 㐲㝸地火山䚸特䛻㞳島火山䛻䛚䛡䜛火山䜺䝇䝰䝙䝍䝸䞁䜾䛾㧗度化㻌 森俊哉㻌

東京大学情報

学環㻌
㻵㻵㻵㼋㻜㻝㻌

䝙䞊䝈䞉䜰䝉䝇䝯䞁䝖䛻基䛵䛟地㟈䞉火山災害䛻㛵䛩䜛発生確率䚸⿕害想

定䚸災害情報䛾䝁䝭䝳䝙䜿䞊䝅䝵䞁戦略䛾㛤発㻌
㛵㇂直也㻌

東京大学史料

編⧩所㻌
㼁㼀㻴㼋㻜㻝㻌 地㟈火山㛵㐃史料䛾収㞟䞉分析䛸䝕䞊䝍䝧䞊䝇䛾構築䞉公㛤㻌 榎原㞞治㻌

㼁㼀㻴㼋㻜㻞㻌 ㏆代以前䛾地㟈䞉火山災害䛻㛵䛩䜛多ゅ的研究㻌 杉森玲子㻌

東京大学大気

海洋研究所㻌
㻭㻻㻾㻵㻜㻝㻌 巨大津波䜢引䛝㉳䛣䛩㟈源断層䛾実態ゎ明䛸流体変動䝰䝙䝍䝸䞁䜾㻌 朴㐍午㻌

㻭㻻㻾㻵㻜㻞㻌 地球物理䞉化学的探査䛻䜘䜛海底火山䛚䜘䜃海底熱水活動䛾ㄪ査㻌 佐㔝有司㻌

東京大学地㟈

火山史料㐃携

研究機構㻌

㻴㻹㻱㼂㻜㻝㻌 地㟈火山㛵㐃史㈨料䛻基䛵䛟低㢖度大つ模地㟈火山災害䛾ㄪ査㻌 佐竹健治㻌

㻴㻹㻱㼂㻜㻞㻌 地㟈㛵㐃史料䛻基䛵䛟㏆代以前䛾地㟈活動䛾ㄪ査㻌 す山昭仁㻌
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東京工業大学㻌 㻌 㼀㻵㼀㼋㻜㻝㻌 海域火山活動䛻伴䛖熱水活動䛾実㦂的研究䛸ほ測研究㻌 㔝上健治㻌

㼀㻵㼀㼋㻜㻞㻌 小型拡散放出二㓟化炭素率測定⨨䛾㛤発㻌 㔝上健治㻌

㼀㻵㼀㼋㻜㻟㻌
水気噴火䛾準備㐣程䜢捉䛘䜛䛯䜑䛾火山熱水系構㐀䝰䝕䝹䛾精緻

化㻌
寺田暁彦㻌

千ⴥ大学㻌 㻯㻮㻭㼋㻜㻝㻌 㟁磁気学的䛺地㟈先⾜現㇟䛾総合的研究㻌 服㒊克巳㻌

富山大学㻌
㼀㼅㻹㼋㻜㻝㻌

極小つ模噴火䜢含䜑䛯ⲡ津白根火山䛾噴火履歴䛾ゎ明䛸噴火䝫䝔䞁

䝅䝱䝹ホ価㻌
石㷂泰男㻌

㼀㼅㻹㼋㻜㻞㻌
富山県弥㝀䞄原火山䛻䛚䛡䜛地球物理学的ほ測䛻䜘䜛火山活動䝰䝙䝍

䝸䞁䜾㻌
堀田⪔平㻌

㼀㼅㻹㼋㻜㻟㻌
地㟈学䞉火山学䛾知ぢ䛻基䛵䛟䝁䞁䝟䜽䝖䝅䝔䜱䜢䝕䝄䜲䞁䛩䜛情報科

学䛛䜙䛾⿕災生活䝅䝭䝳䝺䞊䝅䝵䞁㻌
井䝜口宗成㻌

名古屋大学㻌 㻌
㻺㻳㼅㼋㻜㻝㻌

古文書ゎㄞ䛻䜘䜛南海䝖䝷䝣巨大歴史地㟈像䛾ゎ明㻌 䡚歴史地㟈情報

䛾可ど化䝅䝇䝔䝮䛾構築䛸䛭䛾活用䡚㻌
山中佳子㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻞㻌 南すㅖ島海溝䛻䛚䛡䜛䝥䝺䞊䝖㛫固着状態䛾ゎ明㻌 田所敬一㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻟㻌
変動地形学的手法䛻䜘䜛内㝣地㟈発生䝰䝕䝹䛸活断層㛗期ホ価手法

䛾再検ウ㻌
㕥木康弘㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻠㻌 南海䝖䝷䝣域䛻䛚䛡䜛䝥䝺䞊䝖㛫固着䞉滑䜚䛾時空㛫変化䛾把握㻌 田所敬一㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻡㻌 地⾲地㟈断層䛾特性䜢㔜ど䛧䛯断層㏆傍䛾強㟈動䝝䝄䞊䝗ホ価㻌 㕥木康弘㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻢㻌
⿕害䛾地域的䛺発現㐣程䛸䝁䝭䝳䝙䝔䜱䛾社会䞉空㛫構㐀䛻着目䛧䛯地

㟈䞉津波災害発生機構䛻㛵䛩䜛文理⼥合的研究㻌
室井研二㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻣㻌 御嶽山地域䛾㜵災力向上䛾総合的推㐍䛻㛵䛩䜛研究㻌 山岡⪔春㻌

㻺㻳㼅㼋㻜㻤㻌 小㟁力䞉小型䞉携帯䝔䝺䝯䞊䝍地㟈ほ測⨨䛾改Ⰻ㛤発㻌 山中佳子㻌

京㒔大学㜵災

研究所㻌
㻰㻼㻾㻵㻜㻝㻌

津波生成㐣程䛾理ゎ䛻向䛡䛯浅㒊䝇䝻䞊地㟈䛾活動様式䞉発生場䛾

ゎ明䛸䝰䝕䝹化㻌
伊⸨喜宏㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻞㻌
南海䝖䝷䝣巨大地㟈䛾予測㧗度化䜢目指䛧䛯䝣䜱䝸䝢䞁海䝇䝷䝤周㎶域

䛷䛾総合的ほ測研究㻌
澁㇂拓㑻㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻟㻌 内㝣地㟈䛾発生機構䛸発生場䛾ゎ明䛸䝰䝕䝹化㻌 㣤尾⬟久㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻠㻌
日本列島䛾地㟈䇶火山噴火䛾基本場ゎ明䠖地殻䛸䝬䞁䝖䝹䛻䛚䛡䜛応

力䚸流体㻙䝬䜾䝬䚸温度䞉流動䠉変形場㻌
深畑幸俊㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻡㻌 測地ほ測䝕䞊䝍䛻基䛵䛟内㝣地㟈㛗期ホ価手法䛾㛤発㻌 す村卓也㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻢㻌 䜲䞁䝗䝛䝅䜰䛾活動的火山䛻䛚䛡䜛火山活動推移䝰䝕䝹䛾構築㻌 井口正人㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻣㻌
桜島火山䛻䛚䛡䜛火山活動推移䝰䝕䝹䛾構築䛻䜘䜛火山噴火予測䛾

䛯䜑䛾総合的ほ測研究㻌
中㐨治久㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻤㻌 広帯域強㟈動予測䛾㧗度化䛻㛵䛩䜛研究㻌 㛵口春子㻌

㻰㻼㻾㻵㻜㻥㻌 断層破壊㐣程䛸極大強㟈動生成䛻㛵䛩䜛研究㻌 岩田知孝㻌

㻰㻼㻾㻵㻝㻜㻌
火山地域䜢含䜐地㟈地䛩䜉䜚発生場䛾ホ価䛸斜㠃䛻䛚䛡䜛強㟈動及

䜃不安定化䛾事前予測手法䛾展㛤㻌
㔩井俊孝㻌

㻰㻼㻾㻵㻝㻝㻌 火砕流䛾発生䛸流下予測㻌 為栗健㻌

㻰㻼㻾㻵㻝㻞㻌 噴火後䛾土石流䛚䜘䜃泥流䛾発生䛻㛵䛩䜛ほ測䛸予測手法䛾㛤発㻌 ⸨田正治㻌

㻰㻼㻾㻵㻝㻟㻌
桜島火山䛻䛚䛡䜛地域䛸䛾㐃携䛻䜘䜛火山災害䛻㛵䛩䜛社会䛾共㏻

理ゎ㔊成䛾䛯䜑䛾研究㻌
中㐨治久㻌

㻰㻼㻾㻵㻝㻠㻌 災害䝸䝔䝷䝅䞊䛾⫱成䛾䛯䜑䛾䜸䞊䝥䞁䝃䜲䜶䞁䝇手法䛾検ウ㻌 矢守克也㻌

京㒔大学理学

研究科㻌 㻌
㻷㼁㻿㼋㻜㻝㻌

地殻活動䝕䞊䝍䛾同化䛻䜘䜛沈䜏㎸䜏䝥䝺䞊䝖境界㠃䛩䜉䜚予測䛻㛵

䛩䜛研究㻌
宮崎真一㻌

㻷㼁㻿㼋㻜㻞㻌 地㟈䞉地殻変動䝰䝙䝍䝸䞁䜾䛻䜘䜛中期的䛺火山活動䛾ホ価㻌 大倉敬宏㻌

㻷㼁㻿㼋㻜㻟㻌 㜿⸽䛷学䜆地㟈䞉火山災害䜈䛾備䛘㻌 大倉敬宏㻌

奈Ⰻ文化㈈研

究所㻌 㻌
㻺㻭㻮㼋㻜㻝㻌

⪃古䞉文献㈨料䛛䜙䜏䛯歴史災害情報䛾収㞟䛸䝕䞊䝍䝧䞊䝇構築䞉公

㛤䛺䜙䜃䛻䛭䛾地㉁⪃古学的ゎ析㻌
村田泰㍜㻌

神戸大学㻌 㻷㻻㻮㻱㻜㻝㻌 㨣界海底䜹䝹䝕䝷䛻䛚䛡䜛䝬䜾䝬供給系䛾構㐀䞉㐍化䛾ゎ明㻌 島伸和㻌

㫽取大学㻌 㻌 㼀㼀㻾㼋㻜㻝㻌

㻌

地方⮬治体䛾地㟈⿕害想定䠈災害䝸䝇䜽ホ価䜢㧗度化䛩䜛䛯䜑䛾基盤

整備㻌
㤶川敬生㻌
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㧗知大学㻌
㻷㻻㻯㼋㻜㻝㻌

地㟈動ほ測点ほ測環境䛾時㛫変化把握䛻向䛡䛯䚸ゎ析手法䛾検ウ䞉㛤

発㻌
大久保慎人㻌

㻷㻻㻯㼋㻜㻞㻌 地㟈波形䝕䞊䝍流㏻䛾䛯䜑䛾䚸新䠳䠥䠪伝㏦䝥䝻䝖䝁䝹䛾検ウ䞉㛤発㻌 大久保慎人㻌

九州大学㻌 㻌 㻷㼅㼁㼋㻜㻝㻌 地㟈火山相互作用下䛾内㝣地㟈空㛫䝫䝔䞁䝅䝱䝹ホ価㻌 相澤広グ㻌

㮵児島大学㻌 㻌
㻷㻳㻿㻹㻜㻝㻌

南すㅖ島北㒊域䛻䛚䛡䜛䝥䝺䞊䝖㛫䛩䜉䜚䛾特性䛻㛵䛩䜛地㟈䞉地殻

変動ほ測研究㻌
八木原寛㻌

兵庫県立大学㻌
㻴㼅㻳㼋㻜㻝㻌

地㟈䞉火山ほ測䝕䞊䝍䜢活用䛧䛯減災䞉復⯆䝰䝕䝹䛾構築䛸䝸䝇䜽䝁䝭䝳

䝙䜿䞊䝅䝵䞁䛻㈨䛩䜛事例収㞟㻌
㜰本真由⨾㻌

㻴㼅㻳㼋㻜㻞㻌
地㟈ほ測研究䛾成果䜢活用䛧䛯土地利用䛻係䜛事例収㞟䛻基䛵䛟枠組

䜏䛾提案㻌
澤田㞞浩㻌

立命㤋大学㻌 㻌
㻾㼀㻹㼋㻜㻝㻌

南䜰䝣䝸䜹大深度㔠㖔山䛛䜙䛾地㟈発生場䛻䛚䛡䜛応力䛸物㉁䛾直接

ㄪ査㻌
小笠原宏㻌

㻾㼀㻹㼋㻜㻞㻌 地㟈䛻先⾜䛩䜛極微小䛺前㟈活動䛾異常度ホ価䛸発生環境䛾ホ価㻌 川方⿱則㻌

情報㏻信研究

機構㻌
㻺㻵㻯㼀㻜㻝㻌

先端䝸䝰䞊䝖䝉䞁䝅䞁䜾䛻䜘䜛地㟈及䜃火山䛾⿕害状況把握技⾡䛾㧗

度化㻌
中川勝広㻌

㜵災科学技⾡

研究所㻌
㻺㻵㻱㻰㻜㻝㻌 多ゅ的火山活動ホ価䛻㛵䛩䜛研究㻌 ⸨田ⱥ㍜㻌

㻺㻵㻱㻰㻜㻞㻌 地㟈䞉津波予測技⾡䛾戦略的㧗度化研究㻌 汐ぢ勝彦㻌

㻺㻵㻱㻰㻜㻟㻌 巨大地㟈䛻䜘䜛潜在的䝝䝄䞊䝗䛾把握䛻㛵䛩䜛研究㻌 㰺⸨竜彦㻌

㻺㻵㻱㻰㻜㻠㻌 ⮬然災害䝝䝄䞊䝗䞉䝸䝇䜽ホ価䛸情報䛾利活用䛻㛵䛩䜛研究㻌 ⸨原広⾜㻌

㻺㻵㻱㻰㻜㻡㻌 基盤的ほ測網䛾㐠用㻌 㟷井真㻌

海洋研究㛤発

機構㻌 㻌
㻶㻭㻹㻿㻜㻝㻌 地㟈発生帯䝰䝕䝸䞁䜾研究㻌 堀㧗峰㻌

㻶㻭㻹㻿㻜㻞㻌 海底広域変動ほ測研究㻌 石原㟹㻌

㻶㻭㻹㻿㻜㻟㻌 海底火山ほ測研究㻌 石原㟹㻌

産業技⾡総合

研究所㻌 㻌
㻭㻵㻿㼀㻜㻝㻌 活断層䝕䞊䝍䝧䞊䝇䛾整備㻌 吾妻崇㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻞㻌 主せ活断層帯䛛䜙生䛨䜛㐃動型地㟈䛾古地㟈学的研究㻌 ㏆⸨久㞝㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻟㻌 地㉁ㄪ査䛻基䛵䛟火山活動履歴䛾ゎ明䛸年代測定手法䛾㧗度化㻌 石塚吉浩㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻠㻌 津波浸水履歴情報䛾整備㻌 宍倉正展㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻡㻌
地㉁ㄪ査䛸実㦂䛻基䛵䛟䚸断層䛾力学挙動䛻䛴䛔䛶䛾三次元䝰䝕䝹䛾

構築㻌
㔜松紀生㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻢㻌 火山性流体ほ測䛻基䛵䛟噴火発生㐣程䛚䜘䜃火山活動推移䛾ゎ明㻌 篠原宏志㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻣㻌 㧗分ゎ⬟地殻応力場䛾ゎ明䛸㐀構㐀場䛾研究㻌 今す和俊㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻤㻌 海溝型巨大地㟈䛾履歴䛸䝯䜹䝙䝈䝮ゎ明㻌 宍倉正展㻌

㻭㻵㻿㼀㻜㻥㻌 地下水䞉地殻変動ほ測䛻䜘䜛地㟈予測精度䛾向上㻌 松本則夫㻌

㻭㻵㻿㼀㻝㻜㻌
噴出物䛾物㉁科学的ゎ析䛻基䛵䛟䝬䜾䝬供給系㻙火㐨䝅䝇䝔䝮発㐩䛸

噴火推移㐣程䛾䝰䝕䝹化㻌
下司信夫㻌

㻭㻵㻿㼀㻝㻝㻌 䜰䝆䜰太平洋地域地㟈䞉火山䝝䝄䞊䝗情報整備㻌 宝田晋治㻌

国土地理㝔㻌 㻌 㻳㻿㻵㼋㻜㻝㻌 内㝣䛾地殻活動䛾発生䞉準備㐣程䛾ゎ明㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻞㻌 䝥䝺䞊䝖境界㠃上䛾滑䜚䛸固着䛾時空㛫変化䛾広域的䛺把握㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻟㻌 火山地域䛾䝬䜾䝬供給系䛾䝰䝕䝸䞁䜾㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻠㻌 㻳㻺㻿㻿㐃続ほ測䠄㻳㻱㻻㻺㻱㼀䠅㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻡㻌 地形地殻変動ほ測㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻢㻌 物理測地ほ測㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻣㻌 宇宙測地技⾡䛻䜘䜛地殻変動監ど㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻤㻌 㻳㻺㻿㻿ほ測䞉ゎ析技⾡䛾㧗度化㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻜㻥㻌 全国活断層帯情報整備㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻝㻜㻌 火山基本図䞉火山土地条件図整備㻌 矢来博司㻌

㻳㻿㻵㼋㻝㻝㻌 地殻活動䝕䞊䝍䝧䞊䝇整備䞉更新㻌 矢来博司㻌

気㇟庁㻌 㻌 㻶㻹㻭㼋㻜㻝㻌 地㟈活動䞉地殻変動監ど䛾㧗度化䛻㛵䛩䜛研究㻌 小林昭夫㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻞㻌 地殻変動ほ測等䛻基䛵䛟火山活動ホ価䛾㧗度化䛻㛵䛩䜛研究㻌 小久保一哉㻌



- 72 - 
 

㻶㻹㻭㼋㻜㻟㻌 火山活動䛻伴䛖地殻変動䛾把握及䜃ホ価㻌 潟山弘明㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻠㻌 地球㟁磁気学的手法䛻䜘䜛火山活動ホ価䛾㧗度化㻌 山崎明㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻡㻌 化学的手法䛻基䛵䛟火山活動監ど䞉予測䛻㛵䛩䜛研究㻌 Ⳣ㔝智之㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻢㻌 地㟈動䞉津波即時予測䛾㧗度化䛻㛵䛩䜛研究㻌 山本剛㟹㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻣㻌 火山噴出物䛾監ど技⾡䛸䝕䞊䝍同化䛻基䛵䛟㍺㏦予測䛻㛵䛩䜛研究㻌 新堀敏基㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻤㻌 火山活動䛾総合判断㻌 㧗木朗充㻌

㻶㻹㻭㼋㻜㻥㻌 地㟈ほ測䚸地殻変動ほ測㻌 原田智史㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻜㻌 潮位ほ測㻌 市川真人㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻝㻌 地磁気精密ほ測㻌 山㝿㱟太㑻㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻞㻌 全国䛻䛚䛡䜛火山ほ測䛾強化㻌 宮下ㄔ㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻟㻌 地磁気ほ測成果䛾䝕䞊䝍䝧䞊䝇化㻌 㣤㔝ⱥ樹㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻠㻌 全国地㟈䜹䝍䝻䜾䛾作成㻌 岩切一宏㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻡㻌 火山現㇟䛻㛵䛩䜛基礎䝕䞊䝍䛾積䛸活用㻌 山本哲也㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻢㻌 地㟈䞉津波䞉火山㜵災情報䛾改善䛻係䜛知ぢ䞉成果䛾共有㻌 㛗㇂川安秀㻌

㻶㻹㻭㼋㻝㻣㻌 㜵災䞉減災䛻㛵䛩䜛知㆑䛾普及啓発㻌 㛗㇂川安秀㻌

海上保安庁㻌 㻌 㻶㻯㻳㼋㻜㻝㻌 海洋測地䛾推㐍㻌 山田⿱一㻌

㻶㻯㻳㼋㻜㻞㻌 㦂潮㻌 林王弘㐨㻌

㻶㻯㻳㼋㻜㻟㻌 海底地殻変動ほ測㻌 石川直史㻌

㻶㻯㻳㼋㻜㻠㻌 海域火山ほ測㻌 ⸨原琢磨㻌

北海㐨立総合

研究機構㻌
㻴㻾㻻㼋㻜㻝㻌 北海㐨内䛾活火山䛾地球物理学的䞉地球化学的䝰䝙䝍䝸䞁䜾㻌 㧗橋Ⰻ㻌

㻴㻾㻻㼋㻜㻞㻌 津波䛻䜘䜛最大䝸䝇䜽ホ価手法䛾㛤発䛸㜵災対策䛾実ド的展㛤㻌 川上源太㑻㻌

山梨県富士山

科学研究所㻌
㻹㻲㻾㻵㻜㻝㻌 富士山䛾事㇟系統樹䜢精緻化䛩䜛䛯䜑䛾噴火履歴䛾研究㻌 吉本充宏㻌

㻹㻲㻾㻵㻜㻞㻌 火山䝰䝙䝍䝸䞁䜾䛸地下水流動把握䛾䛯䜑䛾多点㐃続㔜力ほ測㻌 本多亮㻌

公募研究㻌 㻷㻻㻮㻻㻜㻝㻌 歴史災害研究䛾䜸䞊䝥䞁䝃䜲䜶䞁䝇化䛻向䛡䛯検ウ㻌 橋本㞝太㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻞㻌 有感地㟈グ㏙䛺䜙䜃䛻㟈度䛾㊥㞳減⾶式䛻基䛵䛟地㟈活動ゎ析㻌 石㎶岳男㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻟㻌 古地磁気方位䜢利用䛧䛯火山層序䛾㧗精度化㻌 望月伸竜㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻠㻌
䜹䝹䝕䝷䞉䝸䝃䞊䝆䜵䞁䝇䝰䝕䝹䛻基䛵䛟北海㐨屈斜㊰䜹䝹䝕䝷䛾大つ

模噴火予測㻌
後⸨ⰾ彦㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻡㻌
南䜰䝣䝸䜹大深度㔠㖔山直下䛷発生䛧䛯㻹㻡㻚㻡地㟈㟈源域䛾力学的䞉物

㉁科学的ゎ明㻌
伊⸨㧗敏㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻢㻌 玄武岩㉁䛚䜘䜃䝕䜲䝃䜲䝖㉁䝬䜾䝬䛾噴火準備㐣程䛾㧗精度ゎ明㻌 佐⸨㗦一㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻣㻌
地㟈先⾜㼂㻸㻲帯㟁磁波強度減少研究䛾䛯䜑䛾㉸小型⾨星䛾䝤䝺䝑䝗

䝪䞊䝗䝰䝕䝹及䜃䜶䞁䝆䝙䜰䝸䞁䜾䝰䝕䝹䛾〇作㻌
児玉哲哉㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻤㻌
⾜政等䛜所有䛩䜛宏ほ異常現㇟䛻㛵䜟䜛䝕䞊䝍䜢用䛔䛯地㟈発生䛾

確率予測㻌
織原⩏明㻌

㻷㻻㻮㻻㻜㻥㻌 地㟈先⾜㼂㻸㻲帯㟁磁波強度減少䛾発生䝯䜹䝙䝈䝮䛾ゎ明㻌 㬞川仁㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻜㻌 北海㐨摩周火山䛾噴火履歴䛸䝬䜾䝬供給系䛾変㑄㻌 和田恵治㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻝㻌
䝬䜾䝬㉳源物㉁䛾地球化学的䝰䝙䝍䝸䞁䜾䛻䜘䜛火山性流体挙動ゎ明

䛚䜘䜃火山活動ホ価㻌
大場武㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻞㻌 火山䜺䝇ほ測䛻䜘䜛焼岳火山䛾活動ホ価䛸䜺䝇㍺㏦䝅䝇䝔䝮䛾ゎ明㻌 㰻⸨武士㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻟㻌 北海㐨摩周周㎶䛻䛚䛡䜛火山熱水活動䛾地球化学的ㄪ査㻌 㮵児島渉悟㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻠㻌
八幡平火山䡚秋田䞉㥖䞄岳䛾熱水流動系䛜周㎶水域䛻与䛘䜛影㡪ホ

価㻦㻌広域的火山活動䛸田沢湖㛵㐃水域䛸䛾㛵係㻌
知北和久㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻡㻌 ⶶ王山䚸㐣去約㻤㻜㻜年㛫䛾活動䛾噴火推移䛾㢮型化㻌 伴㞞㞝㻌

㻷㻻㻮㻻㻝㻢㻌
㻞㻜㻝㻤年㻝月䛾ⲡ津白根火山䛾噴火䛻䛚䛡䜛緊急時䛾災害情報伝㐩䛻

㛵䛩䜛研究㻌
地引泰人㻌

拠点㛫㐃携共

同研究㻌
㻯㼀㻻㻯㻜㻝㻌 巨大地㟈䛾䝸䝇䜽ホ価䛾不確実性䛻㛵䛩䜛䝟䝷䝎䜲䝮構築䛾推㐍㻌

市村強䞉㻌

松島信一㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻞㻌 䜀䜙䛴䛝䛾䛒䜛⿕害䝸䝇䜽ホ価䜢䜅䜎䛘䛯㜵災ィ画䛾検ウ㻌 牧紀男㻌
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㻯㼀㻻㻯㻜㻟㻌
定常的地㟈活動䛾㟈源䛚䜘䜃地㟈波㏿度構㐀䛾精度向上䛻䜘䜛地㟈

波動場推定䛾㧗度化㻌
望月公廣㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻠㻌
不均㉁䛺断層䛩䜉䜚分布䜢⪃慮䛧䛯津波䛾確率ㄽ的予測䛸不確実性䛾

ホ価㻌
佐竹健治㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻡㻌

強㟈ほ測点䛻䛚䛡䜛䝃䜲䝖特性ホ価手法䛾㛤発䛻㛵䛩䜛多国㛫共同研

究㻹㼡㼘㼠㼕㻙㼚㼍㼠㼕㼛㼚㼍㼘㻌㼖㼛㼕㼚㼠㻙㼞㼑㼟㼑㼍㼞㼏㼔㻌㼛㼚㻌㼠㼔㼑㻌㼐㼑㼢㼑㼘㼛㼜㼙㼑㼚㼠㻌㼛㼒㻌㼠㼔㼑㻌㼑㼢㼍㼘㼡㼍㼠㼕㼛㼚㻌

㼟㼏㼔㼑㼙㼑㻌㼒㼛㼞㻌㼟㼕㼠㼑㻌㼏㼔㼍㼞㼍㼏㼠㼑㼞㼕㼟㼠㼕㼏㼟㻌㼍㼠㻌㼟㼠㼞㼛㼚㼓㻌㼙㼛㼠㼕㼛㼚㻌㼛㼎㼟㼑㼞㼢㼍㼠㼕㼛㼚㻌㼟㼕㼠㼑㼟㻌

川瀬博㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻢㻌
䝔䝣䝷䛾成層構㐀䛾発㐩䛸㢼化䛻伴䛖物性変化䜢⪃慮䛧䛯斜㠃崩壊発

生場䛾予測㻌
松四㞝㥽㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻣㻌 強㟈動䛾䝤䝷䜲䞁䝗予測䛾䛯䜑䛾共用地盤䝰䝕䝹䛾構築䛻㛵䛩䜛研究㻌 山中浩明㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻤㻌
火山砕屑物䛛䜙䛺䜛斜㠃䛾崩壊䛻対䛩䜛地㟈䛸䛭䛾前後䛾㝆㞵䛾影

㡪ホ価㻌
渦岡Ⰻ介㻌

㻯㼀㻻㻯㻜㻥㻌
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ィ画推㐍㒊会および⥲合◊✲グループ➼別の成果 
 
「災害の㍍減に㈉献するための地㟈火山観測研究ィ画の推㐍について㸦第㸰次㸧」㸦建㆟㸧に示された実施

内容について㸪令和元年度の成果をィ画推㐍㒊会および総合研究グループ等別に学術報告として取りまとめ

た。 
この報告は㸪地㟈・噴火予知研究協㆟会㸯㸧にタ置された㸶のィ画推㐍㒊会と分㔝横断で取り組む総合研究

を推㐍する体制として㸳の総合研究グループ㸪及び地㟈火山観測研究を災害研究に結びつけるための共同研

究を実施する東京大学地㟈研究所と京㒔大学㜵災研究所の拠点㛫㐃携委員会㸰㸧の㈐任で編㞟したものである。 
この報告に基づいて㸪㞴解な学術用ㄒをなるべくゝい換え㸪平易な文章で表現して書き直したものが㸪本

編の「令和元年度の成果の概要」である。本編の「令和元年度の成果の概要」の内容について㸪さらにヲ細

を知りたい場合㸪原著ㄽ文を参照したい場合には㸪以下の報告をご参照いただきたい。 
 
〇東京大学地㟈研究所 地㟈・火山噴火予知研究協㆟会 
 
「地㟈㸦現㇟解明㸧」ィ画推㐍㒊会㛗  㣤㧗 㝯㸦東京大学大学㝔情報学環㸧 

副㒊会㛗  望月公廣㸦東京大学地㟈研究所㸧 

副㒊会㛗  岡田知己㸦東北大学大学㝔理学研究科㸧 
「地㟈㸦㛗期予測㸧」ィ画推㐍㒊会㛗  西村卓也㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 

副㒊会㛗  宍倉正展㸦産業技術総合研究所㸧 
「地㟈㸦中短期予測㸧」ィ画推㐍㒊会㛗 中㇂正生㸦東京大学地㟈研究所㸧 

副㒊会㛗  内田直希㸦東北大学大学㝔理学研究科㸧 
「火山」ィ画推㐍㒊会㛗    中㐨治久㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 

副㒊会㛗  前㔝 深㸦東京大学地㟈研究所㸧 

「災害ㄏ因ホ価・即時予測」ィ画推㐍㒊会㛗 太田㞝策㸦東北大学大学㝔理学研究科㸧 
   副㒊会㛗  三宅弘恵㸦東京大学地㟈研究所㸧 
「㜵災リテラシー」ィ画推㐍㒊会㛗   㧗橋 ㄔ㸦名古屋大学大学㝔環境学研究科㸧 

副㒊会㛗  木村玲欧㸦兵庫県立大学環境人㛫学㒊㸧 
「史料・考古」ィ画推㐍㒊会㛗  榎原㞞治㸦東京大学史料編纂所㸧 

副㒊会㛗  加納㟹之㸦東京大学地㟈研究所㸧 
「観測研究基盤」ィ画推㐍㒊会㛗  㭯岡 弘㸦東京大学地㟈研究所㸧 

副㒊会㛗  㟷山 裕㸦北海㐨大学大学㝔理学研究㝔㸧 
「南海トラフ沿いの巨大地㟈」総合研究グループリーダー   伊藤喜宏㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 
「㤳㒔直下地㟈」総合研究グループリーダー    㓇井慎一㸦東京大学地㟈研究所㸧 
「千島海溝沿いの巨大地㟈」総合研究グループリーダー   㧗橋浩晃㸦北海㐨大学大学㝔理学研究㝔㸧 
「桜島大規模火山噴火」総合研究グループリーダー   井口正人㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 

「㧗リスク小規模火山噴火」総合研究グループリーダー   大湊㝯㞝㸦東京大学地㟈研究所㸧 
 
〇東京大学地㟈研究所・京㒔大学㜵災研究所拠点㛫㐃携共同研究委員会 

委員㛗  松島信一㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 
         副委員㛗  市村 強㸦東京大学地㟈研究所㸧 
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㸯㸧 東京大学地㟈研究所には㸪災害の㍍減に㈉献するための地㟈火山観測研究ィ画で立案された研究を推㐍することを目

的にタ立された地㟈・火山噴火予知研究協㆟会がある。ここでは㸪本観測研究ィ画に参加する全国の大学等が㐃携し㸪

研究機㛵と協力しながら研究を推㐍している。また㸪科学技術・学術審㆟会測地分科会地㟈火山観測研究ィ画㒊会で

は㸪大学㸪研究機㛵㸪行政機㛵が㐃携してィ画の推㐍を図っている。地㟈・火山噴火予知研究協㆟会には㸪災害の㍍

減に㈉献するための地㟈火山観測研究ィ画の㸪効率的かつㄪ和的な実施を推㐍するために㸪㸶のィ画推㐍㒊会と㸳の

総合研究グループがタ置されている。 

㸰㸧 「地㟈・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地㟈研究所と「自然災害に㛵する総合㜵災学の共同利

用・共同研究拠点」である京㒔大学㜵災研究所は㸪地㟈や火山噴火の現㇟解明・予測の研究成果を災害㍍減につなげ

るための組織的な共同研究を実施するために㸪拠点㛫㐃携共同研究委員会をタ置している。 
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㸯㸦㸯㸧地㟈㸦現㇟解明㸧 

            

                  「地㟈㸦⌧㇟ゎ᫂㸧」ィ⏬᥎㐍㒊会㛗 㣤㧗 㝯 

                         㸦ᮾ京大学・大学㝔報学⎔㸧 

                               副㒊会㛗 ᮃ᭶公廣 

                           㸦ᮾ京大学・地㟈◊✲ᡤ㸧 

                               副㒊会㛗 岡⏣▱己 

                        㸦ᮾ北大学・大学㝔⌮学◊✲⛉㸧 

 

地㟈やⅆ山噴ⅆが多Ⓨするᡃが国において㸪地㟈㸪ⅆ山噴ⅆ及びこれらによる⅏害を⛉学

ⓗにゎ᫂することにより㸪⅏害㍍ῶに㈉⊩することを┠ᣦして㸪地㟈・ⅆ山のほ ◊✲を᥎

㐍することは㔜せである。地㟈がどこでいつ㸪どのようなメカニズムで㸪どのような㢖度で

Ⓨ⏕したかに㛵して▱ることは⅏害の㍍ῶを┠ᣦすうえで基ᮏⓗな報となる。地㟈⌧㇟の

᰿ᮏⓗな⌮ゎを῝めるためには低㢖度大つᶍ⌧㇟を含む地㟈⌧㇟の多ᵝᛶについて≉ᛶを⌮

ゎし㸪それらの⌧㇟がⓎ⏕する仕⤌みやⓎ⏕する場についてほ ◊✲・⌮ㄽ◊✲・実㦂◊✲

による多㠃ⓗなアプローチが不可Ḟである。 

 

㸯㸬地㟈・火山現㇟の解明のための研究 

㸦㸰㸧低㢖度大規模地㟈・火山噴火現㇟の解明 

低㢖度で大つᶍな地㟈⌧㇟の◊✲では㸪㛗ᮇ㛫における地㟈ά動をᢕᥱするために㸪史ᩱ

や⪃古学ⓗデータや地㉁データ➼の㛗ᮇ㛫にわたるデータのゎᯒに加えて㏆代ⓗなほ デー

タを⏝いたゎᯒを⾜い㸪◊✲を㐍めていくᚲせがある。2011年㸱᭶11᪥にⓎ⏕したᮾ北地᪉

太平ὒἈ地㟈㸦以下㸪ᮾ北Ἀ地㟈㸧は㸪国内のほ 史上᭱大の地㟈であり㸪㏆代 器がᩚ備

された≧ἣにおいてⓎ⏕した巨大地㟈であった。地㟈Ⓨ⏕に伴う᩿層㠃での大きな変位に加

えて㸪Ⓨ⏕以㝆も㛗ᮇにわたり大つᶍな余効変動が⥆き㸪これら一㐃のプレート境⏺での動

きが島弧に大きな影㡪をもたらすことが⪃えられる。そのため㸪ᮾ北Ἀ地㟈Ⓨ⏕以㝆㸪この

地㟈に㛵する◊✲が⥅⥆ⓗに㐍められてきた。 

宮城┴Ἀで実してきたOBS⧞り㏉しほ で得られたデータを⏝いて㸪ᮾ北Ἀ地㟈の前後

におけるプレート内のᛂ力場を᥎定した。地㟈後の上┙内では᭱大主ᛂ力㍈がプレート境⏺

㠃にほぼ┤交する一᪉㸪中㛫主ᛂ力および᭱小主ᛂ力の᪉位がプレート境⏺㠃からの㊥㞳に

ᛂじて変化することがわかった。この変化をᮾ北Ἀ地㟈に伴う地㟈ᛂ力変化によって引き

㉳こされたと仮定すると㸪地㟈前のỈ平㠃内での差ᛂ力の大きさは15MPa⛬度と᥎察される

㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_05]㸧。 

ᾏ⁁のᾏ側には㸪アウターライズ㸦ᾏ⁁外⦕㝯㉳帯㸧と呼ばれる㸪ᾏὒプレートの屈᭤に

よって⏕じる地形ⓗ㧗まりが一⯡ⓗにㄆめられる。アウターライズではプレートのỿみ㎸み

に伴う屈᭤によりᾏὒプレートὸ㒊に伸張ᛂ力場が⏕じ㸪ᾏὒ地Ẇを᩿ち切るṇ᩿層⩌がⓎ

㐩することによりホルスト・グラーベン㸦地塁・地⁁㸧ᵓ㐀が形ᡂされ㸪ṇ᩿層型の地㟈㸦ア

ウターライズ地㟈㸧がᾏὒプレート内㒊でⓎ⏕する。巨大ὠἼを引き㉳こす大つᶍなアウタ

ーライズ地㟈はᾏ⁁型巨大地㟈のⓎ⏕後に㐃動してⓎ⏕することが▱られている。᪥ᮏᾏ⁁

では㸪1896年᫂三㝣地㟈㸦ᾏ⁁型巨大地㟈㸪M8.5㸧の37年後に1933年和三㝣地㟈㸦大つ

ᶍアウターライズ地㟈㸪M8.1㸧がⓎ⏕し㸪ὠἼ⅏害による⣙3000名のṚ⪅が報告されている。
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一᪉㸪ᮾ北Ἀ地㟈後には大つᶍアウターライズ地㟈がᮍだに㉳こっておらず㸪その切㏕度が

増している≧ἣにあると⪃えられる。2019年㸲᭶㸪宮城Ἀや三㝣Ἀ᪥ᮏᾏ⁁ᾏ側のアウター

ライズでマルチチャンネル㸦Multi-channel Seismic㸸MCS㸧反射ἲ地㟈᥈ᰝ㸦「᪂㟷丸」KS-

19-5 ḟ⯟ᾏ㸧が実され㸪合ィ㸰 ⥺㸦全㛗150kmの ⥺㸯と全㛗100kmの ⥺㸳㸧でMCSデ

ータを取得した。これを⏝いた㔜合前῝度マイグレーション㸦Pre-stack Depth Migration㸧

処⌮の⤖ᯝ㸪ホルスト・グラーベンᵓ㐀を形ᡂする多ᩘのᾏ底ά᩿層㸦アウターライズ᩿層㸧

の㧗ゎ像度ᵓ㐀のイメージングにᡂ功した㸦図㸯㸧㸦ᮾ京大学大Ẽᾏὒ◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸

AORI01]㸧。ᾏ⁁でのỿみ㎸み┤前における彎᭤変形に伴うプレート上㠃でのᵓ㐀の変化が᫂

らかになった。 

Ỉ平᪉向に⛣動してきた太平ὒプレートは㸪᪥ᮏᾏ⁁から᪥ᮏ列島の下にỿみ㎸むにつれ

て大きな変形を⿕るため㸪ỿみ㎸むスラブの上㒊とスラブ῝㒊では㸪ᛂ力やひずみが␗なる

可⬟ᛶが⪃えられる。それらの㐪いは㸪プレート内地㟈のⓎ⏕パターンに影㡪を及ぼすため㸪

スラブ内㒊のᵓ㐀やᛂ力・ひずみを▱ることが㔜せである。2012年12᭶㸵᪥にアウターライ

ズ域でⓎ⏕したスラブ内ダブレット地㟈の㟈※モデルを㸪㟈※㏆傍のᾏ底圧力ィ㸪㐲地地㟈

Ἴ形㸪余㟈分布から᥎定した㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_06]㸧。その⤖ᯝ㸪ὸ㒊

ṇ᩿層型地㟈の᩿層下➃と῝㒊㏫᩿層型地㟈の᩿層上➃はそれぞれ⣙35km㸪⣙45kmの῝さに

あり㸪ṇ᩿層型地㟈Ⓨ⏕層の下㝈は2007年の宮城┴Ἀアウターライズṇ᩿層地㟈ά動の下㝈

㸦⣙25km㸧にẚべ᭷ពに῝く㸪ᮾ北Ἀ地㟈によってṇ᩿層型地㟈のά動域が῝くなったと⪃

えられる。こうしたṇ᩿層型地㟈Ⓨ⏕層の下㝈の῝さ変化をᮾ北Ἀ地㟈によるᛂ力変化でㄝ

᫂するには㸪ṇ᩿層型地㟈がⓎ⏕する⠊囲でのᦶ᧿係ᩘは大きくとも0.2でなければならな

い。これは㸪プレート内の᩿層にἢって㛫㝽ὶ体が῝さ30㸫35kmまでᾐ㏱しているために岩

▼のせん᩿強度が大幅に低下している可⬟ᛶを♧唆する。᭤げ変形によるひずみ㏿度が㐜い

プレート内῝㒊では定常ⓗな地㟈ά動度が低いが㸪ᦶ᧿強度が低下しているためにᮾ北Ἀ地

㟈によるᛂ力変化でṇ᩿層型地㟈のά動が㢧在化したとゎ㔘された㸦図㸰㸧㸦ᮾ北大学⌮学

◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_06]㸧。 

ᮾ北Ἀ地㟈㸦M9㸧のあと㸪ᮾ᪥ᮏを中ᚰとした広い⠊囲で大きな地Ẇ変動が㉳きている

が㸪それと同に大きな㔜力変化も㉳きており㸪その変動をとらえる◊✲もおこなわれてい

る㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_10]㸧。さらに㸪ᾏ㝣の地Ẇ変動データに加え㸪

今後のデータ取得が㐍む⾨ᫍ㔜力データの利⏝までど㔝に入れた広域⢓弾ᛶ変形モデルを㛤

Ⓨすることで㸪地㟈サイクルの各ẁ㝵における列島つᶍの地Ẇ変動の⌮ゎを῝めることを┠

ⓗとする◊✲もおこなわれている㸦ᮾ京大学⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_02]㸧。密度と

弾ᛶ定ᩘのỈ平不均㉁が余効変動に与える影㡪をぢ✚もる前ẁのステップとして㸪それらの

Ỉ平不均㉁が⾲層Ⲵ㔜に対する変形に与える影㡪を㸰ḟ元回㌿対⛠の地⌫モデルに対して᥎

定するᡭἲが㛤Ⓨされた。 

プレート境⏺周㎶でほ される⌧㇟を㸪ᩘ値ィ⟬やコンピュータによるシミュレーション

➼で᳨ドしていくことも㔜せなことである。ᮾ北Ἀ地㟈前のおよそ100年㛫に㸪ᮾ北地᪉ἢ

岸㒊にみられたỿ㝆㸦≉に加㏿するỿ㝆㸧の原因㸪および地㟈後㸪⌧在もなお⥆く大きな㝯

㉳の原因が㸪いずれもマントルにまでおよぶ㸦῝さにして200 ㎞⛬度㸧 度㸫ὶ体分布とそ

の⤖ᯝとしての⢓ᛶᵓ㐀に⏤᮶するものであることがᩘ値シミュレーションの⤖ᯝから᫂ら

かにされた㸦図㸱㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI04]㸧。 

今後巨大地㟈のⓎ⏕がᠱᛕされる千島ᾏ⁁ἢいや南ᾏトラフἢいの◊✲も㔜せである。千
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島ᾏ⁁᰿室Ἀにおいて㸪GNSS/A㸦GPS/A㸧ほ を㛤始した。具体ⓗにはᾏ⁁㍈よりᾏ側に㸯Ⅼ

㸦G23㸧㸪ᾏ⁁よりも㝣側のᩳ㠃に㸰Ⅼ㸦㝣側よりG21, G22㸧のGNSS/Aほ Ⅼを᪂タした㸦図

㸲㸧㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_05]㸧。各ほ Ⅼは㸱局ないし㸲局のミラートラ

ンスポンダーからᵓᡂされている。さらに㸪ᾏ⁁㍈を㊬ぐ形で㸱Ⅼのᾏ底㛫㡢㡪 ㊥ᶵ器を

タ⨨し㸪ほ を㛤始した㸦図㸲㸧。また㸪ドリフト⮬己ᰯṇᶵ⬟付ᾏ底圧力ほ ⨨のプロ

トタイプᶵを⏝いてヨ㦂ほ を実した。ᮏ年度は㛤Ⓨしたᶵᵓの動作☜ㄆを᰿室Ἀで実

した。その⤖ᯝ㸪2700mのỈ῝下でドリフト⮬己ᰯṇのためのᶵᵓが定㏻り動作することが

☜ㄆされた。さらに㸪᰿室Ἀにおけるプレート㛫固╔⋡のホ価のためのレオロジーᵓ㐀の᳨

ウを㛤始した。 

また㸪᪥ᮏᾏ⁁と千島ᾏ⁁の会合㒊におけるプレート境⏺のᣲ動をᢕᥱすることは㔜せで

あり㸪そのためには㉸低周Ἴ地㟈に代⾲されるスロー地㟈のほ もᚲせであるが㸪㏻常のᾏ

底地㟈ほ では᳨▱困㞴である。そこで㸪会合㒊にᾏ底地㟈ィ⩌列㸦Array of Array, 以下

AoA㸧をタ⨨して㸪地㟈・微動ほ も併せて㛤始した㸦図㸲㸧。AoA は㸳台の㛗ᮇほ 型ᾏ底

地㟈ィからᵓᡂされ㸪中ᚰには㸪Nanometrics♫Trilliim Compact㸦固᭷周ᮇ120⛊㸧地㟈ィ

をセンサーとする小型広帯域ᾏ底地㟈ィをタ⨨し㸪周㎶に固᭷周ᮇ㸯⛊の㛗ᮇほ 型ᾏ底地

㟈ィを㓄⨨した。タ⨨は2019年㸵᭶に⾜われ㸪ᾘ㈝㟁力の㛵係から㸪ほ 可⬟ᮇ㛫は中ᚰの

小型広帯域ᾏ底地㟈ィで㸯年㸪周㎶の㛗ᮇほ 型ᾏ底地㟈ィで㸰年とぢ✚もられている㸦ᮾ

京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号ERI_05]㸧。 

南ᾏトラフἢいで取得された㐣去のᾏ底地Ẇ変動ほ データを⤫ィⓗにゎᯒすることで㸪

スロースリップに⏤᮶する㠀定常の地Ẇ変動を」ᩘのほ Ⅼで᳨出した㸦図㸳㸧㸦Yokota and 

Ishikawa, 2020㸪ᾏ上保安庁 [ㄢ㢟␒号㸸JCG_03]㸧。また㸪ᾏ中㡢㏿の✵㛫ⓗ傾ᩳを᥎定す

るᡭἲを㛤Ⓨし㸪GNSS/A ほ がᾏὒ学ⓗなシグナルをᤊえる可⬟ᛶを᭷することを♧した

㸦Yokota and Ishikawa,2019㸧。 

ỿみ㎸むフィリピンᾏプレートの形≧や῝さについての◊✲は㸪今後Ⓨ⏕がᠱᛕされる南

ᾏトラフ巨大地㟈の⿕害定において㔜せな報をもたらす。四国の徳島㸫す予 ⥺の27ほ

 Ⅼ㸦⮫15㸩定常12㸧の2015年12᭶から2018年㸳᭶までのデータをゎᯒし㸪レシーバ㛵ᩘ

イメージを作ᡂした㸦図㸴㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI02]㸧。OMとラベルした

㉥⥺の⫼ᬒにあるṇ㸦㉥㸧の幅強度の㐃なりは㧗㏿度層の上㠃と⪃えられるので㸪フィリ

ピンᾏスラブ内のᾏὒモホ㠃とゎ㔘できる。その上᪉にあるSTとラベルした㟷⥺は低㏿度で

あるᾏὒ地Ẇの上㠃㸪すなわちフィリピンᾏスラブの上㠃と⪃えられる。ここではᾏὒ地Ẇ

の厚さはほぼ一定㸦7㹼8km⛬度㸧と⪃え㸪᫂░なᾏὒモホ㠃㸦OM㸧の上᪉の㟷いイメージの

㐃なりにゎ㔘⥺㸦ST㸧を⨨いた。-80< x <50km ではスラブ上㠃㸦ST㸧の上᪉に⃰い㟷のイメ

ージがぢられ㸪低㏿度層の存在が♧唆された。その低㏿度層は㸪スラブ㉳※のὶ体に㉳因す

ると⪃えられる㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI02]㸧。 

ᾏ域のほ においては㸪ほ ᶵ器の㛤Ⓨやその㧗度化も㠀常に㔜せなㄢ㢟である。ḟ世代

型広帯域ᾏ底地㟈ィ㸦BBOBS-NX㸧の⮬律展㛤タ⨨・⮬己ᾋ上回収᪉式へのᶵ⬟㧗度化が㐍め

られた㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_23]㸧。また㸪ᾏ底において✵㛫ⓗに㧗密度な

やや広帯域地㟈ほ の実をめざして㸪小型広帯域地㟈ィをᦚ㍕した㛗ᮇほ 型ᾏ底地㟈ィ

の㛤Ⓨを⾜なっている㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ[ㄢ㢟␒号㸸ERI_23]㸧。この小型広帯域地㟈ィ

には㸪固᭷周ᮇ20⛊のNanometrics♫Trillium Compact Broadband Seismometerが⏝いられ

た。㛤Ⓨされた㛗ᮇほ 型小型広帯域ᾏ底地㟈ィは㸪主にプレート境⏺ὸ㒊でⓎ⏕するスロ
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ー地㟈をほ 対㇟としているが㸪῝㒊ᵓ㐀◊✲のための῝Ⓨ地㟈や㐲地地㟈のほ 㸪ᾏ底ⅆ

山のほ への利⏝も可⬟である。また㸪ᾏ底地Ẇ変動を る┠ⓗでのィ ᶵᮦの㛤Ⓨとほ 

も㛤始されている㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸IRID02]㸧。 

ỿみ㎸み帯全体の広域ᵓ㐀についてᬑ㐢ⓗな⌮ゎを῝めるためにᾏ外のỿみ㎸み帯での◊

✲も実された。ユーラシアプレート㸪オーストラリアプレートとフィリピンᾏプレートが

」㞧に┦互作⏝を及ぼしているフィリピン地域の地㟈Ⓨ⏕メカニズム㸪島弧マグマのᡂ因及

びỿみ㎸みダイナミクスに㛵する◊✲によって㸪ỿみ㎸み帯ダイナミクスへの㔜せな報が

得られた。また㸪フィリピンỿみ㎸み帯において実体Ἴ␗᪉ᛶトモグラフィーἲを⏝いて㸪

㸱ḟ元㹎Ἴ␗᪉ᛶᵓ㐀も᥎定された㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_05]㸧。 

 

㸦㸱㸧地㟈発生㐣程の解明とモデル化 

地㟈Ⓨ⏕㐣⛬のゎ᫂とそのモデル化においては㸪᩿層りの多ᵝᛶ㸪地㟈の動ⓗ◚壊㐣

⛬㸪」㞧な᩿層⣔における᩿層㛫の力学ⓗ┦互作⏝㸪地㟈ά動の㝵層ᛶ➼に㛵する◊✲を㏻

して地㟈Ⓨ⏕㐣⛬のゎ᫂を㐍めることが㔜せである。また㸪地⌫≀⌮・地⌫化学ⓗほ 㸪㔝

外ほ察㸪ᾏ域・㝣域の⛉学᥀削㸪室内実㦂やᩘ値シミュレーションなどを㏻して㸪᩿層㠃の

ᦶ᧿≉ᛶや地Ẇὶ体のᣲ動➼に㛵する⌮ゎを῝め㸪地㟈᩿層りの≀⌮・化学モデルのᵓ⠏

を⾜うᚲせᛶがある。このような◊✲対㇟㡿域としては㸪᪥ᮏ周㎶にとどまらず㸪世⏺ⓗな

ỿみ㎸み帯において㸪スロー地㟈から㏻常の地㟈まで㸪それぞれの地域で≉ᚩⓗなά動を包

ᣓⓗに⌮ゎすることが㔜せである。そのため㸪世⏺各国のỿみ㎸み帯においてスロー地㟈を

含む地㟈ά動の≉ᚩのᢕᥱ㸪さらにそのⓎ⏕メカニズムの㢮似ᛶ・㛵㐃ᛶのゎ᫂のための◊

✲が実された。 

㸲᭶中᪪に喜⏺島ᮾ᪉ᾏ域において㸶台の㛗ᮇ収㘓型⮬己ᾋ上式ᾏ底地㟈ィ㸦LOBS㸸固᭷

周ᮇ1Hz㸧をᢞ入し㸪小スパンᾏ底地㟈ほ ⥙によるᶵ動ほ 㸦➨㸯ᮇ㸧を᪂たに㛤始した㸦図

㸵㸧㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸KGSM01]㸧。また㸪従᮶のほ によって取得されたデータのゎ

ᯒも⾜われた。前ィ⏬での⣙㸳年㛫にLOBSで取得されたᾏ⁁㍈側の㸱Ⅼのデータをゎᯒし㸪

低周Ἴ微動の᳨出を⾜った。᳨出の᪉ἲは㸪各LOBSほ Ⅼにおいて㸪低周Ἴ微動が卓㉺する

低周Ἴ帯域㸦ᴫね2Hz前後㸧㸪およびᴫね10Hz前後の㧗周Ἴ帯域のエンベロープἼ形をồめ㸪

それぞれの幅ẚ㸪またノイズレベルとのẚを㸯⛊ẖにồめ㸪一定の基‽を10⛊以上㐃⥆し

て㉸えた場合に㸯イベントとカウントした。平ᡂ26年㸦2014年㸧㸲᭶から令和元年㸦2019年㸧

10᭶までのゎᯒ⤖ᯝを♧す㸦図㸶㸧㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸KGSM01]㸧。今年度᪂たに加わ

った平ᡂ30年㸦2018年㸧㸲᭶以㝆の⤖ᯝについて㸪バーストⓗなά動が平ᡂ30年㸦2018年㸧

11᭶にぢられたが㸪それ以外に≉に㝿❧ったά動はぢられなかった。同ᾏ域においてᮾ京大

学地㟈◊✲ᡤと地㟈予▱⥲合◊✲⯆会が共同で実しているᾏ底地㟈ほ データを加え㸪

᳨出されているὸ㒊低周Ἴ微動の㟈※Ỵ定を実した㸦図㸷㸧㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸

KGSM01]㸧。 

また㸪⛉◊㈝➼により2017年から2018年にかけて実された᪥向ℿのほ グ㘓のゎᯒを㐍

めた。その⤖ᯝ㸪2013年のά動域の一㒊と㡿域がほぼ㔜なる微動ά動が2017年12᭶から2018

年㸯᭶にかけてほ された。ほ された微動の⛣動は㸪2013年にほ された微動分布のᢡれ

᭤がりの㒊分で停Ṇした。2013年のά動でぢられた㸰回の⛣動のうち㸯回┠は今回ほ され

た微動の⛣動と同じ場ᡤで停Ṇした。停Ṇした㡿域は㸪九州パラオᾏ嶺がỿみ㎸む㡿域に対

ᛂし㸪ỿみ㎸むᾏ嶺が微動ά動域の広がりをつ定するᵓ㐀ⓗせ因であることが♧唆される
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㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI01]㸧。 

ᾏ底の地㟈ά動の⌧≧ᢕᥱと実ែゎ᫂のためには㸪広域かつ⢭⦓なほ データをリアルタ

イムで取得するᾏ底地Ẇ変動・地㟈ά動ほ ᢏ⾡システムを㛤Ⓨし㸪ᾏ域に展㛤するᚲせが

ある。≉に㸪巨大地㟈・ὠἼのⓎ⏕※として⥭ᛴᛶや㔜せᛶが㧗いᾏ域を中ᚰに3ḟ元地Ẇ

ᵓ㐀や地Ẇά動㸪᩿層≀ᛶ㸪地㟈ά動履Ṕ➼に係るㄪᰝが実された㸦ᾏὒ◊✲㛤Ⓨᶵᵓ 

[ㄢ㢟␒号㸸JAMS02]㸧。ᡣ⥲半島Ἀでの地㟈ほ データを⏝いて㏿度ᵓ㐀ゎᯒとレシーバー

㛵ᩘゎᯒが⾜なわれた。その⤖ᯝ㸪フィリピンᾏプレート上㠃の῝さは㸪㝣上での地㟈ほ 

データに基づく先⾜◊✲の⤖ᯝよりも3-6kmὸいことがわかった。また㸪ᡣ⥲半島Ἀで⧞り

㏉しⓎ⏕しているスロースリップは㸪北⡿プレートとフィリピンᾏプレートの地Ẇ同士が᥋

している㒊分でのみⓎ⏕していることが᫂らかとなった。 

さらに㸪ᾏ外のỿみ㎸み帯でもほ ◊✲が実され㸪メキシコ・ゲレロ州Ἀ合で2017年11

᭶から実しているᾏ底地㟈・ 地ほ ⥙のデータの回収作ᴗ㸪ᶵ器の回収・再タ⨨作ᴗを

⥅⥆して実した㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI01]㸧。加えて㸪GNSS㡢㡪⤖合᪉式

によるᾏ底地Ẇ変動ほ 㸦GNSS/Aほ 㸧による 地ほ Ⅼ㸱Ⅼのほ も⥅⥆して実した。

≉に2019年度は㸪㛗ᮇ型ᾏ底圧力ィ㸯台のᶵ器回収㸪㛗ᮇ型ᾏ底圧力ィ㸱台のデータ回収作

ᴗ㸪ᾏ底地㟈ィ㸶台のタ⨨・回収作ᴗおよびウェーブグライダーを⏝いたGNSS/Aほ を実

した。2017年以㝆にㄪᰝᾏ域で取得されたマルチビームソナーのグ㘓の再ゎᯒも実し㸪2019

年までに回収したᾏ底地㟈・ 地ほ グ㘓のデータサーバーをᵓ⠏した。2018年度に回収さ

れた㸷台の地㟈ィグ㘓をゎᯒし㸪微小地㟈ά動および㠀ⅆ山ᛶ微動の分布をồめた。⣙800個

の微小地㟈について┠どで㹎Ἴおよび㹑Ἴの᳨ を⾜いそれらの㟈※をỴ定したところ㸪微

小地㟈の㟈※は主として㸪ゲレロ✵ⓑ域北す➃にタ⨨されたほ ⥙の周囲に分布し㸪≉にゲ

レロ✵ⓑ域の主せ㒊では周囲にẚべて微小地㟈ά動が低ㄪであった。微小地㟈の一㒊に小⧞

り㏉し地㟈が含まれることを㝣上のほ ⥙グ㘓とのẚ㍑から☜ㄆした。この◊✲では㸪⥅⥆

㛫が10-100⛊の㠀ⅆ山ᛶ微動を᳨出し㸪エンベロープ┦㛵ἲによりそれらの㟈※をồめた。

ゎᯒの⤖ᯝ得られた130個の㟈※は㸪ᾏ⁁㍈付㏆に」ᩘのクラスターを形ᡂして分布した。各

クラスターのά動周ᮇは㸪おおよそ㸰㸫㸱ヶ᭶㛫㝸であった㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒

号㸸DPRI01]㸧。 

ニュージーランドのヒクランギỿみ㎸み帯でも◊✲が⾜われた。今年度は㸪予定していた

ᾏ底圧力ィ㸳台のタ⨨を⾜った。また㸪2015年㸴᭶にタ⨨したGNSS/Aほ のためのᾏ底局㸱

台㸪2018年10᭶にタ⨨したᾏ底圧力ィ㸳台に加え㸪ᾏ底地㟈ィ㸳台については全台回収する

ことにᡂ功した㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_08]㸧。ᮏᾏ域では㸪2019年㸱᭶から

㸲᭶にかけて大つᶍなスロースリップがⓎ⏕し㸪これに伴い地㟈ά動がάⓎとなっているこ

とが㝣上ほ ⥙からㄆめられている。これらの事から今後のゎᯒ⤖ᯝにᮇ待ができる。 

ほ データに基づいたゎᯒが㐍められている一᪉で㸪このようなスロースリップイベント

㸦SSE㸧をᩘ値シミュレーションによってゎ᫂する◊✲も㐍められた㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ 

[ㄢ㢟␒号㸸ERI_06]㸧。SSEによる㍕Ⲵが地㟈をトリガする効ᯝの基♏ⓗなぢ㏻しを得るため

に㸪㸯⮬⏤度バネブロックモデルを⏝いたシミュレーションを⾜った。SSEをᶍした小さなス

テップⓗな㍕Ⲵが㸪定常ⓗなプレート㐠動からの㍕Ⲵに周ᮇⓗに㔜␚している⣔のふるまい

をサイクルシミュレーションによってㄪべたところ㸪⥲体ⓗにみれば定常㍕Ⲵに㏆く㸪㢖⦾

に⧞り㏉す小さなSSEの場合ですら㸪地㟈のⓎ⏕サイクルがSSEのサイクルに完全に同ᮇして

しまう「引き㎸み⌧㇟」が⏕じることがぢいだされた㸦Ohtani et al., 2019㸧。同⛬度の大
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きさのᦶ᧿ブロック㛫での引き㎸み⌧㇟は᪤に▱られている(Sugiura et al. 2014) が㸪こ

の◊✲での⤖ᯝは大きなつᶍの地㟈のリズムが㸪それよりずっと小さなつᶍのSSEのリズム

に引き㎸まれてしまうことをព味する㸦図10㸧。この引き㎸み同ᮇ⌧㇟は㸪㠀常に広い᮲件

⠊囲でᬑ㐢ⓗに⏕じるが㸪そのⓎ⏕パターンは㸪SSE周ᮇのᩚᩘ倍の一定周ᮇで地㟈が㉳こる

単⣧なものから㸪地㟈ᩘ回をひとつの単位としてSSE周ᮇのᩚᩘ倍になり㸪そのあいだ地㟈Ⓨ

⏕㛫㝸がきまったパターンで平均から増ῶする」㞧なものまでᵝ々である㸦図10㸧。基ᮏⓗ

には㸪㸯回のSSEが大きなインパクトをもち㢖度が少ないほど単⣧な同ᮇパターンになりや

すい傾向があり㸪SSEはそのインパクトの大きさにᛂじて㸪地㟈Ⓨ⏕㛫㝸をSSEの影㡪がない

場合の⮬↛な周ᮇからずらす力をもつようにぢえる㸦図10㸧。ただし㸪どのような同ᮇパタ

ーンでも㸪地㟈のⓎ⏕がとりわけSSEのⓎ⏕後▷ᮇ㛫に㞟中する傾向はぢられない。なお㸪SSE

が▐㛫ⓗなステップではなく㸪⌧実のSSE のように᭷㝈のᮇ㛫をもってる場合であっても㸪

引き㎸み同ᮇ⌧㇟は同じように㉳こることも☜ㄆされた㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸

ERI_06]㸧。 

2019 年山形ἈでⓎ⏕したM6.7の地㟈に伴う余㟈ά動に㛵して㸪定常地㟈ほ ⥙のἼ形デ

ータを⏝いて㟈※再Ỵ定を⾜った㸦図11㸧㸦吉⏣・他㸪2019㸧。その⤖ᯝ㸪余㟈ά動がᩘᯛ

の㠃ᵓ㐀に㞟中し㸪その㟈※が῝㒊からὸ㒊へ⛣動することが分かった㸦図12㸧。同ᵝの㟈

※⛣動は㸪2017年⛅⏣┴大仙市でⓎ⏕したM5.1の地㟈や2017年の㮵児島‴のM5.1・M5.3地㟈

の前後にもぢられた。これらの㟈※⛣動は㸪地㟈ά動のⓎ⏕せ因としてὶ体⛣動や㠀地㟈ᛶ

りなどが㛵係していることを♧唆する㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。 

北ᾏ㐨からᮾ北Ἀのỿみ㎸み帯における㝵層ⓗ地㟈Ⓨ⏕ᵓ㐀をゎ᫂するために㸪㝵層ⓗ地

㟈◚壊の実例を多ᩘㄪᰝした。M4.5以上の大地㟈と㸪M4以下の中小地㟈のἼ形の❧ち上がり

を⥙⨶ⓗにẚ㍑した⤖ᯝ㸪多くの大地㟈のἼ形の❧ち上がりが㸪小地㟈と同じであることを

Ⓨぢした㸦図13㸧。これは㝵層ⓗな地㟈◚壊が㉳きていることを♧唆する。具体ⓗには低ゅ

㏫᩿層のỿみ㎸みタイプの地㟈899イベントのうち170イベントがヱ当する。但しこの割合は

低ゅ㏫᩿層でない地㟈の場合にはᴟめて低くなる。その低い割合は㸪地㟈の㟈※᰾形ᡂ㐣⛬

にとって㔜せな♧唆を与える⤖ᯝである㸦Ide, 2019㸪ᮾ京大学⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸

UTS_03]㸧。 

㠀⥺形動力学・ィ⟬ᮦᩱ⛉学ⓗアプローチに基づいた地㟈◊✲も⾜われている。このㄢ㢟

では㸪ᦶ᧿の㏿度依存ᛶの微どⓗモデル㸪᩿層┦互作⏝⣔フルモデルの効⋡ⓗシミュレータ

㛤Ⓨ㸪ᦶ᧿不安定ᛶにおけるノイズやᛂ力ᦤ動の効ᯝに㛵する力学⣔⌮ㄽⓗ◊✲のどⅬから

の◊✲が⾜われた。その一例として㸪地㟈Ⓨ⏕におけるᛂ力ᦤ動の効ᯝをより≀⌮ⓗにゎ᫂

すべく㸪㧗⢭度の制御とィ が可⬟な岩▼◚壊実㦂において㸪ᛂ力変動効ᯝと微小◚壊の㛵

係を定㔞ⓗに☜❧することがヨみられた。ὶ体圧を変動させることによって᭷効封圧を変動

させ㸪差ᛂ力の変化と微小◚壊Ⓨ⏕⋡の㛵係をㄪべた。その⤖ᯝ㸪差ᛂ力に対して0.1%⛬度

の微弱なὶ体圧変動が微小◚壊Ⓨ⏕⋡と᭷ពに┦㛵することが☜かめられた。 

地㟈Ⓨ⏕場のヲ⣽を㸪南アフリカの大῝度㔠㖔山における⮳㏆㊥㞳地㟈ほ によってᥥき

出そうというヨみもなされている㸦❧命㤋大学 [ㄢ㢟␒号㸸RTM_01]㸧。1996年に⾜われた㸱

ḟ元地㟈反射ἲ᥈ᰝデータの再ゎᯒを㐍めたところ㸪ᮍゎ㔘だった᥇᥀レベル以῝で㸪ᮏ㟈

に周囲より大きくった㡿域㸦Mori et al., 2019) および余㟈のギャップと㸪反射体が

分布する㡿域との位⨨㛵係が┦⿵ⓗであることがわかった㸦Noda et al., 2019㸧。地⌫化学

ⓗぢ地から᩿層㐠動を᫂らかにする◊✲もなされており㸪地Ẇὶ体の㐃⥆化学ほ にもとづ
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いた地Ẇの≧ែホ価システムの㛤Ⓨも⾜われた。四㔜ᴟ㉁㔞分ᯒィでのほ をᮏ宮ほ Ⅼな

どにおいて実し㸪周囲の地㟈ⅆ山ά動とHe㸪N2㸪Arの⤌ᡂの㛫変化との対ᛂ㛵係につい

て᳨ウした㸦ᮾ京大学⌮学⣔◊✲⛉[ㄢ㢟␒号㸸UTS_04]㸧。 

 

㸦㸳㸧地㟈発生及び火山活動を支㓄する場の解明とモデル化 

地㟈Ⓨ⏕及びⅆ山ά動をᨭ㓄する場のゎ᫂とモデル化においては㸪プレート境⏺域やᾏὒ

プレート内㒊㸪内㝣を含む地Ẇ・マントル内の地㟈Ⓨ⏕域及びⅆ山地域において㸪地㟈Ἴ㏿

度・ῶ⾶ᵓ㐀㸪地㟈ά動㸪ᛂ力場㸪変形場㸪ẚᢠᵓ㐀㸪レオロジーᵓ㐀➼を᫂らかにする

ことで㸪地㟈やⅆ山ά動がⓎ⏕する場のモデル化を㐍めるᚲせがある。また㸪大地㟈によっ

てⅆ山噴ⅆがㄏⓎされる可⬟ᛶやⅆ山ά動が地㟈ά動へ及ぼす影㡪など㸪地㟈ⅆ山の┦互作

⏝に㛵する◊✲を㐍めることも大切である。 

᪥ᮏ列島の᪥ᮏᾏ側の᪂₲から⚄ᡞにかけてひずみ㏿度の大きい㸪᪂₲-⚄ᡞひずみ㞟中

帯が存在する。この᪂₲-⚄ᡞひずみ㞟中帯では㸪Ṕ史ⓗにぢても大きな内㝣地㟈がⓎ⏕して

いる。1995年の兵庫┴南㒊地㟈㸪2004年の᪂₲┴中㉺地㟈や2007年の᪂₲┴中㉺Ἀ地㟈と㏆

年でも大きな内㝣地㟈がⓎ⏕している。このようなひずみ㞟中帯形ᡂの原因を᫂らかにする

ことは㔜せである。地 勾㓄の分布から᥎定した 度ᵓ㐀㸪Ỉの分布㸪᪤存の地㉁ᵓ㐀を⪃

៖し㸪ᮾす᪉向に▷⦰させることで㸪中㒊᪥ᮏにおけるṍ・ᛂ力㞟中㐣⛬を再⌧した。᪂₲

地域のリフトᵓ㐀㸦強度の弱い㡿域㸧及び㣕㦌山⬦周㎶の㧗 地域を⪃៖することで㸪᪂₲

から㣕㦌山⬦周㎶までのṍ㞟中帯が再⌧された。῝さ14㎞でのᛂ力場と㟈※分布㸦῝さ13-

15km)とẚ㍑すると㸪低ᛂ力の延ᛶ㡿域では地㟈ά動度は低く㸪㧗ᛂ力の⬤ᛶ㡿域で地㟈が多

くⓎ⏕していることが分かる㸦図14㸧㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。 

内㝣地㟈のⓎ⏕㐣⛬を⪃える上で㸪下㒊地Ẇの強度弱化域の変形による┤上の᩿層へのᛂ

力㞟中ᶵᵓがὀ┠されてきた。その一᪉で㸪2016年㫽取┴中㒊の地㟈の᩿層の両➃で地㟈前

にᛂ力⦆和していた可⬟ᛶが♧された。山㝜地᪉の地㟈帯では㸪㫽取┴す㒊地㟈などの㟈※

域両➃に低㏿度␗常域が᥎定されている。また㸪㫽取┴から山口┴にかけて下㒊地Ẇに低㏿

度␗常が存在することが᥎定されている。ᮾ㒊においては低㏿度␗常は地㟈Ⓨ⏕層の下㝈

㸦D90㸧のὸい㡿域とよい対ᛂ㛵係を♧す (図15) (Tsuda et al., 2019㸪京㒔大学㜵⅏◊✲

ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。᩿層両➃付㏆の≉ᛶは㸪大地㟈の㉳こる場ᡤとその大きさや㞄

᥋㡿域での大地㟈の⥆ⓎᛶというほⅬで㔜せであり㸪今後のᡂᯝがᮇ待される。 

㒔市㒊での᩿層ᵓ㐀やὸ㒊地下ᵓ㐀᥎定のために㸪大㒔市大㟈⅏㍍ῶ化≉別プロジェクト

㸦大大≉プロジェクト㸧などの᪤存の地Ẇᵓ㐀᥈ᰝ⤖ᯝの再ゎ㔘が⾜われ㸪2018年大㜰府北

㒊の地㟈の㟈※域周㎶において㸪以前から≉定されているά᩿層の延㛗㒊に㸪伏在するά᩿

層がⓎぢされた(図16)㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。᭷㤿-㧗ᵳ᩿層帯をᵓ

ᡂする┿上᩿層のᮾの延㛗は⏨山丘㝠の南側の地㉁境⏺へ延びること㸪ᯛ᪉とう᭤の北᪉延

㛗はᾷ川低地帯の南ᮾ⦕をᶓ切って㸪┿上᩿層のᮾ᪉延㛗㒊まで延びることが分かった㸦堤・

㣤尾, 2019㸧。また㸪⢭度の㧗いⓎ㟈ᶵᵓゎにより᩿層㠃㏆傍のヲ⣽なᛂ力分布についても

◊✲が㐍んだ。ゎᯒには㸪京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ・九州大学・ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ・㛵す大学

合同ほ ⌜㸪‶Ⅼィ⏬および周㎶の㧗ឤ度定常ほ Ⅼ(NIED, KyotoUniv., JMA, AIST) のデ

ータを⏝いた㸦図17㸧。一例として㸪῝さ11kmにおける㹎㍈の᪉位と㹒㍈の傾ᩳゅの分布を

♧す(図17)㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。㹒㍈が㖄┤に㏆い㏫᩿層型の余㟈

は北側に多く㸪㹒㍈がỈ平に㏆いᶓずれ型の余㟈は南側に多く分布する。図中には㸪ᮏ㟈の
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᩿層モデルからィ⟬された CFFの✵㛫分布も♧す。 CFFの0.1 MPaのコンターは㸪それぞれ

の型の余㟈分布とよく対ᛂしているため㸪多くの余㟈はᮏ㟈りにより引き㉳こされたと⪃

えられる。ただし㸪余㟈は㸪北᪉の定常ⓗに微小地㟈ά動のある㡿域など㸪᥎定᩿層㠃から

かなり㞳れたところまで分布しており㸪そこでは㸪᩿層の強度とせん᩿ᛂ力が㏆い≧ែにあ

ることが♧唆される。㹎㍈の᪉位と傾ᩳおよび㹒㍈の傾ᩳゅともⰍ々な値をとっており㸪㏆

年の内㝣大地㟈について報告されているように㸪個々の余㟈の᩿層の大㒊分は㸪ᮏ㟈の᥎定

᩿層㠃と平⾜ではなく㸪ᵝ々な向きを向いていることが分かる㸦図17㸧。このことから㸪余

㟈域におけるᛂ力場は㸪北側では㏫᩿層型㸪南側ではᶓずれ型であると予されるが㸪ᛂ力

㏫ゎᯒにより㸪Y=2㹼4km付㏆においては㏫᩿層ⓗなᛂ力場が㸪それ以外ではᶓずれ型のᛂ力

場が᥎定された。これは地㟈後のᛂ力場であるが㸪ὸ㔝による᩿層モデルのり᪉向とㄪ和

ⓗであり㸪余㟈域とその周㎶においては㸪ᮏ㟈前からᛂ力場の✵㛫ⓗな不均㉁があったこと

が♧唆される。 

㏆年㸪内㝣地㟈Ⓨ⏕においては地Ẇ内ὶ体の役割が㔜せであることがᣦされている。地

Ẇ内ὶ体の᳨出には㸪地㟈学ⓗᵓ㐀に加えて㟁☢Ẽ学ⓗ㸦ẚᢠ㸧ᵓ㐀もḞかせない。2016

年⇃ᮏ地㟈㟈※域を含む九州中央㒊では㸪20㹼30kmの帯≧のάⓎな地㟈ά動域とそれに囲ま

れた地㟈✵ⓑ域㸦南島原㸫天ⲡ㸧が存在する。地㟈・ 地データを使⏝したゎᯒにより㸪こ

の㡿域の㠀弾ᛶ変形とᛂ力㞟中プロセスや地㟈✵ⓑ域との㛵係を᳨ウした㸦九州大学 [ㄢ㢟

␒号㸸KYU_01]㸧。ᛂ力の㐃⥆ᛶから㸪上㒊地Ẇから下㒊地Ẇまでᛂ力テンソルの形≧は大き

く変化しないと仮定し㸪Ⓨ㟈ᶵᵓゎから᥎定される上㒊地Ẇの偏差ᛂ力をᣊ᮰᮲件として下

㒊地Ẇの㠀弾ᛶ変形の᪉向と大きさを᥎定するᡭἲを㛤Ⓨした㸦Yuasa at al., 2020㸧。そ

の⤖ᯝ㸪地㟈ά動がάⓎな㡿域下に㧗い㠀弾ᛶṍみ㏿度㸦10-7/yr㸧を᭷する㡿域があること

が分かった。さらに㸪その┤上の上㒊地Ẇでは㠀弾ᛶ変形によって効ᯝⓗにᛂ力㞟中が㐍⾜

していることが♧唆された。一᪉㸪南島原―天ⲡの地㟈✵ⓑ域の下㒊地Ẇもṍみ㏿度はそれ

ほど㢧ⴭではないものの㸪周囲と同⛬度に㠀弾ᛶ変形しており㸪10年の単位では上㒊地Ẇに

ᛂ力を✚しつつあることが♧唆された。地㟈✵ⓑ域は㸪地㟈Ἴ㏿度ᵓ㐀から㧗㏿度␗常

㸦Saiga et al., 2010㸧及び広帯域MT᥈ᰝから᫂░な㧗ẚᢠ体に対ᛂすることが᫂らかに

なった。以上から㸪南島原―天ⲡの地㟈✵ⓑ域の≉に上㒊地Ẇに┦当する῝度に῝ᡂ岩体の

ような㸪 度が低く㸪Ỉをあまり含まない◚壊強度が㧗い≀㉁が存在し㸪そのことが地㟈✵

ⓑ域のせ因であると♧唆される。大局ⓗなほⅬから῝ᡂ岩体などの◚壊強度が強い㡿域が地

㟈✵ⓑ域の原因と᥎定されたが㸪ẚᢠᵓ㐀と内㝣地㟈の㟈※分布の対ᛂをぢると㸪地㟈ά

動がάⓎな㡿域は巨大な㧗ẚᢠ体の➃㒊であり㸪その㏆傍にはὶ体とゎ㔘される低ẚᢠ

体が存在する㸦九州大学 [ㄢ㢟␒号㸸KYU_01]㸧。⇃ᮏ地㟈㟈※域を対㇟に᪂つデータを加え

た㸱ḟ元ẚᢠᵓ㐀を᥎定し㸪㟈※とẚᢠの✵㛫ⓗな対ᛂを⢭ᰝしたところ㸪M5以上のつ

ᶍの大きい地㟈は低ẚᢠ体の㏆傍で◚壊が㛤始する一᪉で㸪M5よりつᶍが小さい地㟈は㧗

ẚᢠ㡿域でも◚壊が㛤始することが♧唆された㸦┦⃝・他, 2019a㸧。同ᵝの㛵係は九㔜山

周㎶で⾜った広帯域MTほ からも᥎定され㸦┦⃝・他, 2019b㸧㸪ὶ体が◚壊のᡂ㛗に影㡪し

ていることを♧す⤖ᯝと⪃えられる。ὶ体が◚壊のᡂ㛗㸪≉にその初ᮇẁ㝵に役割をᯝたし

ていることは⛻密地㟈ほ からも♧唆される(図18)㸦九州大学 [ㄢ㢟␒号㸸KYU_01]㸧。 

ᮾ北Ἀ地㟈Ⓨ⏕後㸪M7 の⚟島┴㏻りの内㝣地㟈がⓎ⏕し㣕㌍ⓗに地㟈ά動が増加した㸪

いわき地域のά動も地Ẇ内ὶ体の㛵与が♧唆されている。その仮ㄝを᫂らかにすべく㸪地㟈

ά動の増加がぢられなかった北㛵ᮾから2004年᪂₲┴中㉺地㟈の㟈※域を㏻る島弧をᶓ᩿す
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る ⥺をㄪᰝ対㇟とする地㟈ほ とMTほ の◊✲も㐍められている㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ 

[ㄢ㢟␒号㸸ERI_09]㸧。 

内㝣地㟈のⓎ⏕メカニズムのゎ᫂に向けて㸪ᾏ外のỿみ㎸み帯での◊✲もおこなわれてい

る㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_01]㸧。᪥ᮏと同ᵝにỿみ㎸み帯に位⨨するニュー

ジーランドにおいて地㟈ほ を実し㸪地㟈Ⓨ⏕㐣⛬の⌮ゎをᬑ㐢化する◊✲が⾜われてい

る。ニュージーランドでは㸪南島北㒊において㸪2010年・2011年クライストチャーチ地㟈や

2016年カイコウラ地㟈がⓎ⏕し㸪⏒大な⿕害を⏕じた。カイコウラ地㟈・クライストチャー

チ地㟈は㸪地㟈あるいは地㟈後に」ᩘの᩿層が㐃動して◚壊した地㟈であると⪃えられて

おり㸪2016年⇃ᮏ地㟈においてᣦされたような」㞧な᩿層⣔の┦互作⏝や᩿層➃の≉ᛶの

⌮ゎの上で᭱㐺な◊✲対㇟である。この地域においても㸪地㟈ά動や㸱ḟ元トモグラフィー

の⤖ᯝから㸪地㟈ά動とὶ体との㛵㐃が♧唆された㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸

THK_01]㸧。 

地Ẇのレオロジーや地㟈Ⓨ⏕に対して㔜せな役割をᯝたす地Ẇ内ὶ体が㸪ỿみ㎸み帯でど

のように供⤥されるのかをㄪべるため㸪H2O㸪CO2㸪NaCl三ᡂ分⣔のỿみ㎸みὶ体とᴂ形マント

ルの主せᵓᡂ㖔≀であるカンラン▼㛫の二㠃ゅをỴ定する㧗 㧗圧実㦂を⾜った㸦Huang et 

al, 2019㸧㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_02]㸧。H2O㸫NaCl⣔ὶ体についてㄪべた

ところ㸪二㠃ゅを引き下げるNaClの効ᯝがᴟめて大きいことが᫂らかになった。わずかᩘ

wt 㸣の塩⃰度でも㸪ᴂ形マントルの広い㡿域をカバーする 度圧力᮲件において㸪二㠃ゅが

㐃⤖㜈値である60°を᭷ពに下回ることが♧された㸦図19㸧㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒

号㸸THK_02]㸧。 

ỿみ㎸み帯でὶ体が㸪⺬⣠岩として固定される前弧域と㸪マントルを⼥ゎさせる㡿域の㛫

にはマントル岩の⢏㛫にὶ体が共存する㡿域があり㸪その上㒊には㸪㏆年㸪前弧下㒊地Ẇ付

㏆でⓎぢされている㧗㟁Ẽ伝導度帯が位⨨している㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸

THK_02]㸧。ỿみ㎸んだὶ体がマントルをᾐ㏱して前弧域に┤᥋ᢤけていると⪃えると㸪この

㧗㟁Ẽ伝導度帯が形ᡂされる原因と㸪ỿみ㎸み帯へのὶ体のὶ入フラックスとᨺ出フラック

スが合わない「Missing fluid」問㢟に対する一つのゎ⟅も得られることがわかった。 

岩ᡭ┴南㒊から宮城┴北㒊の㸱ḟ元地Ẇẚᢠᵓ㐀において㸪中㒊地Ẇにⅆ山フロントか

ら῝さ30kmにΏってᮾ側に低ẚᢠ体が存在することが分かり㸪マントルから供⤥されてい

るὶ体が一㒊はⅆ山フロントを㉸えてᮾ側へ供⤥されることが分かった。㛗周ᮇ㹋㹒データ

に基づくᮾ北地᪉全域のẚᢠᵓ㐀をぢ┤すと㸪マントルウェッジ内の῝さ70-80kmよりὸ

い側が㧗ᢠ㸪῝い側が㧗伝導になっていることが分かり㸪この⤖ᯝは室内実㦂によるᶤḘ

岩の二㠃ゅの実㦂⤖ᯝと合⮴し㸪ⅆ山フロントがプレート境⏺の῝さ80kmとほぼ一⮴するこ

とを上ᡭくㄝ᫂する㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。 

内㝣᩿層の῝㒊㸪⬤ᛶ-塑ᛶ㑄⛣付㏆における㸪ᛂ力・ṍといった変形の不均㉁を削剥᩿層

(三㔜┴中央ᵓ㐀⥺)の地㉁ㄪᰝにより㸪᩿層内㒊ᵓ㐀形ᡂ・Ⓨ展・力学ᣲ動の≀⌮㐣⛬を岩

▼変形実㦂により᫂らかにする◊✲もなされた㸦⏘ᴗᢏ⾡⥲合◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸AIST05]㸧。

その⤖ᯝ㸪ㄪᰝ⠊囲内の岩▼は変形 度450℃付㏆から250℃付㏆までと⬤ᛶ-塑ᛶ㑄⛣㡿域

をまたぐ᮲件での᩿層㐠動を⿕ったことが᫂らかになった。岩▼が⿕った差ᛂ力は⬤ᛶ-塑

ᛶ㑄⛣付㏆で200MPa⛬度であるが㸪この値は⬤ᛶ-塑ᛶ㑄⛣より῝い450℃付㏆においても大

きく変化していないことが♧唆された。 

将᮶Ⓨ⏕する地㟈の᭱大つᶍやⓎ⏕ᵝ式のホ価を⾜うため㸪可⬟な㝈り小さな地㟈までゎ
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ᯒし㸪㧗い✵㛫分ゎ⬟を᭷する᪥ᮏ列島の地Ẇᛂ力マップをᩚ備することは㔜せである。㛵

ᮾ地域の10kmメッシュのᛂ力マップに㛵するᡂᯝが㸪地㉁ㄪᰝ◊✲報告にᥖ㍕され㸦今すほ

か㸪2019㸧㸪⏘⥲◊の地Ẇᛂ力場データベース㸦https://gbank.gsj.jp/crstress/㸧でも公

㛤された㸦⏘ᴗᢏ⾡⥲合◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸AIST07]㸧。 

大地㟈によってⅆ山噴ⅆがㄏⓎされる可⬟ᛶやⅆ山ά動が地㟈ά動へ及ぼす影㡪など地㟈

ⅆ山の┦互作⏝に㛵する◊✲を㐍めることも㔜せである。ⅆ山⌧㇟と地Ẇ内ὶ体との㛵係を

᫂らかにするため㸪⟽᰿ⅆ山における῝㒊低周Ἴ地㟈ά動㸦DLFE㸧のヲ⣽な⣔列をマッチ

ドフィルターἲにより᥎定した。その⤖ᯝ㸪ὸ㒊のάⓎな地㟈ά動やⅆ山ᛶ地Ẇ変動に先⾜

し㸪低周Ἴ地㟈のάⓎ化が㉳きていることが᫂らかになった㸦図20㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ 

[ㄢ㢟␒号㸸DPRI04]㸧。 

また㸪⟽᰿カルデラ内において2019年5᭶にⓎ⏕した⩌Ⓨ地㟈ά動について㧗⢭度㟈※Ỵ

定並びに地㟈᳨出を⾜った⤖ᯝ㸪㟈※はほぼ㖄┤な㠃上に㞟中し㸪前㥑ⓗなẚ㍑ⓗゆっくり

とした㟈※⛣動から㸪ᣑᩓⓗにより㧗㏿度で⛣動する地㟈ά動に変㑄する㐣⛬が᫂らかにな

った㸦図21㸧㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_02]㸧。こうした㟈※⛣動ᵝ式は㸪᩿

層帯内でのὶ体圧のᣑᩓᵝ式の変化㸪もしくは㧗圧ὶ体に励㉳された㠀地㟈ᛶりの寄与を

♧唆している。 

 

㸱㸬地㟈・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

㸦㸯㸧地㟈・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の㧗度化 

地㟈・ⅆ山噴ⅆという⮬↛⌧㇟が引き㉳こす地㟈動㸪ὠἼなどの⅏害ㄏ因が⮬↛や♫会に

₯在ⓗに存在する⬤弱ᛶなどの⅏害⣲因に働きかけ㸪これらのㄏ因と⣲因の⤌み合わせと┦

互作⏝の≧ែにᛂじてᵝ々なつᶍの⅏害がⓎ⏕する。そのため⅏害ㄏ因予 の㧗度化は㸪⅏

害の㍍ῶに⤖びつく᭷効なᡭẁの一つである。 

ᾏ底地㟈ὠἼほ ⥙DONETでᤊえられた2016年㫽島Ἀ地㟈ὠἼについてデータ同化が㐺⏝

され㸪Green㛵ᩘを⏝いたデータ同化に基づくὠἼ即ᡭἲ㸦GFTDA; Wang et al., 2017㸧の

㐺⏝に基づいたὠἼ即予 実㦂が実された㸦Wang et al., 2019㸧。これはリアルタイム

に実されたものではないが㸪リアルタイムに取得されたグ㘓を⏝いたデータ同化に基づく

ὠἼ予 が初めて実⌧されたものである㸦弘前大学 [ㄢ㢟␒号㸸HRS_01]㸧。 

建≀⿕害の㍍ῶを⪃える㝿には㸪ᦂれの不均㉁にᛂじたⓗ☜な対⟇がᚲせである。そこで㸪

⛻密なほ によりᦂれの㐪いをヲ⣽にほ し㸪地形や地下ᵓ㐀との㛵㐃ᛶを᫂らかにするᚲ

せがある。Ṕ史地㟈の⿕害分布と対ẚさせることで㸪㤳㒔┤下地㟈の地㟈像をゎ᫂する◊✲

もなされている㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_15]㸧。1855年安ᨻỤᡞ地㟈を対㇟と

して◊✲を㐍め㸪ᡂ⏣山᪂勝寺や佐倉城址➼のỤᡞ代から⥆く建≀やタが千ⴥ┴ᡂ⏣市

周㎶にあり㸪㐣去の地㟈⿕害のグ㏙が多くṧされている。そこで㸪それらのグ㏙から⿕害地

Ⅼを≉定して地㟈ィをタ⨨し㸪古ᩥ᭩にグ㘓されているᦂれの大きさについてẚ㍑᳨ウを㛤

始した。このほ を⾜うことで㸪古ᩥ᭩➼にグ㏙のあった地Ⅼでのᦂれを参⪃とし㸪古ᩥ᭩

にグ㍕のなかった地Ⅼでのᦂれも᥎定できることを☜ㄆした。 

  

㸦㸰㸧地㟈・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の㧗度化 

即㆙報を⏬ᮇⓗに᪩めうる᪉ἲとして㸪光㏿で伝する㹎Ἴ到╔前の即㔜力信号の᳨

出がᣲげられる。この㹎Ἴ前信号を㸪ᮾ北Ἀ地㟈のF-netで取得された広帯域地㟈Ἴ形を㔜合
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することで᳨出することにᡂ功した。先⾜◊✲にẚべて㧗い⤫ィⓗ᭷ពᛶを実⌧した。また㸪

即㔜力変化が引き㉳こす弾ᛶ変形は㸪⥲内力ゼ口となる不ᛮ㆟な変形であることを⌮ㄽⓗ

に♧した。これは㸪今後の信号᳨出および᳨出⨨㛤Ⓨのᣦ㔪となる㸦図22㸧㸦ᮾ京大学地

㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI06]㸧。 

 

これまでの課㢟と今後の展望 

低㢖度大つᶍ地㟈のゎ᫂においては㸪千島ᾏ⁁ἢいや三㝣Ἀにおいて᪂たなᾏ域ほ が㛤

始され㸪地㟈・地Ẇ変動データが徐々に得られつつある。これらのデータを⏝いた今後のᡂ

ᯝがᮇ待される。また㸪りの多ᵝᛶの⌮ゎを῝めるために㸪ᵝ々なỿみ㎸み帯において低

周Ἴ微動やスロースリップを対㇟としたほ ◊✲が㐍められており㸪今後得られるᡂᯝをẚ

㍑᳨ウし㸪それぞれの地域の≉ᚩの㢮似Ⅼ・┦㐪Ⅼを᫂らかにしたうえで㸪⌧㇟をᬑ㐢ⓗに

⌮ゎしていくᚲせがある。また㸪᩿層りの多ᵝᛶの⌮ゎのために室内実㦂も㐍められてお

り㸪実㝿にほ されるプレート境⏺のり⌧㇟と㛵㐃付けながら◊✲を㐍めていくᚲせがあ

る。ほ ⤖ᯝとᩘ値シミュレーションのẚ㍑◊✲もなされており㸪ᦶ᧿≉ᛶやὶ体ᣲ動な

ど㸪地㟈Ⓨ⏕につながるᮏ㉁ⓗに㔜せなせ⣲を᫂らかにしていくᚲせがある。内㝣地㟈につ

いては㸪それぞれの地域で㉳きている⌧㇟が᫂らかにされ㸪内㝣地㟈と地Ẇ内ὶ体との㛵㐃

ᛶが多くの地域で㆟ㄽされる中で㸪ỿみ㎸み帯におけるỈのὶれに╔┠しつつ᩿層強度の

㛫変化に㛵する◊✲を㐍めていくことが大切である。この㒊会は㸪ほ に基づく◊✲が多

く㸪今年度は実初年度ということもあり㸪ほ Ⅼの展㛤➼㸪ほ 㛤始に㛵しての報告が多

くみられた。今後は得られてくるᡂᯝを包ᣓⓗにまとめ㸪地㟈Ⓨ⏕㐣⛬のゎ᫂とモデル化に

向けた◊✲を㐍めていくᚲせがある。また㸪得られたᡂᯝを他㒊会と共᭷することで㸪地㟈

のⓎ⏕予 ᡭἲの㧗度化につなげていくことが㔜せである。 

 

成果リスト 

 

Amagai, T., A. Okamoto, T. Niibe, N. Hirano, K. Motomiya, N. Tsuchiya (2019), 

Silica nanoparticlesproduced by explosive flash vaporization during 

earthquakes, Sci. Rep., 9:9738, doi:10.1038/s41598-019-46320-7 

Amanda, F.F., R. Yamada, M. Uno, S. Okumura, N. Tsuchiya (2019), Evaluation of 

caldera hosted geothermal potential during volcanism and magmatism in 

subduction system, NE Japan, Geofluids, 2019:3031586, doi:10.1155/2019/3031586 

Chanard, K., A. Nicolas, T., Hatano, F.,Petrelis, S., Latour, S.,Vinciguerra, A., 

Schubnel (2019), Sensitivity of acoustic emission triggering to small pore 

pressure cycling perturbations during brittle creep, Geophys. Res. Lett., 46, 

doi.org/10.1029/2019GL082093 

Chang, T. W., S., Ide (2019), Empirical relocation of large subduction-zone 

earthquakes via the teleseismic network correlation coefficient method, Earth 

Planet. Space, 71(1), 79, doi:10.1186/s40623-019-1057-z 

Chang, J.-H., J.-O. Park, T.-T. Chen, A. Yamaguchi, T. Tsuru, Y. Sano, H.-H. Hsu, 

K. Shirai, T. Kagoshima, K. Tanaka, C. Tamura (2020), Structural-morphological 
and sedimentary features of forearc slope off Miyagi, NE Japan: implications 



- 88 - 
 

for development of forearc basins and plumbing systems, Geo-Marine 

Letters,40(3), 309-324, doi:10.1007/s00367-020-00636-w 

Chiba, K. (2020), Stress state along the western Nankai Trough subduction zone 

inferred from b-values, long-term slow-slip events, and low-frequency 

earthquakes, Earth Planet. Space, 72, 3, doi:10.1186/s40623-020-1130-7 

Escobar, M. T., N. Takahata, T. Kagoshima, K. Shirai, K. Tanaka, J.-O. Park, H. 

Obata,  Y. Sano (2019), Assessment of Helium Isotopes near the Japan Trench 5 

Years after the 2011 Tohoku-Oki Earthquake, ACS Earth and Space Chemistry, 

3(4), 581-587, doi:10.1021/acsearthspacechem.8b00190 

Fan, J., D. Zhao (2019), P-wave anisotropic tomography of the central and southern 

Philippines, Phys. Earth Planet. Inter., 286, 154-164, 

doi:10.1002/2015JB012098 

Fujita, M., T. Nishimura, S. Miyazaki (2019), Detection of small crustal 

deformation caused by slow slip events in southwest Japan using GNSS and 

tremor data, Earth Planet. Space, 71:96, doi:10.1186/s40623-019-1075-x 

Fukahata, Y., A., Meneses-Gutierrez, T.,Sagiya (in press), Detection of plastic 

strain using GNSS data of pre- and post-seismic deformation of the 2011 

Tohoku-oki Earthquake, Earth Planet. Space 

Fukahata, Y., K. Oohashi, Y., Takada, A. Tanaka (2019), Overview of the special 

issue ”Crustal dynamics (Part I): From a macroscopic view”, J. Geography 

(Chigaku Zasshi), 128, 681-683 

῝⏿幸俊㸪大ᶫ⪷和㸪㧗⏣㝧一㑻㸪⏣中᫂子 (2019), ≉㞟号「地Ẇダイナミクス㸦Part 

I㸧-主としてマクロなどⅬから-」巻㢌ゝ㸪地学㞧ㄅ㸪128㸪685-687, 

doi:10.5026/jgeography.128.685 

Fukao, Y., T. Miyama, Y. Tono, H. Sugioka, A. Ito, H. Shiobara, M. Yamashita, S. 

Varlamov, R. Furue, Y. Miyazawa (2019), Detection of ocean internal tide 

source oscillations on the slope of Aogashima Island, Japan, J. Geophys. Res. 

Oceans, 124, 4918-4933, doi:10.1029/2019JC014997 

Fukuda, J., H. Raimbourg, I. Shimizu, K. Neufeld, H. Stunitz (2019), Experimental 

grain growth of quartz aggregates under wet conditions and its application to 

deformation in nature, Solid Earth, 10:621-636, doi:10.5194/se-10-621-2019 

Hara, S., Y. Fukahata, Y. Iio (2019), P wave first motion polarity determination 

of waveform data in western Japan using deep learning, Earth Planet. Space, 

71:127, doi:10.1186/s40623-019-1111-x 

Hayashida Y. S., Matsumoto S., Y., Iio S., Sakai, A., Kato (in press), Non-double-

couple micro-earthquakes in the focal area of the 2000 Western Tottori 

earthquake (M 7.3) via hyperdense seismic observations, Geophys. Res. Lett., 

doi:10.1029/2019GL084841 

Heidarzadeh, M., Y. Wang, K., Satake, I.E., Mulia (2019), Potential deployment of 

offshore bottom pressure gauges and adoption of data assimilation for tsunami 

warning system in the western Mediterranean Sea, Geosci. Lett., 6(1), 



- 89 - 
 

doi:10.1186/s40562-019-0149-8 

Hirauchi, K., Y. Yamamoto, S. A. M. den Hartog, A. R. Niemeijer (2020), The role 

of metasomatic alteration on frictional properties of subduction thrusts: An 

example from a serpentinite body in the Franciscan Complex, California, Earth 

Planet. Sci. Lett., 531, 115967, doi:10.1016/j.epsl.2019.115967 

Honsho, C., M. Kido, F. Tomita, N. Uchida (2019), Offshore postseismic deformation 

of the 2011 Tohoku Earthquake revisited: Application of an improved GPS-

Acoustic positioning method considering horizontal gradient of sound speed 

structure, J. Geophys. Res., 124, 5990-6009, doi:10.1029/2018JB017135 

Huang, Y., T. Nakatani, M. Nakamura, C. McCammon (2019), Saline aqueous fluid 

circulation in man-tle wedge inferred from olivine wetting properties, Nature 

Comm., 10:5557, doi:10.1038/s41467-019-13513-7 

Hutchinson, J., H.,Kao, G., Spence, K., Obana, K., Wang, S. Kodaira (2019), 

Seismic characteristics of the Nootka Fault Zone: Results from the Seafloor 

Earthquake Array Japan-Canada Cascadia Experiment (SeaJade) Bull. Seismol. 

Soc. Am., 109, 2252-2276, doi:10.1785/0120190008 

Ide, S. (2019), Frequent observations of identical onsets of large and small 

earthquakes, Nature, 573(7772), 112-116, doi:10.1038/s41586-019-1508-5 

Ikeda, A., T. Kawasaki, L. Berthier, K. Saitoh, T. Hatano (2020), Universal 

relaxation dynamics of sphere packings below jamming, Phys. Rev. Lett., 124, 

058001, doi:10.1103/PhysRevLett.124.058001 

Ikeda, H., R. Takagi (2019), Coseismic changes in subsurface structure associated 

with the 2018 Hokkaido Eastern Iburi Earthquake detected using autocorrelation 

analysis of ambient seismic noise, Earth Planet. Space, 71:72, 

doi:10.1186/s40623-019-1051-5 

Imano, M., M. Kido, C. Honsho, Y. Ohta, N. Takahashi, T. Fukuda, H. Ochi, R. Hino 

(2019), Assessment of directional accuracy of GNSS-Acoustic measurement using 

a slackly moored buoy, Prog. Earth Planet. Sci., 6 No56, doi:10.1186/s40645-

019-0302-1 

Ito, A., T. Tonegawa, N., Uchida, Y., Yamamoto, D., Suetsugu, R., Hino, H., 

Sugioka, K., Obana, K., Nakahigashi, M., Shinohara (2019), Configuration and 

structure of the Philippine Sea Plate off Boso, Japan: constraints on the 

shallow subduction kinematics, seismicity, and slow slip events, Earth Planet. 

Space, 71, 111, doi:10.1186/s40623-019-1090-y 

岩᳃光㸪⾜➉ὒ平㸪㣤尾⬟久㸪中ᮧ仁⨾ (2019)㸪地Ẇὶ体の㉳※・分布と変動⌧㇟㸪地学

㞧ㄅ㸪128㸪761-783, doi:10.5026/jgeography.128.761 

Iwamori, H., H., Nakamura, Q., Chang, N., Morikawa, S., Haraguchi (in press), 

Multivariate statistical analyses of rare earth element compositions of spring 

waters from the Arima and Kii areas, Southwest Japan. Geochem. J. 

Iwamori, H., H., Nakamura, M., Yoshida, T., Nakagawa, K., Ueki, A., Nakao, T., 

Nishizawa, S., Haraguchi (2019), Trace-element characteristics of eastwest 



- 90 - 
 

mantle geochemical hemispheres, Comp. Ren. Geosci., 351, 209-220, 

doi:10.1016/j.crte.2018.09.007 

岩⏣㈗ᶞ㸪吉⏣圭佑㸪῝⏿幸俊 (2019), 地㟈学ⓗデータを⏝いたᛂ力インバージョン㸪地

学㞧ㄅ㸪128, 797-811, doi:10.5026/jgeography.128.797 

Kame, N., M. Kimura (2019), The fundamental nature of a transient elastic response 

to prompt gravity perturbations, Geophys. J. Int., 218, 

doi.org/10.1093/gji/ggz196 

Kaneko, T., T., Nakakuki, H., Iwamori (2019), Mechanical coupling of the motion of 

the surface plate and the lower mantle slab: Effects of viscosity hill, yield 

strength, and depth-dependent thermal expansivity, Phys. Earth Planet. Inter., 

294, doi:10.1016/j.pepi.2019.106274 

Kano, M., Y. Kano (2019), Possible slow slip event beneath the Kii Peninsula, 

southwest Japan, inferred from historical tilt records in 1973, Earth Planet. 

Space, 71, 95, doi:10.1186/s40623-019-1076-9 

Kashiwagi, H., J. Nakajima (2019), Three-dimensional seismic attenuation structure 

of central Japan and deep sources of arc magmatism, Geophys. Res. Lett., 46, 

13,746-13,755, doi:10.1029/2019GL084793 

Kharitonova, N., G., Chelnokov, I., Bragin, H., Nakamura, H., Iwamori, N., 

Morikawa, A., Korzun (2019), The geochemistry of water and gas phases from 

high pCO2 sparkling springs within the northern Sikhote-Alin ridge region 

(Russian Far East), E3S Web of Conferences 98, 01025, 

doi:10.1051/e3sconf/20199801025 

Kimura, M., N. Kame, S. Watada, M. Ohtani, A. Araya, Y. Imanishi, M. Ando, T. 

Kunugi (2019a), Earthquake-induced prompt gravity signals identified in dense 

array data in Japan, Earth Planet. Space, 71, doi:10.1186/s40623-019-1006-x 

Kimura, M., N. Kame, S. Watada, M. Ohtani, A. Araya, Y. Imanishi, M. Ando, T. 

Kunugi (2019b), Reply to comment by Valee et al. on ” Earthquake-induced 

prompt gravity signals identified in dense array data in Japan”, Earth 

Planet. Space, 71, doi:10.1186/s40623-019-1099-2 

ᮌᮧ将也㸪亀伸ᶞ (2019), ⾲⌧定⌮とグリーン㛵ᩘ(3) ──全↓㝈グリーン㛵ᩘの2 㝵微

分を⏝いたⅬ㟈※が引き㉳こすṍみ・ᛂ力・密度ᦤ動場の⾲⌧──, 地㟈2, 71, 153-

160, doi:10.4294/zisin.2017-20 

Kitamura, M., H. Kitajima, H. Sone, Y. Hamada, T. Hirose (2019), Strength profile 

of the inner Nankai accretionary prism at IODP Site C0002, Geophys. Res. 

Lett., 46 , 10791-10799, doi:10.1029/2019GL083732 

Kodaira S., T., Fujiwara, G., Fujie, Y., Nakamura, T.,  Kanamatsu (in press), 

Large Coseismic Slip to the Trench During the 2011 Tohoku-Oki Earthquake, 

Annu. Rev. Earth Planet. Sci. 

Kono, A., T. Sato, M. Shinohara, K. Mochizuki, T. Yamada, K. Uehira, T. Shinbo, Y. 

Machid, R. Hino, R. Azuma (2019), 2D spatial distribution of reflection 

intensity on the upper surface of the Philippine Sea plate off the Boso 



- 91 - 
 

Peninsula, Japan, Tectonophysics, 774, doi:10.1016/j.tecto.2019.228206 

Kumazawa, T., Y., Ogata, H., Tsuruoka (2019), Characteristics of seismic activity 

before and after the 2018 M6.7 Hokkaido Eastern Iburi earthquake, Earth 

Planet. Space, 71, 130, doi:10.1186/s40623-019-1102-y 

Lanza, F., C. J. Chamberlain, K. Jacobs, E. Warren-Smith, H. J. Godfrey, M. 

Kortink, C.H. Thurber, M. K. Savage, J. Townend, S. Roecker, D. Eberhart-

Phillips (2019), Crustal fault connectivity of the Mw 7.8 2016 Kaikoura 

earthquake constrained by aftershock relocations, Geophys. Res. Lett., 46, 

6487-6496, doi:10.1029/2019GL082780 

Lee, H., H., Kim, T., Kagoshima, J.-O., Park, N., Takahata, Y., Sano (2019), 

Mantle degassing along strike-slip faults in the Southeastern Korean 

Peninsula, Sci. Rep., 9, 15334, doi:10.1038/s41598-019-51719-3 

Matsui, R., M. Kido, Y. Niwa, C. Honsho (2019), Effects of disturbance of seawater 

excited by internal wave on GNSS-acoustic positioning, Mar. Geophys. Res., 40, 

doi:10.1007/s11001-019-09394-6 

Matsumoto S., T. Okada, T. Terakawa, M. Uyeshima, Y. Iio (2020), The advancement 

of research on inland earthquake generation 2014-2018, J. Disaster Res., 

15(2), 96-105, doi:10.20965/jdr.2020.p0096 

Meneses-Gutierrez, A., T. Nishimura (2020), Inelastic deformation zone in the 

lower crust for the San-in Shear Zone, Southwest Japan, as observed by a dense 

GNSS network, Earth Planet. Space, 72:10, doi:10.1186/s40623-020-1138-z 

Miyake, Y., H. Noda (2019), Fully dynamic earthquake sequence simulation of a 

fault in a viscoelastic medium using a spectral boundary integral equation 

method: does interseismic stress relaxation promote aseismic transients?, 

Earth Planet. Space, 71:137, doi:10.1186/s40623-019-1113-8 

Mori, J., T. Yasutomi, H. Ogasawara, S.N. Somala, S. Sangaraju (2019), Near-Field 

Observations of the Rupture for the M5.5 Orkney, South Africa Earthquake, SSA 

Annual Meeting 2019, Seismol. Res. Lett., 90, 936-936 

Muto, J, J. D. P. Moore, S. Barbot, T. Iinuma, Y. Ohta, H. Iwamori (2019), Coupled 

afterslip and transient mantle flow after the 2011 Tohoku earthquake, Sci. 

Adv., doi:10.1126/sciadv.aaw1164 

Nakagawa, T., H., Iwamori (2019), On the implications of the coupled evolution of 

the deep planetary interior and the presence of surface ocean water in hydrous 

mantle convection, Comp. Ren. Geosci., 351, 197-208, 

doi:10.1016/j.crte.2019.02.001 

Nakajima, J., (2019), Revisiting intraslab earthquakes beneath Kyushu, Japan: 

Effect of ridge subduction on seismogenesis, J. Geophys. Res., 124, 8660-8678, 

doi:10.1029/2019JB017869 

Nakamura, H., H. Iwamori, M. Nakagawa, T. Shibata, J.-I. Kimura, T. Miyazaki, Q. 

Chang, B. S. Vaglarov, T. Takahashi, Y.,  Hirahara (2019), Geochemical mapping 

of slab-derived fluid and source mantle along Japan arcs, Gondwana Res., 70, 



- 92 - 
 

36-49, doi:10.1016/j.gr.2019.01.007 

七ᲄ彰啓㸪中尾ⱱ㸪ᯇ島健㸪大倉ᩗ宏 (2019)㸪ブロック᩿層モデルを⏝いた㮵児島―宮

崎・⇃ᮏ┴境付㏆のブロック境⏺の᳨ウ㸪㮵児島大学⌮学㒊⣖せ㸪52㸪15-22 

Noda, N., M. Manzi, H.Y. Ogasawara, L. Linzer, S. Enslin, R. Durrheim, H. 

Ogasawara (2019), ICDPDSeis 8: the M5.5 fault structure and reflective 

intrusives in legacy 3DSeismic reflection data, JpGU 2019 Meeting, MIS02-P11 

Nohara, T., M. Uno, N. Tsuchiya (2019), Enhancement of permeability activated by 

supercritical fluid flow through granite, Geofluids, 2019:6053815, 

doi:10.1155/2019/6053815 

Ogasawara, H., B. Liebenberg, M. Rickenbacher, M. Ziegler, v. H. Esterhuizen, T. 

C. Onstott, R. J. Durrheim, M. S. D. Manzi, S. Mngadi, Y. Yabe, H. Y. 

Ogasawara, S. Kaneki, E. Cason, J. G. Vermeulen, E. an Heerden, T. Wiersberg, 

M. Zimmer, C. Kujawa, R. Conze, G. van Aswegen, N. Wechsler, A. K. Ward, S. 

Enslin, S. Tau, M. S. Bucibo, the DSeis Team (2019a), 2019 status report: 

Drilling into seismogenic zones of M2.0-5.5 earthquakes in South African gold 

mines (DSeis project), Proc. 9th Int. Congr. Deep and High Stress Mining, 

Symposium Series S98, Southern African Inst. Min. Metal., 375-384, 

doi:10.36487/ACG_rep/1952_28_Ogasawara 

Ogata, Y., K., Katsura, H., Tsuruoka, N. Hirata (2019), High-resolution 3D 

earthquake forecasting beneath the greater Tokyo area, Earth Planet. Space, 

71, 113, doi:10.1186/s40623-019-1086-7 

Ohta, K., Y. Ito, R. Hino, S. Ohyanagi, T. Matsuzawa, H. Shiobara, M. Shinohara 

(2019), Tremor and inferred slow slip associated with afterslip of the 2011 

Tohoku Earthquake, Geophys. Res. Lett., 46, 4591-4598, 

doi:10.1029/2019GL082468 

Ohtani, M., N. Kame, M. Nakatani (2019), Synchronization of megathrust earthquakes 

to periodic slow slip events in a single-degree-of-freedom spring-slider 

model, Sci. Rep., 9, 8285, doi:10.1038/s41598-019-44684-4 

Oikawa, G., N. Aso, J. Nakajima (2019), Focal mechanisms of deep low-frequency 

earthquakes beneath Zao volcano, northeast Japan, and its relationship to the 

2011 Tohoku earthquake, Geophys. Res. Lett., 46, 7361-7370, 

doi:10.1029/2019GL082577 

Okada, T., Y. Iio, S. Matsumoto, S. Bannister, S. Ohmi, S. Horiuchi, T. Sato, T. 

Miura, J. Pettinga, F. Ghisetti, R.H. Sibson (2019), Comparative tomography of 

reverse-slip and strike-slip seismotectonic provinces in the northern South 

Island, New Zealand, Tectonophysics 765, 172-186, doi: 

10.1016/j.tecto.2019.03.016 

Okamoto, A. S., B. A. Verberne, A. R. Niemeijer, M. Takahashi, I. Shimizu, T. 

Ueda, C. J. Spiers (2019), Frictional properties of simulated chlorite gouge 

at hydrothermal conditions: Implications for subduction megathrusts, J. 

Geophys. Res.:Solid Earth, 124, 4545-4565, doi:10.1029/2018JB017205 



- 93 - 
 

Plata-Martinez, R., Y. Ito, S. Ide, N. Mizuno, M. Shinohara, T. Yamada, A. Husker, 

J. Real, V. M. Cruz-Atienza, Y. Yamashita, A. Toh (2019), OBS detection of 

shallow tremors at the Guerrero Gap,Mexico, Reunion Anual Geofisica Mexicana 

2019, SE12-3 0487 

Sakaue, H., T. Nishimura, J. Fukuda, T. Kato (2019), Spatiotemporal evolution of 

long- and short-term slow slipevents in the Tokai region, central Japan 

estimated from a very dense GNSS network during 2013-2016, J. Geophys. 

Res.:Solid Earth, 124, doi:10.1029/2019JB018650 

Sasajima, R., B., Shibazaki, H., Iwamori, T., Nishimura, Y., Nakai (2019), 

Mechanism of subsidence of the Northeast Japan forearc during the late period 

of a gigantic earthquake cycle, Sci. Rep., 9:5726 

Sawa, S., J. Muto, H. Nagahama, N. Miyajima (2020),Grain size dependency of the 

olivine-spinel phase transformational faulting mechanism responsible for deep-

focus earthquakes, Annual Report, Bayerisches Geoinstitut 

Shibazaki, B., L. M., Wallace, Y., Kaneko, I., Hamling, Y., Ito, T., Matsuzawa 

(2019), Three-dimensional modeling of spontaneous and triggered slow-slip 

events at the Hikurangi subduction zone, New Zealand, J. Geophys. Res., 124 , 

13,250-13,268, doi:10.1029/2019JB018190 

㇂ᣅ㑻㸪寺▼┾弘㸪小ᯇ信太㑻㸪山㷂健一㸪山下⿱亮㸪大倉ᩗ宏㸪吉川ៅ㸪井口ṇ人㸪Ⅽ

ᰩ健㸪園⏣ᛅ⮧ (2019), 地㟈学ⓗᡭἲによる南九州下のフィリピンᾏスラブのᵓ㐀の

᥎定, 京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ年報, 62B, 279-287 

Shimizu, K., Y., Yagi, R., Okuwaki, Y., Fukahata (in press), Development of an 

inversion method to extract information on fault geometry from teleseismic 

data, Geophys. J. Int. 

Shiobara, A. Ito, H. Sugioka, M. Shinohara (2019), New Era of Ocean Bottom 

Broadband Seismology withPenetrator System of the Autonomous BBOBS-NX (NX-2G), 

27th IUGG General Assembly, S05a, IUGG19-0453 

⠛原㞞尚 (2019)㸪ᾏ底における地㟈・ὠἼ・地Ẇ変動のモニタリング 㸫ᾏ底ケーブルネ

ットワーク㸫㸪ᾏὒㄪᰝᢏ⾡㸪31(1), 11-16 

Shiraishi, K., G. F., Moore, Y., Yamada, M., Kinoshita, Y., Sanada, G., Kimura 

(2019), Seismogenic Zone Structures Revealed by Improved 3-D Seismic Images in 

the Nankai Trough off Kumano, Geochem. Geophys. Geosyst., John Wiley & Sons, 

Ltd., 20, 2252-2271, doi:10.1029/2018gc008173 

Shiraishi, K., Y. Yamada, T. Nibe (2019), Thermogenic petroleum potential of the 

Nankao subduction zone, offshore SW Japan, J. Pet. Geol.,  42, 417-434, 

doi:10.1111/jpg.12744 

Suemoto, Y., T. Ikeda, T. Tsuji, Y. Iio (2020), Identification of a nascent 

tectonic boundary in the San-in area, south-west Japan, using a 3D S-wave 

velocity structure obtained by ambient noise surface wave tomography, Earth 

Planet. Space, 72, 15, doi:10.1186/s40623-020-1139-y 

Suzuki, T. H. Matsukawa (2019), Transition between Macroscopic Steady Slippage and 



- 94 - 
 

Creep Motion in a System with Velocity-Dependent Friction Stress, J. Phys. 

Soc. Jpn., 88, 114402, doi:10.7566/JPSJ.88.114402 

Takahashi, A., M., Hashimoto, J.-C., Hu, K., Takeuchi, M.-C., Tsai, Y., Fukahata 

(2019), Hierarchical cluster analysis of GPS data and examination of the 

nature of the clusters associated with regional tectonics in Taiwan, J. 

Geophys. Res.:Solid Earth, 124, doi:10.1029/2018JB016995 

Terakawa, T., M. Matsu’ura, A. Noda (2020), Elastic strain energy and pore-fluid 

pressure control of after-shocks, Earth Planet. Sci. Lett., 535, 

doi:10.1016/j.epsl.2020.116103 

Tomita, F., M. Kido, C. Honsho, R. Matsui (2019), Development of a kinematic GNSS-

Acoustic positioning method based on a state-space model, Earth Planet. Space, 

71(1), 102, doi:10.1186/s40623-019-1082-y 

Tsuda, H., Y. Iio, T. Shibutani (2019), Origin of the seismic belt in the San-in 

district, southwest Japan, in-ferred from the seismic velocity structure of 

the lower crust, Earth Planet. Space, 71, 109, doi:10.1186/s40623-019-1091-x 

Tsuru, T., K. Amakasu, J.-O. Park, J. Sakakibara, M. Takanashi (2019), A new 

seismic survey technology using underwater speaker detected a low-velocity 

zone near the seafloor: an implication of methane gas accumulation in Tokyo 

Bay, Earth Planet. Space, 71:31, doi:10.1186/s40623-019-1011-0 

堤ᾈ之㸪㣤尾⬟久 (2019)㸪地形・地㉁・≀⌮᥈ᰝデータに基づく2018 年大㜰府北㒊の地㟈

の㟈※域周㎶のάᵓ㐀の再᳨ウ, 地㟈2, 72, 57-67㸪doi:10.4294/zisin.2018-16 

Uchida, N., D. Kalafat, A. Pinar, Y. Yamamoto (2019), Repeating earthquakes and 

interplate coupling along the western part of the North Anatolian Fault, 

Tectonophysics, 769, 228185, doi:10.1016/j.tecto.2019.228185 

Ueki, K., T.,Kuwatani, A., Okamoto, S., Akaho, H., Iwamori (in press), 

Thermodynamic modeling of hydrousmelt? olivine equilibrium using exhaustive 

variable selection, Phys. Earth Planet. Inter. 

Wang, K., L. Brown, Y. Hu, K. Yoshida, J. He, T. Sun (2019), Stable forearc 

stressed by a weak megathrust: Mechanical and geodynamic implications of 

stress changes caused by the M=9 Tohoku-oki earthquake, J. Geophys. Res.: 

Solid Earth, 124(3) 6179-6194, doi:10.1029/2018JB017043 

Wang, Y., K. Satake, O. Sandanbata, T. Maeda, H.-Y. Su (2019),  Tsunami data 

assimilation of cabled ocean bottom pressure records for the 2015 Torishima 

volcanic tsunami earthquake, J. Geophys. Res.: Solid Earth, 124(10), 10413-

10422, doi:10.1029/2019JB018056 

Warren-Smith, E., B. Fry, L. Wallace, E. Chon, S. Henrys, A. Sheehan, K. 

Mochizuki, S. Schwartz, S. Webb, S. Lebedev (2019), Episodic stress and fluid 

pressure cycling in subducting oceanic crust during slow slip, Nature Geo., 

12, 475-481, doi:10.1038/s41561-019-0367-x 

Watanabe, T., M., Makimura, Y., Kaiwa, G., Desbois, K., Yoshida, K., Michibayashi 

(2019), Elastic wavevelocity and electrical conductivity in a brine-saturated 



- 95 - 
 

rock and microstructure of pores, Earth Planet. Space, 71:129, 

doi:10.1186/s40623-019-1112-9 

Watanabe, N., K. Sakaguchi, R. Goto, K. Yamane, T. Ishibashi, Y. Chen, T. Komai, 

N. Tsuchiya (2019), Cloud-fracture networks as a means of accessing superhot 

geothermal energy, Sci. Rep., 9:939, doi:10.1038/s41598-018-37634-z 

Yarce, J., A.F. Sheehan, J.S. Nakai, S.Y. Schwartz, K. Mochizuki, M.K. Savage, 

L.M. Wallace, S.A. Henrys, S.C. Webb, Y. Ito, R.E. Abercrombie, B. Fry, H. 

Shaddox, E.K. Todd (2019), Seismicity at the northern Hikurangi Margin, New 

Zealand, and investigation of the potential spatial and temporal relationships 

with a shallow slow slip event, J. Geophys. Res.:Solid Earth, 124, 5, 4751-

4766, doi:10.1029/2018JB017211 

Yokota, Y., T. Ishikawa (2020), Shallow slow slip events along the Nankai Trough 

detected by GNSS-A, Sci. Adv., 6(3), eaay5786, doi:10.1126/sciadv.aay5786 

吉⏣圭佑㸪平原⪽㸪中山㈗史㸪内⏣┤希㸪岡⏣▱己㸪ᯇ⃝ᬸ (2019), 2019年山形ἈM6.7地

㟈の余㟈のヲ⣽な㟈※分布とその✵㛫Ⓨ展, ᪥ᮏ地㟈学会2019年度⛅季大会, S24-02 

Yoshida, K. (2019), Prevalence of asymmetrical rupture in small earthquakes and 

its effect on the estimation of stress drop: A systematic investigation in 

inland Japan, Geosci. Lett., 6:16, doi:10.1186/s40562-019-0145-z 

Yoshida, K., T. Saito, K. Emoto, Y. Urata, D. Sato (2019), Rupture directivity, 

stress drop and hypocenter migration of small- and moderate-sized earthquakes 

in the Yamagata-Fukushima border swarm triggered by the upward pore pressure 

migration after the 2011 Tohoku-Oki earthquake, Tectonophysics, 769:228184, 

doi:10.1016/j.tecto.2019.228184 

Yuasa Y., S., Matsumoto S., Nakao T., Matsushima T., Ohkura (2020), Inelastic 

strain rate and stress fields in and around an aseismic zone of Kyushu Island, 

Japan, inferred from seismic and GNSS data, Geophys. J. Int., ggaa008, 

doi:10.1093/gji/ggaa008 

Yukutake, Y., Y., Abe, R., Doke, R. (2019), Deep low-frequency earthquakes beneath 

the Hakone volcano, central Japan, and their relation to volcanic activity, 

Geophys. Res. Lett., 46, 20, 11035-11043, doi:10.1029/2019GL084357 

Zal, H., K. Jacobs, M. Savage, J. Yarce, S. Mroczek, K. Graham1 E.K. Todd, J. 

Naka, Y. Iwasaki, A. Sheehan, K. Mochizuki, L. Wallace, S. Schwartz, S. Webb, 

S. Henrys (2019), Temporal and spatial variations in seismic anisotropy and 

Vp/Vs ratios in a region of slow slip, Earth Planet. Sci. Lett., 532, 115970, 

doi:10.1016/j.epsl.2019.115970 

 

 
  



- 96 - 
 

 
 
図㸯㸬三㝣Ἀ᪥ᮏᾏ⁁ᾏ側のアウターライズ᩿層ᵓ㐀を♧す㔜合前῝度マイグレーション

㸦Pre-stack Depth Migration㸧処⌮⤖ᯝ 㸦ᮾ京大学大Ẽᾏὒ◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸AORI01]㸧。  
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図㸰㸬宮城┴Ἀのỿみ㎸むプレート内におけるᛂ力῝さプロファイルの㛫変化のᶍ式図

㸦Kubota et al., 2019㸧。㉥Ⰽは῝㒊におけるỈ平圧⦰ᛂ力㸦㏫᩿層型地㟈ά動㸧㸪㟷Ⰽはὸ

㒊におけるỈ平引張ᛂ力㸦ṇ᩿層型地㟈ά動㸧。ṇ᩿層型地㟈のⓎ⏕下㝈῝さは 2011 年ᮾ北

Ἀ地㟈後に᭷ពに῝くなっている㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_06]㸧。  
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図㸱㸬ᮾ北Ἀ地㟈前のỿ㝆㸦および地㟈後の㝯㉳㸧を再⌧するᩘ値モデル㸦Sasajima et al., 

2019㸧。㸦a㸧モデル㡿域㸪㸦b㸧巨大地㟈前後のすべりに㛵する境⏺᮲件㸪㸦c㸧巨大地㟈のす

べりに㛵する境⏺᮲件㸪㸦d㸧 度場㸪㸦e㸧Ỉ分布㸪㸦f㸧主せ・㔜せ㖔≀の分布㸪㸦g㸧⢓ᛶ⋡㸪

㸦h㸧これらの᮲件をもとにィ⟬された垂┤変位とその㛫変化㸦Ⰽ付きの実⥺㸧㸪およびほ

 値㸦㯮四ゅのⅬ㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI04]㸧。 
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図㸲㸬千島ᾏ⁁᰿室Ἀに᪂タしたᾏ底 地ほ ⥙の㓄⨨図。G21, G22, G23 が GNSS/A ほ 

Ⅼ㸪N-ADM がᾏ底㛫㡢㡪 ㊥のほ Ⅼをそれぞれ♧す。㝣上の㯤Ⰽ丸印は GEONET ほ Ⅼ㸪オ

レンジⰍの丸印が GNSS/A ほ のために᪂タした㝣上 GNSS ほ Ⅼをそれぞれ♧す。オレンジ

Ⰽの四ゅは㸪地㟈・微動をほ する AoA をᵓᡂするᾏ底地㟈ィの位⨨を♧す 㸦ᮾ京大学地㟈

◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_05]㸧。  
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図㸳㸬南ᾏトラフἢいのᾏ底地Ẇ変動ほ により᳨出された SSE ⏤᮶と⪃えられる㠀定常変

動のỈ平ベクトル㸦定常変動からの差㸧を♧す㸦ᾏ上保安庁 [ㄢ㢟␒号㸸JCG_03]㸧。 
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図㸴㸬四国をᮾすにᶓ᩿する ⥺㸦B’㸸す予㸪B㸸徳島㸧におけるレシーバ㛵ᩘイメージ。

ゎ㔘⥺ ST と OM は㸪それぞれフィリピンᾏスラブ上㠃とスラブ内のᾏὒモホ㠃を♧す。ⓑ丸

は῝㒊低周Ἴ地㟈を㸪㯮丸は㏻常の地㟈を♧す。AA’は四国を南北に⦪᩿するᾏ㝧㸫⥤川 

⥺の位⨨を♧す㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI02]㸧。  
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図㸵㸬ᾏ底および島嶼㒊の地㟈ほ Ⅼ㓄⨨。㉥四ゅが 2019 年度に᪂つᢞ入された➨ I ᮇ LOBS

の位⨨を♧す。㟷十字は㸪2020 年度に入れ᭰えらえる➨ II ᮇ LOBS㸪⅊四ゅは前ィ⏬での LOBS

のタ⨨位⨨である。ᫍ印は㸪1911 年にⓎ⏕した M8.0 喜⏺島㏆ᾏ地㟈の定㟈※㸦後⸨, 2013㸧

を♧す。㏫三ゅ形のシンボルは㸪島嶼㒊の定常地㟈ほ Ⅼである㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸

KGSM01]㸧。  
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図㸶㸬2014 年㸲᭶㹼2019 年 10 ᭶の⣙㸳年㛫におけるᾏ⁁㍈側ほ Ⅼ㸦L3, L5, L6㸹図㸷参

↷㸧で᳨出された低周Ἴ微動の᪥回ᩘの⣔列を♧す。グレーのᮇはデータが存在しない

ᮇ㛫に┦当する㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸KGSM01]㸧。 
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図㸷㸬スロー地㟈㸦ὸ㒊低周Ἴ微動㸧の㟈央分布。㉥丸がỴ定されたスロー地㟈の㟈央㸪㯮

丸は㏻常の地㟈の㟈央㸦Ẽ㇟庁の一元化㟈※㸧を♧す。四ゅは LOBS ほ Ⅼで㸪このうち⣸と

㟷はそれぞれ㸪前ィ⏬のㄢ㢟で実した‽定常㸦⧞り㏉し㸧ほ Ⅼ㸪ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤと

地㟈予▱⥲合◊✲⯆会が共同でタ⨨したほ Ⅼである㸦㮵児島大学 [ㄢ㢟␒号㸸KGSM01]㸧。 
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図 10㸬㸳年周ᮇで㉳きる SSE の影㡪を受ける場合の地㟈のⓎ⏕㛫㝸(Ohtani et al.㸪2019 よ

りᨵ変)。ᶓ㍈㸸ᦶ᧿則の≉ᚩⓗり㊥㞳㹊。⦪㍈: (㯮丸) 地㟈のⓎ⏕㛫㝸㹒。㟷Ⰽの三ゅ

印は㸪」ᩘの㹒が⌧れる場合の㹒(㹊) の平均値㸪㟷Ⰽ実⥺は㸪定常ⓗな㍕Ⲵの場合㸦SSE が

ない場合)の地㟈のⓎ⏕㛫㝸。(a)㸪(b)㸪(c)の㡰に仮定した SSE のつᶍが大きくなる。ⷧ㯤

の塗Ⰽ㒊では㸪SSE 周ᮇのᩚᩘ倍の㹒が㸯✀㢮だけ⌧れる。ⷧ⥳の塗Ⰽ㒊では㸪」ᩘの地㟈

をひとつのまとまりとする周ᮇⓗふるまいとなり㸪その㛫に」ᩘの㹒が⌧れ㸪それらの合ィ

が SSE 周ᮇのᩚᩘ倍になる㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_06]㸧。 
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図 11㸬㟈※再Ỵ定により᥎定された 2019 年山形┴Ἀの地の余㟈の㟈※分布㸦ᮾ北大学⌮学

◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。㯤Ⰽのᫍ印は㸪山形┴Ἀの地㟈の㟈※を⾲す。 
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図 12㸬2019 年山形┴Ἀの地㟈の余㟈の㟈※῝さと⤒㐣㛫の㛵係㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ 

[ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。 
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図 13. 北ᾏ㐨からᮾ北Ἀのỿみ㎸み帯における㝵層ⓗ地㟈Ⓨ⏕ᵓ㐀をゎ᫂するために㸪M4.5

以上の大地㟈と㸪M4 以下の中小地㟈のἼ形の❧ち上がりを⥙⨶ⓗにẚ㍑した⤖ᯝ㸦ᮾ京大学

⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_03]㸧。 
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図 14㸬中㒊᪥ᮏṍ㞟中帯・ᛂ力場のモデル化。地 勾㓄の分布㸦a)から᥎定した 度ᵓ㐀㸪

Ỉの分布㸪᪤存の地㉁ᵓ㐀を⪃៖し㸪ᮾす᪉向に▷⦰させることで㸪中㒊᪥ᮏにおけるṍ・

ᛂ力㞟中㐣⛬を再⌧した。᪂₲地域のリフトᵓ㐀㸦強度の弱い㡿域㸧及び㣕㦌山⬦周㎶の㧗

 地域を⪃៖することで㸪᪂₲から㣕㦌山⬦周㎶までのṍ㞟中帯を再⌧した㸦b)。㸦c㸧に῝

さ 14 ㎞でのᛂ力場と㟈※分布㸦῝さ 13-15 km)を♧す。低ᛂ力の延ᛶ㡿域では地㟈ά動度は

低く㸪㧗ᛂ力の⬤ᛶ㡿域で地㟈が多くⓎ⏕する 㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_07]㸧。 
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図15㸬山㝜地᪉の地㟈帯┤下の下㒊地Ẇの㏿度ᵓ㐀とD90の分布㸦Tsuda et al., 2019㸧。

㸦左㸧地㟈ἼトモグラフィーによりẼ㇟庁一元化処⌮㟈※データから᥎定された῝さ25kmに

おける㹎Ἴ㏿度偏差㸪㸦右㸧Ẽ㇟庁一元化処⌮㟈※で᥎定されたD90の✵㛫分布㸦京㒔大学

㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。  
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図 16㸬地下ᵓ㐀᥈ᰝ⤖ᯝの再ゎ㔘から᪂たにⓎぢされた伏在ά᩿層㸦㯤Ⰽの◚⥺㸧㸦堤・㣤

尾, 2019㸧。㉥⥺は以前から≉定されているά᩿層㸪MF:┿上᩿層㸪AF:安威᩿層㸪EF:円᫂寺

᩿層㸪UF:宇川᩿層㸪OF:⏨山᩿層㸪TF:⏣口᩿層㸪KF:交㔝᩿層㸪HF:ᯛ᪉とう᭤。⫼ᬒは㔜

力基┙地図㸦㉥ᯇ・他, 2007㸧。㟷⥺:反射ἲ᥈ᰝ ⥺㸪 ⥺上の㯤Ⰽの円は㸪反射ἲで≉定

された᩿層の位⨨。㟷Ⅼ⥺は微小地㟈ά動の⥺上㓄列㸦リニアメント)。ᫍ印は㸪大㜰府北㒊

の地㟈の㟈央。OM:⏨山丘㝠㸪YB:ᾷ川地⁁㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。 
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図 17㸬大㜰府北㒊の地㟈の余㟈の㹎㍈の᪉位と㹒㍈の傾ᩳゅの分布。῝さ 11km㸦±0.5km㸧 

のỈ平㠃へᢞ影した㹎㍈の᪉位と㹒㍈の傾ᩳゅの分布。丸の塗りつぶしのⰍが㉥⣔⤫の余㟈

は㹒㍈が㖄┤に㏆い㏫᩿層型。京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ地㟈⅏害◊✲分㔝㸦ὸ㔝公之㸧による南

側の㧗ゅの᩿層㠃㸦N52°E㸪77°南傾ᩳ㸧と北側のᮾ傾ᩳの᩿層㠃㸦N351°E㸪50°ᮾ傾ᩳ㸧

もỈ平㠃にᢞ影。ὸ㔝によりἼ形インバージョンゎᯒによって᥎定されたᮏ㟈の᩿層モデル

を㏆似したすべり分布による DCFF の 0.1MPa のコンターを⾲♧。左㸸上グのᮾ傾ᩳの᩿層㠃

と同じ向きの㏫᩿層に対する DCFF㸪右㸸上グの㧗ゅの᩿層㠃と同じ向きのᶓずれ᩿層に対す

る DCFF㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI03]㸧。 
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図 18㸬南島原の地㟈✵ⓑ域周㎶で実された MT ほ のゎᯒ⤖ᯝ 㸦九州大学 [ㄢ㢟␒号㸸

KYU_01]㸧。 
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図 19㸬カンラン▼㛫の二㠃ゅをỴ定する㧗 㧗圧実㦂の⤖ᯝに基づきᥦされたỿみ㎸み帯

のỈ循⎔モデル㸦Huang et al., 2019㸧。ỿみ㎸んだプレート㸦スラブ㸧からᨺ出される塩分

を少㔞含んだỈを主ᡂ分とする㉸⮫⏺ὶ体は㸪地Ẇとの㛫の“ᴂ形マントル”のほぼ全域で

岩▼の⢏㛫にᾐ㏱できる。前弧㸦島弧のᾏ⁁側㸧域の地下には㸪ὶ体ᡂ分が㸪含Ỉ㖔≀を形

ᡂして固定されるᾏ⁁付㏆と㸪マントルを⁐⼥させてマグマに⁐け㎸む㡿域の㛫で㸪スラブ

からᨺ出されたὶ体が⢏㛫をᾐ㏱して⛣動できる㡿域が㸪❆のように存在すると⪃えられる。

このようなὶ体の⛣動⤒㊰は㸪前弧のモホ㠃㏆傍に㟁Ẽ伝導度の㧗い㡿域が形ᡂされること

をㄝ᫂できるとともに㸪スラブから供⤥されたὶ体が何処に㐠ばれるのか㸪という問㢟のゎ

Ỵにつながる㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_02]㸧。 
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図 20㸬⟽᰿῝㒊低周Ἴ地㟈ά動㸦DLEF㸧とὸ㒊⩌Ⓨ地㟈㸦VT㸧及びⅆ山ᛶṍみ変化⣔列と

の㛵係㸦Yukutake et al., 2019 を一㒊ᨵ変㸧 (京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI04])。 
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図 21㸬2019 年㸳᭶⟽᰿カルデラ内での⩌Ⓨ地㟈の㛫✵㛫分布。(a) 㟈央分布㸪(b) ▴形

A-B にἢった῝さ᩿㠃㸪(c) ▴形 A-B における㛫―㟈※῝さとの㛵係㸪(d) 㸳᭶ 18 ᪥ᮍ

᫂から始まったᣑᩓⓗな㟈※⛣動⌧㇟における㸪㛫―初ᮇイベントからの㊥㞳との㛵係 

㸦ᮾ北大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_02]㸧。 
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図 22㸬2011 年ᮾ北地㟈による即㔜力Ἴ㸦Kimura et al., 2019 よりᨵ変㸧。᪥ᮏの広帯域

地㟈ィ⥙㸦F-net㸧の 27 ほ Ⅼの㹎Ἴ到╔前の下向き加㏿度を㹎Ἴ到╔刻㸦=㸮分㸧 をそ

ろえて平均した。㹎Ἴ到╔前 30 ⛊㛫で㔜力値が変化している。27 ほ Ⅼの㟈※㊥㞳は 505-

1421km の⠊囲にあり㸪平均㊥㞳 987km において㹎Ἴ到╔┤前の㔜力加㏿度は平均 0.25 nm/s2 

のῶ少を♧す㸦ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_06]㸧。 
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㸯㸦㸰㸧地㟈㸦㛗ᮇ予 㸧 

            

                 「地㟈㸦㛗期予 㸧」ィ⏬推㐍㒊会㛗 す村卓也 

                              㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所㸧 

                              副㒊会㛗 宍倉正展 

                              㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所㸧 

 

大地㟈の㛗期予 は㸪日本国内では地㟈ㄪ査◊✲推㐍本㒊による㛗期ホ価という形で実施

され㸪そのホ価⤖果は全国地㟈動予 地図などの形で♫会に公⾲されている。大地㟈の㛗期

予 は㸪⅏害㍍ῶや㜵⅏対⟇の❧案に役❧てられることが期待されるが㸪大地㟈のⓎ⏕は極

めて低㢖度な⌧㇟であるため㸪おもに㐣去の地㟈のⓎ⏕履歴に基づいて⾜われてきた㛗期予

 には大きな不☜定性が伴っている。本㒊会では㸪地㉁データや史料・⪃古データを活⏝し

て地㟈のⓎ⏕履歴をよりヲ⣽にゎ明する手法㛤Ⓨを⾜うとともに㸪実㝿に得られたⓎ⏕履歴

データを✚して予 ⢭度の改善につなげるほ ◊✲を⾜う。さらに㸪これまでは十分に活

⏝されていなかった地殻変動や地㟈活動などのほ データや地㟈Ⓨ⏕の≀⌮モデルの利⏝に

より㸪㛗期予 手法の㧗度化を┠指したほ ◊✲を⾜う。以下では㸪本㒊会に属する各ㄢ㢟

について令和元㸦2019㸧年度の成果の概␎と今後の展望について㏙べる。 

 

㸯㸬地㟈・ⅆ山⌧㇟のゎ᫂のための◊✲ 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山⌧㇟に㛵する史料・⪃古データ㸪地㉁データ➼の収㞟とゎᯒ 

イ㸬⪃古データの収㞟・㞟成と分ᯒ 

㏆代以前の日本列島において大地㟈の前後にⓎ⏕した中・小つ模の地㟈や地㟈活動の実態

などをゎ明するために㸪江戸時代前期の京㒔でグされた㸰つの日グ史料にある有感グ㘓につ

いてㄪ査した。下㬞⚄♫での日グ史料である『㇏光日次』には㸪寛文二年五月一日㸦グレゴ

リオ暦㸸1662年㸴月16日㸧にⓎ⏕した寛文㏆江・ⱝ⊃地㟈の┤後から有感グ㘓が多くなって

いる。有感グ㘓がῶ少し始めるのは十一月になってからであり㸪日数の⤒㐣と共に有感グ㘓

はῶ少していくものの㸪寛文三年十二月と寛文五年五月には有感グ㘓が多くなっている。吉

⏣⚄♫でグされた日グ史料である『御広㛫㞧グ』についても寛文㏆江・ⱝ⊃地㟈の┤後から

有感グ㘓が多くなっているが㸪両⪅の有感地㟈のグ㘓数について比㍑したところ㸪有感グ㘓

は前⪅の方が多いことがわかった。有感グ㘓数の㐪いにはグ主の主ほや⤒㦂がある⛬度影㡪

していると⪃えられるが㸪両⪅の日グが書かれた場所における地㟈時の揺れ方に㐪いがあり㸪

それによってグ主が感じた地㟈数に差␗が⏕じた可⬟性が♧唆される㸦東京大学地㟈ⅆ山史

料㐃携◊✲機構 㹙ㄢ㢟␒号㸸HMEV02㹛㸧。 

 

ウ㸬地㉁データ➼の収㞟・㞟成と分ᯒ 

ᾏ⁁型地㟈のⓎ⏕履歴に㛵するㄪ査としては㸪沿岸での津波堆✚≀や巨♟⩌を⏝いた古津

波㸪ᾏ岸段丘地形のホ価が⾜われた。北ᾏ㐨の太平洋岸において再ㄪ査㸪再検ウされた津波

堆✚≀から㸪17世⣖前半の年代を♧すイベントは場所によって波※が␗なり㸪⫹振地方す㒊

においては1640年北ᾏ㐨㥖ヶ岳噴ⅆ津波㉳※であること㸪⫹振地方東㒊においては1611年慶

㛗地㟈津波㉳※の可⬟性が㧗いことがわかった。また十勝地方の」数の地Ⅼにおける津波堆

✚≀は㸪1611年より新しい時代のものであると推 された。これらの⤖果は㸪いわゆる17世
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⣖の巨大地㟈の地㟈像を再検ウする必せがあることを♧唆する㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸

HKD_01㹛㸧。南ᾏトラフ沿いでは㸪⣖伊半島東㒊㸦南伊勢㸧㸪⣖伊半島南㒊㸦㑣智勝ᾆ・串本㸧㸪

宮崎平㔝で津波堆✚≀ㄪ査㸪喜⏺島で㝯㉳サンゴㄪ査をそれぞれ実施し㸪串本の橋杭岩の⁻

♟のㄪ査及び津波シミュレーションでは㸪宝永地㟈クラスの津波でィ⟬上動かない㔜さの⁻

♟が㸪実㝿には動いていることから㸪㐣去に宝永地㟈時よりも大きな津波があったことが♧

唆された㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST08]㸧。⌰⌫列島南㒊において津波堆✚≀中

に含まれるサンゴ・㈅㢮の放射性Ⅳ⣲年代 定を多数⾜い㸪 定⤖果がある年代値に収束す

る傾向がぢられた。これにより㸪1771年明和大津波より一つ前の津波のⓎ⏕年代を㧗☜度で

決定できる可⬟性が㧗いことが明らかになった㸦東京大学⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_01㹛㸧。

古地㟈履歴の推定手法の㧗度化のために㸪ᾏ岸段丘地形の㧗ゎ像度な数値標㧗モデル㸦DEM㸧

を対㇟としたクラスタリング手法に基づいた定㔞ⓗかつ客ほⓗな数値ゎ析手法の㛤Ⓨを⾜っ

た。ᾏ岸段丘地形は㸪㐣去の地㟈性㝯㉳の㊧としてㄆ㆑されており㐣去の地㟈Ⓨ⏕回数や

Ⓨ⏕年代の推定に広く⏝いられているが㸪房⥲半島南㒊にあるᾏ岸段丘地形のDEMデータに

上グの手法を㐺⏝したところ㸪これまで✵中写┿判ㄞでㄆ㆑されていた四段の段丘㠃を客ほ

ⓗに抽出し㸪段丘㠃㛫の比㧗の✵㛫分布を定㔞ⓗに求めることに初めて成功した㸦図㸯㸧。

得られた比㧗は㸪どの段丘㠃㛫の場合でも南㒊に⾜くほど大きくなり㸪これまで▱られてい

た1703年元⚘㛵東地㟈㸦M8.2㸧での㝯㉳沈㝆分布に㢮似していることがわかった㸦東京大学

⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_02㹛㸪⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST08㹛㸧。 

内㝣地㟈のⓎ⏕履歴に㛵するㄪ査としては㸪⣒㨶川-㟼岡構㐀⥺断層帯㸦⣒㟼⥺㸧の中北㒊

区㛫において㸪三次元ⓗなトレンチ掘削ㄪ査㸪⩌列ボーリングㄪ査㸪S波反射法地㟈探査が実

施され㸪す暦762年もしくは841年の歴史地㟈に対比できる最新イベントが☜ㄆされた。従来

からの▱ぢと合わせてゎ㔘すると㸪このイベントでは⣒㟼⥺の北㒊区㛫と中北㒊区㛫に⮳る

区㛫が㐃動したと推定される㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST02㹛㸧。2016年⇃本地㟈

の㟈※断層である布⏣川―日奈久断層帯については㸪┈城⏫平⏣でのトレンチㄪ査及び断層

変位地形の屈曲㔞から水平変位㏿度はそれぞれ0.29-0.86mm/yr及び⣙㸯mm/yrとぢ✚もられ

た。す原村小森でのトレンチㄪ査では2016年⇃本地㟈を含めて㸲回の断層㐠動があり㸪その

平均活動㛫㝸は2400-3500年㸪2016年⇃本地㟈の㸯つ前の活動が2086-2287calBP にあったこ

とが明らかになった。これらの⤖果から布⏣川―日奈久断層帯が2000-3000年⛬度の㛫㝸で

活動してきた可⬟性が㧗い㸦図㸰㸧。また㸪㜿⸽カルデラ東㒊と出ノ口断層沿いに出⌧した

地⾲地㟈断層は㸪㐣去においても布⏣川断層の活動と同期していた可⬟性があることがわか

った㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_03㹛㸧。 

これらの地㉁データを⡆単に検⣴㸪⾲♧できるデータベースについても㸪前ィ⏬から引き

⥆いて充実が図られている。⏘業技⾡⥲合◊✲所では㸪活断層及び津波ᾐ水履歴情報を「活

断層データベース」「津波堆✚≀データベース」として整備しており㸪⏘⥲◊のㄪ査情報の

㏣加㸪ㄪ査地の位⨨⢭度の向上㸪データ入力インターフェイスの作成およびシステム改修が

⾜われた㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST01㸪AIST04㹛㸧。 

 

㸦㸳㸧地㟈Ⓨ⏕及びⅆ山ά動を支㓄する場のゎ᫂とモデル化 

ア㸬プレート境⏺地㟈とᾏὒプレート内㒊の地㟈 

㖹洲ᾏ嶺す➃およびその延㛗㒊におけるᾏ底地形ヲ⣽ㄪ査と浅層地㉁構㐀探査が⾜われた。

その予備ⓗなゎ析によると㸪㖹洲ᾏ嶺とす方の樫㔝埼ᾏ丘の㛫に地殻変動に㉳因すると⪃え
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られるᾏ底㠃の㉳伏が☜ㄆされ㸪サブボトムプロファイラを⏝いた浅層地㉁構㐀探査からも

変位・変形構㐀がイメージングされた。それらの中にはᾏ底㠃まで変位させるものも含まれ

る㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_04㹛㸧。  
時㛫㐜れを伴う地㟈活動が大地㟈の余効すべりによってㄏⓎされる場合を⪃察するため㸪

余効すべり伝播㏿度と摩擦≉性との定㔞ⓗな㛵係式の導出を⾜った。㏿度≧態依存摩擦則に

基づき余効すべり域で均㉁な摩擦≉性を持つ多数のヨ⾜モデルの数値シミュレーション⤖果

から㸪余効すべりのⓎ⏕㐣⛬について㏆似条件を導き出し㸪摩擦≉性パラメータ値a㸪有効法

⥺応力σ㸪せん断応力変化㔞Δτを⏝いたexp(Δτ/aσ) が余効すべり伝播㏿度に比例する

ことを導出した。この㛵係式は㸪aσが小さいほど指数㛵数ⓗに伝播㏿度が増大することを意

味する。一方㸪余効すべり伝播㏿度は摩擦≉性が時✵㛫ⓗに均㉁であっても㸪⤒㐣時㛫に比

例することが☜かめられた㸦Ariyoshi et al., 2019㸧(ᾏ洋◊✲㛤Ⓨ機構 [ㄢ㢟␒号㸸

JAMS01㹛㸧。  

 

オ㸬ᵓ㐀共㏻モデルのᵓ⠏ 

㜵⅏⛉◊Hi-netやF-netのデータにS-netのデータも活⏝することにより㸪ᾏ域を含む日本

列島域の㸱次元地㟈波㏿度構㐀の㧗⢭度な推定を⾜い㸪⤖果を㜵⅏⛉◊Hi-netのweb サイト

から公㛤した㸦Matsubara et al., 2019㸧(㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 㹙ㄢ㢟␒号㸸NIED02㹛㸧。 

 

㸰㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲ 

㸦㸯㸧地㟈Ⓨ⏕の᪂たな㛗ᮇ予  

ア㸬ᾏ⁁型巨大地㟈の㛗ᮇ予  

スロー地㟈活動について㸪S-netのほ グ㘓に基づき㸪十勝沖・三㝣沖の日本ᾏ⁁㏆傍でⓎ

⏕する低周波微動を捉えた㸦Tanaka et al., 2019)。低周波微動は㸪当ヱ地域でⓎ⏕した巨

大地㟈の㟈※域浅㒊側に㞄接して分布すること㸪プレートの㉮向に沿う帯≧の㡿域内で2つ

のクラスタを形成すること㸪このクラスタ㛫は巨大地㟈の◚壊㛤始域や余㟈活動が分布する

ことを明らかにした。㸱次元構㐀を⏝いて㸪南ᾏトラフᾏ域における浅㒊㉸低周波地㟈のCMT

ゎを求め㸪その多くは低ゅ㏫断層型であること㸪フィリピンᾏプレート上㠃のすべり欠損㏿

度が大きい㡿域の周囲㸪かつ地㟈波㏿度が㐜い㡿域で活ⓎにⓎ⏕していることが明らかとな

った㸦Takemura et al., 2019㸧㸦㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NIED02㹛㸧。 

 

イ㸬内㝣地㟈の㛗ᮇ予  

内㝣における地㟈Ⓨ⏕層の下㝈㸦D90)を求めるため㸪㸱次元地㟈波㏿度構㐀を⏝いて再決

定した㟈※カタログを構⠏するとともに㸪このデータ➼に基づいて日本ᾏ沿岸や中央構㐀⥺

沿い➼のD90の分布をㄪ査した。また㸪地㟈波㉮時トモグラフィによる㏿度構㐀から推定され

た 度構㐀・岩✀とD90の分布の㛵㐃性を㆟ㄽした㸦㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NIED02㹛㸧。 

内㝣域などに存在する地殻内㟈※断層の応力✚㐣⛬を明らかにし㸪㛗期予 を⾜うため㸪

日本列島域の三次元有㝈せ⣲モデルを構⠏した。このモデルとGNSSデータを⏝いて千島ᾏ⁁

の固╔を推定し㸪固╔の㐍⾜にともなう北ᾏ㐨地域の㟈※断層の応力✚㏿度を求めた㸦図

㸱㸧㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_11]㸧。 

 地データから内㝣地㟈のⓎ⏕ポテンシャルをホ価するために㸪ひずみ㏿度を⏝いてす日
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本の内㝣地㟈のⓎ⏕☜⋡をヨ⟬した。このヨ⟬の中で㸪 地データによってほ されるひず

み㏿度は弾性ひずみと㠀弾性ひずみの両方を含むため㸪両⪅の割合を 地モーメント㏿度と

歴史地㟈でゎ放されたモーメント㏿度の比から推定した。最㏆433年㛫の歴史地㟈及び気㇟

庁一元化カタログを⏝いると㸪 地モーメント㏿度に対する歴史地㟈のモーメント㏿度の比

はす日本全域では14%㸪中㒊・㏆␥・中国地方を中心とする㡿域では㸪24%であった。これら

の⤖果は㸪 地学ⓗひずみ㏿度が地㟈学ⓗひずみ㏿度よりも㸯桁大きいという先⾜◊✲の⤖

果を支持するものであるが㸪両⪅の割合は地域性があることも♧唆された。GNSSデータとし

て南ᾏトラフ沿いのカップリングによる弾性変形を㝖去したひずみ㏿度から 地モーメント

㏿度をィ⟬し㸪その14%が地㟈としてゎ放されるとし地㟈のⓎ⏕時刻はポアソン㐣⛬を仮定

すると㸪0.2°グリッド毎の30年㛫にM6.0以上の内㝣地㟈がⓎ⏕する☜⋡は㸪最大4.3%という

⤖果を得た㸦図㸲㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI05]㸧。 

地殻内のせん断歪みエネルギーの✚が地㟈Ⓨ⏕に῝く㛵与するという⪃えのもと㸪2016

年⇃本地㟈による地殻内のせん断歪みエネルギーの変化を㸱次元ⓗに推定した。この⤖果と

⇃本地㟈Ⓨ⏕後㸯㐌㛫の余㟈分布を比㍑し㸪せん断歪みエネルギーが増加した場所で余㟈が

㢧ⴭに活Ⓨ化したことを明らかにした。更に㸪せん断歪みエネルギーの変化㔞は㸪⫼景応力

の大きさに強く依存することが分かった。この事実を利⏝して㸪エネルギー保存という新た

なほⅬから地殻応力の下㝈値㸦῝さ10kmで14MPa以上㸧を推定することに成功した㸦Noda et 

al., 2020㸧(㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NIED03㹛㸧。 

 

㸦㸰㸧地Ẇά動モニタリングに基づく地㟈Ⓨ⏕予  

ア㸬プレート境⏺りの✵㛫変化の把握に基づく予  

GNSS㐃⥆ほ データから㸪南ᾏトラフ域のスロースリップイベント㸦SSE㸧をㄪべ㸪2019年

初め㡭の㇏後水㐨㸪四国南す㒊㸪日向ℿ北㒊におけるSSEの時✵㛫変化を推定した。その⤖果㸪

日向ℿ北㒊のSSEが2018年㸴月と2019年初めの合わせて㸰回Ⓨ⏕したことがわかった㸦図㸳㸧

㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_02]㸧。 

 

これまでのㄢ㢟と今後の展ᮃ 

今年度から㛤始されたほ ◊✲ィ⏬において「地㟈㸦㛗期予 㸧」ィ⏬推㐍㒊会では㸪最⤊

ⓗなアウトプットが地㟈ㄪ査◊✲推㐍本㒊で⾜う㛗期ホ価の㧗度化に㈉⊩することを┠標と

して㸪個々のㄢ㢟が実施された。ィ⏬の初年度ということで㸪≉に新つに㛤始されたㄢ㢟に

おいては◊✲㛤始から㛫もない時期ではあるが㸪多くの㔜せな成果が挙がっている。㐣去の

地㟈のⓎ⏕履歴を▱ることは㸪㛗期予 において最も基♏ⓗで㔜せであるが㸪今年度の成果

の中でも㐣去の津波堆✚≀の年代 定の㧗⢭度化や多Ⅼでの比㍑から㸪㐣去の津波のⓎ⏕時

期の⤠り㎸みや」数の堆✚≀が␗なる㉳※であることが♧され㸪㐣去にⓎ⏕した大地㟈の地

㟈像が⤠り㎸まれつつある。また㸪活断層でⓎ⏕する内㝣地㟈においては㸪2014年㛗㔝┴北

㒊の地㟈や2016年⇃本地㟈を契機として㸪断層セグメントの一㒊を◚壊する地㟈や断層セグ

メント㛫の㐃動及び活断層として事前にㄆ㆑されていない場所での◚壊などをどのように㛗

期予 に取り入れて⾜くかの◊✲が始まっている。また従来㸪◊✲⪅の⤒㦂や地㐨な作業に

依存しがちであった地㉁・地形データのゎ㔘において㸪DEMとクラスタリング手法を⏝いたᾏ

岸段丘の客ほⓗ抽出手法が㛤Ⓨされ㸪房⥲半島南㒊のᾏ岸段丘㠃とその比㧗が㧗⢭度で検出

できることが♧された。㧗⢭度かつ㧗✵㛫分ゎ⬟のDEMデータは全国で整備されつつあり㸪こ
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のような客ほⓗ抽出手法は㸪⭾大なデータを効⋡ⓗに処⌮していくというほⅬからも㔜せで

あると⪃えられる。 

本ィ⏬の㔜Ⅼⓗなほ ◊✲と位⨨づけられている新たな㛗期予 手法についても㸪╔実な

◊✲の㐍展があった。GNSS➼によってほ された地殻変動データから内㝣地㟈のⓎ⏕☜⋡が

ヨ⟬され㸪実㝿の地㟈活動を概ねㄝ明することが♧されたことは㔜せで㸪今後更に手法やデ

ータの㧗度化が㐍められることが期待される。また㸪≀⌮モデルを⏝いて㏆年実㝿Ⓨ⏕した

地㟈の㟈※㐣⛬をㄝ明する◊✲や≀⌮モデルへの入力パラメータとなる応力場をほ データ

から推定するヨみ㸪従来データがほとんどなかった地域における新たなほ の㛤始など今後

⤖実することが期待できる多くの◊✲が㛤始されており㸪⌧在の◊✲を⥅⥆することによっ

て㸪次年度以㝆はさらなる成果が期待できる。 
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図㸯. 房⥲半島南㒊の沼段丘㠃の標㧗分布。デジタル標㧗モデル(DEM)に曲⋡に基づく≉徴

㔞抽出と k-means クラスタリングによる分㢮を⾜った⤖果。㸲段もしくは㸳段の段丘㠃が客

ほⓗに抽出できている㸦東京大学⌮学⣔◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_05]㸧。 

 

 

 

図㸰. 2016 年⇃本地㟈の地⾲地㟈断層の活動履歴。布⏣川―日奈久断層帯が 2000-3000 年⛬

度の㛫㝸で活動してきた可⬟性が㧗いことが♧された㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_03]㸧。 
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図㸱. 北ᾏ㐨周㎶の㟈※断層モデルにおけるクーロン応力の✚㏿度。日本列島の基本構㐀

FEM モデルに対して㸪1998-2003 年までの GNSS の変位㏿度場から推定されたプレート境⏺の

固╔分布から㟈※断層㠃でのクーロン応力をィ⟬した㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸

ERI_11]㸧。 

 

 

図㸲㸬2005年㸲月-2009年12月のGNSSデータに基づく30年㛫にM6以上の内㝣地㟈がⓎ⏕する

☜⋡のヨ⟬例。地㟈のⓎ⏕時刻はポアソン㐣⛬に基づくと仮定した。地㟈Ⓨ⏕層の厚さ㸪剛

性⋡㸪GR則の㹠値㸪ひずみ㏿度を求める㝿の㊥㞳ῶ⾶定数㸪 地ほ によるひずみ㏿度に対

する弾性ひずみ㏿度の割合は㸪それぞれ12km㸪30GPa㸪0.9㸪 25km㸪0.14とした㸦京㒔大学

㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI05]㸧。  
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図㸳㸬す南日本のプレート境⏺りの時✵㛫変化。▮印とカラースケールは㸪2018年㸰月か

ら2020年㸯月までのGNSSデータに基づく㠀定常地殻変動から推定されたりを⾲す㸦国土地

⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_02]㸧。 
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㸯㸦㸱㸧地㟈㸦中▷ᮇ予 㸧 

            

                「地㟈㸦中短期予測㸧」計画推進部会長 中谷正生 

                            㸦東京大学地㟈研究所㸧 

                      副部会長 内田直希 

                         㸦東北大学大学院理学研究科㸧 

 

本部会では㸪地㟈発生の確率が㧗まっている状態を定量的に評価する手法の開発を目的と

して㸪地殻活動のモニタリングや物理的解釈・数理モデル化㸪様々な自然現象の変調と地㟈

の相関の調査などを行っている。 

 

㸰㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲ 

㸦㸰㸧地Ẇά動モニタリングに基づく地㟈Ⓨ⏕予  

ア. 䝥䝺䞊䝖境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

プレート境界の固着・滑りの時空間履歴は㸪地㟈発生の切迫度への効果が物理的に明らか

であり㸪予測への物理ベースの演繹的なアプローチが考えやすいという㸪ユニークな重要性

があるため㸪観測・解析手法の㧗度化がはかられている。 

プレート境界での地㟈モーメント保存則に基づき㸪日本海溝から千島・カムチャッカ海溝

沿いで発生しうる地㟈の最大規模を推定した。解放されるべき合計地㟈モーメントを㸪(プレ

ート収束速度×地㟈性カップリング率)から見積もっているところに特色がある。推定され

た最大規模は㸪規模別㢖度分布として切断G-R則を仮定した場合でM10程度㸪宇津の式を仮定

した場合でM11程度となった㸦Hirose et al., 2019b㸪気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

プレート境界滑りの指標となるスロー地㟈は㸪現象のスケールと検出手段が㠀常に多岐に

わたり㸪いまだに新たな観測・解析手法によって新しい現象が見い出され続けている段㝵な

ので㸪様々なカタログをコミュニティで共有することが重要である。そこで㸪科研費・新学

術㡿域研究「スロー地㟈学」で構築したスロー地㟈データベースを安定的に維持・管理する

とともに㸪データベースへのカタログ登録を継続的に呼びかけ㸪現在まで47のカタログが登

録された㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。2019年度の地㟈学会では特別セッシ

ョン「オープンデータと地㟈学」を開き㸪スロー地㟈データベースの現状と課㢟について報

告と検討を進めた。また㸪新たなカタログとして㸪内㝣の火山等直下に発生する深部低周波

地㟈の網羅的な検出を行い㸦Kurihara et al., 2019㸧㸪多くの場合㸪鉛直方向に複数の㞳散

的グループに分かれること㸪同一火山下に存在する複数の近接したグループ間でも活動様式

は大きく異なること㸪いくつかの火山では地表火山活動と深部低周波地㟈活動が関連するこ

となどが明らかになった㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

地㟈観測に関しては㸪基盤的地㟈観測網の維持が引き続き地殻活動モニタリングの重要な

基盤となっている。これに加え㸪科研費・新学術㡿域研究「スロー地㟈学」において㸪スロ

ー地㟈のモニタリングに関して㸪機動的広帯域地㟈観測を実施し㸪四国西部㸪紀伊半島㸪東

海にそれぞれ㸴点㸪㸲点㸪㸲点を設置した。さらに深部低周波地㟈の㧗速移動現象の新たな

モード検出を目指し㸪㸲つの稠密な地㟈計アレイを四国西部の低周波地㟈発生域の直上に設

置して2019年12月下旬から連続波形記録の取得を開始した。各地㟈計アレイの口径は約1-2km

で㸪60-100点の㸱成分短周期地㟈計から構成される㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸
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ERI_12]㸧。また㸪地㟈研究所一般共同利用で豊後水道の中心部に位置する水ノ子島に構築し

た臨時地㟈観測点でのデータ取得も継続した㸦図㸯)。水ノ子島では㸪2019年㸴月にデータ回

収作業を実施した。得られた波形データのパワースペクトル密度㸦図㸰㸧を世界中の㝣上観

測点の平均的なノイズレベル㸦Peterson, 1993㸧と比較すると㸪上下動成分ではほぼ全帯域

でhigh noise modelより低いことが明らかとなり㸪水ノ子島のような岩礁でも良好な地㟈波

形データを得ることが分かった。しかし11月に㸰回目のデータ回収を行うために水ノ子島へ

上㝣したところ観測点が消滅していた。これは台㢼㸶号による㧗波により観測点が流出した

ためだと考えられ㸪観測点の再構築に向け新たな観測点設置方法の検討を行っている㸦東京

大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

繰り返し地㟈のモニタリングのための観測に関しては㸪2002年から継続している伊豆㫽島

における地㟈観測㸦2Hz上下動㸯成分㸧を継続した㸦図㸱㸧。2015年からは新衛星携帯㟁話に

よる㸱成分㸦1Hz上下動㸩㸰成分傾斜計)の地㟈観測システムを増設し㸪必要日時のデータを

リモートで回収可能となっている。今年度は㸪新システムの連続地㟈波形データを現地回収

するとともに㸪旧システムの2Hz地㟈計が故㞀したため交換作業を行った。また㸪繰り返し地

㟈を含む釜石沖の地㟈クラスターでの地㟈活動の詳細を調べるための13ヶ所での㝣域臨時観

測を継続した㸦図4㸧㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

地殻変動観測に関しては㸪気象庁が展開する東海地方の歪み計ネットワークによる短期的

スロースリップイベント㸦SSE㸧の検知確率の評価を行った㸦Nanjo, 2019㸧。M5.5程度のSSE

なら㸪現状でもネットワークからネットワークの幅程度㞳れたところまで90%を超える検知

率があるが㸪さらに浜名湖付近に観測点を追加すると㸪検知可能域がかなり沖側へ広げられ

るとがわかった㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13])。また㸪前計画から開発を続け

ている㸪SAR衛星ALOSのデータを用いた定常的な地殻変動を2.5次元解析する手法について㸪

今年度は特に上下方向の精度を検討し㸪御前崎㸪潮岬㸪室戸岬㸪足摺岬周辺でSARによって㠃

的に詳細に求められたスムーズな定常地殻変動は㸪GNSS観測点の動きと上下方向で0.5cm/年

の範囲内で調和的であることが確認できた㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01])。また㸪安価で短

い工期でのボアホールひずみ観測の実現を目的として㸪小口径の多成分ひずみ計および既存

井戸への設置手法を開発し㸪同ひずみ計を㤶川県三豊市の既存井戸に設置した㸦産業技術総

合研究所 [課㢟番号㸸AIST09])。さらに㸪前計画・科研費等で構築してきた㸪豊後水道周辺

地域におけるGNSS連続観測および座標値解析を継続して実施した。図㸳に示すように㸪四国

西部㸪豊後水道周辺㸪日向灘周辺等の地域に独自観測点を展開している。各観測点の維持作

業を㝶時行い㸪安定してデータが取得できるように努めた。 

スロースリップに伴う流体移動㸦例えば, Tanaka et al., 2018㸧の検出を目的とした重

力及び㟁磁気観測を以下のように実施した㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_ 

12]㸧。2019年㸴月には共同研究を行っている国土地理院が御前崎において絶対重力観測を実

施し㸪重力増加の速度が小さくなっていることが分かった。2020年2-3月に絶対・相対重力観

測を宮崎㸯点㸪東海㸰点㸦菊川・豊橋㸧及び豊後水道㸯点㸦足摺岬㸧で実施する予定である。

石垣島地方気象台においては㸪気象研究所との共同研究として㸪相対重力計による連続重力

観測を2020年㸯月より開始した。並行して土壌水分計も設置しデータを取得している。㟁磁

気観測では㸪東海地方㸪石垣島㸪西表島において地磁気観測を行いデータを蓄積した。地磁

気変化の異常場をデータから同定するために㸪地磁気変化の全国規模の標準場モデルの構築
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を進めた。また㸪四国西部域においてネットークMT観測を継続し㸪そのデータから得られた

㸱次元比抵抗構造に基づいて滑り発生時の構造変化の検知可能性を検討した。 

以上のように基盤的地㟈・測地観測に臨時観測を加えることにより㸪プレート境界滑りの

時空間変化の把握能力が増強されており㸪向上したデータの質と量を活かして網羅的・客観

的な解析が進んでいる。産業技術総合研究所と防災科学技術研究所および気象庁との共同研

究では㸪㸱機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイムで共有して南海トラフ周辺地

域の短期SSEを解析するシステムの運用を継続し㸪2018年11月-2019年10月の間に33の短期的

SSEの断層モデルを決定した㸦図㸴㸧㸦落・他, 2019㸪 矢部・他, 印刷中㸪産業技術総合研

究所 [課㢟番号㸸AIST09]㸧。一方㸪長期的SSEによる滑り量を把握するために㸪気象庁は㸪

中国地方を㡿域固定したGNSS日値のフィリピン海プレートの沈み込みと逆方向の成分につい

て㸯年間の変化量を求め㸪これをあらかじめ南海トラフのプレート等深線25km上を中心とす

る矩形断層で一定の滑りを与えて計算した理論変位と比較することで㸪㸯年あたりの規模の

時空間分布を得る手法を開発した㸦気象研究所, 2019b㸪気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

また㸪関東地方に沈み込むフィリピン海プレート上㠃で発生するSSEに関しては㸪GNSSデ

ータからの系統的検出を行い㸦㧗木・他㸪2019㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧

1996年から2018年の期間において㸪Mw6.6-6.8程度の既知の房総沖SSEに加え㸪Mw5.9-6.5程度

の小規模SSEの可能性があるイベントを25個検出した㸦図㸵㸪㸶㸪㸷)。小規模SSEの多くは㸪

既知の房総沖SSEの東に位置する。既知の房総沖SSEに比べて発生間㝸は短く㸪滑り量は小さ

いことから㸪安定滑りから間欠的な滑りへのプレート走向方向の滑り特性変化であると考え

られる。また㸪2011年以降にSSEの発生数が増加しており㸪2011年東北沖地㟈以降のフィリピ

ン海プレートの沈み込み速度上昇を反映している可能性がある。一方気象庁は㸪GNSS座標デ

ータを用い㸪2017年春から2018年秋にかけて発生した志摩半島付近の長期的SSEを詳細に解

析した(Kobayashi and Tsuyuki, 2019)。長期的SSE発生期間には㞄接する㡿域で短期的SSE

が活性化され㸪短期的SSEによる変位を除くと㸪この長期的SSEの滑りの規模はMw6.4相当であ

った㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

スロー地㟈の一種である超低周波地㟈については㸪防災科学技術研究所F-netの連続波形

データに対して㸪東北地方太平洋沖のプレート境界やプレート運動を仮定して計算された理

論波形をテンプレートとしてその検出を試みたところ㸪超低周波地㟈活動が2011年東北地方

太平洋沖地㟈によって大きく影㡪を受け㸪その影㡪の内容が場所によって大きく異なること

を見い出した(図10)。東北沖地㟈㟈源域では㸪その発生前まで小規模な超低周波地㟈がエピ

ソディックに起き㸪東北沖地㟈後は完全に㟼穏化したのに対して㸪㟈源域外側の余効滑り域

では東北沖地㟈後に急激に活発化した。これらの結果は㸪東北沖地㟈後のプレート間滑りの

空間分布を反映していると考えられる㸦Baba et al., 2019㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番

号㸸ERI_12]㸧。一方気象庁は㸪2004年紀伊半島南東沖の地㟈後に行ったOBS観測から㸪浅部

低周波地㟈が紀伊半島南東沖の地㟈の余㟈域と近接した場所で多数発生していたことを示し㸪

さらに㸪浅部低周波地㟈が2004年新潟県中越地㟈や潮汐に敏感に反応していることも見い出

した㸦Tamaribuchi et al., 2019㸪気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

繰り返し地㟈を用いた網羅的な滑りモニタリングのために㸪日本全国の定常観測網で観測

された地㟈波形データを蓄積し㸪日本列島周辺で発生した繰り返し地㟈活動の検出を行った。

また㸪作成した繰り返し地㟈カタログを用いて㸪日本列島周辺における滑りの空間分布・時

間変化の特徴を調べた。沈み込むプレートの境界における滑り速度は㸪ここ数年は㸪ほとん
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どの地域でプレート間の相対運動速度よりも遅く㸪大地㟈の余効滑りの影㡪はわずかな地域

で見られるのみであった㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09㹛㸧。 

繰り返し地㟈から断層の固着状態の時空間変化を推定する新しい方法である㸪Brownian 

Passage Time㸦BPT㸧分布更新過程から拡張した繰り返し地㟈群に対する時空間点過程モデル

㸦Nomura et al., 2017㸧を用いて㸪1993年㸵月から2016年㸶月までの東日本太平洋プレート

沈み込み帯におけるプレート境界上の準㟼的滑りの時空間的変化をスプライン関数により推

定した㸦図11㸧。特に㸪2011年東北地方太平洋沖地㟈後の滑り速度の時空間変化㸦図12㸧か

ら㸪2016年までに東北沖の滑り速度がほぼ2010年以前の水準に戻っていく様子や㸪2012年と

2015年の二度にわたり三㝣沖の同じ㡿域においてM6台の地㟈を伴う滑り加速が発生した様子

が捉えられた㸦野村, 2020㸪Nomura et al., 2020㸪東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

深部低周波微動から長期的SSEまで㸪いわゆるスロー地㟈は㸪Ide et al.㸦2007㸧のスケー

リング則に従うことが知られているが㸪いまだにスロー地㟈が発見されていない周波数帯も

あり㸪それが現象の真の欠如なのか㸪観測S/Nの問㢟なのかはわかっていない。レーザー式変

位計とひずみ計のデータを用いて短期的SSEよりも短時間のスロースリップ現象がないか調

査したところ㸪継続時間約㸯時間のスロースリップ現象を発見した。そのスロースリップは

通常の短期的SSEが発生している期間の間に発生したもので㸪Mw5.0ほどの規模を持ち㸪Ide 

et al.㸦2007㸧のスロー地㟈のスケーリング則と調和的であった㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

モニタリングにより得られるスロー地㟈と中・大規模地㟈の関係を解明する試みとして㸪

西南日本において繰り返し地㟈と他のスロースリップイベントの間の時空間的特徴の詳細を

調べ㸪スロー地㟈が空間的に相補的な分布をしていること㸪異なる種㢮のスロー地㟈の活動

に相互作用があることを明らかにした。また㸪九州沖から四国にかけてのプレート境界の深

部および浅部で㸪時間スケールが異なる2つのスロー地㟈の長距㞳移動を見出した㸦図13㸧

㸦Uchida et al., 2020㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。さらに㸪四国西部域

のGNSSデータを深部低周波地㟈活動を基準にして重合することで㸪深部で短期的スロースリ

ップが発生している最中に固着域の深い側においても㸪わずかな滑りが起きていたことを見

出した㸦Kano et al., 2019㸧。固着域の中で確認されたスロースリップという点が特徴的で

ある。短期的スロースリップが起きる度に固着域深部側でわずかに滑りが進行することで㸪

固着域に対して応力が間欠的に載荷されていると考えられ㸪短期的スロースリップと固着域

の関係性を理解する上で重要な成果である(東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

以上のように㸪観測データに基づき㸪プレート境界滑りの時空間変化の把握が行われた。

一方㸪このような解析の手法を㧗度化する取り組みも進めた。繰り返し地㟈の抽出では㸪局

所性鋭敏型ハッシュ検索技術を応用した㢮似波形探索アルゴリズム㸦FAST㸹Yoon et al., 

2015㸧をテスト的に実装した。同手法では㸪連続収録データ中に存在する㢮似波形をテンプ

レートなしに効率よく抽出することができる。同手法を山陰地方で展開されている稠密地㟈

観測(満点観測)で得られた㸪2011年㸴月㸲日に発生したM5.2の地㟈直後の連続収録データに

適用し㸪㢮似波形イベントを検出できることを確認した㸦図14㸧㸦東北大学理学研究科 [課

㢟番号㸸THK_09]㸧。また㸪繰り返し地㟈の抽出方法について解析周波数帯㸦図15㸧の影㡪を

詳細に検討したレビュー論文㸦Uchida, 2019㸧と㸪世界の繰り返し地㟈の研究履歴や動向の

レビュー論文㸦Uchida and Burgmann, 2019㸧を発表した㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸

THK_09]㸧。また㸪スロー地㟈やプレート間固着の解析技術の㧗度化に向けて㸪GNSS座標時系

列データに含まれる同相誤差を推定して取り除くためのツールを開発した㸦廣瀬, 2019㸧。
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図16に示した適用例のように㸪オリジナルの座標時系列(ここでは国土地理院GEONET F3解)

に含まれる日々のばらつきのかなりの部分は同相成分にも表れており㸪これをオリジナル座

標時系列から差し引くことで㸪日々のばらつきを低減できている。スロースリップイベント

による地殻変動をGNSSデータから検出する㝿にこの手法を適用することで㸪より小さい変位

まで検出することができると期待される㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

プレート境界の滑りモニタリングから㸪境界㠃の摩擦特性に関する情報を得ることもでき

る。相似地㟈の揺らぎの要因の一つである余効滑りの伝播現象について㸪伝播速度と摩擦特

性との関係式を導出することに成功した㸦Ariyoshi et al., 2019㸧。これにより㸪大規模な

地㟈が起きてから㠀相似地㟈が発生するまでの時間差から摩擦特性を絞り込めると期待され

る㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09])。 

観測データから㸪プレート境界の滑りと㸪滑りを支配する物理モデルを同時に推定するデ

ータ同化は㸪原理的には㸪そのまま今後の滑りの発展の予測にも使えるはずのものである。

本年度は㸪2010年の豊後水道の長期的SSE㸦L-SSE㸧のデータ同化をアンサンブル・カルマン

フィルタに基づいて行い㸪地殻変動データと速度・状態摩擦構成則㸦Dieterich, 1979㸧の両

方に合うような滑りの時空間発展を推定した。均質な半無限弾性体中にフィリピン海プレー

トの三次元形状を導入した解析㡿域を設定し㸪断層㠃を5,400個の小断層セルに分割して㸪弾

性体の準動的な運動方程式とSlowness型㸦Ruina, 1983㸧の速度・状態依存摩擦則を連立させ㸪

各セルにおける滑り速度と状態変数の時間発展を計算した。ただし㸪L-SSE発生㡿域として㸪

断層㠃に半径35kmの円形速度弱化パッチを設定している。観測データとしては㸪GNSSデータ

をインバージョン解析して得られたL-SSE㡿域における滑り速度㸦横井, 2019, 京都大学修

士論文㸧を使用した。初期アンサンブルの摩擦パラメータの選出については㸪Hirahara and 

Nishikiori㸦2019㸧の手法にさらにグリッドサーチを組み合わせることで㸪初期値依存性の

軽減と解析の不安定性の改善を同時に実現した。データを同化するとともにL-SSE㡿域にお

ける摩擦パラメータが収束し㸪円形パッチ内では観測値を用いて適切に修正された滑り速度

の解析値が得られた。また㸪L-SSE発生期間中において㸪そのイベントの終了する時期の予測

といった数か月程度の短期的な予測が可能であることが示唆された㸦京都大学理学研究科 

[課㢟番号㸸KUS_01]㸧。 

一方㸪アジョイント法に基づくデータ同化手法の開発では㸪地表㠃で観測されたGNSSによ

る地殻変動データから㸪アジョイント法により直接プレート境界㠃の摩擦特性を推定する手

法を整備・改良し㸪2003年十勝沖地㟈の余効滑りを模した数値実㦂により㸪開発手法の妥当

性を検証した。これまでの数値計算では㸪アジョイント行列を直接演算していたが㸪このア

ジョイント行列は疎な行列であるため㸪微分方程式として解くことで計算時間を従来の数分

の一程度に削減することができた㸦京都大学理学研究科 [課㢟番号㸸KUS_01]㸧。 

さらに㸪粘弾性緩和も考慮したモデルに対するベイズ的データ同化手法の開発も進めた。

これは㸪特に余効変動や地㟈間の地殻変動をモデル化する場合に重要である。また㸪ベイズ

的な推定を行うことで㸪摩擦や粘弾性パラメータの最適値だけでなく㸪その不確実性も推定

できることになる。今年度は㸪前計画の課㢟1803で開発した余効変動の物理モデルを測地学

的に観測された余効変動に適用してみた㸦Fukuda and Johnson, 2019a, 2019b㸧。このモデ

ルでは㸪地㟈時の応力変化により余効滑りと粘弾性緩和が㥑動され㸪余効滑りは定常状態を

仮定した速度・状態依存摩擦構成則㸪粘弾性緩和はBurgers rheologyに従うと仮定している。

また㸪余効滑りと粘弾性緩和の相互作用をモデルに取り入れている。本研究では㸪地㟈時の
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滑り分布㸪これに対する平滑化パラメータ㸪断層の摩擦パラメータ(a-b)σ㸪海洋・大㝣マン

トルのMaxwell及びKelvin粘性率を未知パラメータとし㸪これらを同時推定した。このモデル

は計算コストが㧗いため㸪多数回のフォワード計算を必要とする標準的なベイズ推定手法を

適用することは困㞴である。そこで㸪㸯㸧既存のフォワード計算の結果からボロノイ分割を

用いて近似的な事後確率分布を構築し㸪㸰㸧これをギブスサンプラーでサンプリングし㸪㸱㸧

このサンプルに対してフォワード計算を実施する㸪というプロセスを反復して事後確率分布

の推定を逐次的に改良するアルゴリズムを構築した。この手法は標準的なベイズ推定手法㸦マ

ルコフ連鎖モンテカルロ法の一つであるMetropolis-Hastings法など㸧より必要なフォワード

計算の回数が少なく㸪アルゴリズムの並列性が㧗いため㸪現実的な計算時間で事後確率分布

を推定することができる。この手法を2011年東北沖地㟈の地㟈時及び地㟈後㸵年間の地殻変

動データに適用しパラメータの事後確率分布を推定した㸦図17㸧。推定されたパラメータに

よるモデル計算値は地㟈時及び地㟈後の観測を良く再現することができた。また㸪推定され

たパラメータによるモデル計算の結果では㸪余効変動の初期段㝵から㸪粘弾性緩和の寄与が

余効滑りの寄与に比べて大きかった㸦京都大学理学研究科 [課㢟番号㸸KUS_01]㸧。 

スロースリップは㸪地㟈サイクルに比べれば支配方程式系がスティッフでないため㸪デー

タ同化やそれによる予測が成功しやすいと期待される。そこで㸪琉球海溝南西部八重山諸島

近傍においておよそ㸴ヶ月周期で繰り返し発生するSSEの解析を行い㸪滑りの時空間分布を

推定した㸦京都大学理学研究科 [課㢟番号㸸KUS_01]㸧。Kano et al.㸦2018㸧は2010-2013年

に発生したSSEに伴う断層滑り速度の時間発展の振る舞いがSSE毎に異なることを示している

が㸪今年度は㸪解析期間を2018年まで拡張するとともに㸪2013年以降に整備された新規のGNSS

観測点のデータを加えることで㸪より多くのSSEの解析に着手した。 

プレート間固着の時間変化を推定・モデリングするためには㸪プレート境界周辺の物性や

応力を知ることも重要である。南海トラフでは㸪海洋科学掘削で得られたロギングデータを

解析し㸪付加体の空㝽率と温度構造を従来より正確に推定する手法を開発した㸦図18㸧。空

㝽率は様々な物性値と相関することが知られている。船上の実㦂室で得られたデータをもと

に空㝽率と㟁気伝導度・熱伝導率の変換式を構築し㸪それらを同時に満たす空㝽率・温度構

造を推定した㸦Yabe et al., 2019㸪産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸AIST09]㸧。また㸪硬

岩中に㧗い透水性を示す亀裂が存在する条件を明らかにするために㸪愛知県西尾市の観測井

で物理検層とVSPにより検出した透水性亀裂の向きと水圧破砕法から得た応力場の関係につ

いて解析した㸦図19㸧。透水性亀裂は㸪北北東-南南西を示す応力方位と40度程度以上の角度

をなす走向が多いが㸪せん断型と引張り型の㸰つの亀裂モデルによる詳細な検討の結果㸪こ

の向きを現在の応力場と直接関係付けて説明するのは㞴しいことがわかった㸦木口・桑原㸪

2019㸪産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸AIST09]㸧。一方㸪構造探査からのアプローチとして㸪

JAMSTECが過去に南海トラフで取得したマルチチャンネル反射法地㟈探査データの再解釈を

行い㸪深海掘削㸦ODP/IODP㸧データとの統合を試みた。四国海盆から南海トラフまで分布す

る三種㢮のタービダイト㸦西部タービダイト㸪中部タービダイト㸪東部タービダイト㸧が浅

部プレート境界断層㸦デコルマ㸧の下部へ沈み込んでいることが示唆される㸦図20㸧㸦東京

大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12㹛㸧。南海トラフの㝣側へ既に沈み込んでいると推察さ

れる㸱種㢮のタービダイトの空間分布と㸪海底地殻変動から推定されたプレート間固着度㸦カ

ップリング㸧分布㸦Yokota et al., 2016㸧を比較すると㸪タービダイトの岩相と形状の違い

が以下のようにプレート間固着度に影㡪していると解釈できる。㸯㸧シート状の形状を示し
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ながら優れた排水能力を持つと考えられる西部タービダイトは㸪デコルマ付近で低間㝽水圧

や㧗有効応力の状態をもたらし㸪㧗い滑り欠損域㸦滑り欠損 > 5cm/yr㸧での㧗カップリング

に影㡪したと推測される。㸰㸧浸㣗チャンネル㸪または海洋性地殻の起伏が作る小規模海盆

に堆積した中部タービダイトはデコルマ付近で㧗間㝽水圧の状態をもたらし㸪中位滑り欠損

域㸦滑り欠損 > 4cm/yr㸧での低カップリングに影㡪したと推測される。㸱㸧シート状の形状

を示しながら低浸透率の泥質タービダイトを挟んでいる東部タービダイトは㸪デコルマ付近

で㧗間㝽水圧や低有効応力の状態をもたらし㸪中位滑り欠損域㸦滑り欠損 > 4cm/yr㸧での低

カップリングに影㡪したと推測される。 

スロー地㟈の発生域が特徴的な地下構造に規定されている可能性を検討するために㸪2015

年度に紀伊半島北東部の深部低周波地㟈の活動が活発な㡿域を通る「甲賀‐南伊勢測線」の

稠密地㟈観測で取得した低周波地㟈の㹎波・㹑波の検測値を用いて㸪低周波地㟈の㟈源決定

を行った。また㸪観測した通常の自然地㟈の水平動成分記録では明瞭な後続波を確認するこ

とができたので㸪自然地㟈反射法解析を実施した。得られた反射法断㠃図からは㸪深さ25-3

0km付近に㸪フィリピン海プレート上㠃に対応すると考えられる北傾斜の反射層が確認でき

る。本研究で決定した低周波地㟈の㟈源は㸪プレート境界近傍に位置するものもあるが㸪そ

の大部分が㸪プレート境界から5-10kmの深さに位置している。本地域下での沈み込むフィリ

ピン海プレートの地殻の厚さが7-8kmである㸦例えば㸪Nakanishi et al., 2002; Iwasaki e

t al., 2008㸧ことを考慮すると㸪低周波地㟈の大部分は㸪沈み込む海洋性地殻内や海洋性マ

ントル内で発生していると考えられ㸪トモグラフィー解析で得られた測線下の地㟈波速度構

造㸦Kurashimo et al., 2019㸧と比較すると㸪低周波地㟈発生域の地㟈波速度は㸪㹎波速度

が低下し㸪Vp/Vs値は大きくなる特徴を示している。よって㸪流体の存在が㸪これら低周波地

㟈の発生に寄与していると考えられる㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

内㝣の地㟈活動についても㸪応力場と断層滑りによるその再分配で理解できそうな現象は

少くない。前計画で報告したように㸦例えば㸪Kato and Ueda, 2019㸧㸪2018年大阪府北部地

㟈㸦Mj6.1㸧は㸪本㟈において逆断層と横ずれ断層がともに大きく滑った複㞧な地㟈であった。

今年度さらに㸱ヶ月間の余㟈活動の精密な㟈源位置と㸪多数の余㟈の滑りの向きを調べ㸪本

㟈の横ずれ断層に斜交した別の㸰つの横ずれ断層㸦長さ1kmと4km㸧に沿って発展したことが

わかった㸦Li et al., 2019㸧。こういった複㞧な断層の間の相互作用は㸪㟼的な応力の変

化・地域の応力場と整合的であった㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。また㸪み

かけの前㟈活動を通じて㸪地㟈の強い可予測性をもたらす㸦Nakatani, 2020㸧ETASモデルも㸪

第一義的には余㟈活動のモデルであり㸪応力再分配の観点から物理ベースでETASに匹敵する

性能をもつモデルを作る努力が行われている㸦例えば㸪Iwata, 2016㸧。本年度は㸪地㟈が周

囲に及ぼす応力的影㡪に異方性を許し㸪また㸪空間的減衰の鋭さもパラメータ化して最適化

することを許した試みを行ったところ㸪期待通り㸪余㟈の空間分布に関して大きな改善がみ

られた。厳密な物理解釈は㞴しいが㸪トリガリングソースである個々の地㟈が点ではなく㸪

二次元的な滑り域であるという効果を近似的に取り入れたことになるのかもしれない㸦東京

大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。純粋に経㦂的なモデルとしてのETASに関しても㸪大

きな地㟈からのトリガに関してその破壊域形状を考慮した取扱をする㸦Guo et al., 2015, 

2017; 有限断層ETAS㸧㸪㟈源の深さの情報も用いる㸦Guo et al., 2015; 三次元ETAS㸧など㸪

一層の改善の努力が進んでいる。本年度は㸪三次元有限断層ETASモデル㸦Guo et al., 2019㸧

を開発し㸪2016年熊本地㟈周辺域の2010-2018年の地㟈活動に適用したところ㸪三次元化・有
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限断層化ともにフィッティング性能に大きく貢献するとの結果が得られた。また㸪本㟈後30

日間にわたって活動の予測を試みたところ㸪三次元化によって予測性能が改善していた。有

限断層化㸦㸰つの大きな前㟈と本㟈を有限断層として扱った㸧も本㟈後1-2日に限っては予測

を改善する効果があった㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

地殻内で発生する大地㟈の余㟈活動や群発地㟈活動についてもあらたに系統的な繰り返し

地㟈解析を行い㸪繰り返し地㟈を多数見つけた㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。

その多くはバースト的な活動を示し㸪地㟈活動の推移に従って活動度が減少する傾向にあっ

た。一方で㸪1995年兵庫県南部地㟈の余㟈域等㸪長期間活動が継続する場所もいくつか見ら

れた。地殻内の相似地㟈に対して㸪プレート境界で適用している滑り推定式を用いた場合㸪

その推定値は㸪過大評価される傾向にある。ただし㸪東北沖地㟈発生後に地㟈が誘発された

福島県南部㹼千葉県銚子沖の活動については㸪大規模な余効変動を示唆している可能性があ

り㸪さらなる検討が必要である。また㸪トルコアナトリア断層での繰り返し地㟈分布を推定

し㸪過去の大地㟈の破壊域の端に分布していること㸪繰り返し地㟈の積算滑りから一部では㸪

プレートの相対運動速度に近い速度で㠀地㟈的に変位していることを明らかにした㸦図21㸧

㸦Uchida et al., 2019㸪東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。また㸪函㤋周辺で発

生している地㟈・低周波地㟈の㟈源位置・波形について詳細に調べた。その結果㸪通常地㟈

と低周波地㟈が近傍で発生していること㸪気象庁カタログでは浅い低周波地㟈が通常地㟈と

分㢮されていること㸪通常地㟈が同一場所を繰り返し破壊させた可能性があることを示した

㸦図22㸪図23㸧㸦吉田・他, 2019㸪東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

䜲. 地震活動評価に基づく地震発生予測䞉検証実験  
地㟈活動の様々な変調が地㟈の先行現象ではないかと提案されており㸪少くとも㸪短期的

な地㟈活動のクラスタリングは㸪明らかに存在するという強い傾向をもつ。また㸪地㟈活動

は20世紀前半からの網羅的な観測データがあり㸪予測手法の検証・実践に関して格段のポテ

ンシャルを有しているため活発な研究が続けられている。 

中規模繰り返し地㟈について㸪発生状況のモニタリングから発生確率をプロスペクティブ

に予測する実㦂を継続的に行っている。今年度は㸪2016年㸰月㸪2017年㸰月㸪及び2018年㸰

月に岡田・他㸦2007㸧のベイズ統計対数正規分布モデル㸦LN-Bayes,φ=2.5, ζ=0.23㸧を用

いて予測した㸯年発生確率について㸪平均対数尤度㸦MLL㸧とブライアスコア㸦BS㸧の評価指

標を使って予測成績を確認し㸪他の更新過程の小標本論対数正規分布モデル㸦LN-SST㸧㸪BPT

分布モデル㸦BPT,α=0.24㸧及び指数分布モデル㸦Exp㸧の予測成績と比較した。結果は㸪2016

年㸰月の予測はLN-SSTが他のモデルよりも成績が良く㸪2017年㸰月と2018年㸰月の予測はLN-

Bayesが最も良かった。㸱回の実㦂はそれぞれ独立であり㸪㸱回の結果を一つにして得られる

成績はLN-Bayesが最も良かった。要因は不明であるが㸪LN-Bayes㸪LN-SST及びExpの成績は徐々

に悪化している㸪という結果を定量的に確認した㸦気象研究所, 2019d㸪気象庁 [課㢟番号㸸

JMA_01]㸧。 

国㝿的なプロトコルのもと㸪地㟈活動データにもとづくプロスペクティブな地㟈発生予測

検証実㦂を継続的に行っているCSEP-Japanセンターでは㸪本年度㸱㡿域および㸲テストクラ

スの合計12のカテゴリーで実㦂を実施した㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。ま

たCSEP-Japanに関する研究㞟会を開催し㸪10を超える研究発表を通して活発な議論を行った。

今年度はさらに㸪CSEPに提出されている予測モデルのなかでも㸪過去の一定の期間㸦以後学
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習期間㸧の地㟈活動の地域性のみに着目して予測を行う㸪単純で意味のつかみやすいRIモデ

ルに関して㸪学習期間㸪学習対象のマグニチュード下限をさまざまに変えて㸪CSEPのプロス

ペクティブ予測実㦂開始以前も含む2005-2017年のレトロスペクティブな予測・評価を行っ

た㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。図24aは㸪学習に使う地㟈の下限をM3.5と

固定し学習期間の長さを変えたモデルにおいて㸪㸱ヶ月先までの関東地域内においてM4以上

の地㟈が発生しやすい場所を予測できているかという観点での成績である。基本的には㸪長

期間のデータを学習した方が予測成績がよい。2011年の東北地㟈の前と後にわけて成績をみ

ると㸪東北地㟈後の方が好成績で㸪場所による活動度の差が東北地㟈後の方がくっきりして

いるのだと解釈できる。図24bからは㸪小さい地㟈まで学習対象とした方が短期間で学習を完

了することがわかる。つまり㸪RIモデルによる予測においては㸪学習でみる活動の期間の長

さよりも㸪学習した地㟈の数が大事であることが示唆される㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番

号㸸ERI_13]㸧。 

一方㸪数十年スケールの長期的な地㟈危㝤度の空間分布を求めるために㸪中国北部におけ

る1980-2016年のM3以上の地㟈の空間分布に対して㸪実装が簡単な新規提案のものを含めて

四種㢮の手法で空間平滑化を行った㸦Xiong et al., 2019㸧。いずれの手法も同様の結果を

示し㸪またクロスバリデーションでも安定した結果を示したので㸪空間分布のロバストなモ

デルが推定されたと考えられる㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

㝵層ベイズ型時空間ETASモデルは㸪日本周辺の地㟈活動の標準モデルをめざして㸪CSEPの

評価を受けている。このモデルの常時地㟈活動度μ(x,y)は㸪余㟈などのトリガ効果を除いた

地㟈活動度の㧗低の地域性を表わすもので㸪様々な地㟈確率予測の妥当な出発点の一つだと

考えられている。日本の内㝣地㟈に関しては㸪2011年東北沖地㟈などにつづく活動の激変期

のデータを含めてフィットしても㸪μ(x,y)はほぼ時間不変であることが確かめられている

㸦Ogata, 2017㸧。本年度は㸪東北地方太平洋沖地域のμ(x,y)を求め㸪フィットに使うデー

タを㸦1926-1995: M ≧ 5㸧としても㸪M9後の激しい活動を含む㸦1926-2012: M ≧ 5㸧とし

てもほとんど同じ結果が得られることを確認した。さらに㸪2011年M9地㟈以前のデータから

決めたμ(x,y)は㸪学習期間外になる2011年M9以後の大地㟈の位置ともよく対応することが

確認された㸦図25左㸧。また㸪繰り返し地㟈の位置とも良く対応しているようである㸦図25

右㸧。一方㸪日本内㝣部のμ(x,y)は㸪内㝣部地殻㸦上盤側プレート㸧内の繰り返し地㟈㸦五

十嵐, 2019㸧のうち㸪大きめの地㟈直後のもの㸦バースト型㸧を除いた㠀バースト型の㟈央

分布とよく似ている㸦図26㸧㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

前㟈識別による本㟈発生確率の予測手法として提案されたOUK法㸦Ogata et al., 1996㸧

は㸪現時点での最大地㟈よりMが0.5以上大きい地㟈が30日以内におきる確率を予測する手法

であり㸪クロス㞟計表により有効な予測であることが確認されている㸦Ogata and Katsura, 

2012㸧。この手法を発展させ㸪確率の活動への依存性をより一般的なスプライン関数とした

手法㸦野村・尾形, 2018; 以後NO法㸧はOUK法に似ているが㸪予測対象が少し異り「現時点で

の最大地㟈より㹋が少しでも大きい地㟈が30日以内におきる確率」である。本年度は㸪予測

対象の違いをこえて性能を比較するために㸪簡便な方法でNO法の予測対象を変更することを

試みた㸦野村・尾形, 印刷中㸧。予測対象のマグニチュードに関しては㸪最大前㟈と本㟈と

のマグニチュード差の分布㸦図27a㸧に基いてNO法の予測対象をOUK法の対象と同様にした㸦予

測確率値を0.48倍にする㸧場合の予測性能を調べ㸪その場合でも有効な予測となることを確

認した。同じ原理で㸪予測対象のマグニチュード下限を絶対値で指定した予測への変換もで
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き㸪M6以上を対象とした場合についても有効な予測になっていることを確認した。また㸪前

㟈確率評価時点から本㟈発生までの日数の分布㸦図27b㸧に基づいて同様の補正をすることで

予測期間を縮めた場合の発生確率に変換した結果も㸪有効な予測となっていた㸦東京大学地

㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

地㟈活動の評価による地㟈発生予測を業務的に行う場合の問㢟点を洗い出すために㸪デー

タの取り込みと予測のアップデートを自動的に行なう試行的な準リアルタイムシステムを作

り始めた㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。今年度はまず㸪予測アルゴリズムの

ベースとなる㝵層的時空間ETASモデルを過去の様々な期間のデータにフィットした。求めた

パラメータ値はデータベースとして蓄積され㸪過去の任意の時期㸪もしくはリアルタイムで

加わる新しいデータに基いて予測を速やかに作製するために使われる。さらに㸪パラメータ

の最尤推定値ではなく㸪直近の活動からベイズ推定したETASパラメータ値の事後分布に基づ

いて㸪今後短い期間内に特に大きな地㟈がおきる確率をロバストに推定する新しい手法も開

発した㸦Shcherbakov et al., 2019㸧。また㸪予測値の可視化のために㸪断層や地㟈活動な

ど様々な情報と組みあわせて二次元の地図に表示し㸪対話的に拡大・縮小や個別情報の詳細

へのアクセスができるマッピングツールを試作した。さらに㸪㸱次元でのマッピングツール

も試作し㸦井筒・他, 2019㸧㸪毎日更新取得する地㟈カタログを用いて計算される㟼穏化指

標㸪㹠値㸪GEONETによる観測点変位や㠃積歪み㸪地㟈活動の短期的な空間㞟中化指標

㸦Lippiello, 2012㸧などを表示できるようにした㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

大地㟈への先行傾向があるのではないかといわれている㹠値の変化を㸪赤池情報量基準

㸦AIC㸧を用いて客観的に評価するパラメータとして㸪大地㟈の直前・直後でない時期の地㟈

をブートストラップ法でリサンプルし㸪参照㹠値を1000個求め㸪そのうち判定対象期間の㹠

値とのAIC差が㸰以上になる割合㸦P(ΔAIC≧2㸧を用いることを提案した。㹠値の低下が先行

した過去のいくつかの大地㟈㸦2003年十勝沖地㟈M8.0㸪2011年東北沖地㟈M9.0㸪2008年中国

四川地㟈M8.0㸪2016年熊本地㟈M7.3㸧に対して事例解析を行なったところ㸪地㟈の数ヶ月前

に㠀常に㢧著な変化がみられた㸦図28㸧㸦千葉大学 [課㢟番号㸸CBA_01]㸧。 

 

㸦㸱㸧先⾜⌧㇟に基づく地㟈Ⓨ⏕の☜⋡予  

地㟈先行現象の候補として提案されている様々な自然現象について㸪地㟈発生との相関の

有無と程度を評価しておけば㸪その知見を経㦂的に地㟈発生確率の予測に取り入れることが

でき㸪また㸪物理ベースの演繹的予測法のヒントになることも期待できる。 

どんなものであろうと㸪何らかの自然現象がおきるとそのあと地㟈の確率が㧗いという先

行傾向㸦Nakatani, 2020㸧の有無や程度を検証するには㸪地㟈の前だけでなく㸪普段からど

の程度異常が起きているかを知ることが必要である。宏観異常現象に関して㸪そのようなデ

ータを㞟める努力がなされている㸦公募研究㸪東海大学 [課㢟番号㸸KOBO08]㸧。前計画で㸪

1928年11月26日から2011年㸱月11日まで日本近海での深海㨶出現事例336件㸦ほとんどが大

地㟈発生より前に報告されたものである㸧のデータベースを作製した。この期間に日本でM6

以上100km以浅の地㟈は221個あったが㸪30日以内距㞳100km以内に深海㨶出現が先行したも

のは一つだけであった㸦Orihara et al., 2019; 織原㸪2019a㸧。また㸪2011年東北沖地㟈

㸦M9㸧の㸵日前に㮵島灘で51㢌のマス・ストランディングがあったことから注目された㪒㢮

ストランディングの地㟈先行傾向については㸪日本㪒㢮研究所が公開するストランディング

レコードに記録されている過去51件の㮵島灘でのストランディングと周辺のM6以上の地㟈発
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生(21個)の間に統計的に有意な相関はないことを既に報告している㸦織原・野田, 2015㸧が㸪

さらに多くのデータで検証するため㸪国立科学博物㤋がホームページ上で公開している情報

からマス・ストランディング㸦㸰㢌以上の同時座礁㸧377件のデータ㸦1886-2016年㸧をデー

タベース化した㸦東海大学 [課㢟番号㸸KOBO08]㸧。 

宏観異常現象は㸪日常生活の中で気付ける事象であるため㸪報道やネットで注目されるこ

とがある。2019年㸴月18日22時22分に発生した山形県沖の地㟈㸦M6.7㸪最大㟈度㸴強㸧に関

連して㸪㸴月21日の朝に秋田㨥新報社と共同通信社が「地㟈㞼㸽18日夕方に目撃情報太い棒

状の㞼㸪由利本荘市で」といったタイトルのウェブニュース記事を配信したことから㸪この

地㟈に関する「地㟈㞼」の調査を行った㸦東海大学 [課㢟番号㸸KOBO08㹛㸧。具体的には㸪

地㟈発生前にTwitter上で地㟈㞼は㦁がれていたのか㸽を探るため㸪Yahoo!リアルタイム検

索を用いて㸪「地㟈㞼」のキーワードでこのサービスの過去ログを検索した。その結果㸪ツ

イート数は地㟈当日が最も多かった㸦図29㸧。また㸪これを見ると地㟈㸰日前からツイート

数が急増しているが㸪ツイートされていた㞼の大半は秋田県由利本荘市の㞼ではなく福岡県

の㞼であった㸦織原, 2019b,2019c㸧。 

先行現象としての大きな確率利得が強い有意性で確立している前㟈識別法の一つ㸦Maeda, 

1996; 以後㹋法㸧について㸪その予測能力が余㟈トリガ効果から派生しているものにすぎな

いのか㸦Nakatani, 2020, for review㸧㸪あるいは㸪本㟈の物理的準備過程の存在を示唆す

る㸦例えば㸪Kamogawa et al., 2019㸧ものなのかを調べるために㸪ETASモデルによって作製

した人工的なカタログ㸦つまり㸪定常ランダムな地㟈の発生と余㟈的トリガ効果だけで起き

る地㟈活動㸧に対して㹋法を適用してみた㸦弘瀬・他, 2019; 前田・他, 印刷中㸪東京大学

地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。図30は㸪伊豆地域㸦1977-2018年, ただし三宅島の活動

があった2000年6-9月は除外㸧においての予察的な結果であり㸪人工カタログ㸦1000通り作成㸧㸪

実㝿のカタログに対してそれぞれ最適化した上で㸪それぞれのカタログ上での予測成績を示

している。いずれの成績指標も実㝿の地㟈カタログに対する予測の方が明らかにすぐれてい

る。図31は㸪それぞれのカタログで各々の本㟈時刻を基準に㸪㹋法で前㟈候補とみなす群発

地㟈の累積回数を示す㸦余㟈は除いてある㸧。どちらのカタログでも本㟈に向って前㟈活動

は加速するが㸪実㝿のカタログでは本㟈㸳日前程度の前㟈数がETAS人工カタログよりかなり

多い。実カタログに対する最適化では㸱日内にM3以上の地㟈が㸱個あれば前㟈活動とみなす

のに対し㸪ETASカタログへの最適化では㸪㸳日以内に㸰個となっており㸪実㝿の前㟈は㸪ETAS

で予測されるより数が多いという特徴を活用して㹋法の識別条件が厳しく設定できたことが㸪

偽㝧性を減らし㸪パフォーマンスに貢献したと解釈される。一方で㸪㹋法をETASカタログへ

適用した場合でも㸪確率ゲインで100程度の予測はできており㸪㹋法は㸪余㟈的トリガ効果だ

けによって生まれる活動であっても前㟈活動だと識別することも見てとれる㸦東京大学地㟈

研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

地㟈の動的破壊が開始した後㸪それが大きく成長しやすい物理的条件というものが存在す

るか㸽というのは㸪地㟈の可予測性の程度の原理的限界に関わる重要な問㢟である。標準的

な考え方は㸪そんなものはないということであり㸪大地㟈の発生確率は㸪小地㟈の発生確率

にいつでも定まった小さな割合をかけたものである㸦地㟈の規模別㢖度分布は時間不変㸧と

いうことになる㸦Nakatani, 2020 for review㸧。この問いに対するヒューリスティックなア

プローチとして㸪先述の前㟈識別による地㟈発生確率の経㦂的予測法㸦OUK法およびNO法㸧で㸪

規模別㢖度分布が時間変化することを許すことによって㸪予測が改善されるかどうかを調べ
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てみた㸦野村・尾形, 印刷中㸧。群発活動が生じた場合には次の地㟈のマグニチュード分布

がより大地㟈の割合が大きいものになる㸦Ogata et al., 2018㸧という仮説をNO法に取り入

れると㸪時間不変のGR則を仮定した場合より予測性能がよくなることがわかった㸦図32㸧。

この仮説をOUK法に取り入れた場合には㸪少数の地㟈からなる群発活動に絞った時以外では㸪

かえって性能を下げる結果となっていた㸦Ogata et al., 2018㸧が㸪NO法に取り入れた場合

では㸪クラスタサイズに制約をかけなくても㸪この規模別㢖度分布の変化を取り入れること

で性能が改善された。この傾向は㸪日本の地㟈に対しても全世界の地㟈に対しても同じであ

った㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。また㸪日本の内㝣の地殻内で発生したM6.5

以上の地㟈を対象に㸪地㟈規模との経㦂的関係から計算される余㟈域の広がり程度の範囲の

地㟈活動を見ると㸪地㟈発生から半年程度以降は㹠値が地㟈発生前に比べて㧗く㸪相対的に

規模の大きな地㟈の割合が少ない傾向があることが分かった㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

この他㸪前㟈活動の例として㸪2015年の小笠原の深発地㟈(Mw7.9, 深さ700km)に対して㸪

㸱ヶ月前から逆大森則に従う前㟈が30個弱おきていたことを見いだした㸦Gardonio et al., 

2019㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。深発地㟈に対して明瞭な前㟈活動がみつ

かったのは世界初である。また㸪大森則にしたがう20個ほどの余㟈も見いだされた。これら

のほとんどは㸪マッチトフィルター法によって見いだされたM1.9-4.8の小さな地㟈で㸪気象

庁のカタログ㸦検出保証下限マグニチュード3.7㸧では㸪余㟈が㸲つ登録されていただけであ

った。 

このように㸪地㟈カタログを充実させることは重要であり㸪また㸪精密な㟈源決定は㸪前

㟈活動が㸦余㟈的㸧トリガリングによる確率論的なカスケードアップ現象なのか㸪プレスリ

ップなどの前兆的物理状態を示したものなのかの議論に重要な役割を果たす㸦例えば㸪 

Ellsworth and Bulut, 2018㸧。気象庁では㸪東海大学と共同で㥴河湾における海底地㟈計観

測を行った㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。この臨時OBS観測は㸪前計画で㥴河湾地域の地

㟈検知限界を大きく改善することが確かめれらている㸦Baba et al., 2015㸧。一方㸪南アフ

リカ金鉱山㸦例えば㸪Manthei et al., 2019㸧㸪内㝣地㟈の稠密観測などの㸪㧗い検知率と

㧗精度な㟈源決定が期待できる超㧗密度ネットワーク観測のハイサンプリングデータに対し

て㸪㧗速で自動処理してカタログを充実させるために㸪深層学習等をとりいれた計算機負荷

の少ない検測アルゴリズムの試行的適用をはじめた㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸

ERI_13]㸧。また㸪気象庁では㸪2011年㸱月の地㟈波形に㟈源自動決定システム㸦PF法㸧を適

用し㸪現在の一元化㟈源カタログの㸰倍以上のイベントを検出した。その結果㸪東北地方で

は取り漏らしなく捕捉できるマグニチュードの下限を約1.0ほど下げられることを示した㸦気

象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。 

前㟈の中には本㟈の破壊開始点近傍で本㟈直前に多数の微小な相似地㟈としておこるもの

があり㸦例えば㸪Bouchon et al., 2011; Doi and Kawakata, 2012, 2013㸧㸪このようなも

のは特異な活動として事前識別がつきやすいと期待される。このような活動を網羅的に走査

するために㸪昨年度㸪相似地㟈と判断するための波形の㢮似度㸦相互相関係数㸧の閾値をAIC

を用いて客観的に決定する方法を開発し㸪長野県中部の地殻内地㟈㸦2011年㸪Mj5.4㸧の前㸰

年間のデータを走査して㸪そのような活動はほぼ本㟈直前の時期だけにおきていたとの結果

を得た㸦Hirano et al., 2019㸪立命㤋大学 [課㢟番号㸸RTM_02]㸧。しかしこの手法は㸪計

算された膨大な相互相関係数の分布を適切に表現するためのパラメータを最尤推定すること㸪

および上位いくつまでを外れ値とするかを逐次検証するため膨大な計算コストを要する。そ



- 140 - 
 

こで今年度は㸪㸯㸧相互相関係数の分布を表現するパラメータを厳密な最尤推定を行なわず

に近似すること㸪㸰㸧外れ値の上位をひとつずつ検討するのではなく㸯㸧で近似的に求めた

パラメータから直接的に閾値を求める㸪という改造を行い㸪計算の㧗速・効率化を達成した。

さらに㸪テンプレートとして既知の地㟈波形を与えることなく㸪相似微小地㟈を効率よく見

つけだすことを目指して㸪連続波形データから得られる短時間波形全ての組み合わせについ

て㸪その㢮似度を判定するための試みを開始した㸦立命㤋大学 [課㢟番号㸸RTM_02]㸧。この

問㢟は㢮似㡢声探知の研究で発展した手法が地㟈研究にも応用され始めているが㸪判定正確

性と計算効率はまだまだである。そこで短時間波形の特徴抽出のための新たな関数を㸰通り

提案し㸪予察的な実㦂で㸪既存手法と同等以上の判定精度と劇的な計算効率の改善がみられ

た。 

様々な外部条件の変化に㸪地㟈発生の確率が影㡪される可能性が提案されている。トンガ・

ケルマディック海溝沿いで発生したプレート境界型の地㟈活動について㸪潮汐との相関を調

査した。解析の結果㸪潮汐指標値の絶対値が大きいほど地㟈の選択性が㢧著であること㸪せ

ん断応力よりも法線応力の方が地㟈のトリガーに寄与していることがわかった㸦Hirose et 

al., 2019a㸪気象庁 [課㢟番号㸸JMA_01]㸧。地㟈活動に季節性があることは以前より様々な

地域で提案されており㸪これは㸪地㟈確率の時間変動の予測に使用できるはずの情報である。

なるべく恣意性を除いた手法で余㟈を取り除いて独立地㟈に対して季節性があるかどうか客

観的に評価するために㸪山陰地方の1980-2017年のM3以上の地㟈活動に対して時空間ETASを

用いた確率的手法での余㟈除去カタログを10,000通り生成することによって㸪独立地㟈の発

生数にみられる㸴ヶ月周期の変動が㸶シグマで有意であることを示した㸦Ueda and Kato, 

2019a㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。春と秋には平均より25%程度地㟈発生確

率が㧗いという傾向であり㸪これは㸪解析期間を㸰つに分割しても安定してみられる傾向で

あった。余㟈除去を㝵層的時空間ETASで行ってみても結果はほぼ同じであった㸦図33a-c㸧。

また㸪数が少ないのでそれ自体の有意性は評価しがたいが㸪1850-2017年および㸪1923-2017

年のM6.2以上の地㟈だけについてみても㸪春と秋に多いという傾向はある。さらに㸪新潟地

方の1980年からのM3以上の地㟈活動に対して同様の解析㸦図33d-f㸪Ueda and Kato, 2019b㸧

を行うと㸪㸯年周期の変動が有意であった㸦夏に少なく㸪冬に多い㸧。これらの季節性の原

因として㸪降水の地下浸透による間㝽圧の増加㸪あるいは㸪降㞷/㞷解けによる鉛直応力の変

化が考えられる。また㸪中国の天然ガス地層貯留フィールドでの地㟈活動データからETASモ

デリングから余㟈を除去することで㸪貯留によって人工的に誘発されたらしい地㟈活動の存

在が示唆された㸦Zhou et al., 2019㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。誘発さ

れた活動は㸪貯留層との流体移動が㞴しそうな場所にあり㸪間㝽圧の効果ではなく㸪ガスの

注入・回収によって生じる岩盤の変位に起因する弾性応力の変化ではないかと考えられる。 

㹠値の低いところで地㟈がおきる例がたびたび指摘されているが㸪2016年熊本地㟈㟈源域

周辺の最近㸦2017年㸯月から2019年㸱月まで㸧)の地㟈活動の㹠値の空間分布を調べたところ㸪

本㟈破壊域の南端10km程度の㡿域でだけ㸪地㟈前に比べて㢧著に㹠値が低下していることを

見いだした。さらに㸪これより北の本㟈破壊域では大森-宇津則の㹮値が>1と余㟈の減衰が速

いのに対して㸪日奈久断層のこれより南の部分では㹮値<1で余㟈の減衰が遅い。このことは㸪

地㟈後の地殻変動観測から指摘㸦Pollitz et al., 2017㸧されている本㟈の破壊域での余効

滑りと岩盤の粘弾性緩和から期待される断層上での不均質な応力変化と整合的㸦図34㸪 Nanjo 
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et al., 2019㸧であり㸪熊本地㟈以降に本㟈破壊域南端での応力増加が進行している可能性

を示唆する㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

地殻流体に見られる変調も㸪しばしば地㟈に先行することがある。神奈川県温泉地学研究

所が中心となって1976年に設立されたアマチュア研究グループ「なまずの会」が記録した国

内の132個の井戸の水位データ㸦1977年㸰月㸯日-1987年㸱月31日㸧と地㟈㸦M6.0以上㸪井戸

との距㞳はマグニチュードに応じて100-250km以内㸧を比較したところ㸪地㟈直前に水位が異

常を示していた井戸は6個であった㸦織原, 2019d; 織原・長尾, 2019; 織原・他, 2019㸪東

海大学 [課㢟番号㸸KOBO08]㸧。また㸪産業技術総合研究所が中心となって行っている台湾・

国立成功大学との共同研究の一環として㸪水文学的・地球化学的手法による地㟈予知研究に

ついての日台国㝿ワークショップを主催しプロシーディングス㸦Matsumoto and Shieh, 2019㸧

を公開した㸦産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸AIST09]㸧。 

全国25施設の医薬系放射線管理施設が参画する大気中ラドン濃度のモニタリングネットワ

ークでは㸪計画的に各施設からの過去データを回収し㡰次解析を行っている㸦Nakatani, 2020, 

for review㸧。神戸薬科大学での観測された大気中ラドン濃度変動データにおいては㸪1995

年兵庫県南部地㟈㸦Mw6.9㸧の㸯ヶ月前から大きな変動があったことが知られている㸦Yasuoka 

et al., 2006㸧。このデータに対し昨年度から進めていた分潮解析の結果を精査し㸪1984-

1988年にはなかったK1分潮成分㸦周期23.934時間㸧が㸪兵庫県南部地㟈前の1990年-1994年の

期間では認めらるという傾向が㸪誤差を考慮しても有意と思われることを見いだした㸦図35㸪

東北大学 [課㢟番号㸸THK_10]㸧。また㸪大阪薬科大学で観測された大気中ラドン濃度の経年

変化と正弦回帰した平均変動解析を進め㸪2018年大阪府北部地㟈㸦Mj6.1㸧の約㸯年前から大

気中ラドン濃度が低下していたことを発表した㸦三浦・他, 2019㸪東北大学 [課㢟番号㸸

THK_10]㸧。また㸪より多くの放射線管理施設のデータが利用できるよう㸪室温制御なしの環

境で測定されたデータでも㸪温度補正によって空気中ラドン濃度の測定が可能になることを

示した㸦東北大学 [課㢟番号㸸THK_10]㸧。また㸪液体シンチレーションカウンターのように

有機溶媒を使用しないことから使い易いRAD7装置によっても㸪水中のラドン濃度が10-90Bq/L

の範囲なら測定が可能であることを報告した㸦Higuchi et al., 2019㸪東北大学 [課㢟番号㸸

THK_10]㸧。 

各観測点で測定される大気中ラドン濃度変動が㸪どのくらい広い範囲に影㡪しているのか㸪

またどのくらいの規模の地㟈が寄与するのかを明らかにするために㸪福島県立医科大学と札

幌医科大学における大気中ラドン濃度変動度㸦連続データ)と地㟈系列㸦㠀連続データ㸧の強

度関数が近くなるように地㟈を選択することで㸪大気中ラドン濃度変動度 に寄与する地㟈

の条件の予察的な推定をおこなった。これにより㸪大気中ラドン濃度異常においても㸪地㟈

に伴う地下水位の異常の場合㸦Matsumoto et al., 2003㸧と同様な閾値マグニチュード―㟈

源距㞳の関係が認められた㸦図36㸪東北大学 [課㢟番号㸸THK_10]㸧。 

ラドンは地殻岩石中において常に生成されているため㸪そのフラックスは地殻の透水性を

反映すると期待され㸪大気中ラドン濃度は㸪気象による変動を補正することによって㸪地殻

からのガスフラックスを反映していると期待される。一つの可能性として㸪土壌中でラドン

測定を行えば㸪地殻フラックスをより正確に反映する可能性がある。活性炭を用いたラドン

収㞟器㸦PicoRad㸧を用いてこれを行うための校正係数を導出し出版した㸦Wakabayashi et 

al., 2019㸪東北大学 [課㢟番号㸸THK_10]㸧。さらに㸪ラドンフラックスが大気㟁場に影㡪

を与えうることも提唱されているため㸪千葉県旭市で地中及び地表付近のラドン濃度と大気
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㟁場㸪ULF㟁磁場のパイロット観測㸦大村, 2019㸧を行い㸪また㸪50km㞳れた茨城県美浦に同

様の観測点を追加した㸦図37㸪千葉大学 [課㢟番号㸸CBA_01]㸧。旭のパイロット観測から得

られた時系列データ㸦2018年㸰月13日-2018年12月31日㸧について㸪地中ラドン濃度・気温・

気圧のマルチチャンンネル特異スペクトル解析から気象要素の影㡪を除去し地中ラドンフラ

ックスを求め㸪観測点周囲50kmでの地㟈活動と比べてみると㸪旭観測点直下で地㟈が発生し

た数日前に地中ラドンフラックスの3σを超える異常を示す傾向が感じられる㸦図38㸧。また㸪

国土地理院のF3解を用いて㠃積ひずみを求めて比較したところ㸪地中ラドンフラックスは㸪

弾性圧縮に対して増加し㸪弾性膨張に対して減少する傾向がみられた㸦千葉大学 [課㢟番号㸸

CBA_01]㸧。 

近年㸪地㟈に先行する㟁㞳圏㟁子数異常の報告が多くされている。例えば㸪Kon et al.,

㸦2011㸧は㸪日本上空における㟁㞳圏総㟁子数㸦TEC㸧は浅いM>6の地㟈1-5日前に正の有意相

関があることを示した。しかし㸪GNSSデータは1990年代以降しか存在しない。そこで㸪1958

年以降の長期にわたるデータが存在する地上の㟁㞳圏観測機器であるイオノゾンデに注目し㸪

㟁㞳圏の最大㟁子密度㸦NmF2㸧とその㧗度㸦hmF2㸧について地㟈との相関解析を行った㸦千

葉大学 [課㢟番号㸸CBA_01]㸧。NmF2とhmF2について前15日間の中央値と四分位範囲㸦IQR)を

用いて㸪観測値が中央値+1.5IQR㸪または中央値-1.5IQRを超える場合㸪異常と定義した。ま

た㸪㟁㞳圏擾乱は地磁気擾乱によっても発生する。したがって㸪地磁気擾乱に起因する㟁㞳

圏異常の特徴を調査し㸪そのデータを取り除いた。イオノゾンデから半径1000kmおよび半径

350km以内で発生したM≧6,深さ≦40kmの地㟈の発生と㟁㞳圏異常の発生の時間的相関を

Superposed Epoch Analysis㸦SEA㸧で探った。SEAの結果㸦図39b-d㸧から㸪NmF2は半径1000km

以内では地㟈前6-10日間㸪半径350km以内では地㟈前1-10日間の正の有意な異常を示した。

hmF2については有意な異常はなかった。さらに㸪ROC解析によってNmF2の先行傾向の評価を行

った㸦図39e㸧。ROC解析を最も有意な異常を示した㸳日カウントで6-10日前㸪㸯日カウント

での㸵日前に適用すると㸪確率ゲインは㸯をわずかに超え㸪㠀常に弱いながらも先行傾向が

ある可能性がある。 

フランスの地㟈先行現象検知衛星DEMETER㸦2004-2010運用㸧での観測データから㸪地㟈に

数時間先行してVLF㟁磁波強度が減少する傾向が主張されている㸦Nemec et al., 2008㸧。し

かしその統計解析においては時空間解析㡿域における地㟈数のばらつきを整えるために多数

の仮定を設けていた。本年度は㸪このばらつきを無くすために別手法の解析を行い㸪それで

も㢮似した先行性が認められた㸦㟼岡県立大学 [課㢟番号㸸KOBO09]㸧。また㸪DEMETER衛星

の上位互換的なスペックである中国のCSES衛星㸦2018年㸰月打ち上げ㸪現在運用中㸧のデー

タで同様の相関解析を行うための前処理を行った㸦㟼岡県立大学 [課㢟番号㸸KOBO09]㸧。ま

た㸪VLF㟁磁波強度に絞ってDEMETER㸦約130kg㸧の廉価版の超小型衛星㸦約10kg㸧多数による

観測を目指すPrelude計画は㸪ブレッドボードモデルからエンジニアリングモデルの段㝵に

進んだ㸦児玉, 2019;  児玉・他, 2019㸪宇宙航空研究開発機構 [課㢟番号㸸KOBO07]㸧。 

 

これまでのㄢ㢟と今後の展ᮃ 

プレート境界の滑りのモニタリングは㸪スロー地㟈と繰り返し地㟈の解析を中心に㧗度化

し㸪その時空間変化に対して定量的・網羅的な結果が得られるようになってきている。この

ことによって㸪大地㟈発生のサイクルにおけるスロースリップの役割をデータから実証的に

提案するような成果も得られはじめている。また㸪滑り特性の空間不均質の原因も構造など
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との比較から検討されはじめている。物理モデルの拘束を含むデータ同化も㸪実㝿の観測デ

ータへの適用が成功しはじめており㸪既に進行中のスロースリップの終期が予測できる可能

性が示されている。今後㸪物理モデルに基づく滑り予測は㸪着実に進展することが期待され

る。経㦂的な地㟈活動のモデリングによる地㟈予測は㸪特に短期的な前㟈に関して㸪前㟈を

含む全ての地㟈についての余㟈的トリガ作用を考慮するETASモデルだけでは説明できない現

象であることが示唆されたのは重要な進歩である。さらに㸪前㟈の解析方法に関しても㸪網

羅的・客観的な新たな方法が提案され始めており㸪今後もいっそうの前進が期待される。一

方㸪地㟈の規模と数の関係を表す㹠値等の㸪中期的な地㟈活動の変化に関しては㸪新たなケ

ーススタディはでているが㸪先行傾向が統計的に有意であるかの評価が重要な課㢟である。

これは㸪地殻流体にみられる先行現象候補の研究にもあてはまる。㟁磁気的な現象に関して

は㸪短期的なもので㸪低いゲインながらも有意な先行傾向が示されたものはいくつかあり㸪

人工衛星による観測を含めたデータの拡充㸪解析技術の向上によって研究の量を増やしてい

くことが㸪メカニズムの解明への道を拓くかもしれない。 
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図㸯㸬水ノ子島観測点および周辺の観測点配置図。赤色三角㸸水ノ子島観測点㸪㯮色四角㸸

定常地㟈観測点㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 

 

 

 

図㸰㸬水ノ子島観測点で得られた波形のパワースペクトル密度。㟷㸸上下動成分㸪赤㸸南北

成分㸪オレンジ㸸東西成分㸪赤破線㸸high noise model㸪㯮破線㸸low noise model㸦東京大

学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図㸱㸬伊豆㫽島における地㟈観測㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 

図㸲㸬釜石市周辺の臨時地㟈観測網㸦㟷丸㸧㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 
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図㸳㸬本計画の研究グループで維持しているGNSS連続観測点の㸦ピンク四角㸧分布図。他機

関のGNSS観測点でデータの利用できる地点を㟷三角で示した㸦東京大学地㟈研究所 [課

㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図㸴㸬産業技術総合研究所・防災科学技術研究所・気象庁の歪・地下水・傾斜データにより

決定した短期的 SSE の断層モデルおよび時空間分布。2018 年 11 月-2019 年 10 月に決定され

た 33 個の短期的 SSE㸦左図の赤四角㸪右図の赤線㸧。㯤色の四角は同期間の気象庁カタログ

による深部低周波地㟈(微動)の㟈源位置と時空間分布㸦産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸

AIST09]㸧。 

 

図㸵㸬関東地方に沈み込むフィリピン海プレート上㠃で発生する SSE の検出。㸦a㸧SSE の検

出に使用したグリッド配置。緑のフィリピン海プレート上㠃のグリッドのみで検出を行った。

㸦b㸧検出された小規模 SSE の例。このイベントは防災科学技術研究所㸦2010㸧も Hi-net 傾

斜計㸯点での㠀定常変動を報告している。㸦c㸧検出された小規模 SSE の別の例㸦東京大学地

㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図㸶㸬既知の房総沖 SSE と新たにみつかった小規模 SSE。㸦a㸧既知の房総沖 SSE の積算滑り

量。赤線は関東地㟈の滑り域㸪㟷丸は小繰り返し地㟈㸦Uchida et al., 2016㸧㸪灰色破線は

フィリピン海プレート上㠃深さ 10km 間㝸の等深線㸦Nakajima et al., 2019㸧㸪㯮色破線は

フィリピン海プレート北東端㸦Uchida et al., 2010㸧。㸦b㸧新たに検出された小規模 SSE

の積算滑り量。㸦c㸧既知の房総沖 SSE の発生個数。㸦d㸧新たに検出された小規模 SSE の発

生個数。㸦e㸧Cascadia における低周波微動発生様式のプレート沈み込み方向の変化。Wech 

and Creager㸦2011㸧の図に加筆㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図㸷㸬関東地方に沈み込むフィリピン海プレート上㠃で発生する SSE 活動の時間変化。㸦a㸧

検出された SSE の MT 図。色は観測 GNSS 時系列とモデル時系列の Variance Reduction を表

す。灰色の㡿域は㸪大地㟈による地殻変動により SSE 検出ができなかった期間を示す。㸦b㸧

使用した GNSS 観測点数。㸦c㸧小繰り返し地㟈活動から推定される㠀地㟈性滑り。Uchida et 

al.㸦2016㸧をアップデート㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図 10㸬東北地方太平洋沖における 2003 年㸯月-2018 年㸵月の浅部超低周波地㟈活動の時間

変化。㸦a㸧-㸦f㸧はそれぞれ十勝沖㸪㟷森沖㸪岩手沖㸪宮城沖㸪福島沖㸪茨城沖。右図に示

す各地域の赤星のグリッドに配置したテンプレートにマッチした超低周波地㟈の積算個数を

左図に示す。破線は周辺に発生した㢧著な地㟈活動を示す㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸

ERI_12]㸧。 
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図 11㸬繰り返し地㟈から推定された 1993 年から 2016 年までの滑り速度分布の全期間平均値

(左)と時空間推移(右)。㯮丸は繰り返し地㟈の㟈央位置および発生時点㸪㟷星は繰り返し地

㟈の余㟈を多数伴った M6 以上の地㟈の㟈央位置および発生時点を示している㸦東北大学理

学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 

 
図 12㸬繰り返し地㟈から推定された 2011 年東北地方太平洋沖地㟈から 2016 年までの滑り速

度分布の年平均値の推移。㯮点および㟷星は㸪各年に発生した繰り越し地㟈および繰り返し

地㟈の余㟈を多数伴った M6 以上の地㟈の㟈央位置を表す㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸

THK_09]㸧。 
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図 13㸬繰り返し地㟈と様々なスロー地㟈の併合解析で見つかったゆっくり滑りの大規模な移

動。㸦a㸧南海トラフでの繰り返し地㟈㸦赤丸㸧および他のスロー地㟈㸦㯤色丸・橙色丸㸧の

分布。㸦b㸧繰り返し地㟈およびスロー地㟈から推定される長距㞳のスロースリップの移動の

例。㸦c㸧スロースリップ移動のモデル㸦緑は数年かけた移動㸪ピンクは㸯ヶ月程度での移動㸧

㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 



- 160 - 
 

 

図 14㸬満点観測網のある観測点で得られた上下動成分の連続波形記録㸦㸰時間分㸹250 Hz サ

ンプリング㸧からのイベント検出。㯮線で示した部分は FAST によって㢮似波形として認定さ

れた波形を含む窓を表す。赤線は付近のある定常観測点において㸪気象庁一元化カタログ中

に検測記録が存在するタイミングを表す㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 

 

図15㸬繰り返し地㟈の抽出に用いる周波数帯域の検討。㸦a㸧マグニチュードとコーナー周波

数および断層サイズを考慮した解析周波数帯。㸦b㸧過去の研究で用いられた解析周波数

帯㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 
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図 16㸬観測点 940085㸦大分佐伯㸧の GNSS 座標時系列データ。㸦上㸧NS 成分㸪㸦中㸧EW 成分㸪

㸦下㸧UD 成分。赤点は元データである F3 解㸪緑点は推定された common mode のうち並進成

分㸪㟷点はこの観測点に対して求められた common mode 計算値を元データから差し引いたも

の。それぞれのトレースは縦軸方向に適当にオフセットさせている㸦廣瀬, 2019㸪東京大学

地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図 17㸬粘弾性緩和も考慮したモデルに対するベイズ的データ同化。2011 年東北沖地㟈の地㟈

時及び地㟈後㸵年間の地殻変動データを用いて推定された地㟈時滑り分布に対する平滑化パ

ラメータ㸪プレート境界の摩擦パラメータ(a-b)σ㸪海洋・大㝣マントルの steady-state 

viscosity 及び transient viscosity の事後確率分布㸦京都大学理学研究科 [課㢟番号㸸

KUS_01]㸧。 

 

 

図 18㸬掘削ロギングデータから推定された空㝽率・温度構造と測定値の比較。赤線と橙線は

推定値。ただし㸪空㝽率と㟁気伝導との変換式に現れるパラメーター㹫の値が異なる。緑の

点は船上の実㦂室での測定値。㟷線は密度検層による測定値。㟷点は孔内に設置された温度

計による測定値と BSR による推定値。灰色の㡿域はハイドレートの存在が確認されており㸪

本手法による推定が不適切な㡿域㸦Yabe et al., 2019㸪産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸

AIST09]㸧。 
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図 19㸬愛知県西尾市の観測井の応力場から計算した slip tendency 及び dilation tendency

と亀裂の向きを重ね合わせた下半球等積投影図。㸦a㸧slip tendency と透水性亀裂。㸦b㸧

dilation tendency と透水性亀裂。㸦c㸧slip tendency と全ての亀裂。㸦d㸧 dilation tendency

と全ての亀裂。2 つの tendency において tendency が㧗い㡿域と対応する向きの亀裂もある

が㸪それらの亀裂は必ずしも透水性亀裂ではなく㸪むしろそれらよりも低い値となる向きの

亀裂が㧗い透水性を示す傾向である㸦産業技術総合研究所 [課㢟番号㸸AIST09]㸧。 

 

 

図 20㸬南海トラフのタービダイドと固着度の比較。灰色の細線は JAMSTEC が取得したマルチ

チャンネル反射法地㟈探査データの測線を示す。MCS 測線上の太いピンク線㸪緑線㸪オレン

ジ線は㸪四国海盆で同定された西部タービダイト㸪中部タービダイト㸪東部タービダイトを

示す。太いピンク点線㸪緑点線㸪オレンジ点線のポリゴンは㸪既に㝣側へ沈み込んだ西部タ

ービダイト㸪中部タービダイト㸪東部タービダイトを示す。海底地殻変動から推定された滑

り欠損㸦Slip-deficit Rate; SDR㸧分布㸦Yokota et al., 2016㸧は透明な赤色エリアで示さ

れている㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_12]㸧。 
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図 21㸬トルコ㸪マルマラ海周辺で発見された繰り返し地㟈発生㡿域。㸦a㸧繰り返し地㟈発生

㡿域 A-C。㸦b㸧そこでの繰り返し地㟈の波形例。㸦c㸧㸱㡿域で繰り返し地㟈から推定したプ

レート境界のすべりレート㸦Uchida et al., 2019㸪東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 

 

図 22㸬㟈源再決定により求めた函㤋周辺で発生する通常地㟈活動と低周波地㟈の㟈源分布。

㟷丸で通常地㟈を示し㸪十字で低周波地㟈を表す。低周波地㟈を表す十字が㟷色と赤色のも

のは㸪それぞれ気象庁一元化㟈源で低周波地㟈と通常地㟈と分㢮されているもの㸦東北大学

理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 
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図 23㸬函㤋周辺の低周波地㟈㸦図 22㸧の近傍で発生している㸪繰り返し地㟈の可能性のある

通常地㟈クラスター。丸の大きさを㸪応力降下量 3MPa を仮定した断層サイズに合わせてプロ

ットした㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 

 

図24㸬RIモデルによる関東地域の㸱ヶ月先までの地㟈予測の成績。a㸧成績の推移。学習期間

を㸱ヶ月(㟷線)㸪㸯年(㯮線)㸪㸷年(赤線)とした場合それぞれについて示した。b㸧学習期間

の長さに対する成績の変化。学習に用いる地㟈の下限をM3.5㸦赤線㸧にした場合とM2.0㸦㟷

線㸧にした場合を示した㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 
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図 25㸬㝵層的時空間 ETAS モデルによる M≧5 地㟈の常時地㟈活動度㸦㸯日×㸯度 2 あたりの

発生率㸧。常時地㟈活動度は㸪約㸱倍ごとの対数等間㝸スケールの等㧗線で示されている。

㸦左図㸧東北沖地㟈より前㸦白丸㸧と後㸦赤丸㸧の大きな地㟈の㟈央と比較。㸦右図㸧繰り

返し地㟈の㟈央と比較㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 

 

 
図 26㸬㝵層的時空間 ETAS モデルの M≧4 地㟈の常時地㟈活動度㸦カラースケール㸧と㠀 burst

型相似地㟈活動㸦赤点㸧の比較。常時地㟈活動度の単位は㸪㸯日×1km2 あたりの発生率㸦東

北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_09]㸧。 
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図 27㸬前㟈確率 NO 予測法㸦野村・尾形, 2018㸧の予測対象を簡便に変更するための基礎と

なる統計分布。a㸧本㟈と最大前㟈のマグニチュード差の累積分布。b㸧前㟈確率㸦30 日確率㸧

評価時点から本㟈発生までの期間の累積分布㸦㯮実線㸧とその 95%信㢗区間㸦㯮破線㸧。㸯日

と㸵日のところに引いた縦の点線は㸪㸯日予測に変換するには 30 日確率に約 0.3 を㸪㸵日

予測に変換するには 30 日確率に約 0.6 を㸪乗じればよいことを示す㸦野村・尾形, 印刷中よ

り改変㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

 

 

図 28㸬2011 年東北地㟈に先行する期間における㸪㹠値変化の新たな評価パラメタ㸦P(ΔAIC

≧2)㸧の解析例。a㸧1994 から 2011 年 M9 地㟈直前まで。b㸧2010 年㸯月㸯日から 2011 年㸱

月 10 日まで㸦千葉大学㹙課㢟番号㸸CBA_01])。 



- 168 - 
 

 

図 29㸬2019 年㸴月 18 日 22 時 22 分に発生した山形県沖の地㟈㸦M6.7㸪最大㟈度㸴強㸧の前

後の「地㟈㞼」に関するツイート数㸦東海大学 [課㢟番号㸸KOBO08])。 

 

 

 

図 30㸬伊豆地域の地㟈活動に対する Maeda㸦1996㸧の前㟈識別法の成績。三宅島の活動があ

った 2000 年 6-9 月を除いた㸪1977-2018 年の活動を用いた検討。赤矢印は実データに最適化

された前㟈識別パラメータによる㸪実データに対する成績。ヒストグラムは㸪実データから

求めた時空間 ETAS モデルによって合成した 1000 通りのカタログについて㸪合成カタログに

最適化した前㟈識別パラメータを用いた場合の成績分布。㯮矢印は㸪合成カタログに最適化

されたパラメータによる㸪最適化に用いた合成カタログに対する予測の成績㸦前田ら, 印刷

中より改変㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 
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図 31㸬伊豆地域の地㟈活動に対する本㟈前の地㟈活動の加速。赤太線は前㟈候補とみなす㸦余

㟈ではないと判断された㸧群発地㟈活動内の累積数を㸪本㟈発生時刻をそろえて㸦ゼロとし

て㸧示した。多数の㯮細線は㸪図 30 で用いた 1000 個の ETAS 合成カタログを用いた場合で㸪

㟷太線は㯮細線を平均したもの。いずれも㸪前㟈の回数は㸪本㟈㸯個あたりの数に正規化し

てある㸦前田・他, 印刷中より改変㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

 

 

図 32㸬履歴依存の地㟈サイズ分布㸦Ogata et al., 2018㸧を取り入れることによる前㟈確率

予測の成績改善。上段㸸「前㟈らしさ」の評価対象となった群発活動の場所と時期を示し㸪

同じ群発活動に属するものは同じ色で示してある。下段㸸成績。このグラフが右上りである

ほど㸪地㟈サイズ分布が時間的に不変㸦GR 則㸧と仮定した場合より優れた予測ができている。

右下りの場合は㸪かえって予測性能が悪くなったことを示す。a㸧1994-2011 の気象庁カタロ

グを用いて日本付近の M4 以上の地㟈活動を用いた結果。b㸧1994-2012 の全世界の M4.7 以上

の地㟈活動を用いた結果㸦野村・尾形, 印刷中より改変㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸

ERI_13]㸧。 
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図 33㸬㝵層的時空間 ETAS を用いて余㟈活動を除いた地㟈活動度にみられる季節性㸦Ueda and 

Kato, 2019b より改変㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 

 

 

 

図 34㸬2016 年熊本地㟈㟈源断層周辺での最近㸦2017 年㸯月から 2019 年㸱月まで㸧の地㟈活

動㸦㹠値の変化と㹮値の空間分布㸧に対する解釈㸦Nanjo et al., 2019 より改変㸪東京大学

地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_13]㸧。 
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図 35㸬神戸薬科大学で観測された大気中ラドン濃度変動デ―タのスペクトル。実線は振幅ス

ペクトル㸪点線はその 95%信㢗区間。左図㸸1984-1988 年。右図㸸1990-1994 年㸦東北大学 [課

㢟番号㸸THK_10]㸧。 

 

 

 

図 36㸬大気中ラドン濃度変動に寄与する地㟈の規模と㟈源距㞳。福島県立医科大学㸦左)㸪

札幌医科大学㸦右㸧。赤丸が大気中ラドン濃度変動に寄与した地㟈㸪中ぬき灰丸が大気中ラ

ドン濃度変動に寄与しない地㟈。赤線が閾値㸪㯮破線が地下水位変動に寄与した地㟈の閾値㸪

灰実線は地殻歪を表す㸦東北大学 [課㢟番号㸸THK_10]㸧。 
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図 37㸬地中ラドン濃度ネットワーク観測と地㟈活動度の変化。㸦左㸸2003 年㸦2011 年東北

地㟈前㸧㸪中㸸2011 年㸪右㸸2015 年㸦2011 年東北地㟈後㸧㸧。旭㸦既存観測点㸧㸪美浦㸦R1

年度に設置した観測点㸧㸪つくば㸦R2 年度設置候補地㸧 㸦千葉大学 [課㢟番号㸸CBA_01])。 

 

 

図 38㸬旭観測点における地中ラドンフラックスの変動と旭観測点から半径 50km で発生した

地㟈活動の関係㸦2018 年㸰月 13 日-2018 年 12 月 31 日㸧。㸦a㸧規格化された㸯日積算値の

Rn フラックス㸪㸦b㸧累積地㟈モーメント㸪㸦c㸧Es 指数; 㸯日間に周辺でおきた地㟈のエネ

ルギーを観測点への近さで重みづけしたものの総和㸦例えば㸪Han et al., 2017㸧㸦千葉大

学 [課㢟番号㸸CBA_01]㸧。 



- 173 - 
 

 

図 39㸬国分寺イオノゾンデ㸦1958/01/01-2017/11/30㸧観測値の異常と周辺の地㟈発生の比

較。㸦a㸧比較対象地㟈。イオノゾンデから 350km 以内㸪1000km 以内。㸦b㸧SEA 解析による

統計的有意性の調査結果㸦350km 以内㸧。緑線㸸㸳日間カウントの有意レベル㸪㯮線㸸㸯日

カウントの有意レベル㸪赤線㸸㸳日カウントのランダム平均。㸳日間カウントでは半径 350km

以内の地㟈 1-10 日前に異常が多いという傾向が有意である。㸦c㸧SEA 解析による統計的有

意性の調査結果㸦350-1000km 以内㸧。有意性なし。㸦d㸧SEA 解析による統計的有意性の調査

結果㸦1000km 以内㸧。㸳日間カウントにおいて半径 1000km 以内では地㟈前 6-10 日間にお

いて正の有意な異常を示す。㸦e㸧イオノゾンデの異常から 5-10 日後を警報 ON とする試行予

測を㸪異常判定の閾値をさまざまに変えて行った ROC 解析の結果。横軸は対象期間に対する

警報 ON の期間が占める割合㸦(アラームレートは「警告率㸪またの名を予知率」の意味に使

われることが多いので㸪本当はアラームフラクションとラベルすべき㸧㸪縦軸は対象地㟈の

うち警報 ON の期間におきた地㟈の割合㸪すなわち予知率。水色と㟷色の点線は 90%および

95%信㢗区間㸦千葉大学 [課㢟番号㸸CBA_01]㸧。 
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㸯㸦㸲㸧ⅆ山 

            

                       「ⅆ山」ィ⏬推㐍㒊会㛗 中㐨久 

                            㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所㸧 

                              副㒊会㛗 前㔝 ῝ 

                            㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所㸧 

 

ⅆ山の噴ⅆ⅏害を㍍ῶするためには㸪ⅆ山噴ⅆのⓎ⏕の場所・つᶍ・時ᮇを予 すること

およびⅆ山噴ⅆ⌧㇟に対応する噴ⅆ⅏害の推⛣を予 することが㔜せである。またこれらの

予 のためには㸪ⅆ山噴ⅆ⌧㇟をゎ明することも㔜せである。「ⅆ山」ィ⏬推㐍㒊会では㸪

「ⅆ山ά動の事㇟分岐の᮲件・ㄽ⌮を明らかにし㸪ⅆ山ά動推⛣モデルをᵓ⠏し㸪Ⓨ⅏の原

因であるⅆ山噴ⅆを予 すること」を上位┠ᶆにすえ㸪低㢖度で大つᶍな⌧㇟を含むⅆ山⌧

㇟のゎ明とモデル化㸪ⅆ山ά動を支㓄する場のゎ明とモデル化㸪中㛗ᮇⓗなⅆ山ά動のホ価㸪

ほ 手ἲの㛤Ⓨおよび体制の整備に㛵する◊✲を推㐍している。 

 

㸯㸬地㟈・ⅆ山⌧㇟のゎ᫂のための◊✲ 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山⌧㇟に㛵する史ᩱ・⪃古データ㸪地㉁データ➼の収㞟とゎᯒ 

㛗ᮇ㛫におけるⅆ山⌧㇟とそれに伴う⅏害をṇ☜に把握するためには㸪地㉁データ➼を収

㞟してㄪᰝ・分ᯒを⾜い㸪データベースを整備・拡充することが㔜せである。マグマの≧態

と噴ⅆᵝ式との㛵㐃性についてヲしくㄪべるために㸪⇿Ⓨⓗ噴ⅆと㠀⇿Ⓨⓗ噴ⅆ㸦⁐岩ὶ噴

ⅆ㸧を数多く㉳こしている富士ⅆ山の噴出≀のゎᯒを㐍めている。ᮏ年度は㸪㸵ヨ料につい

てマグマの含Ỉ㔞と 度との㛵係をỴ定した⤖ᯝ㸪㧗 かつ低含Ỉ㔞のマグマが⁐岩ὶ噴ⅆ

を㸪低 かつ㧗含Ỉ㔞マグマが⇿Ⓨⓗな噴ⅆをするという傾向をぢ出した㸦図㸯左㸧。また㸪

マグマ上昇㏿度のホ価のために▼基⤌⧊のゎᯒを㐍め㸪S-8以㝆の⇿Ⓨⓗ噴ⅆに㸪斜㛗▼微⤖

晶の数密度や▼基ガラス㔞のシステマティックな変化があることがわかった㸦図㸯右㸧㸦ᮾ

京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_02㹛㸧。 

ⲡὠⓑ᰿山の噴ⅆ履Ṕのゎ明および噴ⅆポテンシャルホ価に㛵する◊✲を㐍めている。ᮏ

年度は㸪ⓑ᰿ⅆ○丘⩌の噴出≀層序ㄪᰝと放射性Ⅳ⣲年代 定を⾜い㸪⣙6000年前㡭にはⓑ

᰿ⅆ○丘⩌の主せ㒊が形成されていたこと㸪⣙2000年前㡭までマグマ噴ⅆがⓎ⏕していたこ

とを明らかにした㸦亀㇂・他, 2020㸧。ⓑ᰿ⅆ○丘⩌ᮾ斜㠃でのテフラ層序ㄪᰝと㸪ỈẼ

噴ⅆテフラのXRDによる⢓土㖔≀ゎᯒにより㸪㐣去㸯万年㛫における⇕Ỉ変㉁帯の≀⌮化学

⎔境の変㑄が明らかになった。また㸪テフラ㸳層‽で古地☢Ẽ年代を得ることができ㸪その

うち㸱層‽で放射性Ⅳ⣲年代とㄪ和ⓗな年代値となった㸦図㸰㸧㸦富山大学 [ㄢ㢟␒号㸸

TYM_01]㸧。 

㜿⸽ⅆ山新ᮇ中岳⁐岩およびアグルチネートの古地☢Ẽおよび岩▼☢Ẽ 定を⾜い㸪古地

☢ẼỌ年変化曲⥺とのẚ㍑から㸪5ka㸪4.5ka㸪3.5ka前後の㸱つの␗なるά動があったことを

明らかにした㸦公募◊✲㸪⇃ᮏ大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO03㹛㸧。 

 恵山ⅆ山の地㉁図原✏のとりまとめと㸪ⅆ山地㉁図作成のための㞤㜿寒岳ⅆ山㸪日光ⓑ᰿

ⅆ山及び⛅⏣↝山ⅆ山でのトレンチ掘削を実施した。御嶽ⅆ山では地⾲㋃ᰝに基づく噴ⅆ履

Ṕㄪᰝを実施した。九㔜ⅆ山とⶶ⋤ⅆ山では10万年前よりⱝい噴出≀のK-ArとAr/Ar年代デ

ータのẚ㍑◊✲を⾜った。また㸪20万分の㸯スケールの日ᮏⅆ山図公㛤のためのビューア㛤
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Ⓨとデータ作成を⾜い㸪⣙440の➨四⣖以㝆にά動したⅆ山に㛵するデータ公㛤を㐍めた㸦⏘

ᴗ技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST03㹛㸧。  

 

㸦㸰㸧低㢖度大つᶍ地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟のゎ᫂ 

低㢖度で大つᶍなⅆ山噴ⅆ⌧㇟のⓎ⏕履Ṕ㸪つᶍ➼をゎ明するためには㸪史料・⪃古デー

タ㸪地㉁データ➼の分ᯒを╔実に㐍める必せがある。伊㇋大島では㸪⋞Ṋ岩㉁の大つᶍ噴ⅆ

である安Ọ噴ⅆ㸦Y1㸧および15世⣖噴ⅆ㸦Y4㸧について㸪噴出≀の層序を広⠊囲で再ᵓ⠏し㸪

層序ẖの噴出≀の⤌⧊・化学分ᯒを⾜った。その⤖ᯝ㸪Y1については㸪⇿Ⓨⓗ噴ⅆのテフラ

が㸱つのユニットに区分でき㸪それぞれ噴出⋡・噴↮㧗度が␗なること㸪岩▼⤌⧊もそれに

対応して変化することなど㸪噴ⅆ推⛣のヲ⣽がわかってきた。上位の主せな㝆下スコリアに

ついては㸪古文᭩からὶ出時ᮇが制⣙されている⁐岩ὶとの層序㛵係から㸪従᮶の⪃えより

も半年ほど㐜い1778年11᭶中旬に噴出したことが明らかとなった。このような噴ⅆ推⛣の≉

徴は㸪噴ⅆⓎ⏕後の噴出≀モニタリングが噴ⅆ推⛣・つᶍの予 において㔜せであることを

♧唆する。ὸ㛫山や㟝島山においても大つᶍ噴ⅆ堆✚≀の地㉁ㄪᰝと噴出≀のゎᯒを㛤始し㸪

層序・層┦のゎᯒ㸪層序ẖの⢏子≀性データを取得し㸪岩▼⤌⧊の定㔞化㸪全岩・㖔≀化学

⤌成分ᯒを㐍めた㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_03㹛㸧。 

カルデラ噴ⅆについては㸪噴ⅆ‽備ẁ㝵からのά動の推⛣・履Ṕを把握するとともに㸪そ

の推定⢭度を上げる手ἲの㛤Ⓨ・改Ⰻを㐍める必せがある。大㔞のマグマの✚と噴ⅆの‽

備㐣⛬の時㛫スケールを明らかにするために㸪ウラン⣔列放射㠀平⾮を⏝いた≀㉁⛉学ⓗ◊

✲を㐍めている。ᮏ年度は㸪対㇟ヨ料の U-Th放射㠀平⾮の 定に必せな Th同位体ẚ

㸦230Th/232Th㸧の分ᯒ☜度を向上させるためのᵝ々なヨみを⾜い㸪 定方ἲにおける問㢟を

ゎỴした。また㸪先⾜◊✲によってマグマプロセスがよく⌮ゎされている支➖のカルデラ形

成噴ⅆ㸦⣙44 ka㸧を対㇟に㸪噴出≀のU-Th放射㠀平⾮ 定を⾜った。その⤖ᯝ㸪支➖カルデ

ラの⌛㛗㉁マグマは㸪マントル⏤᮶の⋞Ṋ岩マグマの⤖晶分化作⏝ではなく㸪地Ẇ≀㉁の㒊

分⼥ゎによって⏕成したことや㸪斑晶に富みᮍ分化な≉徴をもつ噴出≀は㹓に㐣剰な放射㠀

平⾮を♧し㸪マントル㉳※の⋞Ṋ岩マグマの分化に⏤᮶することが明らかになった。また㸪

⣙114kaのὝ√カルデラ噴出≀について㔝外ㄪᰝ㸪ヨ料採取㸪全岩主せ元⣲・微㔞元⣲⃰度 

定や㸪EPMAによる㖔≀・ガラスの⤌成分ᯒを⾜った㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸HKD_02㹛㸧。 

屈斜㊰カルデラ内の中島ⅆ山の地㉁ㄪᰝを⾜いⅆ山地㉁図を作成するとともに㸪中島ⅆ山

の噴ⅆ史を☜❧した。また㸪屈斜㊰カルデラのポストリサージェンスά動により形成された

アトサヌプリ⁐岩ドームについて㸪地㉁ㄪᰝ㸪化学分ᯒや年代 定をもとに㸪ⅆ山ά動のヲ

⣽を明らかにした㸦公募◊✲㸪室⹒工ᴗ大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO04㹛㸧。 

㨣⏺カルデラにおいてㄪᰝ・探ᰝ⯟ᾏを実施し㸪㨣⏺アカホヤ噴ⅆを中心とした堆✚

≀・岩▼ヨ料の採取を⾜い㸪地㉁学ⓗ・≀㉁⛉学ⓗゎᯒを㐍め㸪アカホヤ噴ⅆの⥲噴出≀㔞

の⢭密推定を┠指している㸦図㸱㸧㸦⚄戸大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBE01㹛㸧。 

 

㸦㸲㸧ⅆ山⌧㇟のゎ᫂とモデル化 

ⅆ山噴ⅆのᵝ式は㸪マグマがⅆ㐨を上昇する㝿に⤒㦂する⬺ガス㐣⛬に支㓄される。ⅆ㐨

内の⬺ガスのグ㘓が噴出≀の塩⣲⃰度の不均㉁にṧされている可⬟性があることを提した。

また㸪塩⣲は拡散が㐜いため㸪他の揮Ⓨ性成分が失われたり均㉁化した後においても⬺ガス

時の拡散性の不均㉁を保持しているため⬺ガス履Ṕが分かることを♧した㸦Yoshimura et 
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al., 2019㸪北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸HKD_03㹛㸧。 

ᱜ島ⅆ山1914年大ṇ噴ⅆ㍍▼を⏝いて㸪ⅆ㐨ὸ㒊でのῶ圧⤖晶化をᶍ擬した低ỈẼ圧下

での⤖晶化実㦂を⾜い㸪ナノスケールの⤖晶の晶出᮲件をㄪべ㸪ⅆ㐨ὸ㒊においてマグマが

⤒㦂した圧力㸪 度㸪および定⨨時㛫を制⣙できる可⬟性を指摘した㸦図㸲㸧㸦ᮾ北大学大学

㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_04㹛㸧。 

ⅆ山のẚ㍑◊✲にά⏝することを┠ⓗとして㸪地㟈Ἴ干΅ἲをもとに㸪位┦の不明░なⅆ

山性地㟈・微動の㟈※Ỵ定ἲを㛤Ⓨした。伊㇋大島のⅆ山性地㟈に㛤Ⓨした㟈※Ỵ定ἲを㐺

⏝して㸪2km⛬度の⢭度で㟈※Ỵ定できること㸪また㸪仮定する内㒊ῶ⾶パラメータの῝さの

⤯対値が大きく変化する振幅ἲにẚべ῝さ⢭度が㧗いことが分かった㸦図㸳㸧㸦Permana et 

al., 2019㸧。干΅SARデータゎᯒから᭷⌔山とὸ㛫山の小つᶍな地Ẇ変動の抽出に成功した。

᭷⌔山においては10mm/year以上のỿ㝆がほ され㸪㐣去の噴ⅆに伴って⏕じた⁐岩ドーム

の⇕収⦰によるものと⪃えられる㸦図㸴㸧。ὸ㛫山においては㸪山体北す側と南ᮾ側に᭱大

6mm/yearの変動がほ され㸪これらは山㡬付㏆の⇕Ỉά動によるものと山体不安定によるも

のとゎ㔘された㸦Wang et al., 2019㸪ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_07㹛㸧。 

⯟✵ᶵ搭㍕型㉥外カメラシステム㸦STIC㸧のセンサ技⾡を応⏝したポータブルな⏬像分光

⨨㸦G-STIC㸧を㛤Ⓨした㸦Jitsufuchi, 2019㸪㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NIED01㹛㸧。 

 

㸦㸳㸧地㟈Ⓨ⏕及びⅆ山ά動をᨭ㓄する場のゎ᫂とモデル化 

ウ㸬ⅆ山噴ⅆをᨭ㓄するマグマ供⤥⣔・⇕Ỉ⣔のᵓ㐀のゎ᫂ 

⟽᰿ⅆ山大ᾛ㇂の噴Ẽほ から㸪2015年㸴᭶の噴ⅆ前後にてヘリウム同位体ẚの変化を᳨

出した。地㟈ά動の増加後に噴ⅆし㸪その後同位体ẚ␗常が᭱大となったことから㸪その原

因について㸪㛫㝽圧の上昇が地㟈と噴ⅆをㄏⓎし㸪噴ⅆに伴いὶ体が⛣動したためだとゎ㔘

した㸦ᮾ京大学大Ẽᾏὒ◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AORI02]㸪Kagoshima et al., 2019㸪公募◊✲㸪

ᮾ京大学大Ẽᾏὒ◊✲所㹙ㄢ㢟␒号㸸KOBO13])。 

ⲡὠⓑ᰿ⅆ山で広帯域MTほ を実施し㸪㸱ḟ元ẚ抵抗ᵓ㐀を推定し㸪᰿ⓑᮏらか下┤㔩

山にかけて῝さ1〜3 kmに広く存在する低ẚ抵抗域をぢつけた。そして㸪低ẚ抵抗は導㟁体で

ありⅆ口†のỈおよび Ἠの※Ἠに対応しているとゎ㔘した(Matsunaga et al.㸪  2020㸪

ᮾ京工ᴗ大学 [ㄢ㢟␒号㸸TIT_03㹛㸧。 

 

㸰㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲ 

 

㸦㸲㸧中㛗ᮇⓗなⅆ山ά動のホ価 

 

ア㸬ⅆ山噴ⅆの㛗ᮇά動のホ価 

 山┴富士山⛉学◊✲所は㸪富士山の⁐岩の年代Ỵ定や層序対ẚを⾜うため㸪他の手ἲに

より年代Ỵ定している⁐岩およびⅆ○岩について㸪古地☢Ẽ 定を実施した。その⤖ᯝ㸪古

地☢Ẽ方位から㸪㮚丸尾⁐岩はす暦 600-700 年㸪剣丸尾➨㸯⁐岩はす暦 1000 年と推定され

た。また㸪宝Ọ山に含まれるⅆ山弾の古地☢Ẽ方位をもとに㸪宝Ọ山がす暦 1707 年に形成さ

れたと推定した。一方㸪トレンチヨ料を⏝いて㸪㝣上᳜≀㉳※の⬡⫫㓟とⅣ化ᮌ∦の 14 C 年

代 定を⾜いẚ㍑した⤖ᯝ、両⪅の年代⠊囲はㄗ差の⠊囲内でᴫね一⮴した。このことから㸪

Ⅳ化ᮌ∦が⏘出しない土壌ヨ料でも㸪⬡⫫㓟を利⏝した年代推定が可⬟であることが♧され
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た㸦山┴富士山⛉学◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸MFRI_01]㸧。ᮾ京大学地㟈◊✲所は㸪㟝島山につ

いて 18 世⣖享保噴ⅆを含むṔ史時代の個々の噴ⅆの推⛣や中㛗ᮇ履Ṕをレビューするとと

もに㸪代⾲ⓗ噴ⅆの堆✚≀の㟢㢌ㄪᰝを⾜い分布や層区分について᳨ウした。また㸪享保噴

ⅆの噴出≀のゎᯒを㐍め㸪㝆下㍍▼におけるⲔ・⅊ⰍおよびⓑⰍの㸰タイプの㍍▼の全岩化

学⤌成が 2011 年噴ⅆと同ᵝのトレンドを᭷し㸪 度・⤌成差のある㸰➃成分マグマが㛵与し

たことなど㸪基♏ⓗな岩▼学ⓗ情報を収㞟した㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_03]㸧。

富山大学はⲡὠⓑ᰿ⅆ山において㸪また⏘ᴗ技⾡◊✲所は㸪㞤㜿寒岳ⅆ山㸪日光ⓑ᰿ⅆ山㸪

⛅⏣↝山ⅆ山㸪御嶽ⅆ山において㸪ά動履Ṕゎ明のための噴ⅆ履Ṕㄪᰝを㐍めた㸦富山大学 

[ㄢ㢟␒号㸸TYM_01]㸪⏘ᴗ技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸AIST03]㸧。 

 
イ㸬モニタリングによるⅆ山ά動のホ価 

各✀ほ データに基づく㸪数年〜数10年スケールの中ᮇⓗなⅆ山ά動ホ価を⾜うにあたり㸪

ⅆ山ά動推⛣モデルとά動ホ価手ἲに㛵する◊✲㞟会を合同で㛤催した。ㄢ㢟参⏬ᶵ㛵の代

⾲⪅から各ⅆ山のά動についての報告を受け㸪ニュージーランドで㛤ⓎされたVUI㸦ⅆ山άⓎ

化指数㸧を日ᮏのⅆ山に㐺⏝するための具体ⓗな᳨ウを始めた。十勝岳を対㇟とし㸪ほ デ

ータからVUIィ⟬シートのホ価㡯┠と基‽をỴめ暫定ⓗにVUIをホ価した。また㸪㸦ᶫᮏ・他㸪

2019㸧の☢Ẽモーメント変化⋡と変化※῝度とVUIの対応を明らかにした㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟

␒号㸸HKD_04]㸪京㒔大学大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸KUS_02]㸧。 

御嶽山2014年噴ⅆ後の山㡬付㏆の局所ⓗなỿ㝆がInSARデータから᳨出され㸪GNSSデータ

ゎᯒと合わせて二つの␗なる῝さの収⦰圧力※がồまり㸪␗なる時定数の指数㛵数で㏆似さ

れた。そして噴↮写┿から推定されるỈẼ㔞の変化とのẚ㍑から㸪῝㒊収⦰※の急㏿なῶ

⾶は㸪噴ⅆの㛤始時の⃭しいὶ体の放出による急㏿なῶ圧を反映している一方㸪ὸ㒊収⦰※

の⦆やかな収⦰は噴ⅆに対しての寄与は小さいことが♧唆された㸦Narita et al., 2019㸪京

㒔大学大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸KUS_02]㸧。 

⡆易型トラバース 定⨨を定ᮇ⯪に╔して口ỌⰋ㒊島の二㓟化◲㯤放出⋡ 定を⥅⥆

しており㸪2020年㸯᭶11日からの噴ⅆά動に先⾜して㸯᭶はじめから二㓟化◲㯤放出㔞の増

加が明らかになった。2018-2019年の噴ⅆά動ᮇにẚべ㸪ⅆ山ガス放出⋡が㧗いことから㸪⬺

ガスに㛵与するマグマ㔞やその位⨨などに㐪いがあると推定される㸦ᮾ京大学大学㝔⌮学⣔

◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸UTS_06]㸧。 

2019年に噴ⅆしたὸ㛫山と㜿⸽山を対㇟に㸪噴ⅆ中のⅆ山ガスの化学⤌成およびその変化

の推定のためにⅆ山⅊から抽出したỈ⁐性≀㉁の化学分ᯒを実施した。そして㸪ὸ㛫山2019

年噴ⅆでは新㩭なマグマの㛵与はないため㸪ỈẼ噴ⅆによって既存のⅆ○≀が放出された

と推定された㸦Yaguchi et al., 2020㸪Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_05㸧。 

北ᾏ㐨の」数のⅆ山においてGNSSほ 㸪ⅆ口域の地 ほ 㸪噴Ẽおよび ἨỈの地⌫化学

ⓗほ 㸪地下Ỉ位ほ を⾜った。そして㸪十勝岳において2006年から⥆いていたⅆ口域の⭾

張が2018年に収⦰傾向に変化し㸪2019年は停したことが分かった。また㸪地㟈ά動と Ἠ

ỈのCl ⃰度などに┦㛵がㄆめられたが㸪噴Ẽの 度や化学成分㸪凝⦰Ỉの㓟⣲・Ỉ⣲同位体

ẚには大きな変化はなく㸪島弧のマグマỈと㢮似した値を♧したことが分かった㸦Takahashi 

et al., 2019㸪北ᾏ㐨❧⥲合◊✲ᶵᵓ地㉁◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸HRO_01㹛㸧。 

⟽᰿ⅆ山の噴Ẽの採取と化学分ᯒを⾜い㸪CO2/H2Sẚ㸪He/CH4ẚおよびN2/Heẚの時㛫変化と

ⅆ山性地㟈のⓎ⏕数のẚ㍑を⾜った。そして㸪2015年㸳᭶〜㸶᭶の⩌Ⓨ地㟈に先⾜してこれ
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らのẚの値が増加し㸪地㟈ά動の低下とともにẚの値が低下したことから㸪マグマ㉳※ガス

のὸ㒊⇕Ỉ⣔に対する増加が⩌Ⓨ地㟈を㉳こしたとゎ㔘された㸦図㸵㸧㸦Ohba et al., 2019㸪

公募◊✲㸪ᮾᾏ大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO11]㸧。 

 

㸦㸳㸧ⅆ山ά動推⛣モデルのᵓ⠏によるⅆ山噴ⅆ予  

国内のά動ⓗⅆ山について㸪ά動推⛣のモデル化や分岐判断指ᶆの作成をするため㸪◊✲

㞟会を㛤催しほ データ➼を᳨ウした。その⤖ᯝ㸪国内外の多くのⅆ山の地㟈ά動について㸪

地㟈Ⓨ⏕と噴ⅆとの┦㛵性㸪大地㟈による応力場と噴ⅆのⓎ⏕との㛵㐃性をぢい出すことが

できた㸦すᮧ, 2019㸧。また㸪国内の多くのⅆ山の地Ẇ変動の⥅⥆ᮇ㛫と変動㔞について噴

ⅆおよび噴ⅆᮍ㐙のときのẚ㍑㸪⥅⥆ᮇ㛫と変動㔞のẚ㍑を⾜い㸪噴ⅆの場合は地Ẇ変動の

⥅⥆ᮇ㛫が181日以上が多いことが分かったが㸪変動㔞と噴ⅆおよび噴ⅆᮍ㐙の㛵係性はぢ

いだせなかった㸦㧗ᮌ, 2019㸪ᮾ北大学大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_11]㸧。 

シナブンⅆ山の噴ⅆά動において㸪ỈẼ噴ⅆからマグマ噴ⅆへの推⛣における地┙変動

および地㟈ά動との㛵係を明らかにした㸦図㸶㸧(京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI06])。 

既存のⅆ㐨⣔にマグマが㈏入し噴ⅆがⓎ⏕する場合と㸪別のところに新たにマグマが㈏入

する場合とに分けてマグマの㈏入㏿度を事㇟分岐の᮲件として噴ⅆ事㇟の⤒㦂ⓗ分岐ㄽ⌮を

ᵓ⠏した。また㸪┦対㔜力 定データおよび地┙変動データゎᯒから㸪ᱜ島北岳┤下におい

て㉁㔞✚が㉳こっていることが明らかになった㸦図㸷)㸦井口・他, 2019㸪京㒔大学㜵⅏◊

✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI07]㸧。 

ⶶ⋤ⅆ山について㸪᭱新ά動ᮇのά動履Ṕをもとに噴ⅆ推⛣予 図を作成した。そして㸪

前兆⌧㇟のみで⤊息する場合㸪ỈẼ噴ⅆに⮳る場合㸪さらにマグマ噴ⅆに⮳る場合㸪大つ

ᶍ噴ⅆに⮳る場合を想定すると㸪1894年以㝆の事例から㸪前兆⌧㇟のみあるいはỈẼ噴ⅆ

に⮳って⤊息した場合のみで㸪今後のά動として同ᵝの推⛣をたどる可⬟性が㧗いことを♧

した㸦伴・他, 2019㸪公募◊✲㸪山形大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO15]㸧。 

 

㸱㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲ 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の即予 手ἲの㧗度化 

ウ㸬ⅆ山噴出≀による⅏害ㄏ因の即予 手ἲ 

噴ⅆⓎ⏕┤後に㸪ⅆ山噴出≀などの⅏害ㄏ因を㧗⢭度かつ即時ⓗに予 する手ἲを㛤Ⓨす

ることは㔜せである。今年度は㸪㏆年の代⾲ⓗ事例である㟝島新⇞岳2018年噴ⅆにおける噴

ⅆᵝ式の変化と噴出≀の岩▼⤌⧊との対応㛵係を明らかにし㸪噴出≀をもとにした⌧㇟の把

握や予 へのά⏝について᳨ウした。また㸪新⇞岳2018年噴ⅆの推⛣を㋃まえた㟝島ⅆ山の

噴ⅆ事㇟⣔⤫ᶞの作成を㛤始した。噴出≀分布にもとづく噴出㔞推定においては㸪従᮶の手

ἲを実㝿の⌧㇟でヨ⾜しホ価しつつ㸪᭱㐺な手ἲを㛤Ⓨすることが急務である。ᮏ年度は㸪

2019年㸶᭶にὸ㛫山でⓎ⏕したごく小つᶍな噴ⅆの㝆⅊ㄪᰝを⾜い㸪噴出㔞の推定やⅆ山⅊

ᵓ成≀のゎᯒに基づく噴ⅆᵝ式の推定を㸪ㄢ㢟参加ᶵ㛵および㛵係ᶵ㛵で㐃携して実施し㸪

㎿㏿に㏿報値を公⾲した。また㸪噴出≀モニタリングや噴出㔞・ᵓ成≀の㎿㏿ゎᯒにおける

ㄢ㢟についてㄢ㢟参加⪅㛫で問㢟意㆑を共᭷し㸪その手ἲの㧗度化や㸪噴ⅆ対応時における

効⋡ⓗかつᶵ動ⓗなㄪᰝの実㊶方ἲ㸪データ共᭷方ἲ㸪噴ⅆ事㇟分岐判断へのά⏝について

㆟ㄽを⾜った㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_17㹛㸧。 
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㸳㸬◊✲を推㐍するための体制のᩚ備 

㸦㸯㸧推㐍体制のᩚ備 

㸰回のⅆ山噴ⅆ予▱㐃⤡会ᮏ会㆟を㛤催し㸪全国のⅆ山ά動の≧ἣについての᳨ウを⾜っ

た。また㸪㟝島山㒊会およびⲡὠⓑ᰿山㒊会を㛤催して㸪㟝島山およびⲡὠⓑ᰿山のⅆ山ά

動について㸪それぞれ᳨ウを⾜った㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_08]㸧。 

 

㸦3㸧◊✲基┙の㛤Ⓨ・ᩚ備 

ᱜ島においてミュオグラフィほ を⾜い㸪2017年⤊わりから2018年はじめにかけて噴ⅆά

動が昭和ⅆ口から南岳ⅆ口に推⛣した時ᮇにⅆ口底において密度上昇を᳨出し㸪プラグ≧の

≀体が形成されたとゎ㔘した㸦図10㸧㸦Oláh et al., 2019㸪ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒

号㸸ERI_21]㸧。 

八丈島のⅆ山土地᮲件図および数値データを整備し㸪⟽᰿山のⅆ山土地᮲件ㄪᰝを実施し

て数値データを整備した。また㸪岩手山㸪⛅⏣㥖ヶ岳㸪日光ⓑ᰿山のⅆ山基ᮏ図および数値

データを整備した㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_10]㸧。 

全国50άⅆ山の常時┘どほ を⥅⥆するとともに㸪ⲡὠⓑ᰿山への広帯域地㟈ィの㓄備と

全国㸵⟠所への┘どカメラの㓄備を⾜った。また㸪口ỌⰋ㒊島㸪㜿⸽山㸪ᱜ島にて二㓟化◲

㯤ガスほ を実施したほか㸪ドローンによる可ど・⇕㉥外ほ をⲡὠⓑ᰿山・㟝島山・㜿⸽

山・口ỌⰋ㒊島で実施した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_12]㸧。 

ᾏ域ⅆ山㸦⸃摩◲㯤島㸪口ỌⰋ㒊島㸪口之島㸪ㄶゼ之℩島㸪ᶓ当島㸪す之島㸪南◲㯤島㸪

⚟徳岡ノ場㸪◲㯤島㸧の定ᮇ巡回┘どを実施した㸦図11㸧。また㸪ᾏ域ⅆ山基♏情報ㄪᰝ「ᾏ

徳ᾏ山」㸪「伊㇋大島」の成ᯝを公⾲した㸦ᾏ上保安庁 [ㄢ㢟␒号㸸JCG_04]㸧。 

 

これまでのㄢ㢟と今後の展ᮃ 

「ⅆ山」ィ⏬推㐍㒊会には㸪41の◊✲ィ⏬ㄢ㢟に加えて㸪ヱ当年度の公募◊✲は㸷ㄢ㢟あ

り㸪地㟈ⅆ山ほ ◊✲ィ⏬において᭱大のィ⏬推㐍㒊会である。そこで㸪ㄢ㢟㛫の㐃携やそ

れぞれのㄢ㢟における◊✲の῝化を㐍めるきっかけとなるように2019年㸳᭶にキックオフミ

ーティングを㛤催した。「ⅆ山ά動の事㇟分岐の᮲件・ㄽ⌮を明らかにし㸪ⅆ山ά動推⛣モ

デルをᵓ⠏し㸪Ⓨ⅏の原因であるⅆ山噴ⅆを予 すること」が᭱上位┠ᶆであり㸪ヱ当する

㸰㸦㸳㸧ⅆ山ά動推⛣モデルのᵓ⠏によるⅆ山噴ⅆ予 を᭱㛵㐃㡯┠とするㄢ㢟㸦ᮾ北大学

大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_11]㸧が2020年㸯᭶に◊✲㞟会を㛤くとともに㸪㡯┠㸰

㸦㸳㸧の┤㏆下位に位⨨づけられる㡯┠㸰㸦㸲㸧中㛗ᮇⓗなⅆ山ά動のホ価の主せ㸰ㄢ㢟㸦北

ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸HKD_04]㸪京㒔大学大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸KUS_02]㸧が2019年

12᭶に合同◊✲㞟会を⾜った。初年度であるため㸪それぞれの┠ⓗにて◊✲㞟会を⾜ったわ

けであるが㸪両方の◊✲㞟会に㛵わっている参加⪅が多いこともあるため㸪ḟ年度以㝆は㡯

┠㸰㸦㸲㸧と㸰㸦㸳㸧の㐃携がより意㆑される方向に㐍むであろう。 

この一年においては㢧ⴭなⅆ山⅏害は↓かったが㸪これまでのά動からすれば今ᮇのィ⏬

中に国内のⅆ山で⅏害をおよぼす噴ⅆはあると⪃えるのが⮬↛である。そういった噴ⅆがⓎ

⏕した場合は㸪㞟中ⓗにㄪᰝ・ほ による◊✲体制を強化するために㸪「ⅆ山」ィ⏬推㐍㒊

会は地㟈・ⅆ山噴ⅆ予▱◊✲協㆟会企⏬㒊・戦␎室と㐃携し㸪≉別◊✲促㐍㈝による◊✲の

❧ち上げと実施を主導する。同時に㸪「ⅆ山」ィ⏬推㐍㒊会はḟ世代ⅆ山◊✲・人ᮦ⫱成⥲

合プロジェクトのⅆ山噴ⅆ⥭急ほ 㒊会と㐃携し㸪内㛶府のⅆ山㜵⅏に㛵わるㄪᰝ企⏬委員
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会が᳨ウしてきた◊✲の方向性を㋃まえた⌧地ㄪᰝ・ほ の実施に㈉⊩する。 
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図㸯㸬富士山の斑晶化学⤌成から推定された含Ỉ㔞とマグマ 度との㛵係㸦左図㸧と富士山

の⇿Ⓨⓗ噴ⅆによる噴出≀の▼基⤌⧊の時代変化㸦右図㸧。左図のerror barは斑晶⤌成のィ

 ㄗ差に㉳因する 度と含Ỉ㔞ホ価ㄗ差。右図の㉥Ⰽは斜㛗▼微⤖晶㔞㸪⥳Ⰽは▼基ガラス

㔞。時代変化がほ察される㒊分で⫼景に影をつけている㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸

ERI_02㹛㸧。 

 

 

図㸰㸬ⲡὠⓑ᰿ⅆ山㸦SV18㸧と⍇⍈†の古地☢ẼỌ年変化曲⥺㸦BIWA SV-3㸸 Ali et al. 1999

を一㒊改変㸧。なお㸪ⲡὠⓑ᰿ⅆ山におけるㄗ差はα95値㸦富山大学 [ㄢ㢟␒号㸸TYM_01㹛㸧。 
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図㸱㸬地⌫῝㒊探ᰝ⯪「ちきゅう」によるピストンコアリングの地Ⅼ㸦C9036掘削Ⅼ㸧とその

場所での反射ἲ地㟈探ᰝ断㠃図㸦⚄戸大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBE01]㸧。 

 

 

図㸲㸬ⅆ㐨ὸ㒊をᶍ擬したῶ圧⤖晶化実㦂で明らかになった㸪⤖晶の晶出㏿度・圧力・時㛫

の㛵係㸦ᮾ北大学大学㝔⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸THK_04]㸧。 
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図㸳㸬地㟈Ἴ干΅ἲに基づく新たな㟈※Ỵ定手ἲの᳨ド。㸦a㸧Ἴ形㸪㸦b㸧エンベロープと

Lag Time㸪㸦c㸧Misfit分布と᭱㐺ゎ㸪㸦左下㸧ⅆ山性地㟈の初動による㟈※との不一⮴の㢖

度分布㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_07]㸧。 

 

 
図㸴㸬干΅SARゎᯒで᳨出した᭷⌔山⁐岩ドームの収⦰。左㸸アセンディング干΅⏬像㸪中㸸

ディセンディング干΅⏬像㸪右下㸸㖄┤変位の時㛫変化㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸

ERI_07]㸧。 
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図㸵㸬⟽᰿ⅆ山の噴Ẽガスにおける化学⤌成の時㛫変化。上ẁ㸸CO2/H2Sẚの時㛫変動㸪中ẁ㸸

He/CH4ẚの時㛫変動㸪下ẁ㸸N2/Heẚの時㛫変動㸦公募◊✲㸪ᮾᾏ大学 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO11]㸧。 
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図㸶㸬シナブンⅆ山における地┙変動および地㟈ά動と噴ⅆά動との㛵係。上ẁ㸸GNSSによ

りほ された2基⥺の射㊥㞳の変化㸪中ẁ㸸地㟈ά動㸪下ẁ㸸噴ⅆά動。⣸の▮印はỈẼ噴

ⅆを㸪㯮の▮印は2018年㸰᭶19日にⓎ⏕した᭱大つᶍの噴ⅆを♧す㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ

㢟␒号㸸DPRI06㹛㸧。 

 

 

図㸷㸬┦対㔜力⧞り㏉し 定と地┙変動ほ データから推定したᱜ島┤下における⭾張・収

⦰・㉁㔞変動ソースの位⨨㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI07]㸧。 
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図10㸬ᱜ島昭和ⅆ口┤下および南岳ⅆ口㏆傍における密度上昇を♧すミュオグラフィ⏬像。

Ⰽは密度変化㔞を♧す。㸦a㸧2017年㸵᭶〜10᭶にかけて得られたデータ㸪㸦b㸧2018年㸰᭶

〜㸴᭶にかけて得られたデータ㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_21]㸧。 

 

 

図11㸬⯟✵ᶵによるᾏ域ⅆ山の定ᮇ循⎔┘どほ による口ỌⰋ㒊島のᾏ域写┿㸦ᾏ上保安庁 

[ㄢ㢟␒号㸸JCG_04]㸧。 
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㸯㸦㸳㸧⅏害ㄏ因ホ価・即時予  

            

              「災害誘因評価・即時予測」計画推進部会長 太田㞝策 

                          㸦東北大学大学院理学研科㸧 

                                    副部会長 三宅弘恵 

                                㸦東京大学地㟈研所㸧 

 

地㟈・火山噴火という自然現象が引き起こす地㟈動㸪津波㸪火山噴出物㸪斜㠃崩壊等の災

害誘因は自然や社会に潜在的に存在する脆弱性等の災害素因に働きかけ㸪これらの総合作用

に応じて様々な規模の災害が発生する。すなわち災害誘因評価の㧗度化は㸪災害軽減を果た

すために有効な手段である。こうした観点から㸪「災害誘因評価・即時予測部会」では災害

誘因や災害リスクを事前に㧗い精度で評価する手法を開発する「地㟈・火山噴火の災害誘因

の事前評価手法の㧗度化」ならびに地㟈や火山噴火が発生した直後に㧗精度かつ即時的に災

害誘因を予測する手法を開発する「地㟈・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の㧗度化」を

推進するとともに㸪それら災害誘因予測を効果的に防災対策の推進に結びつけるための「地

㟈・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究」を進める。 

 

㸱㸬地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲ 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲの㧗度化 

ア. 強㟈動の事前ホ価手ἲ 

○㟈※モデルの㧗度化 

Mjma 6.7の2018年北海道胆振東部地㟈の断層破壊を強㟈記録を用いた波形インバージョン

(周波数0.04-0.5Hz)および経㦂的グリーン関数法による強㟈動シミュレーションによるSMGA

モデリング(周波数 0.3-10Hz)により求めた(図㸯)。波形インバージョンにおいては㸪対象地

域の複㞧な地盤・地殻構造の影㡪を考慮して㸪全国一次地下構造モデル(Koketsu et al., 

2012)による㸱次元地盤・地殻構造モデル(最小㹑波速度0.6km/s)を用いて理論グリーン関数

を計算し㸪利用した。その結果㸪主破壊は深さ約22〜32kmの㟈源(破壊開始点)より浅い㸪㟈

源上方からやや南方に広がっていることが分かった。最大すべり量は約1.7mだった。この主

破壊㡿域はこの地域の下部地殻に限定され㸪破壊は上部地殻までは達していないと考えられ

る。また㸪主破壊㡿域では余㟈活動が活発でないことも分かった。さらにこの㟈源断層モデ

ルを㸱次元速度構造モデルに組み入れ㸪波動シミュレーションを行い㸪長周期地㟈動の伝播

特性を調べた。㟈源域直上から西方向に広がる厚い堆積層を持つ勇払平野方向へ㸪大きな速

度パルス波が伝播していく様子が見られた。さらに㸪経㦂的グリーン関数法(Irikura, 1986; 

入倉・他㸪1997)による広帯域強㟈動シミュレーションを行い㸪この地㟈の㟈源モデル(SMGA 㟈

源モデル)を推定した。推定された㟈源モデルは㸪㸰つのSMGAモデルで成り立っており㸪SMGA1

が㟈源時の7.2秒後に破壊開始し㸪その破壊開始点は㟈源より約5.7km南西㸪㟈源より約10km

浅く㸪SMGA1の大きさは7.2km×7.2km㸪地㟈モーメントは5.1×1018Nm㸪応力降下量33MPaと求

められた。SMGA2は㟈源時の12.9秒後に破壊開始し㸪破壊開始点は㟈源より約5.6 km南西㸪㟈

源より約13km浅く㸪SMGA2の大きさは5.4 km×5.4km㸪地㟈モーメントは1.2×1018Nm㸪応力降

下量18MPa と求められた。またこの㟈源モデルを用いて㸪㟈度㸵を記録した地点のフォワー

ドシミュレーションを行ったところ㸪観測に比して卓越周波数が㧗く最大加速度値が過大と
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なることが確認され㸪これらの大㟈動時には㸪地盤の㠀線形応答があった可能性が示された 

(Asano and Iwata㸪2019; Nagai et al.㸪2019㸪京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI09])。 

㟼岡県下の強㟈波形データを用いて㸪スペクトルインバージョン法による㸪㟈源㸪地㟈波

伝播㸪サイト各特性の分㞳を行った。0.2-10Hzを解析対象範囲として㸪M3.5-6.0程度の㟈源

スペクトルを求め㸪ω2乗モデルを当てはめて応力降下量を求めた。このマグニチュード範囲

では㸪応力降下量の地㟈規模依存性は明らかではなかったが㸪地殻内地㟈から沈み込むプレ

ート内地㟈を含む㸪深さ㸯kmから121kmに分布する今回解析したイベントの応力降下量には深

さ依存性が確認された㸦図㸰㸧(島津・他㸪2019㸪京都大学防災研究所 㹙課㢟番号㸸DPRI09])。 

2016年熊本地㟈を事例とした地表地㟈断層の詳細情報の精査とモデル化を行った。具体的

には地㟈後のインバージョン結果に基づく地下の㟈源断層モデルと㸪地表で観察された地表

地㟈断層の分布をそれぞれ100m間㝸の㸱次元点群化モデルで表現した㸦図㸱㸧。次に㸪地下

の㟈源断層モデルと地表地㟈断層の分布を考慮した地表下浅部の点群の接合・収斂について㸪

地㟈・強㟈動分野の研究者と変動地形分野の研究者で議論を重ねて㸪複数のモデルを提案し

た。また㸪布田川断層からは遠㝸にある清正公道沿いの地表変状(rupture)と被害の関係につ

いて見直した。ここでは地㟈時に右横ずれを伴うruptureが連続的に出現するとともに㸪近傍

において強㟈動による構造物被害が生じた。その位置はかつての清正公道を埋め立てた㝿の

盛り土境界付近に該当し㸪地盤の影㡪によるruptureである可能性も指摘されていた。しかし㸪

2019年㸯年と11月にトレンチ調査を実施したところ㸪ruptureは盛り土境界ではなく㸪半固結

ローム層を明瞭に断ち切り㸪系統的な右横ずれを伴う地㟈断層であることが判明し㸪清正公

道断層と呼ぶべきものであることを明らかにした㸦名古屋大学 [課㢟番号㸸NGY_05]㸧。 

 

○地下構㐀モデルの㧗度化 

大阪㸪京都㸪奈良堆積盆地を中心とした地域で㸪2018年大阪府北部の地㟈の観測波形デー

タの再現シミュレーションを通じて㸪既往地下構造モデル(Sekiguchi et al., 2016)の検証

と盆地堆積層での地㟈動形成メカニズムの分析を行った。今年度は特に㸪堆積㹏値の検討と

大阪盆地地下構造モデルの改良を実施した。差分法計算で㹏値を変えてシミュレーションを

行い㸪観測波形と計算波形を狭帯域で比較することにより㸪0.1〜2.0Hzの間の㹏値の周波数

依存性をモデル化した㸦図㸲㸧。既往地下構造モデルの大阪平野から大阪湾地域に関し㸪新

たな探査データや表層地質情報を追加し㸪データの内外挿方法などモデル構築作業の改善を

行い㸪モデルの改良を実施した㸦関口・他㸪2019㸪京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI08]㸧。 

㟼岡県地域の強㟈波形データを用いて㸪スペクトル・インバージョン法による㟈源㸪地㟈

波伝播㸪サイト各特性の分㞳を行い㸪地㟈基盤以浅の地下構造モデルの検証を進めた。㟼岡

県東西ブロックにおける各伝播経路特性として㸪分㞳によって得られた㹏値を1.0-10Hzの周

波数帯域においてモデル化した結果㸪西部ではQ=245.4f0.38㸪東部では Q=74.1f0.96と㸪異な

る特徴を持つ㹏値が求まった。得られたサイト増幅特性を㸪東海地域の最新の浅部・深部統

合地盤モデル (Wakai et al., 2019) の観測点直下の㹑波速度構造モデルを取り出して求め

られる㸯次元理論㹑波増幅率と比較すると㸪卓越周波数や増幅レべルといった点でよい対応

を示した㸦図㸳㸧。また㸪2009年㥴河湾の地㟈と2011年㟼岡県東部の地㟈でPGA200cm/s/s以

上の強㟈動を観測した点の強㟈時のサイト増幅特性を㸪強㟈時サイト増幅特性=観測/㟈源特

性/伝播特性として求め㸪弱㟈のサイト増幅特性と比較したところ㸪地盤の㠀線形応答の特徴

と考えられるサイト増幅特性の卓越周波数の低周波側への移動が14観測点㸪多くはAVS30の小
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さい軟弱な地盤上で確認された㸦島津・他㸪2019㸪京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI08])。 

 

○強㟈動ホ価の㧗度化 

 大地㟈で生成し㸪近地〜遠地で誘発地㟈やスロー地㟈を発生させる大振幅のLove波パルス

㸦㹅波㸧の生成原因を評価した。具体的には標準地球モデルを用いた理論分散曲線の解析と㸪

㸱次元差分法計算による地㟈波伝播シミュレーションから㸪薄い海洋構造では広い帯域(15

〜200秒)でLove波の分散性が弱く㸪また群速度と位相速度が近い値を持つために㸪波形位相

を保って伝播することを確認した。2011年東北地方太平洋沖地㟈の近地強㟈波形と遠地広帯

域波形を調べると㸪㟈源からのLove波の放射が強い西南日本と太平洋の対岸において振幅の

大きな㹅波の到来が確認された㸦図㸴㸧。㹅波の到達直後に中部〜西南日本で地㟈活動が活

発化し㸪太平洋沿岸の沈み込み帯で低周波数地㟈や微動活動が報告されるなど(例えば㸪

Miyazawa, 2011; Chao et al., 2013)㸪大地㟈による表㠃波の影㡪が全地球に広がったこと

が確認された㸦Furumura and Kennett㸪2020㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_14])。 

 太平洋プレートで深発地㟈が発生すると㸪太平洋岸の㟈度が大きくなる異常㟈域が生じる。

しかし㸪2013年㸳月24日のオホーツク海深発地㟈 (610km㸪Mw 8.3)では㸪稚内や秋田など日

本海側で最大㟈度㸱が観測され㸪通常の深発地㟈とは逆の㟈度分布となった。F-netとHi-net

記録を解析し㸪日本海側の強い揺れは太平洋プレートを伝播した㧗周波数 㹑波ではなく㸪

(㸯) 上部/下部マントル境界付近の深い㟈源から放射された㹑波の caustics㸪(㸰) 地表で

のsP変換波と後続のsPL波㸪そして(㸱)sS反射波により作り出されたことが確認できた

㸦Kennett and Furumura㸪2019; Furumura and Kennett㸪2019㸪東京大学地㟈研究所 [課㢟

番号㸸ERI_14])。 

 南西諸島域について地㟈の応力降下量の分布を調べた。対象とする地㟈は 2002年㸴月から

2017年㸳月までの15年間に発生したイベントで㸪F-netで地㟈モーメントが報告されている㟈

源のみを選択した。その結果㸪応力降下量の値は1〜100MPaの範囲(中央値はほぼ10MPa)に分

布し㸪Oth (2013) が推定した九州同様に比較的㧗い値が求まるとともに㸪琉球海溝から沖縄

トラフにかけて応力降下量が低下する傾向にあること㸪沖縄トラフ内部では台湾周辺や宮古

海山を除いた地域で低く㸪地殻熱流量が㧗い場所に対応することが分かった。また㸪琉球海

溝沿いでは奄美大島北東沖 (トカラ・ギャップの衝突域)などの応力降下量が特に㧗い㡿域が

存在することが確認できた㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸ERI_14])。 

 㸱次元差分法に基づく地㟈波伝播シミュレーションのオープンコード(OpenSWPC; Maeda et 

al., 2017) について㸪利用者コミュニティからの改善点や機能追加に関するフィードバック

を受けて改良と機能拡張を進めた㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号: ERI_14]㸧。 

 2016年熊本地㟈を例として㸪強㟈動計算手法の㧗度化のための検討を行った。観察された

地表地㟈断層の長さ34kmに基づいて㸪地㟈本部の強㟈動予測手法「レシピ」に従った断層モ

デルにより熊本地㟈の強㟈動計算を行ったところ㸪地㟈モーメントや地㟈動が過小評価とな

った。一方㸪観測に基づく熊本地㟈の地㟈モーメントを既知として設定した断層モデルを「レ

シピ」で計算したところ㸪地㟈動分布は観測記録をおおむね説明できた。ただし㸪地表地㟈

断層ごく近傍の観測点における周期㸯秒程度以上の地㟈動は過小評価のままであった。この

ことについて㸪地㟈発生層よりも浅い㡿域に断層すべりを考慮した断層モデルで計算を行う

と㸪結果が改善することが確認された㸦名古屋大学 [課㢟番号㸸NGY_05]㸧。 
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イ.ὠἼの事前ホ価手ἲ 

巨大地㟈に伴う海底斜㠃崩壊による津波の数値計算手法を開発し㸪1929年Grand Banksで発

生した地㟈に伴う津波イベントに適用を試みた。巨大地㟈は発生しないとされているアメリ

カ東海岸の沖合で㸪1929年にGrand Banks地㟈 (M7.2)が発生した。この地㟈直後に㟈源近傍

のケーブルが切断され㸪海底地すべりが発生してたことが確認されている。また㸪地㟈波形

解析から地すべり自体が地㟈波を励起したとされている (Hasegawa and Kanamori, 1987)。

さらにこの地㟈(海底地すべり)は津波を励起し㸪㟈源域近傍で大きな被害が報告されている。

Halifax(カナダ)の検潮記録には津波波形も記録されている。そこで㸪先行研究で提示されて

いる海底地すべり域を参考に地すべり域を仮定し㸪地すべりの層厚を変化させて㸪海底地す

べりと津波の数値計算を実施し㸪Halifaxの津波波形(第㸯波)の再現実㦂を行った。その結果㸪

海底地すべりの量は約100km3程度であることを見積もることに成功した(図㸵)㸦Ioki et al., 

2019㸪北海道大学 [課㢟番号㸸HKD_05㹛㸧。 

 

ウ㸬大地㟈による⅏害リスクホ価手ἲ 

強㟈動による地㟈災害誘因の分析のため㸪堆積平野・堆積盆地における強㟈記録データベ

ースの増強に着手した。堆積平野・堆積盆地の地㟈動増幅特性の定量化に向けて㸪東京大学

地㟈研究所共同利用の枠組みで可搬型微動・強㟈観測システムを運用した。また㸪2018年北

海道胆振東部地㟈や2004年米国パークフィールド地㟈㸪トルコ西部の被害地㟈等を対象とし

て㸪国内外の強㟈記録の分析を行い㸪堆積平野・堆積盆地の地㟈動増幅特性を定量化すると

共に㸪㟈源解析や強㟈動シミュレーションを行った㸦東京大学地㟈研究所 [課㢟番号㸸

ERI_16]㸧。 

2016年熊本地㟈の㝿の建物被害についての分析を行った。具体的には益城町市街地におい

て㸪詳細な地表地㟈の性状を解明し㸪建物被害との関係を明らかにした。その結果㸪①地㟈

断層から120m以内の範囲に全壊家屋の総数の94%が㞟中すること㸪②被害率については近傍

120mの範囲内において断層からの㞳㝸距㞳と被害率には負の相関があること㸪③建築年代を

昭和50年以前と以後に分けて分析すると新旧に寄らず②の関係が成立することが明らかとな

った㸦図㸶㸧㸦名古屋大学 [課㢟番号㸸NGY_05]㸧。 

地㟈被害想定における不確実性を低減することを目的として㸪㫽取県大山町役場と連携し

て㸪微動を用いた町内の㠃的な地盤㟈動特性の把握㸪および地下速度構造の推定を実施した。

あわせて㸪同町内の避㞴所施設として指定されている20棟の建物(主に体育㤋)内で微動観測

を実施し㸪振動特性(卓越周期)の調査を行った。また㸪2016年㫽取県中部の地㟈で被害を生

じた県中部域(倉吉市㸪湯梨浜町㸪北栄町)において微動観測を追加するとともに㸪これまで

に実施した調査(余㟈観測㸪微動探査㸪重力探査)を総合的に再解析し㸦図㸷㸧㸪地下構造の

モデル化を行った。さらに㸪2000年㫽取県西部地㟈で被害を生じた㫽取県境港市の強㟈観測

記録を精査し㸪強㟈動の㠃的予測において表層地盤の㠀線形地盤応答特性の評価に一般的に

用いられる等価線形手法のパラメータの合理的設定に向けた検討を開始した。具体的には㸪

小地㟈と大地㟈の地㟈観測H/Vに拡散波動場理論を適用し㸪それぞれの地盤ひずみレベルに応

じた等価線形地盤(地㟈波速度㸪減衰)を同定し㸪小地㟈の地盤(線形)を初期値として大地㟈

の等価線形地盤に移行するような地盤の㠀線形応答特性を逆推定するための検討を行った

㸦㤶川・他㸪2019㸪㫽取大学 [課㢟番号㸸TTR_01]㸧。 

津波避㞴モデル地域(北海道八㞼町㸪神恵内村等)において㸪実測した歩行速度に基づき避
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㞴場所までの避㞴シミュレーションを行い㸪想定津波における避㞴困㞴地区を特定した。シ

ミュレーションでは㸪避㞴設備の現地での確認調査を踏まえて発災時に使用できないと判定

された避㞴路を除外して計算を実施した。避㞴困㞴地区の対策を自治体・地域住民と協議し㸪

新たに避㞴路の整備が必要な個所を抽出したほか㸪役場庁舎の建て替えに合わせて庁舎に津

波避㞴ビル機能を持たせることを決定した。庁舎の設計では㸪想定津波に耐える強度㸪冬季

を想定した発災下での暖房の確保㸪想定される避㞴人数などを考慮した。新設する避㞴設備

を条件に組み込んで再度避㞴シミュレーションを実施し㸪避㞴困㞴地区が解消されることを

確認するとともに㸪地区ごとの避㞴場所の最適化を図った㸦図10㸧。以上に加えて㸪地㟈の

強㟈動や液状化による道路破損を想定した車避㞴のリスク評価を行い㸪渋滞発生箇所を推定

した。これらの研究データは今後㸪地域の避㞴計画の更新に活用する予定である㸦北海道立

総合研究機構地質研究所 [課㢟番号㸸HRO_02]㸧。 

 

エ㸬地㟈動やⅆ山ά動による斜㠃崩壊の事前ホ価手ἲ 

地㟈動に伴って発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法のさらなる

㧗度化を進めるために㸪観測による災害誘因メカニズムの検討を行った。具体的には9000年

から12万年前までの軽石が10cm以上の厚さで分布している範囲を新編火山灰アトラスから抽

出㸦図11㸧し㸪関東から北海道にかけて分布図を作成し㸪既往地㟈地すべりとの比較を行っ

たところ㸪地㟈時地すべりのすべり㠃となる可能性が特に㧗い降下火砕物は㸪9000年よりも

古い軽石およびそれに伴う火山灰土であることが分かった。少なくともこの範囲は今後の地

㟈時地すべりの要注意域と考えられる。 

地すべり内での地㟈動のばらつき㸪伝播特性を把握するために㸪紀伊山地における深層崩

壊のすべり残りブロック上に多点の稠密地㟈観測アレイを設置し㸪観測を開始した。谷埋め

盛土斜㠃における間㝽水圧変動について同時に記録された地㟈動との関係から議論した。観

測されたPGAが120galまでのイベントに対し㸪間㝽水圧の上昇量はPGAやArias Intensityと強

い相関があること㸪間㝽水圧の立ち上がり時刻は㸪そのタイミングにおける瞬間的な揺れの

強さで決まること㸪間㝽水圧の上昇時間は比較的強い揺れが続く継続時間に由来することが

示された。さらに北海道南東部の再活動型地すべりにおいては㸪素因として㸪海岸浸㣗や間

㝽水圧の上昇に伴ってどの程度地すべりの安定性が低下しているのかを連続観測データから

示した。また㸪北海道胆振東部地㟈によって変状が現れた谷埋め盛土斜㠃で表㠃波探査を実

施し旧地形に対応する地下構造を推定することによって㸪谷埋め盛土と地山のテフラ層が一

体となって地㟈時に地すべり性の変状を示したことが明らかになった。 

また㸪2018年北海道胆振東部地㟈により㸪厚真町のテフラ斜㠃において発生した地すべり

を調査した結果㸪すべり㠃には多くの地㟈による崩壊斜㠃のすべり㠃から検出されている粘

土鉱物の薄板状ハロイサイトが含まれていることが分かった。さらに同ハロイサイトの特徴

を調べたところ㸪チューブ状のハロイサイトの含有量が増えるにしたがって㸪試料全体のせ

ん断抵抗が下がり㸪保水力が上昇すること㸪すなわち㸪せん断された㝿には内包された水を

原因として流動性が増すことが明らかになった㸦Chigira et al.㸪 2019; Doi et al.㸪2019; 

Liu and Wang㸪2020㸪京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI10]㸧。 

宮城県荒砥沢地区ならびに熊本県南阿蘇村立野に設置している㸰台のGB-SARの連続計測を

継続し㸪GB-SARデータを取得した。南阿蘇立野地区には2017年に地上設置型合成開口レーダ

(GB-SAR)を設置した㸦図12㸧。主に2019年㸯月から11月までのデータから推定した㠃的変位
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速度からは大きな変位は確認されていない。同地区はこれまで2016年熊本地㟈による崩落地

帯の安定化㸪国道ならびに鉄道の復旧工事が行われてきたが㸪これらの工事が年度末でほぼ

終了する見込みである。斜㠃の安定化事業により㸪GB-SARで観測してきた地域は金属ネット

で覆われ㸪植生が進められた結果㸪従来の計測状態から変化したため㸪安定化の確認が主た

る目的となっている。しかし例えば2019年㸴月30日に大㞵により崖㠃一部の崩落が観察され

たが㸪GB-SARではこれを的確に捉えることに成功した。 

SAR画像のピクセルごとの位相・強度情報を用い㸪㸰枚のSAR画像を干渉させる(位相の差を

とる)ことにより㸪㸰回の観測の間における変位量を推定する。しかし㸪観測間において大気

屈折率が時間的・空間的に変化した場合㸪その変化量は㟁波の伝搬速度を変化させ㸪結果的

に干渉SARにおける位相差として現れる。この大気誤差を軽減するため㸪多数のSAR画像を使

用して変位速度を推定するPersistent Scatter Interferometry (PSI)技術を使用した。PSI

技術により㸪㸰枚のSAR画像間で変位量を求める従来手法よりも少ない誤差で変位を推定する

ことができる。同解析を南阿蘇におけるGB-SARデータに適用した。現場ではバックホウによ

り掘削作業が行われており㸪発生した土砂により干渉画像が著しく変化していることが確認

できた。さらに宮城県荒砥沢地区におけるGB-SAR観測では2019年10月の豪㞵に伴う斜㠃の侵

㣗が確認された。この時㸪斜㠃各点で計測した地表㠃変位から変位による体積変化を推定し

た。これは土砂の流出量に対応すると考えることができる。更に降㞵量と地表㠃変位の相互

相関をとると㸪降㞵後㸲日程度で地表㠃変位が現れることを見いだした。同手法は㸪今後の

土砂侵㣗の予想へつながる成果と考えられる (佐藤・他㸪2019㸪東北大学災害科学国㝿研究

所 [課㢟番号㸸IRID03])。 

 

オ㸬ⅆ山噴ⅆによる⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲ 

火砕流の発生メカニズムの解明を目的とし㸪桜島火山における地盤変動㸪火山性地㟈㸪空

気振動㸪火山ガス㸪映像等の観測を行い㸪爆発的噴火および火砕流のデータを収㞟した。特

に今年度は㸪火砕流の流下パターンや堆積量を知るために桜島島内の㯮神観測点において小

型船舶レーダーを用いた観測を開始した。レーダー設置後に火砕流を伴う噴火かは発生して

いないが㸪例えば2019年11月㸶日の噴煙をレーダーで明瞭に捉えることに成功している。ま

た㸪過去の火砕流を伴う噴火の前㥑地㟈・地殻変動データの解析から㸪火砕流を伴う噴火で

は直前の膨張停滞時間が30分以上継続すること㸪火砕流を伴う噴火では47例中27例で前㥑地

㟈が発生することが明らかになった。これは火砕流を伴う噴火では火道中で通常の噴火とは

異なる現象が発生している可能性を示唆する結果である㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸

DPRI11]㸧。 

 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の即時予 手ἲの㧗度化 

ア㸬地㟈動の即時予 手ἲ 

大地㟈による大規模平野での長周期地㟈動の即時予測の実現に向け㸪観測・計算データ同

化に関する研究を進めた。データ同化・予測では㸪同化波動場を初期値としてスパコンを用

いた㸱次元差分法計算に基づき㸪数十秒先の波動場を予測する手法(Furumura et al., 2019)

を用いた。今年度は予測の㧗速化を目指し㸪予め計算した同化観測点〜予測地点の伝達関数

(グリーン関数)を用いて㸪評価地点の揺れを瞬時に予測する方法を検討した。さらに本手法

を用いて㸪南海トラフ巨大地㟈の長周期地㟈動の即時予測の可能性を検討した。まず㸪内閣
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府の1944年東南海・1946年南海地㟈㟈源モデルとJIVSM 地下構造モデル(Koketsu et al., 

2008)を用いて模擬強㟈記録を合成し㸪これを観測波形と見なして同化・予測実㦂を行った㸦図

13㸧。その結果㸪DONETやN-net(計画中)により㟈源域直上で地㟈発生直後にデータ同化を進め

ることができれば㸪数十秒以上の猶予時間をもって関東平野等の遠地での長周期地㟈動の即

時予測が可能であることが示された (Oba et al.㸪2019; Oba㸪2020㸪東京大学地㟈研究所 [課

㢟番号㸸ERI_14])。 

PLUM法の㧗度化に関する研究を進めた。具体的には㸪㹑波群中の㹎波を検知する方法を発

展させ㸪上下動成分のみから得られる㟈度を予測に用いることを検討した。また㸪距㞳減衰

を導入することを考察した。これらにより㸪PLUM法が㸪揺れの強さを予想してから実㝿の揺

れが来るまでの時間的猶予が短時間になるという弱点を軽減する可能性を見出した㸦図14㸧。

また㸪予測計算の堅牢化のために㸪機械学習によって観測点の品質を自動的に監視する方法

を検討した。継続時間も含めた揺れの予測の精度向上を目指し㸪減衰・散乱・速度構造など

の地下構造の詳細な推定や地盤増幅特性のモデル化を進めた。また㸪データ同化や波動伝播

シミュレーションでの計算時間を短縮する方法について開発に着手した。さらに㸪詳細な観

測網が利用可能な状況では㸪(断層破壊の全体を捉える) モーメントマグニチュードの即時推

定による即時地㟈動予測では強い揺れの到来に間に合わず㸪揺れをモニターする方法が有効

であることを示唆する結果を得た㸦Cochran et al.㸪2019; Kodera, 2019; Meier et al.㸪

2019; Kodera et al.㸪2020㸪気象庁 [課㢟番号㸸JMA_06]㸧。 

 

イ㸬ὠἼの即時予 手ἲ 

Green関数を用いたデータ同化に基づく津波即時予測手法 (GFTDA;Wang et al.㸪2017) を

海底地㟈津波観測網DONETが捉えた2016年㫽島沖地㟈津波に対して適用し㸪津波即時予測実㦂

を行った(図15)。同試行はリアルタイムに取得された記録に対してデータ同化手法を適用し

た初めてのケースである。同地㟈は海底火山カルデラ内で約10年周期で繰り返し発生する津

波地㟈 (Fukao et al.㸪2018)であり㸪その津波の規模に比して地㟈動は極めて小さく㸪かつ

励起源がカルデラ床の上下変位が支配的なCLVDメカニズムのため㸪地㟈動からの解析によっ

て津波を即時的に予測することが困㞴な事例である。しかしデータ同化手法を適用すること

で㸪同イベントに対する津波予測を迅速に行い得ることを示した。さらに㸪リアルタイムな

実データに対して適用するための信号処理手法の検討も開始した。実データは単にばらつき

やノイズ成分が多いだけでなく㸪地㟈動や潮汐成分も重畳している。そこで㸪大気分野で活

用されている経㦂的モード分解法を海底圧力計記録の津波信号に適用し㸪津波信号の効果的

な抽出を試みた。また㸪地中海西部において仮想的な海底津波観測網を考え㸪津波データ同

化による予測実㦂から海底観測網とそれに基づく津波即時予測の有効性を検討した㸦Wang et 

al.㸪2019; Heidarzadehetal.㸪2019㸪弘前大学理工学研究科 [課㢟番号㸸HRS_02])。 

搬送波位相変化から断層すべりを直接推定する手法 (Phase To Slip㸪以下PTS) の性能評

価を目的とし㸪2011年東北地方太平洋沖地㟈 (Mw 9.0)とそれに引き続く岩手県沖地㟈 (Mw 

7.4) および最大余㟈である茨城県沖地㟈 (Mw 7.8) に対して同手法を適用した。データには

関東から東北にかけてのGEONET観測点62点の㸯秒ごとの搬送波位相データを用いた。沈み込

む太平洋プレート上㠃を386の小断層に分割し㸪それら小断層上のすべり分布を平滑化拘束を

課した状態で推定した。グリーン関数にはOkada (1992) の手法を用いた。推定された断層㠃

上でのすべり分布を見ると㸪2011年東北地方太平洋沖地㟈本㟈については陸上GNSSの変位デ
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ータを用いたものとほぼ同等の結果が得られた。さらに引き続く余㟈に注目すると㸪明瞭な

すべり量のステップが岩手県沖地㟈㸪茨城県沖地㟈双方で確認できた。さらにそれらのすべ

り分布についても先行研究とほぼ同等の結果が得られた。これらの成果は㸪PTSによって㸯日

以下で連続する地㟈現象のモニタリングが可能であることを示唆する結果と考えられる(図

16)。また㸪実海底環境下でドリフト特性をその場で把握できる海底圧力観測システムのプロ

トタイプ機を開発し㸪同機を実海域に短期間設置することでその動作確認を行った結果㸪想

定した通りの動作を確認することができた。さらに㸪リアルタイムGNSSによる㟈源断層即時

推定における不確実性の定量評価をマルコフ連鎖モンテカルロ法 (MCMC) で行うための技術

開発を進めた。本年度は㸪単一の矩形断層モデルをリアルタイムGNSSによる永久変位場にも

とづき即時的に得ることを目指したアルゴリズム開発を行った。同手法ではリアルタイムで

の活用を念㢌に㸪各パラメータの初期値や㸪尤度関数やそれを規定するパラメータ等を自動

設定するアルゴリズムを構築した㸦田中・他㸪2019; 大野・他㸪2019㸪東北大学理学研究科 [課

㢟番号㸸THK_12㹛㸧。 

近地津波について㸪後続波で㧗い津波が観測された過去事例を収㞟し㸪津波数値計算で再

現するため初期波源など条件設定の検討を行い㸪福島県沖から関東東方沖にかけての海域を

波源とする津波が福島県沿岸で反射して東北地方沿岸に後続波をもたらす事例を再現した

㸦図17㸧。遠地津波について㸪南米沖及び南太平洋西部を波源とする津波に加えて北太平洋を

波源とする津波についてその減衰過程を近似する関数形の解析を行い㸪指数関数的に減衰す

る過程の初期振幅が地㟈の規模に比例することを確認した。スロー津波地㟈の規模推定法と

して開発した積分変位を用いた手法を日本近海の地㟈に対して適用し㸪マグニチュード㸵ク

ラス以上の地㟈についてはモーメントマグニチュードの差が十分に小さく推定できることを

確認した。この規模推定法を代表的な津波地㟈である1992年ニカラグア地㟈の観測波形に適

用し㸪従来の変位振幅に基づく手法に比べて適正に規模を推定できる可能性が㧗いことを示

した。2018年スラウェシ島パル湾で発生した津波について㸪観測された遡上㧗・ビデオ記録

から再現された津波波形などを説明しうる海底地すべりによる津波のモデルを提示した㸦気

象庁 [課㢟番号㸸JMA_06]㸧。 

 

ウ㸬ⅆ山噴出≀による⅏害ㄏ因の即時予 手ἲ 

焼岳における昭和37年噴火後の土石流の発生に関して㸪従来の研究から発生ポテンシャル

の変化に関する知見を得た。また㸪ポテンシャルが低下する中㸪昨年18年ぶりに発生した土

石流は㸪10分間㞵量とその降㞵域がその発生要因であることを明らかにした。以上より㸪噴

火後の土石流発生ポテンシャルの変化と発生条件に関するモデルのフレームワークを明確に

した㸦図18㸧。シナブン火山の噴火後のラハールについては㸪観測を継続した。焼岳の融㞷型

火山泥流については㸪融㞷実㦂結果を整理し㸪泥流モデルへの導入を開始した。桜島の土石

流については㸪土砂濃度特性の観測や斜㠃侵㣗過程に関する検討のために㸪基礎調査や計測

機器の開発を行った㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI_12]㸧。 

気象研究所XバンドMPレーダーおよびKuバンド㧗速スキャンレーダーによる噴煙観測と㸰

次元ビデオディスドロメータ―㸦2DVD㸧による降灰観測を実施した。2DVDによる観測では㸪

扁平な小粒子が多いことが確認された。このことは㸪大きな粒子の㞳脱によって㸪小さな粒

子が数多く残った噴煙または火山灰㞼をMPレーダーで観測した㝿に㸪反射因子差が増加する

ことに対応すると考えられる。また㸪気象庁一般気象レーダーにより噴火事例㸦2019年㸶月
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㸵日浅間山㸪2020年㸯月11日・㸰月㸱日口永良部島㸧を解析するとともに㸪一般気象レーダ

ーによる噴煙㧗度の確率的推定手法について㸪桜島の遠望観測データを用いた手法の検証を

試行し㸪降水エコーとの区別など検証をする上での問㢟点を整理した。さらに全球移流拡散

モデルと㡿域移流拡散モデルを統一した新しい気象庁移流拡散モデル㸦JMA-ATM㸧について㸪

開発に着手した。2016年10月㸶日阿蘇山噴火の事例について㸪降灰データを逆解析して新旧

移流拡散モデルを実行し㸪初期値の不確定性を示した㸦図19㸧㸦佐藤 他㸪2019㸪気象庁 [課

㢟番号㸸JMA_07㹛㸧。 

 

㸦3㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 を⅏害情報につなげる◊✲ 

地㟈・火山災害情報の活用のための住民の知識体系に関する基礎調査を行った。具体的に

は日本放送協会による「体感・㤳都直下地㟈ウィーク」を刺激とする社会的実㦂調査(パネル

調査) を実施し㸪認知㸪知識㸪行動㸪態度㸪確率評価への効果を検討した。ここで社会的実

㦂調査とは㸪通常の調査とは異なり㸪ある対象㸦今回の場合は特定の放送キャンペーン㸧に

接した人 (実㦂群)と㸪接していない人㸦統制群㸧に分㢮し㸪キャンペーン(実㦂刺激)の効果

を見る手法である。その結果㸪番組内で強調された火災旋㢼のみ単語としての認知度が向上

したことや㸪NHKスペシャル「パラレル東京」を「見た人」の方が新たに (改めて) 地㟈対策

をとっていること㸪さらに番組を見た人㸪見ていない人双方ともに「火災からの避㞴を第一

に考えるべき」という知識のみが上昇し㸪直接の視聴効果にとどまらず㸪話㢟性効果がある

ことが明らかになった。一方で「地㟈発生確率㸪被害発生確率」などの用語や㸪「不安感」な

どの「感情」には態度変化が確認されず㸪簡単にそれらを変化させることが容易ではないこ

とも同時に明らかになった㸦図20㸧㸦東京大学情報学環 [課㢟番号㸸III_01㹛㸧。 

ハザード事象系統樹の設計について検討した。系統樹は㸪起こりうる現象のシナリオの選

択肢を整理し視覚化するのには優れているものの㸪時間的な変化の表現には課㢟があること

が分かった。そこで㸪起こりうる現象の発生確率の時間変化の表現方法について検討を行っ

た。その結果㸪確率の時間変化の表現には系統樹よりも表形式のほうが適しているという結

論を得た。さらに㸪その基本スキームを構築した(東北大学災害科学国㝿研究所 [課㢟番号㸸

IRID04])。 

2018年㸯月の草津白根山の噴火事例において㸪噴火に関する情報が火山近傍の関係団体に

どのように伝達され㸪理解されたのか㸪情報内容に課㢟があったのかを分析することを目的

とし㸪草津白根火山近傍の「草津温泉スキー場」の利用者を対象としたインターネット調査

を実施した。アンケートは2020年㸯月31日から㸰月㸰日にかけて実施した。アンケートの質

問㡯目は㸪2018年㸯月23日の草津白根山での噴火についておぼえているか㸪草津白根山が活

火山であることを知っていたか㸪水蒸気噴火について㸪噴火警報・噴火警戒レベル・噴火速

報について㸪回答者自身の情報入手についてなど㸪合計20問で構成した。結果として㸪全体

的に火山防災の専門用語や知識についての理解が低調であることが分かった。一方で㸪2018

年㸯月の本白根山の噴火を「はっきりおぼえている」群と㸪そうではないグループに分けて

比較すると㸪「はっきりおぼえている」群では㸪㢧著に理解度や知識量が㧗い傾向にあること

が明らかになった。一方で㸪噴火の記憶がはっきりしていないグループは㸪理解度や知識が

低い傾向がある。加えて㸪情報伝達については携帯㟁話を用いても情報は届かない可能性が

㧗いことが明らかになった。これらのことから㸪不特定多数のゲレンデ利用者といっても㸪

利用者の特徴ごとにいくつか細分化して㸪どのような㡯目の知識を㧗めるべきか㸪情報伝達
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をすべきかについて検討を進めるのが今後の課㢟と考えられる㸦図21㸧㸦公募研究㸪東北大学 

[課㢟番号㸸KOBO16]㸧。 

地㟈波形・GNSS・傾斜計等のデータを即時解析して㟈源や地盤変動源を表示するシステム

に新たに導入するコンテンツとして㸪振幅㟈源自動推定ツールと地殻変動源自動推定ツール

の基本設計に取り組んだ。振幅㟈源自動推定ツールについては㸪Battaglia and Aki(2003)

およびKumagai et al.(2010)の解析手法を用いて試作を進めた。winシステムでテレメータさ

れている地㟈波形のデータを用いて㸪専用の解析サーバー上で㟈源を逐次推定し㸪結果を画

像として保存していく処理系を設計した。本年度はwin-UDPパケットを受信して自動解析を行

うプログラムの試作と北海道大学のサーバ内での試運転を開始した。地殻変動源自動推定ツ

ールについては㸪リアルタイムでテレメータされるGNSSデータを念㢌に置いたソース推定に

ついて概念設計を行った。具体的にはあらかじめ火山周辺にグリッド状に圧力源モデルを配

置し㸪観測データが流れ込むに従って㸪それぞれのグリッド点における膨張・収縮量の最適

値を推定・表示する仕様を検討した。このようなシステムにより㸪ソース推定の不確かさの

情報も含めて表示できるため㸪意思決定に役立つことが期待される㸦北海道大学 [課㢟番号㸸

HKD_06]㸧。 

 

これまでのㄢ㢟と今後の展望 

「災害誘因評価・即時予測部会」では災害誘因や災害リスクを事前に㧗い精度で評価する

手法を開発する「地㟈・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の㧗度化」ならびに地㟈や火山

噴火が発生した直後に㧗精度かつ即時的に災害誘因を予測する手法を開発する「地㟈・火山

噴火の災害誘因の即時予測手法の㧗度化」を推進するとともに㸪それら災害誘因予測を効果

的に防災対策の推進に結びつけるための「地㟈・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につな

げる研究」を進めている。計画初年度である本年度においては㸪それぞれの研究課㢟におい

て既往研究の㧗度化や新たな取り組みに関して成果が着実に得られつつある。特に今計画か

ら新しく加わった「地㟈・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究」では㸪災害

誘因予測情報の受け手の視点から㸪どのようにそれら情報を有効活用すべきかについて研究

が進展していることは㸪最終的な目的である災害の軽減という観点からきわめて重要である。

以下に㸪各小㡯目において取り組むべき事㡯および展望について示す。 

 

㸦㸯㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の事前ホ価手ἲの㧗度化 

強㟈動の事前評価手法における㟈源モデルの㧗度化については㸪広帯域㟈源モデル・プロ

トタイプの改良を行うとともに㸪極大地㟈動を生成する要因の検討を観測記録に基づいて継

続する。また㸪断層ごく近傍域での強㟈動予測精度の向上を目指して㸪2016年熊本地㟈の地

㟈断層周辺全域への適用・モデル改良を進め㸪強㟈動分布を説明できる計算モデルを確立す

ることを目指す。 

地下構造モデルの㧗度化については㸪大阪盆地㸪奈良盆地等での地盤モデルの地㟈動応答

特性評価を継続する。また地㟈動の再現性が低い地域㸪地盤情報の少ない地域における微動・

地㟈観測を実施する。 

強㟈動の事前評価手法における強㟈動評価の㧗度化については㸪近地〜遠地地㟈観測によ

り捉えられた広帯域(短周期〜長周期)強㟈動の成因を㸪㟈源特性と不均質地殻・マントル構

造における地㟈波伝播の観点から評価する。そして㸪これらの効果を適切に評価できる㟈源・
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地下構造モデルを用いた地㟈波伝播シミュレーションを行い㸪強㟈動の事前評価の精度向上

に取り組む。また㸪2016年熊本地㟈において強㟈動の出現に著しい地域差があることに注目

して㸪地㟈断層・活断層の特徴との相関を分析する。また㸪断層近傍における強㟈動分布の

詳細な地域差を表現できる断層モデルおよび強㟈動計算方法を検討し㸪強㟈動予測手法の㧗

度化を目指す。 

津波の事前評価手法の㧗度化については㸪令和元年度に引き続き㸪1929年Grand Banks 

Tsunamiの再現実㦂を完成させることで㸪海底地すべり数値計算手法の妥当性を検証する。第

㸰段㝵として1998年パプアニューギニア地㟈津波への適用を試みる。 

大地㟈による災害リスク評価手法に関する研究では㸪堆積平野・堆積盆地における強㟈記

録データベースの増強を完了させると共に㸪人口密度が㧗く災害リスク評価において脆弱と

捉えられている堆積平野・堆積盆地などを対象に㸪地㟈災害の素因と誘因の関係や災害発生

機構を多㠃的に分析し㸪災害を軽減するための要件を明らかにする。さらに㫽取県内の地㟈

動予測㧗度化のため㸪主に微動探査・重力探査・観測地㟈動の解析を通じた地盤㟈動特性お

よび地下構造の把握を継続的に実施する。㫽取県が令和㸰年度に市町村と共有する危機管理

情報の㧗度化に合わせ㸪これと連携して㸪㫽取県㟈度計ネットワークを用いた地㟈動即時予

測の実務への取り込みと地域に固有の災害リスク評価手法の検討を加速する。さらに令和元

年度に行った津波避㞴モデル地域(北海道八㞼町㸪神恵内村等)における避㞴シミュレーショ

ンにもとづく避㞴場所の最適化等の成果をもとに㸪市町村に向けて成果の普及活動を行う。 

地㟈動や火山活動による斜㠃崩壊の事前評価手法の㧗度化では㸪災害復旧に重要な役割を

すると予想される四国にある国道196号線および32号線に沿って㸪地㟈時不安定地形・地質構

造を抽出し㸪抽出された箇所の追加調査により危険性判定を行うとともにこれらを総合した

危険斜㠃分布図の作成を行う。また㸪引き続き四国の大規模地すべり斜㠃に対する稠密地㟈

動観測を行い㸪斜㠃対策工事の進行に伴う地すべり土層の㟈動特性変化を調べ㸪対策工事に

よる斜㠃の安定化過程の評価手法を開発する。そして㸪紀伊山地の大規模地すべりにより形

成された天然ダムの堤体において㸪㧗密度㟁気探査および微動観測を行い㸪ダム堤体の内部

構造を解明すると共に㸪その内部構造と地すべりの地質㸪地形および崩土運動特徴との関係

を解明する。 

さらに㸪北海道胆振東部地㟈によりテフラ斜㠃において発生した地すべりに対する現地調

査を行い㸪テフラの堆積層準㸪㢼化特性と斜㠃の保水力を調べて㸪地㟈時すべり㠃となる層

準を探る。また㸪地㟈観測を継続し㸪地㟈動だけではなく変位㸪変形量や間㝽水圧等のデー

タの収㞟に引き続き努める。強㟈動を受けた斜㠃の変位や変形量㸪間㝽水圧について揺れと

の関係について解析を継続する。また地すべり内で実施しているアレイ観測のデータを用い

て㸪センブランス解析など地すべり内での地㟈動の伝播特性について特徴を抽出する。 

また㸪熊本県南阿蘇村㧗野台地域の崩壊していない斜㠃に対して㸪降㞵前後において㟁気

探査を行い㸪降㞵による㞵水の浸透過程を解明する。また㸪斜㠃の異なる土層から土試料を

採取し㸪これらの土試料に対して異なる含水量で土質せん断実㦂を実施し㸪降㞵や地㟈によ

る斜㠃崩壊の発生危険度を評価する。 

この他㸪宮城県荒砥沢地区ならびに熊本県南阿蘇村立野に設置している㸰台の GB-SAR の連

続計測を継続し㸪GB-SAR データの取得を継続する。現在開発中の MIMO レーダによる計測シ

ステムの置換を検討し㸪長期モニタリングの信㢗性向上を目指す。また GB-SAR 解析時の大気

補正手法についても検討を継続する。 
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火山噴火による災害誘因の事前評価手法の㧗度化では㸪令和元年度に引き続き㸪過去の火

砕流を伴う噴火の地㟈・地盤変動・空気振動など地球物理学的観測データを基に火砕流の物

理学的特徴を明らかにする。噴火に伴う地盤収縮量から求められる噴出物量と降灰量観測と

を比較することにより総噴出物量に占める火砕流への配分比を決定する。降下火山灰量を㠀

火砕流により上方へ噴出した噴出物量とし㸪降下火山灰量を差し引くことにより㸪噴出物の

火砕流配分比を決定することを試みる。また㸪レーダー観測を継続し㸪火砕流を検知できる

か実証を行う。さらに㸪火山灰の上方への移動量と火砕流となって山腹を下降する量が検出

可能かについて調査を行う。 

 

㸦㸰㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因の即時予 手ἲの㧗度化 

地㟈動の即時予測の㧗度化については㸪㧗密度地㟈観測データの波動逆伝播シミュレーシ

ョンに基づいて㸪㟈源要素(位置・深さ㸪㟈源域の広がり)の即時推定手法を開発する。陸域

と海域の㧗密度強㟈観測から㸪M7 地㟈の正確な位置(プレート境界 or プレート内)と㸪M8-9

巨大地㟈の㟈源域の強㟈動生成域と㟈源域の広がりの推定可能性を検討する。また㸪地㟈波

伝播計算と強㟈動被害の事前評価の㧗度化に向け㸪地㟈波伝播オープンコード(OpenSWPC)へ

の断層型㟈源の導入ツールの整備や㸪令和元年度に導入された Oakbridge-CX スパコンでの性

能チューニングとコードの改良を進める。強㟈動の事前評価モデルの改善に向けて㸪南西諸

島域の地盤構造モデルを改良する。また㸪緊急地㟈速報のさらなる精度向上・迅速化・堅牢

化を目指して㸪データ同化手法を用いて波動場を正確に推定し㸪そこから未来の波動場を予

測する手法を発展させる。そのために PLUM 法の改良を進め㸪伝播経路特性については地下構

造の精緻化を図る。地盤増幅特性の中の位相特性を検討し㸪長周期地㟈動を含めた即時予測

での継続時間の予測の精度向上を目指す。 

津波の即時予測手法の㧗度化では㸪近地津波について津波後続波の観測事例の整理を行い㸪

それらの観測事例を再現する津波波源を推定する。遠地津波の減衰過程を説明する近似関数

パラメータの改良についてまとめる。遠地津波と近地津波のそれぞれについて観測事例を用

い㸪長時間津波伝播計算による後続波と減衰過程の再現の精度向上のため㸪沿岸域地形デー

タ等の計算条件設定の改良を試みる。また㸪津波地㟈の規模推定手法の検証を進める。巨大

津波は低㢖度巨大災害のため㸪海底観測網で捉えられる僅かな記録のみで手法を構築するこ

とは困㞴である。そのため地㟈・津波双方を含むできるだけ現実的な記録を数値的に合成し㸪

それに対して予測手法のテストを行うというプロセスが重要となる。そのため㸱次元的な地

㟈・津波運動を計算できる融合数値計算法㸦Maeda and Furumura, 2013㸧から海底圧力を合

理的に再現できる地㟈津波シミュレーション手法㸦Saito et al., 2016㸧をシームレスにつ

なぎ㸪実用的かつ現実の不均質構造を組み込んだ地㟈に伴う全波動現象を実現する。そのた

め㸪これまで国内コミュニティで開発してきたオープンソースの地㟈動シミュレーションコ

ード OpenSWPC㸦Maeda et al., 2016㸧と津波シミュレーションコード JAGURS㸦Baba et al., 

2015㸧を利用し㸪その成果もオープンソースとして広く公開する。 

超巨大地㟈等に伴う津波の即時予測を達成するためには㸪測地観測データの㧗度化も重要

な課㢟である。そのため㸪令和元年度に進めた搬送波位相変化から断層すべりを直接推定す

る手法(PTS)の性能評価を継続し㸪特に㸯日以下の時間窓におけるモニタリング能力の精度向

上を目指した対流圏遅延推定のためのハイパーパラメータ等の最適化を行う。また実海底環

境下でドリフト特性をその場で把握できる海底圧力観測システムのプロトタイプ機でより長
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期間の海域試㦂を行い㸪その精度評価を行う。さらに㸪リアルタイム GNSS による㟈源断層即

時推定における不確実性の定量評価をマルコフ連鎖モンテカルロ法(MCMC)で行うための技術

開発を継続するとともに㸪それらを災害情報として活用するための方策について検討を開始

する。 

火山噴出物による災害誘因の即時予測手法の㧗度化については㸪令和元年度に焼岳を対象

に構築した㸪噴火後の土石流の発生ポテンシャルの変化を考慮した土石流発生予測モデルの

フレームワークを桜島に適用するために㸪流域の火山灰の堆積による降㞵浸透能の変化モデ

ルの構築について検討を開始する。 

気象レーダー等㸪リモートセンシング技術で得られた観測結果が噴煙のどの部分に対応し

ているかを知ることは㸪その結果の解釈を行う上できわめて重要である。そのため㸪気象レ

ーダー等による噴煙の解析結果を降灰や大気中の火山灰の実観測データによって検証するス

キームを確立する。また㸪㡿域移流拡散モデルと全球移流拡散モデルを統一した新しい移流

拡散モデルを開発する。さらに㸪火山灰データ同化システムと新しい移流拡散モデルを結合

した火山灰データ同化・予測システムで予報官による(実況)解析の利用について必要な機能

を追加する。 

 

㸦㸱㸧地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害ㄏ因予 を⅏害情報につなげる◊✲ 

地㟈・火山災害情報の活用のために住民の知識体系に関する基礎的調査の解析を行う。令

和元年度に実施した調査に加えて追加のアンケート調査を行い㸪それらを統合した結果の分

析を行う。特に知識や不安感などに関して㸪災害から一定の時間が経過した後㸪どの程度変

化するのか住民の災害に対する知識体系を明らかにする。 

令和元年度にハザード事象系統樹に代わる表現方法として提案した表形式の基本スキーム

に基づき㸪M8クラス㸦半割れ㸧およびM7クラス㸦一部割れ㸧の地㟈発生後の後発する地㟈の

発生確率について㸪最近100年間のグローバルな地㟈カタログを用いて計算する。この㝿㸪内

閣府が公表した南海トラフ地㟈臨時情報の防災対応検討ガイドラインと整合させるために㸪

地㟈発生直後から一週間後㸪および㸪地㟈発生から一週間後㹼二週間後の㸰期間の時間ウィ

ンドウを用いる。これにより㸪片割れケースと一部割れケースの場合について㸪ハザード事

象の確率推移表の基本形を完成させる。 

また㸪地㟈波形・GNSS・傾斜計等のデータを即時解析して㟈源や地盤変動源を表示するシ

ステムの開発を継続する。振幅㟈源自動推定ツールについては㸪テスト運用の結果に基づい

て不具合の修正や改良を行い㸪表示システムへの実装試㦂までを行う。地殻変動源自動推定

ツールについては㸪ノイズ付きのシンセティックデータを用いて茂木モデルによるソース推

定ツールを試作する。 
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図㸯. 2018 年北海道胆振東部地㟈の強㟈波形インバージョンによるすべり分布㸦Asano and 

Iwata, 2019)と強㟈動シミュレーションに基づく SMGA モデル㸦永井・他㸪2020㸧の比較㸸す

べりの大きい場所㸦カラーコンターですべり量を示す)と SMGA㸦赤と㟷の矩形で示した㡿域)

が対応㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI09])。 

 
 

 
図㸰. 㟼岡県下の強㟈観測点㸦SK-net を含む全 166 点㸧記録を用いたスペクトルインバージ

ョンにより推定された㟈源特性で深さ 2㹼120km で発生したイベントの応力降下量は深さ依

存性を示す。色は断層タイプ㸦-1㸦正断層型㸧〜0㸦横ずれ断層型)〜+1㸦逆断層型)㸧を示す

㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI09]㸧。 
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図㸱㸬2016年熊本地㟈で観察された地表地㟈断層の極近傍での建物被害の原因を探るため㸪

また㸪地㟈計に記録されたメートルオーダーの永久変位を説明するために地下の㟈源断層と

地表地㟈断層の間のモデル化を実施した。図は㸰つの点群化モデルをそれぞれ示す。左図㸸

浅部と深部を㟈源断層上端で収斂させたモデル。右図㸸㧗角の浅部の断層と深部が独立して

いるモデル㸦名古屋大学  [課㢟番号㸸NGY_05]㸧。 

 

 
図㸲㸬2018 年大阪府北部地㟈の再現シミュレーションによる既往地下構造モデルの検証。堆

積層㹏値を変えた場合の観測波形と理論波形の狭帯域における比較。上から 0.1〜0.5Hz, 0.5

〜1.0Hz, 1〜2Hz をそれぞれ示す㸦京都大学防災研究所 㹙課㢟番号㸸DPRI08㹛㸧。 
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図㸳㸬㟼岡県下の強㟈観測点㸦SK-net を含む全 166 点)記録を用いたスペクトルインバージ

ョンにより観測サイト増幅特性を推定し㸪堆積層構造モデル㸦Wakai et al., 2019㸧の理論

増幅特性と比較した結果㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI08])。 
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図㸴㸬2011 年東北地方太平洋沖地㟈の Love 波伝播による近地―遠地強㟈動。㸦a㸧Love 波の

放射パターン㸦㟷実線㸧と最大地動分布㸦PGD㸧㸦b㸧九州 TMCF 観測点の㸱成分変位波形 T 成

分に見られる二つの Love 波パルスと周波数特性㸪㸦c 左㸧Love 波理論分散曲線㸦0:基本モー

ド㸪1,2:㧗次モード㸪u:群速度㸪c:位相速度㸧に見られる㸪二つの位相速度一定の㡿域㸦㯤

色ハッチ㸧㸪㸦c 右㸧Rayleigh 波理論分散曲線と Airy phase㸦㟷㸧㸦東京大学地㟈研究所 [課

㢟番号㸸ERI_14]㸧。 

 

 

 
図㸵㸬1929 年 Grand Banks 地㟈㸦M7.2)に伴う海底地すべりによる津波を㸪先行研究で提示

されている地すべり域を参考に㸪地すべりの初期の層厚を変化させて津波数値計算を実施し

た。図は海底地すべりの数値計算結果で赤色でその量を示す。㸦北海道大学 [課㢟番号㸸

HKD_05]㸧。 
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図㸶㸬2016 年熊本地㟈の㝿の建物被害についての分析。㸦左図㸧益城町における倒壊建物と

地表地㟈断層の分布。数字は右横ずれ変位㸦cm)を示す。㸦右図上)旧耐㟈木造建物における

倒壊率の分布。100m メッシュで色で倒壊率を示す。(右図下) 新耐㟈木造物における倒壊率

の分布。地表地㟈断層から 100m の範囲に倒壊建物の約 80%が㞟中していること㸪旧耐㟈基準㸪

新耐㟈基準ともに地表地㟈断層より北側で倒壊率が㧗いことが分かる㸦名古屋大学 [課㢟番

号㸸NGY_05]㸧。 

 

 

図㸷㸬㫽取県中部域の微動卓越周期分布。色で卓越周期を示す㸦㫽取大学 [課㢟番号㸸TTR_01]㸧。 
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図 10㸬モデル地区における避㞴シミュレーションに基づくリスク評価例。実測した避㞴速度

(1.0m/s)を元に㸪それぞれのエリア毎㸦色で区分㸧に最適の避㞴場所㸦①〜⑦㸧を設定する

ことで最適化を図った㸦北海道立総合研究機構地質研究所 㹙課㢟番号㸸HRO_02㹛㸧。 

 

 
図 11㸬新編火山灰アトラスから抽出した関東以北における 9000 年から 12 万年前の時代で厚

さ 10 ㎝以上の軽石層の分布範囲㸦灰色線㸧。㢼化が進んだ 9000 年以上前の軽石層がすべり㠃

形成に大きな役割を果たしており㸪これらの地域が地㟈によるテフラの崩壊の発生が危惧さ

れる場所と考えられる㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI10]㸧。 
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図 12. 熊本県南阿蘇村立野に設置している㸰台の GB-SAR の連続計測による計測結果。工事

に伴う変位を観察したところ明瞭な対応㸦左図中の赤色で示された部分㸧が確認できた㸦東

北大学災害科学国㝿研究所 [課㢟番号㸸IRID03]㸧。 

 

 

図 13. 南海トラフ地㟈による長周期地㟈動のデータ同化と即時予測実㦂。㸦a㸧南海トラフ

地㟈㟈源モデル㸦内閣府による㸧と陸域及び海域観測点の配置㸪㸦b㸧南海地㟈モデルによる

地㟈波伝播シミュレーション㸪㸦c㸧都心部の長周期地㟈動の予測結果㸦同化時間 30 秒㸪50

秒㸪・・・110 秒の場合㸧と期待される地㟈動㸦㟷線㸧の比較㸪㸦d㸧それぞれのデータ同化

時間による予測波形と期待波形の弾性エネルギーの積算値の比較㸪㸦e㸧速度応答スペクトル

の比較㸪㸦f㸧固有周期㸶秒での速度応答スペクトル比㸦予測㸭期待㸧の比較㸦東京大学地㟈

研究所 [課㢟番号㸸ERI_14]㸧。 
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図 14. PLUM 法の機能向上の概念図。㹑波群中の㹎波を検知する方法を発展させ㸪上下動成分

のみから得られる㟈度を予測に用いることで PLUM 法が持つ近い未来しか適用できないとい

う弱点を克服できる可能性を示した㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_06]㸧。 

 

 

 

図 15. 2016 年㫽島沖地㟈に対する Green 関数を用いたデータ同化に基づく津波即時予測手法

結果。左図㸸㟈源と同化に利用した観測点㸦赤㸧予測ターゲット地点(㯤)を示す。右図㸸縦

点線の時点における津波予測㸦㟷㸪赤の線㸧と観測記録㸦㯮線㸧との比較を示す㸦弘前大学

理工学研究科  [課㢟番号㸸HRS_02]㸧。 
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図 16. PTS によって推定された 2011 年東北地方太平洋沖地㟈とそれに引き続く余㟈に伴う断

層すべりの時系列。右図の各断層パッチのすべり時系列を左に示す。左図中の赤線が 2011

年東北地方太平洋沖地㟈本㟈㸪緑線がそれに引き続く岩手県沖地㟈㸪㟷線が最大余㟈である

茨城沖地㟈の発生時刻を示す㸦東北大学理学研究科 [課㢟番号㸸THK_12㹛㸧。 

 

 

 

 

 

図 17. 2008 年㸵月 19 日 福島県沖の地㟈㸦M6.9)の観測事例の津波数値計算による再現。左

図㸸波㠃場の時間発展。右図㸸赤色が大船渡と㩗川における津波の計算値㸪㯮色が観測値を

それぞれ示す。縦軸の単位は m㸦気象庁 [課㢟番号㸸JMA_06]㸧。 
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図 18. 噴火後の長期的な土石流発生モデルのフレームワーク。 降㞵浸透能は火山灰の堆積

により減少するが㸪徐々に回復する。一方で渓床堆積土砂量は㸪土砂生産現象により増加㸪

土石流が発生すると減少する㸦京都大学防災研究所 [課㢟番号㸸DPRI_12㹛㸧。 

 

 

 

 

 

図 19. 降灰のデータ同化による初期値の不確定性。2016 年 10 月㸶日 01 時 46 分阿蘇山噴火

に対して降灰データを逆解析して新しい気象庁移流拡散モデル㸦JMA-ATM㸧を実行し㸪初期値

の不確定性を示した。図中の㯮丸が降灰があった箇所㸪白丸が降灰が無かった場所をそれぞ

れ示す㸦気象庁  [課㢟番号㸸JMA_07]㸧。 
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図 20. 日本放送協会による「体感・㤳都直下地㟈ウィーク」を刺激とする社会的実㦂調査(パ

ネル調査) の実施結果㸦東京大学情報学環 [課㢟番号㸸III_01]㸧。 

 

 

 

図 21. 2018 年㸯月の草津白根山の噴火事例において㸪噴火に関する情報が火山近傍の関係団

体にどのように伝達され㸪理解され㸪情報内容の課㢟があったのかを分析することを目的と

し㸪草津白根火山近傍の「草津温泉スキー場」の利用者を対象としたインターネット調査結

果の抜粋㸦公募研究㸪東北大学 [課㢟番号㸸KOBO16]㸧。 
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１（６）防災リテラシー 

 

                        「㜵⅏リテラシー」ィ⏬推㐍㒊会㛗 㧗ᶫ ㄔ  

                        㸦名古屋大学大学㝔⎔境学◊✲⛉㸧 

                                  副㒊会㛗 木村 ⋹Ḣ  

                          㸦兵庫┴❧大学⎔境人㛫学㒊㸧 

 

地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟の⌮ゎ・予 を⅏害の㍍ῶにつなげるためには㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆと

いった⮬↛⌧㇟に㉳因する⅏害ㄏ因㸦外力㸸Hazard㸧だけでなく㸪地形・地┙などの⮬↛

⎔境や㸪人㛫の持つ≉性や♫会の仕⤌みといった⅏害⣲因㸦⮬↛⣲因と♫会⣲因㸪たとえ

ば⬤弱性㸸Vulnerability㸧を⌮ゎし㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆによる⅏害のⓎ⏕ᶵᵓを⥲合ⓗに

ゎ明することが必せであり㸪また㸪それらの◊✲成ᯝを♫会に対して㐺切に㑏元するこ

とがồめられる。◊✲成ᯝの♫会㑏元を㐺切に⾜うためには㸪♫会が地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害

による⿕害のⓎ⏕を抑Ṇ・㍍ῶしたり㸪また㸪その対⟇を⪃えたりするために必せな▱㆑

体⣔を明らかにすることが必せである。 

⌧時Ⅼにおける⛉学ⓗ◊✲成ᯝに㚷みると㸪⅏害ㄏ因としての⮬↛事㇟に㛵する⌮ゎ

や予▱・予 㸪⅏害ㄏ因と⅏害⣲因との⤖び付きによって⅏害がⓎ⏕するせ因やᶵᵓに

㛵する⌮ゎから㸪⿕害がⓎ⏕した場合の♫会の対応にかかわる方⟇を得ることによって㸪

⅏害の㍍ῶを図ることが┠指されている。とりわけ⅏害⣲因については㸪ᵓ㐀≀や土地

利⏝にとどまらず㸪人㛫のㄆ▱や⾜動㸪♫会体制などにおける⬤弱性の⌮ゎ㸪⅏害シナリ

オの作成や⅏害情報のⓎ信といった⅏害予㜵の側㠃に㔜Ⅼが⨨かれる。また㸪㐣去の地

㟈・ὠἼ・ⅆ山⅏害事例を対㇟に㸪⿕害・応急・復旧・復⯆といった⅏害㐣⛬にἢった♫

会の回復力に↔Ⅼを当てた◊✲も⾜われている。一方㸪♫会の㜵⅏リテラシーの実態や

ニーズに㛵するㄪᰝに基づいてその向上のために必せとされる▱㆑せ⣲を探り㸪教材や

◊修プログラムの㛤Ⓨにつなげようとする実㊶ⓗなヨみも⾜われている。 

本ィ⏬を⅏害⛉学の一㒊として捉え㸪それらの◊✲を⥲合ⓗな⅏害⛉学◊✲として推

㐍するためには㸪⌮学だけではなく㸪建⠏学・㒔市ィ⏬学・土木工学・情報工学といった

工学㸪Ṕ史学・心⌮学・♫会学・ἲ学・⤒῭学・地⌮学といった人文♫会⛉学など㸪㜵⅏・

ῶ⅏に㛵㐃するㅖ◊✲分㔝との㐃携を図る必せがある。また㸪◊✲成ᯝの♫会㑏元に㛵

しては㸪マイクロジオデータやオープンサイエンスの手ἲなどもά⏝しつつ㸪⏘ᴗ⏺や

⾜政ᶵ㛵㸪一⯡市Ẹなどのステークホルダーとの㐃携がồめられる。 

㜵⅏リテラシー㒊会は㸪基本㒊分を前ィ⏬における地㟈・ⅆ山⅏害㒊会から引き⥅ぎ

ながら新たにタ⨨された。㜵⅏・ῶ⅏に対する♫会のせㄳを意㆑し㸪⌮学・工学・人文♫

会⛉学の◊✲⪅が㐃携することによって㸪⅏害事例に基づき㸪⅏害のⓎ⏕せ因を⅏害ㄏ

因と⅏害⣲因とに㛵㐃づけてゎ明する◊✲を従前どおり推㐍するとともに㸪♫会におけ

る㜵⅏リテラシーの実態ㄪᰝや⅏害㍍ῶに効ᯝⓗな▱㆑体⣔せ⣲の探ồなどを㏻して㸪

地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害に㛵する♫会の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲を⾜うものである。 

 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

♫会とのかかわりにおいて地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害のⓎ⏕ᶵᵓを⌮ゎするためには㸪⮬↛
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事㇟が⏕じる場所や地域のṔ史ⓗ・地⌮ⓗ≉性は㔜せな◊✲㡯┠である。本年度は㸪⅏

害ㄏ因としての場所㝈定性の強いὠἼについて㸪その常⩦地である岩手┴山⏣⏫⯪㉺地

区を事例に㸪「㝣中国㛢伊㒆➨拾七区⯪㉺村⤮図㠃」㸪「山⏣㆙察分⨫所㎄ᾏ嘯⿕害明⣽

図」など㸪ὠἼ⅏害Ⓨ⏕前後の史料を収㞟・ゎᯒし㸪当時の地形や⿕害≧ἣとの対応㛵

係を復元・可ど化した㸦図㸯㸧。同地区の中心㒊は㸪Ụ戸時代にいくつかのᯞ村を差㓄

するぶ村として成❧し㸪明⥔新後は役場所在地となったが㸪明 29年の明三㝣地㟈

ὠἼ⅏害では㸪半島と㝣地を⧅ぐトンボロ㸦㝣⧅◁州㸧㒊分がほぼ壊⁛した。リアス式

ᾏ岸に≉徴ⓗな急傾斜地形と㞟ⴠ❧地との㛵係に╔┠すると㸪ᶆ㧗と⿕害⛬度との㛫に

明░な対応㛵係があり㸪そのことが⿕⅏後の㧗台⛣㌿につながったことを明らかにした

㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸IRID05]㸧。 

同じくὠἼ⅏害については㸪2011 年ᮾ北地方太平ὒἈ地㟈㸦ᮾ日本大㟈⅏㸧を事例に㸪

宮城┴のὠἼ⿕⅏地における⅏害対応㐣⛬や⏕ά条件の地域㛫ẚ㍑分ᯒを⾜った。⅏害

後の㑊㞴㐣⛬でコミュニティの分ゎが㐍んだが㸪まとまりを強くする場㠃もあった。≉

にリアス⁺村では㸪仮タ住宅入居時でも㞟ⴠのまとまりが⥔持され㸪住宅再建や㞟団⛣

㌿㸪㜵₻堤建タ事ᴗといった地区再建方㔪も主体ⓗにỴ定されたケースがかった。しか

し㸪それにもかかわらず㸪㞟ⴠ⛣㌿が地区の⏕ά⎔境条件を悪化させ㸪⅏害文化の⥅承

にもネガティブな影㡪を及ぼしたことなどを明らかにした㸦図㸰㸧。これらのことから㸪

⅏害⤒㦂が地域♫会のまとまりを強くする反㠃㸪地域の♫会≉性に応じた⅏害対応がと

られないときに㸪㏫に♫会の⬤弱性が増大することが♧唆された㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒

号㸸NGY_06]㸧。 

一方㸪㏆代以前のṔ史地㟈に㛵しては㸪国宝・島ὠ家文書のうちに伝来する「Ụ戸大

地㟈之図」㸦ᮾ京大学史料⦅⧩所所ⶶ㸧をもとに㸪安政Ụ戸地㟈㸦1855 年㸧における⿕

害の≧ἣと人々の対応や復⯆㐣⛬の実態を᳨ウした。この⤮巻の史料ⓗ価値は未᳨ウだ

ったが㸪文⊩史料と丹念に↷合すると㸪⤮巻に描かれた内容や⾲⌧が事実とよく➢合し

た。つまり㸪この史料が事実に基づいて≉定の場所や出来事を描いており㸪Ṕ史㈨料と

しての信㢗度が㧗いことを明らかにした。その上で㸪地㟈やⅆ事による⿕害≧ἣや㸪仮

タ住宅や⎰♟の処⌮㸪⡿の㓄⤥などの復⯆ㄢ㢟が⌧代とも共㏻し㸪Ṕ史ⓗな⤒㦂が今後

の㜵⅏施⟇や復⯆施⟇の᳨ウに㈨すること指摘した㸦図㸱㸧㸦杉᳃㸪2020㸪ᮾ京大学史料

⦅⧩所 [ㄢ㢟␒号㸸UTH_02]㸧。 

中㉺地㟈やᮾ日本大㟈⅏後の㞟ⴠ復⯆においては㸪危㝤区域のタ定や⛣㌿⏝地の☜保

などに土地制度上の問㢟が広⠊に⏕じた。土地所有・利⏝にかかわる⚾ᶒ制⣙の問㢟は㸪

ほ 技⾡の㐍展によって⅏害ㄏ因の予 が⢭⦓化されているものの㸪たとえば⅏害危㝤

度の㧗いά断層㏆傍地域において⿕害㍍ῶを図る土地利⏝つ制・建⠏つ制が㐍まないこ

とと㛵㐃する。こういう問㢟意㆑のもとで㸪新₲┴中㉺地方における割地制度と土地⥲

有制の実態をㄪべ㸪⌧代の土地利⏝施⟇への応⏝可⬟性を᳨ウした。その⤖ᯝ㸪土地から

⏕⏘される利┈の㓄分と⅏害による⿕害の分散のためにこの㸰つの制度が㐠⏝されてき

たことがわかった。地域全体で利┈を共有し㸪暮らしの再建を┠指せるような制度づく

りが㔜せであることを指摘した㸦図㸲㸧㸦兵庫┴❧大学 [ㄢ㢟␒号㸸HGY_02]㸧。 

また㸪⅏害対応・復⯆に対して地㟈・ⅆ山ほ 情報がどのようにά⏝されてきたのかと

いう問㢟について㸪口ỌⰋ㒊島新岳と⟽᰿大ᾛ㇂のⅆ山噴ⅆ対応㸪兵庫┴加古川市㣴⏣

南地区での地区㜵⅏ィ⏬⟇定における住Ẹと専㛛家とのリスクコミュニケーションを事
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例に᳨ウした。前⪅については㸪Ẽ㇟庁による噴ⅆ㆙戒レベルの判断基‽となるほ 情

報に対して住Ẹが敏感に反応していたことを☜ㄆした。後⪅では㸪⤫合地㟈シミュレー

ターによる時刻Ṕ応⟅ゎᯒと建≀ᵓ㐀✀別ごとの⿕害分ᯒの⤖ᯝを地区レベルでヲ⣽に

可ど化・提♧し㸦図㸳㸧㸪これらの情報が㸪住Ẹ⮬㌟が対⟇を具体ⓗに᳨ウする㝿に有効

にᶵ⬟したことを☜かめた㸦兵庫┴❧大学 [ㄢ㢟␒号㸸HYG_01]㸧。 

 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

地域♫会は⅏害に対処する仕⤌みを備える一方で㸪㏆年の♫会変動によって₯在ⓗな

⬤弱性を増大させており㸪そのことは⅏害のⓎ⏕によって⿕害を拡大するせ因となる。

⅏害の㍍ῶを図るためには㸪こうした⬤弱性をどう捉え㸪それをどうゎỴするかが㔜せ

となる。⅏害が⏕άに与える影㡪の把握方ἲについて㸪本年度は㸪地域に₯むリスクを⬤

弱性のほⅬからホ価し㸪それに対する方⟇を᳨ウした。富山┴を対㇟に㸪国勢ㄪᰝデータ

に基づいて人口密度ならびに乳幼児・㧗㱋⪅人口の密度を⟬出し㸪⬤弱性尺度として⅏

害時弱⪅支援力「ぢ守られ⋡」㸦成年一人当たりの乳幼児・㧗㱋⪅数㸧を地図上で可ど化

した㸦図㸴㸧。その⤖ᯝ㸪乳幼児ならびに㧗㱋⪅に対し㸪㜵⅏意㆑を㧗め㸪⮬助力を㧗め

るアプローチが必せであるというㄢ㢟が明らかになった。それに対する方⟇として㸪保

⫱園や㧗㱋⪅⚟♴施タ➼でのレクリエーションά動においてά⏝可⬟な「富山の㜵⅏を

▱るḷ」をタィ・㛤Ⓨした㸦富山大学 [ㄢ㢟␒号㸸TYM_03]㸧。 

一方㸪地㟈・ⅆ山➼の⮬↛⌧㇟に㛵する▱㆑㸪また⅏害予 情報➼のά⏝可⬟性には

個人差も大きく㸪より効ᯝⓗな㜵⅏対⟇を可⬟にするためには㸪こうした個人差をよく

⌮ゎする必せがある。ㄆ▱⛉学のアプローチから㸪⅏害情報をά⏝する個人の態度・⬟

力・⪃え方と㛵係する「⅏害を⏕きる力」因子を整⌮するㄪᰝタィのために㸪本年度は

基♏ⓗ᳨ウとヨ⾜ㄪᰝを⾜った。南ᾏトラフ地㟈ὠἼ㑊㞴対⟇≉別強化地域在住の成人

240 名を対㇟としたウェブㄪᰝを実施し㸪「㏻常の大地㟈Ⓨ⏕とそれに伴う大ὠἼからの

㑊㞴」と「南ᾏトラフ地㟈⮫時情報㸦巨大地㟈㆙戒㸧に基づいた㑊㞴」の両シナリオ㛫で

の㑊㞴ぢ㏻しの差␗を᳨ウし㸪その⛬度には大きな差はなかったものの㸪前⪅のシナリ

オでは「⤯対㑊㞴しない」㸪「必ず㑊㞴する」の回⟅が後⪅のシナリオの回⟅より多いな

どの⤖ᯝをぢいだした㸦図㸵㸧㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸IRID06]㸧。 

個人レベルにおけるリスクㄆ▱と㑊㞴⾜動とのギャップについては㸪地⌮✵㛫情報と

ICT㸦情報㏻信技⾡㸧による新たな⅏害情報共有システムのᵓ⠏と利ά⏝方ἲの㛤Ⓨを┠

指して㸪地⌮✵㛫情報㸪GIS㸪⾨星 位に⌧代ⓗ ICT 技⾡を⤫合した改Ⰻ型基┙システム

をᵓ⠏し㸪ά⏝方ἲを㛤Ⓨするィ⏬に╔手した。具体ⓗには㸪WebVR 技⾡を⏝いた似

㑊㞴カ⦎システムを㛤Ⓨして㸱回の実㦂を⾜った㸦図㸶㸧。このようなシステムを⏝い

れば実施困㞴な㑊㞴実㦂を⾜うことが可⬟となり㸪たとえば地形の」㞧な地域において

「ᾏから㞳れなければ」という意㆑で㏫にὠἼが来る方向に㏨げようとするなど㸪ὠἼ

⅏害時にὀ意すべき⾜動が明らかになった㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸HKD_07]㸧。 

地㟈・ⅆ山噴ⅆに㛵する一⯡市Ẹの⛉学ⓗ▱㆑レベルの向上は㸪⥭急性の㧗いⅆ山噴

ⅆ⅏害の場合㸪喫⥭のㄢ㢟である。ᱜ島は⌧在ά動中のⅆ山のうち人口 50 万以上の大㒔

市に最も㏆接するⅆ山であり㸪⛉学⪅と市Ẹとの共同によってほ から㜵⅏に⮳る一㐃

の対応システムのᵓ⠏がヨみられている。そのための基♏㈨料として㸪⣙ 100 名の一⯡

市Ẹを対㇟に噴ⅆ情報に㛵する意㆑ㄪᰝを⾜った。㮵児島市などの㞄接地域において噴
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ⅆ㆙戒レベルのㄆ▱度が有意に㧗く㸪噴ⅆに⮳るかどうか不明であってもほ データに

␗常がぢられる場合の情報が必せとされていること㸪情報の信㢗性の㧗い公ⓗᶵ㛵や専

㛛ᶵ㛵からの情報Ⓨ信のニーズが㧗いこと㸪ⅆ山⅏害をῶらすためには⅏害情報にかか

わる取り⤌みが㔜せだと⪃えられていることなどを明らかにした㸦図㸷㸧㸦京㒔大学㜵⅏

◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI13]㸧。 

一方㸪日本有数のほ光地に位⨨し㸪㏆年大きな地㟈やⅆ山噴ⅆがⓎ⏕した⇃本┴㜿⸽

地域では㸪◊✲⪅と国や┴㸪地元⾜政ᶵ㛵などとが㐃携して㸪地㟈・ⅆ山ほ の‽リア

ルタイムデータ⾲♧システムのタ⨨を⾜うとともに㸪ほ光客にゐれるᶵ会の多いジオパ

ークガイドの㣴成を㏻して㜵⅏リテラシーの向上を図る方⟇を展㛤してきた。本年度は㸪

その㣴成ㅮ座のㅮ⩦内容を᳨ウするために㸪⌧役ガイドと新人ガイドに対して⇃本地㟈

に㛵するアンケートㄪᰝを実施するとともに㸪⌧役ガイドのά動に㛵するアクションリ

サーチを⾜った㸦図 10㸧。その⤖ᯝ㸪新人ガイドと⌧役ガイドの㛫にはά断層ㄆ▱⋡な

ど⛉学ⓗ▱㆑レベルに差␗があり㸪地⌫⛉学リテラシーの向上につながるㅮ⩦内容にㄢ

㢟があることをぢいだした㸦京㒔大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ㢟␒号㸸KUS_03]㸧。 

また㸪2014 年に῝刻な御嶽山噴ⅆ⿕害を⤒㦂した㛗㔝┴木曽地域は㸪ほ光地に位⨨し

ながらも㉸㐣の問㢟を抱えており㸪地元のⅆ山㜵⅏力の向上を図る担い手の☜保に⭉

心している。そのため㸪専㛛家と┴や地元⮬体が㐃携して㸪ⅆ山マイスターとしてㄆ

定された地域内外の一⯡市Ẹのネットワークを専㛛家が支援し㸪ⅆ山マイスターのά動

グ㘓をもとに㸪必せとされる▱㆑や㜵⅏効ᯝをホ価・᳨ド・フィードバックする制度を

ᵓ⠏した㸦図 11㸧。本年度は㸪基♏㈨料を作成するために㸪木曽地域の㛵㐃⾜事におけ

る参与ほ察㸪㛵係⪅へのインタビューㄪᰝなどを⾜い㸪マイスターの属性を整⌮すると

ともに㸪㐣去㸰年㛫のά動グ㘓を✚した㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_06]㸧。 

地㟈・ⅆ山◊✲の成ᯝを㜵⅏対⟇や⅏害対応にάかすための㸪より一⯡ⓗ・体⣔ⓗな

取り⤌みとして㸪実務⪅㸦⾜政担当㸧を対㇟にした㜵⅏リテラシーの向上のための◊修

プログラムを㛤Ⓨし㸪㛤Ⓨした◊修プログラムをモデルケースとして実し㸪その効ᯝ

を᳨ドすることでプログラムの㧗度化を図る◊✲に╔手した。本年度は㸪その基♏とな

る「⫱成したい人材の≉性」「⫱成フレームの同定」「⫱成プログラムのプロトタイプ」

を᳨ウした㸦図 12㸧。≉に⫱成プログラムにおいては㸪一方向の◊修だけではなく㸪◊

修によって一定の基♏▱㆑が共有されたẁ㝵で㸪⫱成対㇟⪅から◊✲⪅コミュニティへ

のフィードバックを実施し㸪双方向のリスクコミュニケーションが実⌧することを┠指

したプログラムのヨ作を⾜った㸦新₲大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGT_02]㸧。 

最後に㸪「オープンサイエンス」㸦市Ẹ参⏬型⛉学㸪市Ẹ参⏬型データ収㞟・⟶⌮㸧を

キーワードとして㸪オープンサイエンスの手ἲを地㟈㜵⅏学の分㔝にも導入し㸪地㟈・ⅆ

山・ὠἼ⅏害データベースのᵓ⠏・共有を㐍めながら㸪それを㏻じた㜵⅏リテラシーの⫱

成を┠指す取り⤌みを㛤始した。取り⤌み内容は多岐にわたる◊✲㡯┠からᵓ成される

が㸪本年度は㸪㸦㸯㸧サイエンスミュージアム「㜿Ṋ山地㟈ほ 所」の㐠営による地㟈リ

テラシーの向上㸪㸦㸰㸧地㟈・ὠἼ㑊㞴カ⦎支援ツール「㏨げトレ」の導入による市Ẹ参

⏬型の地㟈・ὠἼカ⦎の推㐍㸪㸦㸱㸧⮬↛⅏害に㛵するṔ史㈨料のゎㄞを⾜う「みんなで

⩻刻」プロジェクトの推㐍㸪㸦㸲㸧内㝣地㟈ほ 「‶Ⅼィ⏬・0.1‶Ⅼィ⏬」によるオー

プンサイエンス型地㟈学のヨ⾜を実施し㸪それらの基本フレームとアウトカムを整⌮・

図式化した㸦図13㸧㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI14]㸧。 
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これまでの課題と今後の展望 

今年度から㛤始されたほ ◊✲ィ⏬においては㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟の⌮ゎ・予 を⅏

害の㍍ῶにつなげるための⅏害⛉学の☜❧を┠ᶆとして㸪㜵⅏・ῶ⅏に対する♫会のせ

ㄳを意㆑しながら㸪全国の大学における⌮学・工学・人文♫会⛉学の◊✲⪅が㐃携するこ

とによって㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害事例による⅏害Ⓨ⏕ᶵᵓの◊✲と地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害

に㛵する♫会の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲を実施してきた。 

具体ⓗに㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害事例による⅏害Ⓨ⏕ᶵᵓの◊✲においては㸪㏆世・㏆

代の史料データベースなどをά⏝して⿕害の≧ἣや♫会の対応を᳨ウした。またᮾ日本

大㟈⅏などの㏆年の⅏害を事例に㸪⅏害復⯆などにおける♫会対応のㄢ㢟について᳨ウ

した。地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害に㛵する♫会の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲に㛵しては㸪⅏害の

♫会⣲因である⬤弱性を地域および個人レベルでホ価・可ど化する手ἲを㛤Ⓨするとと

もに㸪♫会の㜵⅏リテラシーのỈ‽を把握した。また㸪オープンサイエンスやGIS㸪リス

クコミュニケーションなど新しい手ἲを取り入れ㸪⾜政ᶵ㛵や一⯡市Ẹなどと㐃携しな

がらリスクㄆ▱⬟力をᾰ㣴したり▱㆑レベルを向上させたりする取り⤌みを㛤始し㸪具

体ⓗな◊修プログラムのプロトタイプも作成した。 

今後は㸪初年度である本年度における᳨ウをさらに῝化させながら⌮ㄽᵓ⠏を図って

いくことが㔜せである。地㟈・ⅆ山噴ⅆの⅏害事例による⅏害Ⓨ⏕ᶵᵓの◊✲において

は㸪史料データベースといったṔ史㈨料などに基づき㐣去の地㟈・ὠἼ・ⅆ山⅏害などの

⮬↛⅏害事例を✚し㸪当時の人々の対応や教カ㸪復⯆㐣⛬などについて⥲合ⓗに᳨ウ

する。また㸪⅏害ㄏ因の事前ホ価と⅏害⣲因㸪とりわけ⬤弱性ᴫ念とを⤖び付けて⅏害Ⓨ

⏕ᶵᵓの⌮ㄽをὙ⦎させ㸪とりわけ⅏害の予 や予㜵㸪⅏害対応にかかわる▱㆑せ⣲を

᳨ウすることよって㜵⅏リテラシーの体⣔化を図る。地㟈・ⅆ山噴ⅆ⅏害に㛵する♫会

の共㏻⌮ゎ㔊成のための◊✲においては㸪ジオパークガイドや⾜政⫋員など㸪対㇟を⤠

ったㅮ⩦・◊修プログラムのプロトタイプについて㸪前ẁにかかわる最新◊✲成ᯝを取

り入れながらヨ⾜・フィードバックすることも必せである。その㝿㸪GISを利⏝した✵㛫

データベースのᵓ⠏㸪地㟈・ⅆ山情報の㓄信システムの整備㸪オープンサイエンスやワー

クショップといった市Ẹ参加型リスクコミュニケーションなど㸪新しい手ἲの㛤Ⓨを⥅

⥆させることが㔜せである。 
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図㸯㸬岩手┴山⏣⏫⯪㉺地区における㞟ⴠ❧地・土地利⏝と明三㝣地㟈ὠἼ⿕害の復

元㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸IRID05]㸧。 

 

 

 

図㸰㸬宮城┴のᮾ日本大㟈⅏⿕⅏地における地区再建方㔪➼の地域ⓗ差␗㸦名古屋大学

[ㄢ㢟␒号㸸NGY_06]㸧。 

 

 

 

図㸱㸬「Ụ戸大地㟈之図」に描かれた安政Ụ戸地㟈㸦1855年㸧における⿕害の≧ἣと人々

の対応および㛵㐃する文⊩史料との↷合例㸦ᮾ京大学史料⦅⧩所 [ㄢ㢟␒号㸸UTH_02㹛㸧。 
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図㸲㸬割地制度のᯟ⤌みと⥔持メカニズムおよび今後の㜵⅏ῶ⅏土地利⏝方⟇への展㛤

図式㸦兵庫┴❧大学 [ㄢ㢟␒号㸸HGY_02㹛㸧。 

 

 

図㸳㸬地区㜵⅏ィ⏬⟇定㐣⛬における専㛛家と住Ẹとのリスクコミュニケーション㸦兵

庫┴❧大学 [ㄢ㢟␒号㸸HYG_01㹛㸧。 

 

 

図㸴㸬富山┴を事例とした地域の⬤弱性ホ価と地域の㜵⅏意㆑を㧗める取り⤌み㸦富山

大学 [ㄢ㢟␒号㸸TYM_03㹛㸧。 
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図㸵㸬ὠἼ㑊㞴のぢ㏻しに㛵するㄆ▱⛉学ⓗ分ᯒの⤖ᯝ例㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国㝿◊✲

所[ㄢ㢟␒号㸸IRID06]㸧。 

 

 

 

図㸶㸬WebVR技⾡を⏝いた似㑊㞴カ⦎システムの㛤Ⓨと実㦂㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸

HKD_07㹛㸧。 
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図㸷㸬ⅆ山噴ⅆ情報に㛵する意㆑ㄪᰝの⤖ᯝ㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所㹙ㄢ㢟␒号㸸

DPRI13㹛㸧 

 

 

 
図 10㸬ジオパークガイド㣴成ㅮ座内容を᳨ウするためのアンケートㄪᰝとアクションリ

サーチ㸦京㒔大学⌮学◊✲⛉㹙ㄢ㢟␒号㸸KUS_03㹛㸧 

 

 

 

図 11㸬御嶽山ⅆ山マイスターと専㛛家とのネットワークの仕⤌み㸦名古屋大学㹙ㄢ㢟␒

号㸸NGY_07㹛㸧 
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図 12㸬地㟈・ⅆ山にかかわる㜵⅏リテラシー向上のための実務⪅対㇟◊修プログラムの

㛤Ⓨに向けた 3 ẁ㝵の᳨ウ㸦新₲大学㹙ㄢ㢟␒号㸸NGT_02㹛㸧 

 

 

 

図 13㸬オープンサイエンス手ἲによる㜵⅏リテラシー向上のための基本フレームとアウ

トカム㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所㹙ㄢ㢟␒号㸸DPRI14㹛㸧 
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㸯㸦㸵㸧史料・考古 

 

                    「史ᩱ・⪃古」ィ⏬推㐍㒊会㛗 ᴮ原㞞 

                            㸦ᮾ京大学史ᩱ⦅⧩所㸧 

                              副㒊会㛗 加⣡㟹之 

                            㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所㸧 

 

 ᪥ᮏ列島において㏆代ⓗなほ ᶵ器による地㟈ほ が㛤始されたのは᫂代前ᮇ以

㝆であり㸪それ以前にⓎ⏕した地㟈・ⅆ山噴ⅆ⌧㇟㸪またはそれらによる⅏害に㛵する▱

ぢを得るためには㸪史ᩱや⪃古㈨ᩱに基づく地㟈やⅆ山噴ⅆのデータが必せ不可Ḟであ

る。そのため㸪᪥ᮏにおける地㟈ⅆ山㛵㐃史ᩱの収㞟・⦅⧩とそれらを⏝いた地㟈やⅆ山

噴ⅆの◊✲は㸪᫂代後ᮇより実されており㸪各✀の地㟈史ᩱ㞟やⅆ山噴ⅆ史ᩱ㞟

が刊⾜されている。 

 史ᩱや⪃古㈨ᩱに基づく地㟈ⅆ山㛵㐃のデータは㸪人㛫の感ぬによるグ㘓や地中にṧ

された㊧に基づくデータであるために㸪㏆代ⓗなほ ᶵ器を⏝いた地㟈・ⅆ山のほ 

データとẚ㍑して㸪その⢭度が᱁ẁに劣るのは当↛である。そこで㔜せになってくるの

が㸪Ṕ史学の手ἲを⏝いた史ᩱとそのグ㏙のṇ☜な分ᯒ・ゎㄞや㸪地㉁学ⓗな手ἲをά⏝

した⪃古㑇㊧における⅏害㊧の分ᯒといった㸪これまでの地㟈・ⅆ山噴ⅆの◊✲にお

いて✚ᴟⓗに⏝いられてこなかった手ἲの導入である。地㟈・ⅆ山噴ⅆ㛵㐃の史ᩱデー

タ・⪃古データのデータベースのᵓ⠏や⤫合と共に㸪これらのデータをά⏝した᪂たな

◊✲手ἲの᳨ウや利⏝も㔜せな◊✲ㄢ㢟である。このような᪂たな◊✲への取り⤌みは㸪

史ᩱや⪃古㈨ᩱに㛵するㄞゎや分ᯒが十分とはゝえなかった従᮶の◊✲手ἲをᨵ善し㸪

それぞれの分㔝の学⾡◊✲に打ちされた⢭度と☜度の㧗い◊✲を┠指すものである。

この取り⤌みによって㸪地㟈学やⅆ山学の分㔝から信㢗性が問㢟どされてきた史ᩱ・⪃

古データや㸪それらに基づく◊✲成ᯝについて㸪これまで以上の信㢗性を☜保できると

⪃える。 

 

㸯㸬地㟈・火山現象の解明のための研究 

㸦㸯㸧地㟈・火山現象に㛵する史料・考古データ㸪地㉁データ等の収㞟と解析 

 史ᩱや⪃古㈨ᩱの分ᯒに基づいて㸪㏆代ⓗなᶵ器ほ が㛤始される前にⓎ⏕した低㢖

度で大つᶍな地㟈・ⅆ山噴ⅆやそれらによる⅏害をㄪᰝ・◊✲することは㸪今後Ⓨ⏕する

それらの⌧㇟や⅏害のᵝ┦を予 し㸪その⿕害の㍍ῶに㈉⊩できると⪃えられる。ⓒᩘ

十年からᩘⓒ年のᮇ㛫をおいて同一地域でⓎ⏕する低㢖度大つᶍ地㟈やⅆ山噴ⅆは㸪᫂

代に㛤始された㏆代ⓗなᶵ器ほ を⏝いて㸪それぞれᩘ回の事㇟に㛵してほ デー

タが取得されているのみである。しかし㸪低㢖度の⌧㇟や⅏害はᶵ器ほ の㛤始以前に

もⓎ⏕しており㸪ᶵ器ほ によるデータはⓙ↓であるが㸪Ṕ史学や⪃古学で⏝いられる

史ᩱや⪃古㈨ᩱには㸪地㟈やⅆ山噴ⅆに㛵㐃したグ㏙や⅏害㊧が含まれている。この

ような史ᩱや⪃古㈨ᩱについて地㟈学やⅆ山学の◊✲に役❧てるためには㸪従᮶のよう

な史㈨ᩱの収㞟・⦅⧩のみにṆまらず㸪ほ データとのẚ㍑・᳨ウを┠ⓗとしたデジタル

データ化とデータベースのᵓ⠏が必せになってくる。これによって㸪地㟈学やⅆ山学の

◊✲に史ᩱや⪃古㈨ᩱをά⏝する㝿の利便性が向上するだけでなく㸪信㢗性の㧗い史ᩱ・



- 231 - 
 

⪃古データをデータベース化することで㸪Ṕ史地㟈やⅆ山噴ⅆの◊✲における信㢗性を

㧗めていけると⪃える。 

 

ア㸬史料の収㞟とデータベース化 

・地㟈火山㛵㐃史料の収㞟・分析とデータベースの構築・公㛤 

 ᮏ◊✲ィ⏬で実されてきた地㟈ⅆ山㛵㐃史ᩱデータベースのᵓ⠏作ᴗについて㸪᪂

たに㧗⢭⣽㹍㹁㹐入力技⾡を基┙としたᵓ⠏᪉ἲを導入した。これによって㸪᪤刊地㟈

史ᩱ㞟の全ᩥデジタルデータ化が大幅に㐍捗し㸪ᮏ年度は㸷巻㸦ィ 7,456 㡫㸧分が完了

した。この完了分に㸪前◊✲ィ⏬において完了した㸷巻㸦ィ 5,779 㡫㸧分を合わせると㸪

ィ 18 巻㸦ィ 13,235 㡫㸧分の全ᩥデジタルデータ化が完了していることになる。これは㸪

ᮏ◊✲ㄢ㢟における全ᩥデジタルデータ化対㇟の᪤刊地㟈史ᩱ㞟全 28 巻㸦ィ 22,771 㡫㸧

のうち㸪㡫ᩘにして⣙ 58.1㸣に┦当し㸪データ化は㡰ㄪに㐍捗している。また㸪᪤刊地

㟈史ᩱ㞟に所収されている史ᩱのᰯゞ作ᴗについて㸪前◊✲ィ⏬においては⣬媒体を⏝

いて⣬㠃上で作ᴗを⾜っていた。ᮏ年度からは㸪᪂たに㛤Ⓨした TXT ファイルから XML フ

ァイルへの変換システムを導入することで㸪⣬媒体を介さずにデジタルデータ上でのᰯ

ゞ作ᴗが可⬟となった。この᪂たな手ἲの㛤Ⓨによって㸪これまで⭾大な㛫と労力を

せしていた᪤刊地㟈史ᩱ㞟のᰯゞ作ᴗについて㸪従᮶よりも作ᴗ㈇担の㍍ῶ化と効⋡化

が㐍むと⪃える㸦ᮾ京大学史ᩱ⦅⧩所 [ㄢ㢟␒号㸸UTH_01㹛㸧。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地㟈・火山現象の解明のための史料収㞟と解析 

 主に᪥ᮏᾏἢ岸地域を中心とした地㟈・ⅆ山⌧㇟をゎ᫂するために㸪各地の史ᩱ保存

ᶵ㛵に所ⶶされる史㈨ᩱのㄪᰝや㸪᪤刊の地㟈・ⅆ山噴ⅆ史ᩱ㞟に所収される史ᩱの原

ᮏㄪᰝに基づくᰯゞ作ᴗを実した。これらのㄪᰝに基づく史ᩱのゎᯒからḟのような

成ᯝが得られた。 

 15 世⣖中㡭の㉺中国㸦富山┴㸧での地㟈に㛵する史ᩱについて㸪典拠史ᩱをㄪᰝして

᳨ウした⤖ᯝ㸪ᩥ安五年㸦1448㸧の地㟈ὠἼグ事のある史ᩱ㸱Ⅼは㸪㏆世の『和₎ⓚ⤫⦅

年合㐠図』のグ事を元に加➹・ᩥ㣭した年代グである可⬟性が㧗く㸪信㢗できないことが

☜ㄆできた。また㸪三Ἑ国⨾㒆堀切ᮧ㸦⌧愛▱┴⏣原市㸧の常光寺に伝᮶した『常光寺

⋤代グ并年代グ』の影写ᮏ㸦原ᮏは 1945 年に↝失㸧を史ᩱ学ⓗに᳨ウした。その⤖ᯝ㸪

ᮏ年代グのうち㸪ᩥṇ元年㸦1466 年㸧以㝆のグ事は㸪事件がⓎ⏕したⅬで᭩き⥅がれ

てきた史ᩱであることが᫂らかになった。さらに㸪俳人の岡す惟中が地㟈の実体㦂をグ

した㐃ḷ「大地㟈♳⚏㐃ḷ」の内容を史ᩱ学ⓗに分ᯒし㸪大坂に居住していた惟中がグし

た 1707 年宝Ọ地㟈の大坂での≛≅⪅ᩘやᶫの⿕害に㛵する情報は㈗㔜であり㸪今後、幕

府史ᩱなどにみられる⿕害情報とのẚ㍑・᳨ウが必せであることを᫂♧した。 

 地㟈による家屋倒₽⋡と㸯㌺当りのṚ亡⪅ᩘについて㸪1804 年㇟₲地㟈における庄内

⸬㡸所㸦⏤利㒆内㸧㸪1828 年㉺後三᮲地㟈における᱓名⸬㡸所㸱かᮧ・㛗岡⸬ᰣ尾⤌㸴か

ᮧ㸪1854 年嘉Ọ㸦安ᨻ㸧ᮾᾏ地㟈におけるỤ川太㑻左⾨㛛代官㡿㸪それぞれの⿕害事例

の史ᩱを分ᯒした。その⤖ᯝ㸪地┙᮲件の悪い場所に❧地するᮧⴠに家屋の全₽⋡が㧗

い場合があり㸪᪤存のά᩿層㏆傍のᮧⴠに家屋の全₽⋡が㧗く㸪㸯㌺当りのṚ亡⪅ᩘも

多い場合があることがわかった。 

 1847 年善光寺地㟈による⿕害については従᮶㸪地㟈後のⅆ⅏⿕害㸪地㟈後の≏川‣Ỉ
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のỴ壊によるỈ害㸪ᮏ㟈から㸳᪥後三᭶二十九᪥の㧗⏣地㟈の⿕害も含め㸪一括して捉

えられてきた。三᭶二十四᪥の善光寺地㟈の地㟈⿕害の実像を▱るためには㸪これらの

⿕害全体からⅆ⅏やỈ害➼の⿕害を差し引かなければならない。そこで㸪善光寺⏫とそ

の周㎶の地㟈⿕害について㸪ᯇ代⸬の勘定所元⥾が㡿内の⿕害をグした『大地㟈一件』に

掲㍕された᪥ẖの⿕害を㞟ィし㸪その分布の変㑄を分ᯒした。その⤖ᯝ㸪ⅆ⅏やỈ害を㝖

くと地㟈による⿕害はそれほど大きくなく㸪⿕害が㞟中した地域は⌧在の㛗㔝市信州᪂

⏫周㎶であり㸪善光寺⏫地域では善光寺境内周㎶の⏫々で⿕害が大きかった≧ἣ➼が᫂

らかになった。 

 和 36 年㸦1961 年㸧㸰᭶㸰᪥にⓎ⏕した㛗岡地㟈の⅏害≧ἣについて㸪㸰つのṔ史㈨

ᩱを᳨ウした。その⤖ᯝ㸪地㟈Ⓨ⏕の㛗岡市の⅏害対応をグ㘓した「㛗岡市地㟈⅏害ᩆ

助実せ㡯 和 36㸬2㸬2」には㸪⿕⅏┤後に㏆いᮇにㄪᰝした⿕害ᩘ値がグ㍕され

ており㸪㑊㞴先として想定されていた公共タ㸦「㒊ⴠ公会堂➼」㸧の⿕害が大きく㸪㑊㞴

が困㞴であった≧ἣがわかった。また㸪⿕⅏地域の㛗岡市寺宝⏫に所在した⋤寺川小学

ᰯ㸳年⏕ 28 名の作ᩥからなるᩥ㞟㸦ガリ∧刷㸧のグ㏙内容について㸪地㟈Ⓨ⏕㸪地㟈

┤後の屋内⿕害㸪地㟈からᮅまでの⾜動㸪⩣ᮅの㣗事㸪⩣ᮅの学ᰯ㸪⩣᪥夜の≧ἣの㸴つ

に分㢮し㸪⿕⅏┤後の具体ⓗな⾜動やᵝ┦を᫂らかにした。 

 1854 年嘉Ọ㸦安ᨻ㸧南ᾏ地㟈の⿕害が描かれている「宍喰ᾆⲨ図㠃」について㸪⤮⏬

ⓗな描写やᾐỈ῝➼のᩥ字グ㍕に㛵する地⌮学ⓗな᳨ウを⾜った。その⤖ᯝ㸪徳島┴ᾏ

㝧⏫宍喰にṧる「宍喰ᾆⲨ図㠃」は㸪⤌㢌庄屋クラスの⪅が宍喰ᾆで情報を収㞟し㸪⿕害

≧ἣをほ察した上で描かれたものであることがわかった。この⤮図では㸪居宅の㏆㞄や

♫会ⓗに㏆しい家の⿕害がよりヲ⣽に描かれており㸪⿕害᭩上のような史ᩱとも対ẚが

できる信㢗性の㧗い⤮図史ᩱとしてホ価できる。⤮図の凡例から㸪「ὶ家」→「₽家⑊み

₽家同᩿」→「₻入家」→「↓㞴家」という尺度でホ価し描き分けている。このような⤮

図の⿕害グ㍕と⌧在のᶆ㧗をẚ㍑・᳨ウすると㸪嘉Ọ南ᾏ地㟈のὠἼは宍喰川を㐳上す

る形で到㐩して市⾤地に᭱大⿕害をもたらしたが㸪㏆㞄の「三反⏣」や「ᯇᮏ」「ᯇ原」

といった地区を㉺える形でも宍喰ᾆに到㐩した≧ἣが᫂らかになった㸦᪂₲大学 [ㄢ㢟

␒号㸸NGT_01㹛㸧。 

 

・東北地方における地㟈・津波・火山情報に㛵する歴史資料の所在調査とデータ収㞟 

 ᮾ北地᪉でのṔ史㈨ᩱのㄪᰝとして㸪岩手┴㔩▼市唐丹地区の⾜ᨻᩥ᭩について撮影・

デジタル化を実し㸪同地区における和㸶年㸦1933 年㸧の和三㝣地㟈ὠἼの⿕害≧

ἣに㛵する情報を得た。同㈨ᩱ⩌には㸪字⏺の⠊囲で区切られた㸳ᯛの⤮図が含まれて

おり㸪和三㝣地㟈ὠἼ前後の地形及び居住形態についてヲ⣽にグされている。このう

ち「字小ⓑ℈⤮図」には㸪和三㝣地㟈ὠἼ後にᩚ備された復⯆地区とみられる地割と坪

ᩘを♧した図が付㘓としてῧ付されており㸪役場の↷合年᭶もみられる。この⤮図から

は㸪当と場所に変化がない┒岩寺が右➃中ẁに位⨨し㸪宅地の㓄⨨や㌺ᩘから⤮図の

下㒊がᾏ㠃及びᾏ岸⥺と判᩿できた。また㸪ὠἼᾐỈ⠊囲であった㒊分に加え㸪「᪂㛤地」

とされる南す側の土地がᾏ岸⥺に⮳るまで㸪和 16 年㸦1941 年㸧のⅬまでに拓かれて

いた≧ἣがわかった。さらに㸪⤮地図に付㘓されていた「小ⓑ➨一住宅地」には㸪宅地

の区⏬と坪ᩘがグされており㸪小ⓑにおける⛣㌿地㐀成の区割りやᩜ地㠃✚➼の和

三㝣ὠἼ後における復ᪧ・復⯆の㐣⛬が具体ⓗにわかった。 
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 ⛅⏣┴にかほ市㇟₲⏫㛵地区では㸪Ụ戸代の⫢↦ᩥ᭩を撮影・デジタル化し㸪1804 年

㇟₲地㟈の㝿の家屋倒壊や⏣⏿の⿕害に㛵㐃する古ᩥ᭩や古⤮図を収㞟した。撮影した

史ᩱ⩌に基づいて㸪㇟₲地㟈の㝿にⓎ⏕したὠἼのᾐỈ≧ἣに㛵する⌧地ㄪᰝを実し

た。⌧地ㄪᰝと当の⤮図史ᩱとのẚ㍑・᳨ウから㸪㇟₲地㟈当の㛵地区の居住形態を

復元し㸪「当六᭶四᪥之夜大地㟈ニ付₽家Ṛ人㤿᭩上帳㠃控」にグされた家屋の全壊・大

③・中③の⿕害≧ἣを㔜ね合わせて㸪㇟₲地㟈の⿕害≧ἣを復元した。これによって㸪㇟

₲地㟈における㛵地区の⿕害≧ἣには㸪ὠἼ⿕害にみられるようなつ則ⓗな家屋の◚壊

はぢ受けられず㸪㛵ᮧの⿕害は地㟈動による家屋倒壊であったことが᫂らかとなった。

また㸪ᩥ化六年㸦1809 年㸧に描かれた奈᭮川ὶ域のⲨ所の≧ἣをグした⤮図には㸪「地㟈

Ⲩ所」とある場所が奈᭮川上ὶ㒊に多ᩘみられ㸪㇟₲地㟈においては㸪㛵ᮧ周㎶だけでな

く㛵ᮧ上ὶ㒊の⏣⏿でも⿕害が大きかった≧ἣが᫂らかになった㸦ᮾ北大学⅏害⛉学国

㝿◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸IRID01㹛㸧。 

 

・歴史災害研究のオープンサイエンス化に向けた検討 

 市Ẹ参加による大つᶍデータᵓ⠏について㸪2019 年㸵᭶に IIIF㸦International Image 

Interoperability Framework㸧及び AI による⮬動ᩥ字ㄆ㆑に対応したḟᮇバージョンの

「みんなで⩻刻」を公㛤した。᪂バージョンでは㸪ᮾ京大学⥲合図᭩㤋が所ⶶする⅏害史

ᩱ⩌「▼ᮏコレクション」の⩻刻が㐍⾜しており㸪2020 年㸰᭶までに 578 件ある史ᩱの

うちの 353 件についての⩻刻が完了している。⩻刻作ᴗに参加する市Ẹのᩘは 500 名を

㉸えており㸪Ṕ史⅏害史ᩱのテキスト化にシチズンサイエンスの手ἲが᭷効であること

を実ドした。 

 ⅏害史ᩱのᵓ㐀化グ㏙モデルのᵓ⠏について㸪「みんなで⩻刻」上で⩻刻された 600 万

ᩥ字を㉸えるテキストをᵓ㐀化グ㏙し㸪地名や᪥➼の地㟈◊✲上の㔜せ情報を⮬動抽

出するための᳨ウを実した㸦公募◊✲㸪国❧Ṕ史Ẹ俗博≀㤋 [ㄢ㢟␒号㸸KOBO01㹛㸧。 

 

イ㸬考古データの収㞟・㞟成と分析 

・考古・文献資料からみた歴史災害情報の収㞟とデータベース構築・公㛤ならびにその地

㉁考古学的解析 

 奈Ⰻᩥ化㈈◊✲所がⓎ掘ㄪᰝを実した平城宮➨一ḟ大ᴟẊ㝔地区㸦平城➨ 612 ḟㄪ

ᰝ㸧㸪ἲ⳹寺㜿弥㝀ί土㝔㞄接地㸦平城➨ 613 ḟㄪᰝ㸧㸪⸨原宮大ᴟẊ㝔地区㸦⸨原➨ 200

ḟㄪᰝ㸧をはじめ㸪全国各地でᾮ≧化や地り・地割れといった地㟈㊧がⓎぢされた。

これら地㟈㊧の㆑別に㛵しては㸪地㉁切取ヨᩱや地㉁剥ぎ取りヨᩱについて㸪⢏度分

ᯒ㸪㌾㹖⥺や㹖⥺ CT スキャンを⏝いた微⣽堆✚ᵓ㐀ゎᯒを㏻じ㸪⢭度の㧗い᳨出が可⬟

になってきた。これによって㸪Ⓨ掘ㄪᰝ中に᳨出される地㟈㊧の可⬟性がある事例に

ついて㸪⌧場でのㄪᰝ・グ㘓᪉ἲ㸪その後の分ᯒ作ᴗによるㄪᰝ᪉ἲの✚が㐍展した。 

 地㟈のⓎ⏕ᮇについては㸪前㏙の㸱ㄪᰝ地Ⅼにおいて㸪ᨺ射性Ⅳ⣲年代 定㸪土器型

式⦅年㸪㑇ᵓの切り合い㸪ᮌ⡆ᩥ字史ᩱ➼を㥑使し㸪㸳世⣖後半㸪㸵世⣖後半㹼ᮎ㸪㸶世

⣖後半㹼㸷世⣖半ばに㟈度㸳弱以上の㟈動にぢ⯙われたことを᫂らかにした。このㄪᰝ

㐣⛬において㸪地㟈Ⓨ⏕ᮇの≉定に㛵わるㄪᰝ・グ㘓᪉ἲについて㛤Ⓨが㐍み㸪今後㸪

⥅⥆ⓗにά⏝してその実㊶性を᳨ドすると共に㸪ㄪᰝ᪉ἲのᬑ及・啓Ⓨのためのリーフ

レット➼の作成を㐍める予定である。 
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 前㏆代のⅆ山噴ⅆ⌧㇟の㊧については㸪ὸ㛫山㸪ᴵ名山の山㯄に位⨨する㔠井ᮾ

㑇㊧㸪㔠井下᪂⏣㑇㊧㸦⩌㤿┴埋ⶶᩥ化㈈事ᴗ団との共同ㄪᰝ㸧のⓎ掘ㄪᰝに㛵わり㸪ㄪ

ᰝ᪉ἲの㛤Ⓨを㐍めている。また㸪ᱜ島大つᶍⅆ山噴ⅆㄪᰝグループとの提携を㐍める

ことにより㸪さらに広⠊囲でのㄪᰝ᪉ἲの✚が㐍むと⪃えられる。 

 古代から㏆世に⮳るまで⥅⥆ⓗに史ᩱがṧる奈Ⰻ┅地での地㟈⿕⅏について㸪古墳

代以㝆の㑇㊧の⿕⅏㢮別や⿕⅏分布の㞟成を㐍めた。その⤖ᯝ㸪┅地内の低地域におい

て㟈度㸳弱以上の㟈動によるᾮ≧化㸪丘㝠㒊付㏆で㟈度㸵以上の㟈動でⓎ⏕するとされ

る地りや地割れの㊧が㸪上グのᮇに㞟中してⓎ⏕している傾向が☜ㄆできた。ま

た㸪Ἑ川地形域で土▼ὶやὥỈの㢖Ⓨもみられ㸪包括ⓗな⅏害実像に㏕れる可⬟性をぢ

出した。 

 ᪥ᮏ全国のⓒ年から千年単位のスケールでの地㟈・ⅆ山噴ⅆⓎ⏕像の㏣㊧については㸪

㑇㊧からゎ᫂される⣽かな人㛫ά動の変㑄を㛫㍈とすることによって㸪地㟈・ⅆ山噴

ⅆのⓎ⏕像がぢえ始めている。地㟈・ⅆ山噴ⅆという単一⌧㇟にṆまらず㸪ᩳ㠃崩壊によ

る土▼ὶやὥỈのⓎ⏕➼の多ᵝな⅏害⌧㇟の⌧出像に╔┠して㸪今後もㄪᰝ・◊✲を㐍

めていく㸦奈Ⰻᩥ化㈈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NAB_01㹛㸧。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地㟈・火山現象の解明のための考古学及び地形・地㉁の調

査 

 ⦖ᩥ代中ᮇにⓎ⏕した三㝣地㟈ὠἼの年代について㸪以前の成ᯝ㸦㰻⸨㸪2014; 

Saitoh㸪2015㸧に㸪᪂たにⓎ掘された岩手┴山⏣⏫川┠ἑ⏣㸯㑇㊧㸪川┠ἑ⏣㸰㑇㊧

➼の大つᶍな⦖ᩥ㞟ⴠ㑇㊧を加えて再分ᯒした。その⤖ᯝ㸪ὠἼの年代は大ᮌ㸷式の┤

前㸪すなわち大ᮌ 8-9㸦中㛫㸧式ᮇとみるのが妥当であることが᫂らかになった。また㸪

Ⅳ⣲⃰度の乱㧗下する≉定パターンのẼ候変動下で㸪大地㟈がⓎ⏕するとの⪃え᪉を提

♧した㸦㰻⸨㸪2019㸧。 

 ᪂₲・㛗㔝┴境の┿㑣ᯈ山が㸪ᩥ亀元年㸦1502 年㸧の㉺後南す㒊地㟈で山体崩壊し㸪

姫川を堰きṆめたとするㄝについて᳨ウした。┿㑣ᯈ山の崩壊堆✚≀をそう「三ゅ州堆

✚≀」出土の埋もれᮌの 14C 年代値が㸪510±90BP であると報告されていることから㸪㉺

後南す㒊地㟈のㄏ因ㄝが⏕まれた。しかし㸪成❧プロセスや᰿拠に問㢟がある上㸪報告さ

れた 510±90BP はᮍ㍑ṇとされ㸪㍑ṇした年代値が 1300-1430calBP㸦1502 年より 170 年

前㸪もしくはそれ以上前㸧を提♧しているため㸪ᩥ亀元年㉺後南す㒊地㟈㉳因ㄝは再᳨ウ

の余地がある㸦᪂₲大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGT_01㹛㸧。 

 

㸦㸰㸧低㢖度大規模地㟈・火山噴火現象の解明 

 ㏆代ⓗなᶵ器ほ によるほ データ取得㛤始以前にⓎ⏕した地㟈・ⅆ山噴ⅆについて

▱るためには㸪Ṕ史学や⪃古学で⏝いる史ᩱや⪃古㈨ᩱに基づいて㸪ㄪᰝ・◊✲を実し

ていく必せがある。これらの史ᩱや⪃古㈨ᩱをデータベース化し㸪位⨨情報や㛫情報

を付与して⿕害分布図➼を作成することによって㸪㏆代ⓗなᶵ器ほ に基づくほ デー

タとのẚ㍑・᳨ウが可⬟になる。このような⿕害分布図➼をά⏝して㸪前㏆代にⓎ⏕した

低㢖度大つᶍ地㟈やⅆ山噴ⅆ⌧㇟とそれらによる⅏害の実態をゎ᫂することは㸪㛗ᮇⓗ

な⅏害対⟇の⟇定に寄与できると⪃える。 
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・地㟈火山㛵㐃史資料に基づく低㢖度大規模地㟈火山災害の調査 

 ᪤刊地㟈史ᩱ㞟に所収されている᪥グ史ᩱの中から㸪㛗ᮇ㛫にわたるỤ戸での᭷感地

㟈のグ㘓があるものを㑅び出し㸪᪥グ史ᩱごとに᭷感地㟈の回ᩘを㞟ィした。個々の᪥

グ史ᩱには᭷感地㟈のグ㘓がない年もあるが㸪」ᩘの᪥グ史ᩱを⤌み合わせることで᭷

感地㟈のグ㘓されていない年を⿵完することができる。17 世⣖前半から 19 世⣖中㡭の

Ụ戸屋ᩜにおける᭷感地㟈のグ㘓がある㸴つの大名家の᪥グ史ᩱを⏝いて㸪㸯年ごとの

᭷感地㟈の回ᩘをㄪᰝした。その⤖ᯝ㸪≉に 1649 年㸦⣙ 50 回㸧㸪1704 年㸦⣙ 60 回㸧㸪

1855 年㸦⣙ 50 回㸧に地㟈の回ᩘが多いことがわかった。これらの年はそれぞれ㸪1649 年

㸵᭶ 30 ᪥の慶安川㉺地㟈と同年㸷᭶㸯᪥の慶安川崎地㟈㸪1703 年 12 ᭶ 31 ᪥の元⚘㛵

ᮾ地㟈㸪1855 年 11 ᭶ 11 ᪥の安ᨻỤ戸地㟈がⓎ⏕した年に対応しており㸪⿕害地㟈のⓎ

⏕┤後に多Ⓨした余㟈を♧していると⪃えられる。 

 1885 年以㝆のᮾ京での᭷感地㟈については㸪Ẽ㇟庁の㟈度データベースを⏝いて᭷感

地㟈の回ᩘを㞟ィした。㸯年ごとの㟈度㸰以上の地㟈グ㘓をㄪᰝした⤖ᯝ㸪1923 年㸦36

回㸧㸪1924 年㸦35 回㸧㸪2011 年㸦148 回㸧に回ᩘの多い年があった。これらは㸪1923 年㸷

᭶㸯᪥の大ṇ㛵ᮾ地㟈㸪2011 年㸱᭶ 11 ᪥のᮾ北地᪉太平ὒἈ地㟈のⓎ⏕年に対応して

おり㸪地㟈Ⓨ⏕┤後に多Ⓨした余㟈やㄏⓎされた地㟈ά動を♧していると⪃えられる。

17 世⣖前半から 21 世⣖初㢌までの⣙ 400 年㛫に及ぶ㸦1869㹼1884 年のグ㘓はᮍㄪᰝ㸧

Ụ戸・ᮾ京での᭷感地㟈の回ᩘについてまとめると㸪周㎶や┤㏆でⓎ⏕した⿕害地㟈の

┤後に≉に多くなっている≧ἣがわかった。 

 また㸪別の◊✲ㄢ㢟においてᵓ⠏中の「᪥ᮏṔ史地㟈㛵㐃史ᩱデータベース」に収めら

れている史ᩱデータを⏝いて㸪前㏆代の奈Ⰻにおける⿕害地㟈について⿕害実態をㄪᰝ

した。奈Ⰻでは㸪地㟈による⿕⅏後も⌧存している建㐀≀が」ᩘ存在しており㸪史ᩱと建

㐀≀の両側㠃から地㟈⿕害について᳨ウできる。史ᩱにグされた᫂☜な建㐀≀⿕害に基

づくと㸪㸶世⣖初㢌の平城京㑄㒔から 19 世⣖中㡭までの前㏆代において㸪奈Ⰻに⿕害を

及ぼした地㟈は少なくとも㸶回ある。その中には㸪奈Ⰻ┅地㏆傍の内㝣ά᩿層による地

㟈の他に㸪⣖伊半島ἈでⓎ⏕した南ᾏトラフ巨大地㟈㸦ᮾᾏ地㟈・南ᾏ地㟈㸧も含まれ

る。このことは㸪前㏆代の奈Ⰻにおける⿕害地㟈の≉徴として挙げられる。 

 ᮾ大寺の㚝ᴥは㸪大仏Ẋᮾ᪉の㧗台に位⨨しており㸪Ọ⚀元年㸦989 年㸧の大㢼による

倒壊後に再建され㸪延久二年㸦1070 年㸧㸪嘉保三年㸦1096 年㸧㸪承元年㸦1177 年㸧の地

㟈の㝿には㚝ᴥ⮬体は倒壊しなかったが㸪㚝の㕓が切れて㚝が地㠃にⴠ下した。その後㸪

13 世⣖初㢌には㚝ᴥが᪂つに創建されており㸪延応元年㸦1239 年㸧には地㟈とは㛵係な

く㚝がⴠ下したために㸪㔮手㔠具が᪂ㄪされている。これ以後は㸪地㟈や大㢼による㚝の

ⴠ下は☜ㄆできないことから㸪11 世⣖後半から 12 世⣖後半に⮳る㸱回の地㟈による㚝

のⴠ下は㸪地㟈の揺れだけでなく㸪㚝の㕓や㔮手㔠具といった㚝⮬体と㚝ᴥとの接⥆㒊

分の⬤弱性にもせ因があったと⪃える。㸦ᮾ京大学地㟈ⅆ山史ᩱ㐃携◊✲ᶵᵓ [ㄢ㢟␒号㸸

HMEV01㹛㸧。 

 

・古文書解読による南海トラフ巨大歴史地㟈像の解明㹼歴史地㟈情報の可視化システム

の構築とその活用㹼 

 前◊✲ィ⏬においてᵓ⠏してきた᳨⣴システムの㧗㏿化を┠ⓗとして㸪これまでのデ

ータベースの再ᵓ⠏を⾜った。Ṕ史地㟈史ᩱデータベースの᳨⣴システムを㧗㏿化し㸪
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᳨⣴⤖ᯝが大㔞であった場合の⾲♧᪉ἲをᨵ善した。ᩥ⊩᳨⣴システムもバージョンア

ップし㸪᳨⣴できる㞧ㄅとして各地の「博≀㤋⣖せ」➼を㏣加した。これらの᳨⣴サイト

は以下のとおりである。 

 http://wwwevrc.seis.nagoya-u.ac.jp/HistEQ/㸦Ṕ史地㟈史ᩱ᳨⣴・ᩥ⊩㈨ᩱ᳨⣴㸧 

 http://wwwevrc.seis.nagoya-u.ac.jp/HistEQMap/㸦Ṕ史地㟈史ᩱ᳨⣴システム㸧 

 岐㜧市在住の大ἑ家において史ᩱㄪᰝを⾜い㸪その史ᩱ⩌中に 1854 年安ᨻᮾᾏ・南ᾏ

地㟈と 1855 年安ᨻỤ戸地㟈のグ㘓を多ᩘ☜ㄆし㸪写┿撮影を⾜った。 

 Ṕ史地㟈史ᩱの可ど化に向けて㸪地㟈史ᩱを e-コミマップを⏝いて㠃ⓗにᩚ⌮するこ

とをヨみた。今年度は⾲⌧᪉ἲの᳨ウをしつつ㸪三㔜┴の㫽⩚地域を対㇟にして㸪᪤刊地

㟈史ᩱ㞟に所収されている 1707 年宝Ọ地㟈㸪1854 年安ᨻᮾᾏ地㟈に㛵する地㟈史ᩱに

ついて㸪e-コミマップを⏝いて㠃ⓗにᩚ⌮した。どぬⓗにこれらの地㟈の⿕害≧ἣがẚ

㍑できるようにするため㸪シンボル➼をもう少し工夫する必せがある。このような e-コ

ミマップに㸪三㔜┴のᪧ∧地形図㸪地㟈ハザードステーション㸦J-SHIS㸧にある⾲層地┙

の揺れやすさの情報㸪シームレス地㉁図㸪三㔜┴の▼☃の情報➼を㏣加して㸪史ᩱに基づ

く⿕害≧ἣとのẚ㍑・᳨ウを⾜った㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_01㹛㸧。 

 

・歴史地㟈史料を活用した地㟈学的解析 

 京㒔において「古地㟈◊✲᳨ウ会」㸦᪥ᮏ地㟈学会 2019 年度⛅季大会の会ᮇ中㸧と合

宿形式の古ᩥ᭩ゎㄞのための勉強会㸦2019 年㸷᭶に㸱᪥㛫㸧及び定ᮇⓗな勉強会を㛤催

し㸪ᮾ京でも勉強会を㛤催した㸦2019 年 10 ᭶に㸰᪥㛫㸧。このようなά動は㸪参加⪅の

Ṕ史地㟈に㛵する史ᩱゎㄞ技⾡の向上を図ると共に㸪これまでṔ史地㟈◊✲に㛵わって

いなかった◊✲⪅や学⏕㸪市Ẹに◊✲ά動をᬑ及するᶵ会となった。 

 「ἲⶈ寺堂再建グᮌᮐ」の実≀や⩻刻㈨ᩱを再ㄪᰝし㸪これまでのゎ㔘がㄗりであった

可⬟性を♧し㸦加⣡・他㸪2019㸧㸪Ṕ史地㟈やὥỈ➼の⮬↛⅏害についてまとめた一⯡向

けの᭩⡠を刊⾜した㸦大㑚・他㸪2019㸧。 

 㟈度予 式㸦㊥㞳ῶ⾶式㸧を利⏝した地㟈史ᩱの分ᯒ手ἲについて᳨ウし㸪㟈※位⨨㸪

マグニチュード㸪ほ Ⅼを入力すると㟈度予 式に従って㟈度を出力する Web アプリケ

ーションをヨ作した。 

 別の◊✲ㄢ㢟において実されている「みんなで⩻刻」を基┙として㸪Ṕ史地㟈◊✲に

おけるデジタルアーカイブのά⏝や㸪人ᩥ情報学ⓗ手ἲの導入について᳨ウした㸦ᮾ京

大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_01㹛㸧。 

 

・有感地㟈記㏙ならびに㟈度の㊥㞳減衰式に基づく地㟈活動解析 

 ㏆年の⛻密ほ ⥙によってほ された㟈度データ㸦Ẽ㇟庁㟈度データベース➼㸧を⏝

いて㸪ᵝ々な地㟈ά動変化㸦大地㟈Ⓨ⏕㸪地㟈ά動のάⓎ化㸦⩌Ⓨⓗ地㟈ά動を含む㸧・

㟼✜化㸪グーテンベルグ・リヒター則の㹠値変化➼㸧が᭷感地㟈の✵㛫ⓗ≉徴にどのよ

うな影㡪を及ぼすのか㸪2011 年ᮾ北地᪉太平ὒἈ地㟈の前後を中心にㄪᰝした。 

 その⤖ᯝ㸪2011 年ᮾ北地᪉太平ὒἈ地㟈後にᮾ北地᪉内㝣でάⓎ化した⩌Ⓨⓗά動で

は㸪それらの㟈※域㏆傍のほ Ⅼで᭷感地㟈回ᩘの㢧ⴭな増加がㄆめられる一᪉で㸪㟈

※域から㞳れたほ Ⅼでは㏆傍にẚべ㢖度の増加が小さい傾向がみられた。また㸪㏆年

に᪥ᮏ内㝣でⓎ⏕した㢧ⴭな地㟈後の᭷感地㟈回ᩘの✵㛫ⓗ≉徴についてㄪべた。そ
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の⤖ᯝ㸪㟈※域㏆傍のほ Ⅼでは㸪᭷感地㟈回ᩘの⣼✚㢖度分布は余㟈の㛫ⓗῶ⾶の

≉徴を⾲す大᳃㸫宇ὠ公式から予 されるように急⃭な増加から徐々に⦆やかな増加に

なる形≧を♧した。一᪉で㸪㟈※域から㞳れるに従って⣼✚㢖度分布は㢧ⴭ地㟈の┤後

にのみステップ≧に増加する、より㝵ẁ≧の形≧へと変化するᵝ子がぢ出された。これ

らの⤖ᯝは㸪᭷感地㟈回ᩘの✵㛫ⓗ≉徴からṔ史地㟈前後の地㟈ά動変化㸦㟼✜化・ㄏ

Ⓨ地㟈ά動のⓎ⏕㸧の᳨出や㸪Ṕ史地㟈の㟈※域推定の可⬟性を♧唆する。 

 また㸪㏆年の地㟈を対㇟に㸪ほ 㟈度とィ⟬㟈度とのṧ差分布に基づく大地㟈の㢮型

化に㛵する基♏ⓗ᳨ウを実した。Ẽ㇟庁㟈度データベースに報告のある全ての᭷感地

㟈を対㇟に㏆年㸪太平ὒプレート内㒊㸪太平ὒプレート上㠃㸪フィリピンᾏプレート内㒊

の地㟈㸪ならびに地Ẇ内地㟈についてᵓ⠏された地⾲におけるィ 㟈度の多ḟ元㊥㞳ῶ

⾶式㸦⏣中・他㸪2017㸹Matsu’ura et al., 2018㸧に基づき㟈度ィ⟬を実し㸪データ

ベース化すると共に㸪それぞれの地㟈についてṧ差が᭱小となる㊥㞳ῶ⾶式のタイプを

ồめた。その㝿㸪J-SHIS の⾲層 30m における平均㹑Ἴ㏿度㸦AVS30㸧を⏝いた㸦公募◊✲㸪

地㟈予▱⥲合◊✲振⯆会㹙ㄢ㢟␒号㸸KOBO02㹛㸧。 

 

これまでの課㢟と今後の展望 

 平成 26 年度から平成 30 年度の㸳か年にわたり実された「⅏害の㍍ῶに㈉⊩するた

めの地㟈ⅆ山ほ ◊✲ィ⏬」においては㸪地㟈学やⅆ山学など⌮学⣔の分㔝だけでなく㸪

Ṕ史学や⪃古学など人ᩥ⣔の分㔝の◊✲⪅もᮏ◊✲ィ⏬に⤌⧊ⓗに参加し㸪㏆代ⓗなᶵ

器ほ によるデータが存在しない前㏆代の地㟈やⅆ山噴ⅆに㛵して㸪史ᩱや⪃古㈨ᩱを

ά⏝したㄪᰝ・◊✲を共同で実してきた。人ᩥ⣔の分㔝が主体となり㸪⌮学⣔の分㔝と

共同で◊✲を実するᩥ⌮⼥合◊✲は᪥ᮏ国内ではあまり㢮例がなく㸪ᮏ◊✲ィ⏬にお

いて≉➹すべき学㝿ⓗな取り⤌みである。 

 今年度から㛤始された「⅏害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山ほ ◊✲ィ⏬」㸦➨㸰ḟ㸧

においては㸪ᩥ⌮⼥合◊✲の᭦なる῝化と展㛤を┠指して㸪地㟈学・ⅆ山学や㛵㐃ㅖ分㔝

との㐃携を強化し㸪他の㒊会と協力してᮏ◊✲ィ⏬を推㐍していくことが㔜せと⪃える。

また今後は㸪ᮏ㒊会でのᩥ⌮⼥合◊✲の成ᯝを⏝いて㸪地㟈のⓎ⏕可⬟性をホ価する㛗

ᮇ予 における⢭度ᨵ善への提ゝや㸪地域♫会の⅏害◊✲における学⾡ⓗ㈉⊩も᳨ウし

ていく必せがある。 

 ᮏ㒊会では㸪ᩥ⌮⼥合◊✲を㐍める上で㸪史ᩱや⪃古㈨ᩱのデジタルデータ化とその

共᭷化が必㡲と⪃え㸪史ᩱ・⪃古データのデータベース化に向けて㸪データᵓ成の᳨ウや

データベースのᵓ㐀などについてᵝ々な᳨ウを㔜ねてきた。᪤刊史ᩱ㞟の全ᩥテキスト

化については一両年内に完了できるぢ㏻しとなった。今後㸪ᮏ◊✲ィ⏬では㸪このような

基♏ⓗな◊✲の成ᯝを㋃まえて㸪史ᩱ・⪃古の⤫合データベースを⌮⣔の◊✲⪅や一⯡

市Ẹが利⏝しやすい形で公㛤できるようにするための◊✲に取り⤌んでいく必せがある。

あわせて史ᩱ・⪃古データをά⏝した前㏆代の地㟈・ⅆ山噴ⅆ㸪及びそれらによる⅏害の

実態ゎ᫂の◊✲も同に実していき㸪ᮏ㒊会で作成された史ᩱ・⪃古データの地㟈学・

ⅆ山学分㔝への᭷効性を提♧することも必せと⪃える。 
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㸯㸦㸶㸧観測研究基盤 

            

            「ほ ◊✲基┙㒊会」ィ⏬推㐍㒊会㛗 㭯岡 弘 

                            㸦東京大学地㟈◊✲所㸧 

副㒊会㛗 㟷山 ⿱ 

                                㸦北ᾏ㐨大学㸧 

                        

地㟈ⅆ山◊✲にとって不可Ḟであるほ データを安定ⓗかつ⥅⥆ⓗに取得するために㸪

日本全国に展㛤されている㝣域およびᾏ域の地㟈㸪地Ẇ変動㸪ὠἼ㸪₻位㸪㟁☢Ẽ㸪㔜力

➼のほ 基┙を⥔持すること㸦ほ 基┙の整備㸧㸪さらにこれらのほ データのゎ析技⾡

➼の㛤Ⓨ・㧗度化㸦ほ ・ゎ析技⾡の㛤Ⓨ㸧を㐍展させること㸪ほ データをリアルタイ

ムに効⋡ⓗにὶ㏻する基┙㸦地㟈・ⅆ山⌧㇟のデータὶ㏻㸧を⥔持するとともに㸪ほ デ

ータの公㛤や◊✲成果を共有するシステムの㛤Ⓨ㸦地㟈・ⅆ山⌧㇟のデータベースの構

⠏と利ά⏝・公㛤㸧をほ ◊✲㒊会において㐍めている。以下に令和元年度の成果の概せ

をまとめた。 

 

㸳㸬研究を推進するための体制の整備 

㸦㸱㸧研究基盤の開発・整備 

ア.観測基盤の整備 

㜵⅏⛉学◊✲所は㸪㝣ᾏ⤫合地㟈ὠἼⅆ山ほ ⥙㸦MOWLAS)及び㤳㒔圏地㟈ほ ⥙

㸦MeSO-net) を安定して㐠⏝し㸪地㟈㸪低周Ἴ地㟈㸪㉸低周Ἴ地㟈㸪スロースリップイベ

ントについてイベント検出および㟈※位⨨㸪㟈※メカニズムゎ㸪断層モデルの推定㸪余㟈

ά動の予 ➼を⾜った。さらにそのά動≧ἣのモニタリング⤖果をわかりやすく情報Ⓨ

信を⾜うとともに㸪地㟈ㄪ査委員会㸪地㟈予▱㐃⤡会➼に㝶時提供を⾜った㸦㜵⅏⛉学技

⾡◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸NIED05]㸧。Ẽ㇟庁は地㟈ほ ⥙や地Ẇ変動ほ ⥙などのほ 基┙

の⥔持㸪㛵係ᶵ㛵の地㟈ほ データの一元ⓗ処⌮⤖果を㛵係ᶵ㛵へ提供し㸪南ᾏトラフ

ἢいの地㟈に㛵するホ価検ウ会や地㟈ㄪ査委員会において報告を⾜った㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟

␒号㸸JMA_09]㸧。国土地⌮㝔は㸪全国におけるGNSS㐃⥆ほ Ⅼを平均20キロメートル㛫

㝸の㓄⨨として⥔持するとともにほ を⥅⥆した㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_04]㸧。

㟁子基‽Ⅼリアルタイムゎ析システムを㐠⏝するとともに変動Ⅼ検▱ᶵ⬟を強化し㸪令

和元年㸴月18日にⓎ⏕した山形┴Ἀを㟈※とする地㟈において㸪㟈※㏆傍のほ Ⅼで⣙

5cmの地Ẇ変動をリアルタイムに検▱し㸪後処⌮ゎ析と整合する⤖果が得られた㸦国土地

⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_08]㸧。さらに㸪AOLS-2のSARデータを使⏝して国土全域を対㇟に定

常ⓗにSAR干΅ゎ析を⾜い㸪す之島では㸪2019年12月からのⅆ山ά動に伴う地Ẇ変動及び

⁐岩➼によるものとぢられる地形変化を検出した㸦図㸯㸧㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸

GSI_07]㸧。国㝿VLBI事業のほ ィ⏬にも基づき㸪▼岡VLBIほ 施タにおいてVLBI国㝿共

同ほ を86回実施した。 

大学は㸪ほ データὶ㏻⥙JDXnetの安定ⓗな㐠⏝を⥅⥆し㸪東京大学地㟈◊✲所の接

⥆ポイントにおいてはSINET⤒⏤によりJGN接⥆を実⌧し㸪ネットワークの冗㛗化を復旧

させた。また㸪柏キャンパスでの接⥆も㛤タし東京大学情報基┙センターの大つᶍ並列

ィ⟬ᶵをά⏝できる基┙を構⠏した㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_19]㸧。㧗▱



- 240 - 
 

大学においては㸪地㟈ほ Ⅼにおけるほ ≧ἣの健全性の時㛫変化を把握する手ἲの㛤

Ⓨを㐍めるため土居ほ Ⅼにやや広帯域の㏿度ィ地㟈ィのタ⨨を⾜った㸦㧗▱大学 [ㄢ

㢟␒号㸸KOC_01]㸧。 

Ẽ㇟庁㸪国土地⌮㝔及びᾏ上保安庁は㸪₻位㐃⥆ほ を⥅⥆し㸪地Ẇ変動にともなう地

┙の上下動を㐃⥆ⓗに検▱した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_10]㸪国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸

GSI_05]㸪ᾏ上保安庁 [ㄢ㢟␒号㸸JCG_02]㸧。Ẽ㇟庁は㸪柿岡㸪女‶別㸪㮵屋㸪∗島での

地☢Ẽ㸲成分ほ 㸪及びいわき北ᾆでの全☢力⢭密㐃⥆ほ を実施し㸪㧗⢭度の地☢Ẽ

基‽値を提供した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_11]㸧。国土地⌮㝔は㸪⯟✵㔜力 㔞に必せ

な㣕⾜場㔜力Ⅼとしてㄪ布㸪名古屋㸪八尾㸪仙台㸪㟷森㸪北九州においてほ Ⅼをタ⨨し

た㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_06]㸧。山梨┴富士山⛉学◊✲所は㸪gPhone㔜力ィの導

入を⾜い㸪㐃⥆ほ を㛤始した。また㸪Ẽ㇟ほ ⨨の併タも⾜った㸦山梨┴富士山⛉学

◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸MFRI02]㸧。北ᾏ㐨❧⥲合◊✲ᶵ構地㉁◊✲所は㸪㞝㜿寒岳㸪十勝岳㸪

ᶡ前山㸪倶多楽㸪有⌔山および北ᾏ㐨㥖ヶ岳において地⌫≀⌮学ⓗ・地⌫化学ⓗモニタリ

ングを⥅⥆した㸦北ᾏ㐨❧⥲合◊✲ᶵ構地㉁◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸HRO_01]㸧。 

Ẽ㇟庁は㸪全国の50άⅆ山について㸪全国㸲カ所のⅆ山┘ど・㆙報センターにおいて㸪

地㟈ィ㸪✵振ィ㸪GNSS㸪┘どカメラ➼による㐃⥆ⓗな┘どほ を⥅⥆した。令和元年度に

おいては㸪ⲡὠⓑ根山に広帯域地㟈ィを整備し㸪また全国㸵カ所に┘どカメラの増タを

実施した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_12]㸧。 

 

イ㸬観測・解析技術の開発 

 東京大学地㟈◊✲所は㸪光ファイバセンシング技⾡の一つであり㸪振動をィ する分

散型㡢㡪センシング(DAS)を利⏝した地㟈ほ を実施した。具体ⓗには㸪1996年にタ⨨し

た三㝣Ἀ光ケーブル式ᾏ底地㟈・ὠἼほ システムの予備の光ファイバーケーブルをά

⏝して2019年㸰月㸪㸴月㸪11月のィ三回の✵㛫ⓗに㧗密度なᾏ底地㟈ほ を実施した。㸰

月のィ では㸪 定全㛗100km㸪チャンネル㛫㝸5mとして㸪合ィ㸰日㛫実施し㸪ィ ⨨

をタ⨨した㝣上局から70km⛬度まで㐃⥆して地㟈Ἴがグ㘓されることを☜ㄆした㸦図㸰㸧

㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_22]㸧。 

 大学は㸪新たな↓⥺㏻信帯域・技⾡をά⏝したデータ伝㏦システムの㛤Ⓨ及びこれを

利⏝した地㟈・ⅆ山ά動≧ἣを㧗⢭度かつ㎿㏿に把握可⬟なシステムの㛤Ⓨを㐍めてい

る。東北大学においては㸪920MHz帯の┬㟁力↓⥺㏻信ヨ㦂を⾜った。このヨ㦂では㸪情報

㏻信◊✲ᶵ構が中心となって㛤ⓎしたLoRaヨ㦂ᶵおよびLoRaを⏝いたWINἼ形伝㏦⏝↓

⥺ᶵの二つを⏝いた㟁Ἴの伝搬ヨ㦂を⾜った㸦図㸱㸧㸦東北大学 [ㄢ㢟␒号㸸THK_13]㸧。

名古屋大学においては㸪小㟁力㸪小型・携帯テレメータ地㟈ほ ⨨の改Ⰻ㛤Ⓨを実施し

ているが㸪令和元年度においては⌧⏝ᶵに対して小つᶍな改Ⰻを実施し㸪㒊品の㑅定㸪改

Ⰻテストᶵへの実を⾜った㸦名古屋大学 [ㄢ㢟␒号㸸NGY_08]㸧。 

 情報㏻信◊✲ᶵ構においては㸪地㟈やⅆ山➼の⮬↛⅏害Ⓨ⏕時における⿕⅏地の≧ἣ

把握をヲ⣽かつ㎿㏿に⾜うためのḟ世代⯟✵ᶵ搭㍕SARの㛤Ⓨを実施し㸪令和元年度にお

いては㸪①ᶵ械学⩦をベースにした土地⿕そ分㢮に㛵する◊✲㸪②GISデータとSARデー

タを⏝いた情報抽出技⾡に㛵する◊✲㸪③クロストラック干΅SARとレーダグラメトリを

⏝いた地形変化抽出に㛵する◊✲を実施した㸦情報㏻信◊✲ᶵ構 [ㄢ㢟␒号㸸NICT01]㸧。 
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ウ㸬地震・火山現象のデータ流通 

 北ᾏ㐨大学は㸪地Ẇ変動㐃⥆ほ 㸪およびGNSSデータサーバの㐠⏝を⥅⥆し㸪地Ẇ変動

➼多㡯┠データの一元ⓗなὶ㏻とデータの✚などを⾜った。地Ẇ変動㐃⥆ほ サーバ

ーでは㸪419チャネルのデータの収㞟を⾜い㸪GNSSデータサーバに格⣡する㐣去のᶵ動ほ

 データのⓎ掘・整⌮を⾜った。さらに㸪Ẽ㇟庁の地Ẇひずみィデータのὶ㏻に向けて㛵

係ᶵ㛵とのㄪ整を㛤始した。また㸪地Ẇ変動ほ 技⾡の伝承を┠ⓗとしたひずみィ の

◊修会を実施し㸪全国の大学㝔⏕や技⾡⫋員20名⛬度が参加した㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒

号㸸HKD_08]㸧。 

 東京大学地㟈◊✲所は㸪⌧WINシステムにおけるㄢ㢟とḟ世代システムへのせ望の㞟⣙

を⾜った。WINシステムに㛵㐃の῝い◊✲⪅や技⾡⪅にメール➼によりアンケートを実施

し㸪18ᶵ㛵㸦北ᾏ㐨大学㸪東北大学㸪東京大学㸪名古屋大学㸪京㒔大学㸪㧗▱大学㸪九州

大学㸪㮵児島大学㸪⌰⌫大学㸪㜵⅏⛉学技⾡◊✲所㸪⚄奈川┴ Ἠ地学◊✲所㸪Ẽ㇟庁㸪

Ẽ㇟大学校㸪地㟈予▱⥲合◊✲振⯆会㸪企業㸲♫㸧から回⟅が得られた。データ㔞㸦チャ

ネル数㸧の増大㸪㏻信の㧗㏿化㸪再㏦ᶵ⬟の充実㸪㧗⢭⣽かつ多Ⰽ⾲♧可⬟な操作⎔境の

普及などへの対応が検ウ事㡯として挙げられ㸪hypomh以外の㟈※ィ⟬プログラムや他の

ゎ析プログラムへの対応㸪WINシステムのチュートリアルの充実などのㄢ㢟も明らかとな

った㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_24]㸧。加えて㸪㧗▱大学においては㸪この

ㄢ㢟と㐃携し㸪国内◊✲⪅が望む伝㏦プロトコルについてㄪ査を⾜った㸦㧗▱大学 [ㄢ

㢟␒号㸸KOC_02]㸧。 

  

エ㸬地震・火山現象のデータデースの構築と利活用・公開 

 東京大学地㟈◊✲所は㸪DOI➼のỌ⥆ⓗ㆑別子付与と公㛤について㸪⌧≧と克服すべ

きㄢ㢟を整⌮するため㸪さらに広く地㟈学とオープンデータについて㆟ㄽすることを┠

ⓗとして㸪地㟈学会⛅季大会において≉別セッション「オープンデータと地㟈学」を企

⏬した。㆑別子付与だけでなく㸪データジャーナルやデータリポジトリのά⏝の事例や

可⬟性が提♧され㸪また大学・◊✲ᶵ㛵や様々なプロジェクトにおけるデータの✚あ

るいは公㛤のためのデータベースの構⠏・㐠⏝の実㝿やㄢ㢟など㸪本◊✲ㄢ㢟を㐍める

ために㔜せな情報が得られた㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_18]㸧。 

 Ẽ㇟庁は㸪⥲合ⓗな地㟈カタログの作成とⓎ㟈ᶵ構ゎ析及び大地㟈時の㟈※㐣⛬ゎ析

を実施し㸪それらを公㛤した。1919年〜1921年の㐣去㟈※について㸪各地の地㟈ほ 原⡙

➼を⏝いて㟈※ィ⟬を⾜い㸪2020年㸯月に公㛤した。これにより日本周㎶の地㟈ά動に

ついて一定品㉁の地㟈のデータが100年以上の期㛫で利⏝可⬟となった㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟

␒号㸸JMA_14]㸧。定常ほ Ⅼの㸲地Ⅼ㸦柿岡㸪女‶別㸪㮵屋㸪∗島㸧に㸪♺川を加えた

㸳ほ Ⅼにおける地☢Ẽ㸲成分㐃⥆ほ データを月ẖに地☢Ẽほ 所データベースにⓏ

㘓㸪公㛤するとともに㸪定常ほ Ⅼのデータを国㝿ⓗなデータセンターに提供した。ま

た㸪女‶別および㮵屋を対㇟として地☢Ẽアナロググ㘓のデジタルデータ化を㐍めた。

1968㹼1969年の地☢Ẽアナロググ㘓をデジタル⏬像化したほか㸪1973㹼1974年のデジタ

ル⏬像を㧗時㛫分ゎ⬟のデジタルデータへ変換した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_13]㸧。令

和元年度㸦平成31年度㸧に噴ⅆがⓎ⏕したὸ㛫山㸪㜿⸽山㸪桜島㸪⸃摩◲㯤島及び口ỌⰋ

㒊島のほか㸪ⅆ山ά動の㧗まりがみられた吾妻山㸪ⲡὠⓑ根山㸦ⓑ根山㸦㸪㸧㸧㏆付㔩

⟽根山➼において㸪⥭急ほ により収㞟したⅆ山ά動のヲ⣽なデータをゎ析し㸪✚し
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た。これらのデータの✚にあたって㸪今後のάⅆ山⥲ぴの改ゞにά⏝できるようにデ

ータベース化した㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_15]㸧。 

 ⏘業技⾡⥲合◊✲所は㸪アジア太平ὒ地域の地㟈ⅆ山ハザード情報整備㸪国㝿ᶆ‽化㸪

データ共有・┦互利⏝㸪国㝿ⓗな㐃携の推㐍を┠ⓗとして㸪アジア太平ὒ地域の◊✲ᶵ㛵

と㐃携し㸪地㟈ⅆ山ά動に㛵㐃する地㉁ハザード情報の取りまとめを㐍めた。今年度に

おいては㸪トバ㸦VEI = 㸶㸧㸪ⓑ㢌山㸪タンボラ㸪リンジャニ・サマラス㸪タール㸪㜿⸽㸪

姶Ⰻ㸪㨣⏺㸪㜿多㸪Ὕ√㸪支➖㸪㜿寒㸪屈斜㊰ 㸦VEI = 㸵㸧㸪クラカタウ㸪バツール㸪

ピナツボ㸪ラバウル㸪ロングアイランド㸪ダカタウア㸪ウィトリ㸪ビリーミッチェル㸪ウ

ルルン㸪十和⏣㸪⃮川㸪摩周㸪ⴌᾘ㸦VEI = 㸴㸧のカルデラを対㇟に㸪地形ⓗなカルデラ

⦕の形≧をトレースし㸪GISデータとして公㛤した㸦図㸲㸧㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟

␒号㸸AIST11]㸧。 

 国土地⌮㝔は㸪┘ど・ほ 体制の充実などが必せとされたⅆ山を優先して㸪ⅆ山㜵⅏に

㈨する基♏ⓗな地⌮✵㛫情報の整備を㐍めるとともに㸪地㟈⅏害の㍍ῶに㈨するため㸪

地形分㢮情報の整備を㐍めるほか㸪全国ά断層帯情報(ά断層図)を整備した㸦国土地⌮

㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_10, GSI_09]㸧。 

 データベースの方向性について検ウを実施し㸪⌧有の◊✲成果共有システムをά⏝す

る方向でㄪ整を⾜うこととした。サーバーの㐠⏝体制やポリシーについても検ウを⾜っ

た。データの格⣡を⾜うにあたり㸪ⴭ作ᶒ➼の検ウから㸪㛵係⪅の承ㅙが取れているもの

から実を展㛤する方㔪とした。 

 また㸪戦␎室を主導として㸪◊✲成果共有システムの構⠏に向けた検ウを㐍めた。具体

ⓗには格⣡を⾜う情報・データの検ウを実施するとともに㸪コンテンツの整⌮を先⾜ⓗ

に㐍めた㸪成果報告時にⓏ㘓される成果≀のリスト㸪ⅆ山構㐀探査データ㸪ᶵ動GNSSデー

タのほか㸪これまでの建㆟◊✲で作成されているデータベースやソフトウエアへのリン

ク㸪建㆟◊✲で実施されているほ やㄪ査に㛵するメタ情報について㸪本システムで一

元ⓗに収㞟することとした㸦東京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_25]㸧。 

 

これまでの課題と今後の展望 

地㟈ⅆ山◊✲にとって不可Ḟであるほ データを安定ⓗかつ⥅⥆ⓗに取得することの

技⾡ⓗなㄢ㢟➼はクリアできているが㸪ほ データおよびゎ析⤖果➼を有効にά⏝し◊

✲を加㏿するための㸪ὶ㏻㸪データベース化㸪公㛤は時㛫とコストの問㢟もあり㐍捗に

ついてはゆっくり㐍められているのが⌧≧である。来年度にむけては㸪これらのㄢ㢟を

ゎỴする◊✲成果共有システムのさらなる㐍展がồめられる。 
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図㸯㸬SAR強度⏬像の加Ⰽΰ合ἲによるす之島のゎ析⤖果。㯤Ⅼ⥺中の㉥Ⰽ㒊分で㝣地が

拡大したことを♧す。㟷は2019年12月20日に㸪㉥は2020年1月3日にそれぞれほ したも

のである㸦国土地⌮㝔 [ㄢ㢟␒号㸸GSI_07]㸧。 

 

 

図㸰㸬DASィ によりグ㘓された地㟈の例。1996年にタ⨨した三㝣Ἀᾏ底光ケーブル式

地㟈ὠἼほ システムの✵き光ファイバーを⏝いて㸪DASィ のヨ㦂ほ を⾜った。ᶓ

㍈は㝣上局からの㊥㞳㸪⦪㍈は時㛫である。㹎Ἴと㹑Ἴが明░にグ㘓されている㸦東京

大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_22]㸧。 
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図㸱㸬WINἼ形伝㏦⨨でのヨ㦂の様子とその⤖果㸦東北大学 [ㄢ㢟␒号㸸THK_13]㸧。 

 

 

図㸲㸬十和⏣カルデラ⦕の形≧トレース㸦㉥⥺㸧㸦⏘業技⾡⥲合◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸

AIST11]㸧。 
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㸰㸦㸯㸧南海トラフ沿いの巨大地㟈⥲合◊✲ 

            

        「南海トラフ沿いの巨大地㟈」総合研究グループリーダー 伊⸨喜宏 

                            㸦京㒔大学㜵災研究所㸧 

                         

┠的 

内㛶府および地㟈ㄪ査推㐍本㒊により南海トラフ沿いの巨大地㟈の地㟈シナリオおよ

び強㟈動予測はすでに実施され㸪公㛤されている。しかしながら㸪これまでに示された

地㟈シナリオおよび強㟈動予測は㐣去のほ測グ㘓および歴史㈨料に基づいて構築された

ものであり㸪現状の測地・地㟈ほ測により得られた知ぢを十分反映したものでない。南

海トラフ巨大地㟈総合研究グループ㸦以下㸪南海総合㹅㸧では㸪南海トラフ巨大地㟈に

㛵㐃した50ㄢ㢟の成果に基づき㸪地㟈・測地ほ測網で得られたプレート㛫固着やスロー

地㟈の知ぢに基づき南海トラフ沿いの巨大地㟈の広帯域㟈源モデルを構築する。その上

で地㟈波および津波の伝播モデルに基づき㸪す南日本地域の強㟈動および津波浸水モデ

ルを提示することを目的とする。 

 

㸯㸬拠点㛫㐃携のフレームワークの利用 

前㸳カ年ィ画の地㟈研究所―㜵災研究所拠点㛫㐃携㸦H26-H30㸧では㸪地㟈時のリス

クホ価の㧗精度化を目的として㸪㟈源モデル・シナリオ㸪地㟈波㏿度・減⾶構㐀㸪浅㒊

地盤応答㸪および構㐀物の⬤弱性の各モデルを総合的に⪃慮したリスクホ価の手法の提

案および㧗精度化に㛵する研究が㐍められた。特に各ㄢ㢟が提案する」数の最㐺なモデ

ルを組み合わせて不確実性を含む地㟈リスクホ価のィ算手法が提案された。南海総合㹅

では㸪前ィ画の拠点㛫㐃携で得られた成果を取り入れて㸪各ㄢ㢟で得られた成果を実㝿

に使用して㸪㟈源モデル・シナリオ―地㟈波伝播―工学的基盤までの地㟈動をィ算する

ことを目的とする。その上で㸪必せなアウトプットを㛵㐃ㄢ㢟のせㄳに基づき情報を提

供することとする。全㸳カ年ィ画の拠点㛫㐃携で研究対㇟とした大㜰府および㧗知県に

ついては浅㒊地盤応答も含めた地㟈動を求め㸪構㐀物の⬤弱性ホ価や地すべりのリスク

ホ価などに活用する。 

 

㸰㸬構㐀モデルおよび㟈源モデル・シナリオの㧗度化 

本研究グループでは特にモニタリングおよび最新の研究知ぢに基づく地㟈シナリオの

作成を目指す。まず㸪これまでに得られた地下構㐀モデルを精査し㸪沈み㎸むフィリピン

海プレート上㠃の形状モデルを再作成する。次に㸪㝣上 GNSS および海底 GNSS/A ほ測か

ら得られるプレート㛫固着モデルに従い㸪地㟈時すべり域をタ定する。さらに㐣去の大

地㟈の研究事例を精査して㸪強㟈動生成域と地㟈波㏿度およびプレート形状等の㛵係を

ㄪべる。その上で将来の南海トラフ地㟈時における強㟈動生成域を予測しモデルを作成

する。 

 
㸱㸬スロー地㟈発生域と固╔域から予測する◚壊の㛤始点 

スロー地㟈のモニタリングおよび㐣去の研究事例に基づき㸪南海トラフ沿いでの破壊

の㛤始点を想定する。特に東北地方太平洋沖地㟈やメキシコ㸪チリのプレート㛫大地㟈
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に先⾜したスロースリップと破壊の㛤始点の位置㛵係を参⪃に㸪破壊の㛤始点をタ定す

る。 

 

これまでのㄢ㢟と今後の展望 

南海総合㹅では㸪地㟈・測地ほ測グ㘓およびこれまでの研究事例から想定される「科

学的に最も㉳こりうる㟈源モデルと強㟈動予測モデル」の構築を目的とする。その上

で㸪社会科学に㛵㐃した研究ㄢ㢟や地すべり等に㛵する研究ㄢ㢟と㐃携し㸪必せとされ

る強㟈動予測をいくつかの空㛫スケールで提供し㸪ある⮬治体の⬤弱性ホ価や地すべり

リスクのホ価などに役立てる。また予測される地㟈シナリオに基づく津波の浸水モデル

の構築も㐍める。 

さらに本㟈発生時に想定される各ㄢ㢟㛫の㍽合作用㸦例えば㸪強㟈動に伴う液状化お

よび地盤の㌾化と浅㒊地㟈動㠀線形応答など㸧を⪃慮したモデル作成時の問㢟点等を整

理し準備を㐍める。 

 

成果リスト 

特になし 



- 249 - 
 

㸰（㸰）首都直下地震総合研究 

 

「㤳㒔┤下地㟈」⥲合◊✲グループリーダー 㓇井ៅ一 

㸦ᮾ京大学地㟈◊ᡤ㸧 

 
㸯㸬はじめに 

㤳㒔┤下地㟈に㛵しては㸪『⅏害の㍍ῶに㈉⊩するための地㟈ⅆ山ほ ◊✲ィ⏬㸦➨㸰ḟ㸧の᥎

㐍について㸦建㆟㸧』の中で㸪「分㔝ᶓ᩿で取り⤌む⥲合ⓗ◊✲」の一つとして位⨨づけられてい

る。この⥲合◊✲は前ィ⏬から始まった᪂しいカテゴリーで㸪「地㟈学・ⅆ山学ⓗなぢ地のみなら

ず⅏害⛉学ⓗな㔜せᛶも㚷みて㸪」ᩘの実㡯┠をᶓ᩿する⥲合ⓗな◊✲として᥎㐍する。⥲合ⓗ

な◊✲を㏻して㸪専㛛分㔝のᯟを㉸えた学㝿㐃ᦠを⌧≧よりも一層㐍め㸪地㟈学・ⅆ山学のᡂᯝを

⅏害の㍍ῶにつなげるための᪉⟇をᥦする。」とされ㸪他の㸶つのィ⏬㒊会とは㐪ったほⅬから

⤖び付けた体制で◊✲が㐍められている。 

➨㸳❶「◊✲を᥎㐍するための体制のᩚ備」㸦㸰㸧分㔝ᶓ᩿で取り⤌む⥲合ⓗ◊✲を᥎㐍する体

制の㡯では㸪「㤳㒔┤下地㟈は㸪一᪦Ⓨ⏕すれば㤳㒔ᶵ⬟やᡃが国の⤒῭ά動全体に῝刻なダメー

ジを与える可⬟ᛶが㧗い。定される多ᵝな㟈※について㸪Ⓨ⏕メカニズムやⓎ⏕可⬟ᛶをホ価す

る◊✲を㐍める。ヲ⣽な地┙ᵓ㐀や多ᵝな㟈※モデルによるᦂれの予 に㸪⛻密ほ データや地㟈

史ᩱの報を反ᫎし㸪᪂たな地㟈動予 ᡭἲの㛤Ⓨを┠ᣦす。また㸪」㞧な地Ẇᵓ㐀を⏝いた大つ

ᶍᩘ値シミュレーションに基づいて㸪地㟈動を㧗⢭度に予 するᡭἲを㧗度化する。さらに㸪各㡯

┠の◊✲ᡂᯝを᭷ᶵⓗに⤖び付け㸪㧗度に㞟⣙化された♫会⎔境下での㜵⅏リテラシー向上に㈨す

る⥲合ⓗ◊✲を実する。」と᭩かれ㸪㤳㒔┤下地㟈ならではの⥲合ⓗなᡂᯝがᮇᚅされている。 

しかし㸪地㟈・ⅆ山⌧㇟のゎ᫂のための◊✲㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆの予 のための◊✲㸪地㟈・ⅆ山

噴ⅆの⅏害ㄏ因予 のための◊✲㸪地㟈・ⅆ山噴ⅆに対する㜵⅏リテラシーの向上のための◊✲の

㸲分㔝に㸪広くまたがるような⥲合ⓗな◊✲ㄢ㢟は存在しない。そのため㸪今年度は㸪それぞれの

◊✲ㄢ㢟の中から㸪㤳㒔┤下地㟈に㛵㐃したものを㞟め㸪それら同士をつなげていくことをᮏ⥲合

◊✲グループの┠ᶆとした。 

 

㸰㸬令和元年度の成果 

⏘ᴗᢏ⾡⥲合◊✲ᡤは㸪ᡣ⥲半島南㒊ἢ岸のᾏ岸ẁ丘について᥀削ㄪᰝを⾜い㸪ᚓられたヨᩱの

年代 定値の⤫ィ処⌮を⾜うことで㸪㞳Ỉ年代の᳨ウを⾜った㸦⏘ᴗᢏ⾡⥲合◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸

AIST08㹛㸧。 

千ⴥ大学は㸪地中ラドン⃰度データのゎᯒを⾜った。千ⴥ┴᪫市でほ している地中ラドン⃰度

と㸪地Ẇ変動との㛵係をㄪᰝした。Ẽ㇟のᙳ㡪を㝖去するため㸪マルチチャンネル≉␗スペクトル

ゎᯒを地中ラドン⃰度㸪Ẽ 㸪Ẽ圧の㸱チャンネルに㐺⏝し㸪地中ラドンフラックスを᥎定した。

ほ Ⅼ㏆傍の⣼✚地㟈モーメントと Es ᣦᩘとの㛵係をㄪᰝした⤖ᯝ㸪ほ Ⅼ┤下で地㟈がⓎ⏕し

たᩘ᪥前に地中ラドンフラックスが㸪3σ を㉸える␗常を♧していた。これらの地㟈が㸪太平ὒプ

レート上┙付㏆でⓎ⏕した㏫᩿層型の地㟈であった。このことは㸪地㟈‽備㐣⛬におけるᛂ力㞟中

によって㸪地⾲付㏆の上向きの地下ガスのὶ㔞が増加したことに対ᛂすると⪃えられる。そこで㸪

国土地⌮㝔の F3 ゎを⏝いて㠃✚ひずみをồめ㸪地中ラドンフラックスの変動との㛵㐃についてㄪ
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ᰝした。その⤖ᯝ㸪地中ラドンフラックスは㸪ᙎᛶ圧⦰に対して増加し㸪ᙎᛶ⭾張に対してῶ少す

る傾向がみられ㸪地Ẇのᛂ力変化にឤ度をもつことが♧唆された。大きな巨大地㟈の前兆すべりや

スロースリップ地㟈に対して᭷効なᣦᶆとなる可⬟ᛶがあることがわかった。今ᚋは㸪地Ẇ変動と

の㛵㐃のㄪᰝを㐍めるため㸪ラドンほ Ⅼを 2かᡤ増ᙉし㸪同ᵝな傾向がみられるかどうかを᳨ド

する㸦千ⴥ大学 [ㄢ㢟␒号㸸CBA_01㹛㸧。 

京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤは㸪᪤ の地㟈地すべりのㄪᰝから㸪地㟈にすべり㠃となる可⬟ᛶが㧗い

㝆下ⅆ○≀が㸪9000 年よりも古い㍍▼およびそれに伴うⅆ山⅊土であることを♧した。9000 年か

ら 12 万年前までの㍍▼が 10cm 以上の厚さで分布している⠊囲を᪂⦅ⅆ山⅊アトラスからᢳ出し㸪

㛵ᮾから北ᾏ㐨にかけて分布図を作ᡂした。少なくともこの⠊囲は今ᚋの地㟈地すべりのせὀព

域と⪃えられる㸦京㒔大学㜵⅏◊✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸DPRI10㹛㸧。 

ᮾ京大学地㟈◊✲ᡤは㸪1855 年安ᨻỤᡞ地㟈を対㇟として◊✲を㐍めた。ᡂ⏣周㎶には㸪ᡂ⏣山

᪂勝寺や佐倉城址➼のỤᡞ代から⥆く建≀やタがあり㸪㐣去の地㟈⿕害のグ㏙が多くṧされて

いる。そこで㸪それらのグ㏙から⿕害地Ⅼを≉定し㸪地㟈ィをタ⨨した。2019 年㸷᭶から 11 ᭶ま

での⣙㸰か᭶㛫㸪千ⴥ┴ᡂ⏣市㸪佐倉市㸪ᡃ孫子市㸪印す市㸪Ⲉ城┴取ᡭ市㸪利᰿⏫の 27 かᡤで⮫

ほ を⾜った。固᭷周ᮇ㸯⛊の㸱ᡂ分一体型地㟈ィを地⾲にタ⨨し㸪単一乾㟁ụ 32 ᮏで⣙㸰か

᭶㛫のほ を⾜った。ほ された地㟈Ἴᙧは㸪ほ Ⅼごとに᭱大幅や卓㉺周ᮇに㐪いがみられ㸪

幅が㸰倍以上大きくなる地Ⅼもあった。このほ を⾜うことで㸪古ᩥ᭩➼にグ㏙のなかった地Ⅼ

でのᦂれも᥎定できることを☜ㄆし㸪᰿ὠ周㎶における⛻密ほ の‽備を⾜った㸦ᮾ京大学地㟈◊

✲ᡤ [ㄢ㢟␒号㸸ERI_15㹛㸧。 

ᮾ京大学報学⎔は㸪地㟈・ⅆ山⅏害報のά⏝のための住Ẹの▱㆑体⣔に㛵する基♏ⓗㄪᰝを

実した。2019 年 12 ᭶㸯᪥㹼㸶᪥㸪᪥ᮏᨺ㏦協会による「体ឤ・㤳㒔┤下地㟈ウィーク」が実

され㸪ドラマ『パラレルᮾ京』や㛵㐃する㹌㹆㹉スペシャルがᨺᫎされた。そのに㸪地㟈㜵⅏に

㛵㐃する「地㟈のⓎ⏕☜⋡」「ハザードマップ」「⿕害定」「㛵㐃する⅏害報」➼への㛵ᚰが㧗ま

ると⪃え㸪このキャンペーン報㐨による学⩦効ᯝも含めて᳨ウした㸦ᮾ京大学報学⎔ [ㄢ㢟␒号㸸

III_01㹛㸧。 

そのほか㸪㤳㒔┤下地㟈に㛵するពぢ交会を 2020 年㸰᭶ 13 ᪥にᮾ京大学地㟈◊✲ᡤで⾜っ

た。β 々な◊✲㒊会から㸪㛵㐃するㄢ㢟の◊✲⪅ 10 名が㞟まり㸪それぞれの◊✲ᡂᯝを⤂介した。

今ᚋの⥲合◊✲としての◊✲ィ⏬の㐍め᪉を㆟ㄽし㸪まずは㐃ᦠできるㄢ㢟同士を᥈すところから

始めることとした。 

 

㸱㸬今後の展望 

㤳㒔┤下地㟈がⓎ⏕した場合には㸪ᡃ が国の㤳㒔ᶵ⬟や⤒῭ά動全体に῝刻なダメージを与える

可⬟ᛶが㧗いことから㸪分㔝ᶓ᩿ⓗに取り⤌む⥲合ⓗな◊✲として᥎㐍するテーマの一つとされて

きた。ただ㸪広い分㔝にまたがるような⥲合ⓗな◊✲ㄢ㢟がないため㸪◊✲ㄢ㢟の中から㸪㤳㒔┤

下地㟈に㛵㐃した◊✲ᡂᯝを㞟めて⤫合させることを㸪ᮏ⥲合◊✲グループの┠ᶆとする。 

 

成果リスト 

≉になし 
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㸰㸦㸱㸧千島ᾏ⁁ἢいの巨大地㟈⥲合◊✲ 

            

         「千島海溝沿いの巨大地㟈」⥲合研✲グループリーダー 㧗橋浩晃 

                                 㸦北海㐨大学㸧 

                                                

㸯㸬はじめに 

千島海溝沿いでは㸪2011年東北地方太平洋沖地㟈と㢮似した巨大地㟈が㸪⧞り㏉し発

生していることが津波堆✚物のㄪ査から明らかにされている。政府の地㟈ㄪ査研✲推㐍

本㒊では㸪M8.8⛬度以上の㉸巨大地㟈の発生が切㏕している可⬟性が㧗いとホ価してお

り㸪津波や地㟈動による大きな⿕害が予想される。一方㸪千島海溝沿いでは㸪国によるプ

ロジェクト研✲がほとんど実施されておらず㸪ハザードホ価に必せな基♏的なデータが

不㊊している。今後㐍むであろう体⣔的な災害対⟇を下支えする㸪北海㐨に最㐺化され

た地㟈動や津波の事前予測・即時予測手法の㧗度化もⴌⱆ的な段㝵にある。北海㐨の♫

会⣲因や⮬然⣲因を⪃慮した㜵災対⟇を⥲合的に㐍めるためのシーズが必せとなってい

る。 

本⥲合研✲グループでは㸪千島海溝沿いで発生する巨大地㟈による災害の㍍減を目指

した⥲合的な研✲を横断的に実施する。⥲合研✲グループが目指す最⤊的なアウトプッ

トは㸪津波㑊㞴ィ画に代⾲される災害㍍減に㈉献する地域㜵災スキームのプロトタイプ

の提♧である。㑊㞴ィ画は㸯つのシナリオしか作成できないため㸪災害ㄏ因と災害⣲因

の不確実性を反映させたロバストな仕様とすることが必せである。災害ㄏ因である地㟈

動と津波の事前予測やその信㢗区㛫の推定と㸪地域や時代ごとに異なる災害⣲因を㔜畳

させて最㐺な㑊㞴ィ画を検ウすることが望ましい。事前予測シナリオは㸪その性㉁上㸪不

確実性を内包しているため㸪リアルタイムデータによる即時的な㜵災情報との⤌み合わ

せが㔜せとなる。千島海溝沿いで地㟈が発生した場合㸪北海㐨太平洋沿岸への津波到㐩

は20分⛬度とぢ✚もられており㸪㜵災⛉学技⾡研✲所のS-net水圧ィデータを活用した津

波のリアルタイム予測手法の㛤発は特に㔜点的に㐍めるべきㄢ㢟である。 

㏆年の津波堆✚物の⥙⨶的なㄪ査から㸪巨大津波履歴の概せの把握は㣕㌍的に㐍んだ。

しかし㸪津波事前予測や地㟈㛗期予測の㧗度化には㸪直㏆の17世⣖初㢌のイベントをは

じめ㸪各イベントのつ模や波源域の㐪いの有無について更にデータを✚する必せがあ

る。特に㸪十勝沖㹼根室沖の㡿域が日本海溝北㒊や北方㡿土以東と㐃動する可⬟性は㸪最

大マグニチュードを含めた津波浸水予測の波源域タ定を⾜う上で㔜せな問㢟である。プ

レート㛫固着の✵㛫分布は㸪地㟈時断層のすべり分布に㉳因する津波の特性をつ定する

と⪃えられる。海底地殻変動ほ測によるプレート㛫固着状況の把握は㸪津波予測に事前

情報を与えることが期待される。 

前回の㉸巨大地㟈から⣙400年が⤒㐣している千島海溝南㒊は㸪㉸巨大地㟈の準備㹼直

前段㝵にあると⪃えられる。これまでに千島海溝で発生した巨大地㟈では㸪㛗期的な地

㟈活動の㟼✜化や前㟈の存在が報告されており㸪2008-2015年にも地㟈活動の低下がぢら

れている㸦松浦㸪2019㸧。また㸪20世⣖以㝆に発生したM8クラスの巨大地㟈の大すべり域

と地下構㐀や定常的地㟈活動との✵㛫的な㛵㐃性の報告がある。一方㸪東北地方太平洋

沖地㟈においても㸪大すべり域と地㟈波㏿度構㐀や地㟈波反射強度との✵㛫的㛵㐃性や㸪

スロースリップをはじめとした直前㹼㛗期的な前㥑的現㇟の可⬟性が検ウされている。
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地㟈活動やプレート㛫固着などの㟈源域の動的な現況や㸪大すべり域周㎶の地下構㐀と

いった㟼的な特徴などの基♏的なデータの✚を図り㸪東北地方太平洋沖地㟈などで得

られた知ぢを参照することで㸪地㟈発生に⮳る㐣⛬に㛵する研✲を㐍める。また㸪北海㐨

は歴史的⫼景から他地域に比べて史料が極めて㝈られる。㑇㊧から発ぢされる液状化痕

㊧は㸪巨大地㟈の発生履歴や揺れの特性をグ㘓している可⬟性があり㸪北海㐨でも⥙⨶

的なㄪ査を㐍める必せがある。 

地㟈や津波災害は地域性の強い現㇟である。事前予測に基づくハザードマップや㑊㞴

ィ画に実効性を担保するためには㸪実ド実㦂に基づいたㄢ㢟の検ウと対⟇の検ドによる

最㐺化を⾜うことが望ましい。その㝿㸪北海㐨特有の人口分散・低人口密度という♫会⣲

因と㸪✚㞷寒冷という⮬然⣲因の⪃慮が求められる。整備が㐍む地理✵㛫情報と㑊㞴カ

⦎の実データを⼥合した✵㛫分析手法は㸪㑊㞴ィ画タィへの大きな㈉献が期待される。

一方㸪住民はもとより㸪地方⾜政機㛵や㜵災情報を伝える地域の報㐨機㛵においても㸪地

㟈津波の災害リテラシーの向上は大きなㄢ㢟である。災害現㇟は地域性が強いため災害

リテラシー向上の一元的な知㆑体⣔は確❧されていないが㸪㛵係機㛵や地域♫会とヨ⾜

㘒ㄗ的に㐃携を✚み㔜ねることはすべての基盤となる。⬟動的・受動的に地域㜵災力の

向上を目指した取り⤌みを⾜っていくことは㸪災害の♫会⣲因の把握のためにも㔜せで

ある。 

以上のように㸪本⥲合研✲グループでは㸪北海㐨太平洋沿岸に最㐺な災害㍍減スキー

ムのプロトタイプ作成を目標として㸪せ⣲技⾡である津波や地㟈動の事前・即時予測手

法の㧗度化㸪㑊㞴ィ画の地理✵㛫的ゎ析㸪㟈源域の現況ホ価㸪巨大津波履歴情報の拡充な

どのㄢ㢟㛫の㐃携をとり㸪その成果をインタラクティブに共有することで㸪現㇟理ゎ・現

㇟予測・災害ㄏ因予測を⤖びつけた横断的研✲を推㐍する。 

 

㸰㸬令和元年度の主な成ᯝ 

津波堆✚物の年代決定の㧗度化を目指した北海㐨太平洋沿岸でのㄪ査から㸪17 世⣖前

半の伊㐩市有珠・登別市富岸・➉浦の津波堆✚物は 1640 年北海㐨㥖ヶ岳噴火㉳源である

こと㸪白⪁町♫台・Ɫ小牧市勇払・むかわ町汐ぢの津波堆✚物は 1611 年慶㛗地㟈津波㉳

源の可⬟性が㧗いことがわかった。また㸪十勝の大樹町における 17 世⣖津波堆✚物の年

代は㸪浦幌町と同様に 1611 年よりは新しい時代のものであると推測された㸦北海㐨大学 

[ㄢ㢟番号㸸HKD_01㹛㸧。 

千島海溝南㒊の根室沖に海底地殻変動ほ測基準局を㸱か所タ⨨し㸪㸯回目の測定を実

施した。また㸪海溝㍈を㊬ぐ形で㸱点の海底㛫㡢㡪測㊥機器をタ⨨しほ測を㛤始した。㔲

㊰・根室沖の地㟈活動が比㍑的活発な海域で㸪海底地㟈ィ 10 台を用いた⮬然地㟈ほ測を

㸰か月㛫実施した㸦図㸯㸧㸦北海㐨大学 [ㄢ㢟番号㸸HKD_09]㸪東北大学災害⛉学国㝿研

✲所 [ㄢ㢟番号㸸IRID02]㸪東京大学地㟈研✲所 [ㄢ㢟番号㸸ERI_05]㸧。 

地㟈活動の㟼✜化現㇟を用いて㸪カムチャツカ半島東岸から千島列島㸪北海㐨沖㸪東北

日本沖㸪伊㇋小➟原ㅖ島にかけての沈み㎸み帯での㛗期予測をヨ⾜した。1988 年から 2015

年までに発生した㟈源の深さ 70km 以浅㸪Mw7.5 以上の㸷個の地㟈を予測対㇟とし㸪15 年

㛫のサブカタログを作成して✵㛫格子の周囲から㸴個の地㟈を㑅び㸪地㟈の発生㛫㝸が

11 年以上の場合を「㟼✜化」と判定して㆙報 ON にした場合の確率利得は 1.9 となり㸪ラ

ンダムな予測より㧗い⤖果が得られた㸦北海㐨大学 [ㄢ㢟番号㸸HKD_09]㸧。 
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地殻変動ほ測や地㟈活動ホ価から得られたプレート㛫固着の状態把握を先ぢ情報とし

て利用し㸪かつS-netでほ測される圧力波形データから津波即時予測を実施する手法とし

て㸪S-netほ測⥙で地㟈発生後500⛊以内にほ測された圧力波形を㸱つのタイプに分㢮す

ることで津波波源域㸦地㟈時㝯㉳域㸧を推定し㸪かつ㝯㉳域の㠃✚から地㟈のマグニチュ

ードを推定する手法を㛤発した。㟈源域㏆傍の海底圧力ほ測データ同化による津波数値

ィ⟬手法を用いて㸪実㝿のS-netほ測点分布で津波がどの⛬度予測可⬟かを1968年十勝沖

地㟈の断層モデルに㐺用し㸪津波の㧗さ分布が㐣大にぢ✚もられる傾向にあることがわ

かった㸦図㸰㸧㸦北海㐨大学 [ㄢ㢟番号㸸HKD_09]㸧。 

㑊㞴カ⦎⤖果を可ど化する㑊㞴カ⦎可ど化システムを㛤発し㸪㞟団㑊㞴実㦂における

㐠用を㏻して㸪システムの効果及びㄢ㢟を検ドした。㑊㞴カ⦎可ど化システムの㐠用は

おおむねⰋ好に㐍められた。特に➃末側アプリの機⬟⡆略化によって㸪参加⪅もアプリ

を意㆑することなく㸪㑊㞴⾜動を⾜うことができた。システムを利用したフィードバッ

ク学⩦に㛵しては㸪動的なカ⦎⤖果と災害㛵㐃情報を可ど化することによって㸪参加⪅

の㜵災意㆑を変化させる効果があったと⪃えられた㸦北海㐨大学 [ㄢ㢟番号㸸HKD_07]㸧。

さらに㸪㛵係機㛵との情報共有や㸪公㛤ㅮ座・㜵災機㛵向け・報㐨機㛵向けの地㟈津波㜵

災勉強会を実施したほか㸪津波㆙報時の呼びかけ方法について報㐨機㛵とフィールドワ

ークを実施し㸪地域㜵災力の向上を図った。㸦北海㐨大学 [ㄢ㢟番号㸸HKD_09]㸧。 

 

㸱㸬これまでのㄢ㢟と今後の展ᮃ 

海域のプレート㛫固着の状況は㸪津波浸水予測の断層モデルタ定において㔜せな情報

であり㸪海底地殻変動ほ測の⤖果が期待される。千島海溝南㒊では㸪2008年以㝆M6.8以

上の地㟈が発生しておらず㸪地㟈活動は低ㄪな状態が⥆いている。地殻活動のデータを

用いた地㟈活動の変化を定㔞的にモニターしていくことが㔜せである。17世⣖巨大津波

の波源を特定する決定的な物ドはいまだない状態であり㸪津波堆✚物の広域比㍑から千

島海溝と日本海溝の接合㒊での地㟈発生の可⬟性を含めて検ウを引き⥆き⾜うことが必

せである。津波即時予測には大きな役割が期待されているが㸪S-netの㐠用が始まって

から北海㐨の沖合ほ測⥙では実㝿に津波がほ測された事例がなく㸪実データを用いた検

ウが⾜われていない。津波㑊㞴ィ画の⟇定には㸪津波浸水の時⣔列に加え㸪強㟈動によ

る建物⿕害のホ価が必せである。㟈源特性と地盤情報を⤌み合わせた広帯域強㟈動予測

手法の㧗度化が期待される。⿕災後の復旧復⯆には事前復⯆ィ画が㔜せであるが北海㐨

では⟇定事例がない。津波や強㟈動の事前予測情報から⿕害を推定し㸪それに基づいた

復⯆ィ画の⟇定が望まれる。 

⥲合研✲グループの㛵㐃ㄢ㢟は㸪これまでの研✲をベースとし㸪それを更に発展させ

ることで㐍められており㸪上グのように成果が挙がっている。一方㸪⥲合研✲グループ

としての目標を㐩成するためには㸪㛵㐃ㄢ㢟の担当⪅が⥲合研✲グループで期待される

アウトプットを把握し㸪他の成果との⤖合ぶ和性を⪃慮して研✲を㐍める必せがある。

事前情報を整理して全体スキームの共㏻ㄆ㆑を図るとともに㸪⥲合研✲グループには含

まれていないが㸪予㜵災害対⟇に㔜せなㄢ㢟を検ウすることが必せである。㛵㐃ㄢ㢟を

含め㸪災害㍍減の事後確率の最大化が期待されるㄢ㢟を特に㔜点的に推㐍することが㸪

㝈られた研✲リソースの活用のほ点から㔜せである。 
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図㸯㸬海底地殻変動基準局のタ⨨状況。G21・G22・G23がGNSS/A基準局㸦東北大学災害⛉

学国㝿研✲所 [ㄢ㢟番号㸸IRID02]㸧。 

 

 
図㸰㸬1952年十勝沖地㟈の地㟈時㝯㉳域を㸪S-netほ測⥙のほ測点でィ⟬された水圧ィ波

形のタイプ分けにより推定した。(a) 1952年十勝沖地㟈断層による海水㠃上昇の初期値

とS-net地㟈ほ測⥙のほ測点分布㸦㉥丸㸪数字はほ測点番号㸧㸪(b)各ほ測点で想定される

水圧の時㛫変化㸦Inoue et al., 2019㸧㸦北海㐨大学 㹙ㄢ㢟番号㸸HKD_09㹛㸧。 



- 256 - 
 

㸰㸦㸲㸧ᱜ島大つᶍⅆ山噴ⅆ⥲合◊✲ 

            

           「ᱜ島大つᶍⅆ山噴ⅆ」⥲合◊✲グループリーダー 井口ṇ人 

                             㸦京㒔大学㜵⅏◊所㸧 

                         

άⓎな噴ⅆά動を60年以上⥆け㸪今後㸪大つᶍ噴ⅆのⓎ⏕が予想されるᱜ島を対㇟に㸪

各◊✲㡯┠㛫で⥭密な㐃携と成ᯝの共有を図り㸪住Ẹ㑊㞴をど㔝に入れた⥲合ⓗ◊✲を

推㐍する。ほ ◊✲を㏻じて㸪マグマの動きとマグマ供⤥⣔への⌮ゎを῝めⅆ山ά動推

⛣モデルを㧗度化することで㸪噴ⅆⓎ⏕予 ◊✲を㐍展させる。噴ⅆⓎ⏕前のつᶍの予

 と㸪噴ⅆⓎ⏕┤後の噴出≀の把握を即時ⓗに⾜うことで⅏害予 ◊✲を㐍める。⅏害

予 に基づき㸪住Ẹへの情報伝㐩などのⅆ山⅏害情報に㛵する◊✲と㸪㑊㞴や交㏻⥙の

復旧などの対⟇に㈨する◊✲を⾜う。他のⅆ山における㢮似◊✲と㐃携し㸪㒔市㸪中山㛫

地域㸪㞳島などの地⌮ⓗ㸪♫会ⓗ⎔境による対⟇の㐪いなど幅広い◊✲を┠指す。ᮏ⥲合

◊✲グループの◊✲㡯┠と各ㄢ㢟担当は図㸯に♧す㏻りであり㸪␗なる㒊会に属する27

の◊✲ㄢ㢟が参⏬している。 

 

ⅆ山ά動᥎⛣モデルのᵓ⠏ 

1914年にᱜ島でⓎ⏕した大つᶍ噴ⅆは㸪20世⣖以㝆我が国における最大つᶍの噴ⅆで

ある。ⅆ山⅊㍍▼などの堆✚㔞は㸪0.6❧方キロメートルで㸪VEI㸦ⅆ山⇿Ⓨ強度指数㸧㸲

とされるが㸪⁐岩のὶ出が多く㸪1.5❧方キロメートルが噴出した。また㸪噴ⅆ㛤始から

㸶時㛫後にマグニチュード㸵の地㟈が㮵児島‴においてⓎ⏕した。これらの⌧㇟に伴い㸪

㝆下ⅆ山⅊㸪㍍▼㸪⁐岩ὶによる㞟ⴠの埋ἐ㸪家屋の倒壊㸪土▼ὶなど多ᵝな形態の⅏害

がⓎ⏕した。一方㸪Ṛ⪅・⾜方不明⪅は㸪地㟈⅏害を含めても58名であり㸪噴ⅆのつᶍの

割に≛≅⪅は少ない㸦例えば㸪2014年御嶽山噴ⅆではṚ⪅・⾜方不明⪅は64名㸧。これは㸪

噴ⅆⓎ⏕の30時㛫前から有感地㟈が⩌Ⓨしたため㸪多くの住Ẹは㌟の危㝤を感じて噴ⅆ

Ⓨ⏕前に㑊㞴⾜動を㛤始していたからである。このことは㸪大つᶍ噴ⅆにおいても␗常

⌧㇟の時⣔列からᵓ成される噴ⅆの前㥑㐣⛬の把握がᴟめて㔜せであることを意味する。 

井口㸦2019㸧は大ṇ噴ⅆ時の住Ẹのグ憶をまとめた「ᱜ島⇿Ⓨの日㸦㔝ῧ㸪1980㸧」な

どにもとづき㸪大つᶍ噴ⅆに⮳るまでの㐣⛬を㸪姶Ⰻカルデラ下のマグマ⁀まりの⭾張

で⏕じた地Ẇ内応力㞟中によるᱜ島から㞳れた場所での地㟈Ⓨ⏕㸦1913年㸴月㸧㸪ᱜ島島

内での二㓟化Ⅳ⣲⃰度の増加㸦㸵月㸧㸪ᱜ島島内の弾性変形を伴う㠀地㟈性地┙変動㸦㸵

月㹼12月㸧㸪噴ⅆの30時㛫前からの⩌Ⓨ地㟈と急㏿な地┙変動に整⌮した㸦図㸰㸧。 

ᱜ島島内における最初の␗常⌧㇟は地中からの二㓟化Ⅳ⣲のⓎ散㔞の増加であり㸪ᮏ

⥲合◊✲グループでもチャンバー内において小型センサーで二㓟化Ⅳ⣲⃰度の上昇を 

定し㸪その放出⋡をồめる⨨の㛤Ⓨがすすめられており㸪実が待たれる㸦ᮾ京工ᴗ大

学 [ㄢ㢟␒号㸸TIT_02]㸧。⩌Ⓨ地㟈という噴ⅆ┤前の⌧㇟の前には㸪マグマの㈏入に伴

う弾性変形のみが㐍⾜する㠀地㟈性地┙変動ᮇがㄆめられる。㠀地㟈性地┙変動ᮇから

ⅆ山体の⬤性◚壊を伴いながらマグマの㈏入がさらに㐍⾜する地㟈性地┙変動ᮇへの推

⛣は㸪インドネシアにおいて最㏆Ⓨ⏕した2010年メラピⅆ山噴ⅆや2013年㹼2017年のシ

ナブンⅆ山における⁐岩ドーム形成とⅆ○ὶの㢖Ⓨの前にㄆめられる㸦京㒔大学㜵⅏◊

✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI06]㸧。㠀地㟈性地┙変動ᮇはマグマの㈏入に伴う弾性変形のみが
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㐍⾜するẁ㝵㸪地㟈性地┙変動ᮇは応力が岩▼の◚壊強度を㉸えたẁ㝵と⪃えられる。

ᱜ島の1914年噴ⅆでは㸪⣙半年の山体㝯㉳と┤前30時㛫のⅆ山性地㟈の⩌Ⓨが㉳きたと

されており㸪「マグマ㈏入に伴うⅆ山体の弾性変形と応力㞟中→応力が岩▼の◚壊強度

を㉸えることによってⓎ⏕するⅆ山ᵓ㐀性地㟈→噴ⅆのⓎ⏕」というプロセスはⅆ山噴

ⅆの前㥑㐣⛬のᶆ‽モデルとして有望である。 

地┙変動などからぢ✚もられるマグマの㈏入㏿度は㸪噴ⅆのつᶍとᵝ式を予 する指

ᶆとなりうる㸦井口・他㸪2019㸧。これまでの⤒㦂式をさらに㧗度化するために㸪地┙変

動ほ を⧞り㏉し実施した㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI07]㸧。一方㸪地┙変

動として᳨▱できない場合は㸪᳨▱῝度に㞴はあるもののミュオグラフィにより得られ

る地下の密度変化㸦ᮾ京大学地㟈◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸ERI_21]㸧や㸪㉁㔞の変化を反映す

る㔜力 定もⅆ山ά動の推⛣把握の手ἲとして有望である。≉に㸪推⛣については㸪大Ẽ

中の二㓟化◲㯤ガス㔞の 定やⅆ山⅊の⮬動採取・⏬像伝㏦⨨㸦㜵⅏⛉学技⾡◊✲所 

[ㄢ㢟␒号㸸NIED01]㸧など㸪≀㉁⛉学ⓗな分ᯒを主体とするほ にᮇ待が持てる。 

 

ハザード⠊囲予  

 大つᶍ噴ⅆでは㸪㝆下ⅆ山⅊・㍍▼㸪ⅆ○ὶ㸪⁐岩ὶ㸪地㟈㸪ὠἼ㸪土▼ὶなどᵝ々な

⌧㇟がハザードせ因となる。このうち㸪㝆下ⅆ山⅊・㍍▼の拡散と㝆下域の予 について

は㸪ḟ世代ⅆ山◊✲推㐍事ᴗのうち「リアルタイムのⅆ山⅊ハザードホ価手ἲの㛤Ⓨ」に

よって噴ⅆⓎ⏕に伴うㅖ⌧㇟を即時ⓗにゎᯒしてⅆ山⅊の拡散⠊囲をシミュレーション

により予 するだけでなく㸪噴ⅆ前の地┙の⭾張㔞から噴出マグマ㔞を予 し㸪ⅆ山㏆

傍の㧗分ゎ⬟の㢼㏿データをもとに噴ⅆⓎ⏕前の拡散予 も⾜われている。このように㸪

ハザードごとの予 においては噴ⅆのつᶍを予 することが最も㔜せである。  

 ⅆ○ὶについても同ᵝにシミュレーションにより予 可⬟であるが㸦図㸰㸧㸪噴出マグ

マのうちどれぐらいの㔞がⅆ○ὶとしてὶ下するかという㓄分予 に依↛として問㢟が

ある。また㸪ⅆ○ὶは常にⓎ⏕するわけではないので㸪そのⓎ⏕予 そのものも㔜せなテ

ーマである。これまで昭和ⅆ口の噴ⅆά動からⅆ○ὶのⓎ⏕しやすいⅆ山ά動᮲件につ

いて▱ぢが✚されつつある㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸DPRI11]㸧。 

 㝆㞵がトリガーとなるᱜ島の土▼ὶの予 については㸪土▼ὶⓎ⏕ポテンシャルの把

握と㸪㸯回の土▼ὶのὶ出土◁㔞をつ定する㞵の㝆り方の把握が㔜せである。↝岳➼に

おける▱ぢをᱜ島にもά⏝できるかどうか᳨ウする㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ㢟␒号㸸

DPRI12]㸧。また㸪土▼ὶⓎ⏕ポテンシャルは㝆下ⅆ山⅊㔞に依存するので㸪㝆下ⅆ山⅊

予 とリンクする必せがある。なお㸪大つᶍ噴ⅆⓎ⏕時には㸪◊✲ᶵ㛵のほ インフラも

῝刻な影㡪を受ける。地㟈・ⅆ山データの↓⥺伝㏦技⾡の㛤Ⓨと㐠⏝の᳨ウが始まって

いるが㸪ᱜ島では400MH㹸帯↓⥺によりデータ伝㏦を二㔜化するレジリエントなⅆ山⥲合

ほ システムをタ⨨した㸦ᮾ北大学 [ㄢ㢟␒号㸸THK_13]㸧。 

 

㜵⅏リテラシーの向上 

 ᱜ島の大つᶍ噴ⅆを想定した㜵⅏リテラシーは㸪⌧在のⅆ山ά動≧態と今後中ᮇⓗに

㉳こりうる噴ⅆへのㄆ㆑㸪噴ⅆ前後の危ᶵⓗ≧ἣにおける㑊㞴➼の⾜動㸪㑊㞴時の⅏害

イメージの㔊成㸪復旧・復⯆への⾜動イメージなどによってわかる。⌧在のά動≧態と㆙

報はẼ㇟庁のⓎ⾲する噴ⅆ㆙戒レベルにより情報提供される。「噴ⅆ㆙戒レベル」のㄆ▱
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度ㄪᰝアンケートに対し、㮵児島┴外のㄆ▱度は㸱割であったが㸪㮵児島市内では㸷割㸪

㮵児島市を㝖く㮵児島┴内でも㸶割以上から㸪少し▱っている・よく▱っているという

回⟅が得られ㸪ᱜ島周㎶ではそのㄆ▱度が㧗いことが分かった㸦京㒔大学㜵⅏◊✲所 [ㄢ

㢟␒号㸸DPRI13]㸧。㑊㞴などの対⟇㸪交㏻インフラへの影㡪㸪大つᶍ噴ⅆについての♫

会の共㏻⌮ゎ㔊成の方⟇について㸪日ᮏ⮬↛⅏害学会ㄅに≉㞟グ事「ᱜ島の大つᶍ噴ⅆ

を⪃える」を掲㍕し㸪ᱜ島ⅆ山㜵⅏㐃⤡会メンバーである⮬体および国の地方ᶵ㛵に

㓄布するなどリテラシーの向上に努めた。また㸪ᱜ島大つᶍ噴ⅆにて想定される広⠊囲

の⯟✵インフラへの影㡪について⯟✵会♫◊✲所の季刊ㄅに掲㍕した。 

 

これまでのㄢ㢟と今ᚋの展ᮃ 

今年度はィ⏬初年度であったが㸪それぞれのㄢ㢟において新たな取り⤌みや◊✲の㧗

度化がなされている。2019年12月に⾜ったᱜ島ⅆ山大つᶍ噴ⅆ⥲合◊✲グループの◊✲

㞟会において㸪参⏬している各ㄢ㢟担当⪅から◊✲ィ⏬のⓎ⾲をしてもらい㸪⥲合◊✲

グループとしての今後の㐃携についての㆟ㄽも⾜った。⪃古・文⊩㈨料からᱜ島に㝈ら

ず大つᶍ噴ⅆのⓎ⏕履Ṕの㏣㊧を⾜う。新しいデータ伝㏦方ἲ㸪ⅆ山ガスほ ᶵ器につ

いての◊✲⤂介もあり㸪ᱜ島においてᶵ器の実㦂を⾜う。多㡯┠ほ 㸪ά動分岐の◊✲を

㐍める。具体ⓗな噴出≀㔞を与えることでⅆ○ὶや土▼ὶのⓎ⏕予 㸪ὶ下のシミュレ

ーションを⾜い㸪ハザード⠊囲予 の㧗⢭度化を⾜う。また㸪⮬体㸪㜵⅏㛵係⪅㸪市Ẹ

向けのⅆ山ά動に㛵するセミナー㛤催などにより㜵⅏リテラシーの向上を⾜う。令和2年

度においても12月に⥲合◊✲グループの◊✲成ᯝ㸪ㄢ㢟㛫㐃携を☜ㄆする◊✲㞟会を⾜

い㸪⥲合ⓗな◊✲を推㐍する。 
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図㸯㸬ᱜ島⥲合◊✲グループの◊✲㡯┠と各ㄢ㢟。 
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図㸰㸬今年度の成ᯝと今後の◊✲の㐍め方。左㸸1914年にⓎ⏕したVEI4の大つᶍ噴ⅆⓎ⏕に⮳る

までのプロセスを明らかにした。姶Ⰻカルデラ下のマグマ⁀まりの⭾張で⏕じた地Ẇ内応力㞟中

によるᱜ島から㞳れた場所での地㟈Ⓨ⏕㸦1913年㸴月㸧㸪ᱜ島島内でのCO2の増加㸦㸵月㸧㸪ᱜ島

島内の弾性変形を伴う㠀地㟈性地┙変動㸦㸵月㹼12月㸧㸪噴ⅆの30時㛫前からの⩌Ⓨ地㟈と急㏿

な地┙変動がⓎ⏕。右上㸸XバンドMPレーダーによりほ されたᱜ島南岳噴ⅆの噴↮の断㠃図㸪地

┙変動ほ からồめられた圧力※の体✚変化㔞から予 したⅆ○ὶの到㐩⠊囲。右下㸸⥲合◊✲

グループでの◊✲の㐍め方。 
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㸰㸦㸳㸧㧗リスク小つ模火山噴火⥲合◊✲ 

            

         「㧗リスク小つᶍⅆ山噴ⅆ」⥲合◊✲グループリーダー 大‖㝯㞝 

                             㸦ᮾ京大学地㟈◊所㸧 

 

┠ⓗ 

 ⅆ山では㸪噴Ẽ地帯や山㡬ⅆ口㏆傍に多くのほ光客やⓏ山客がゼれたり㸪ほ光タが

タけられている場合が多く㸪平成 26 年の御嶽山噴ⅆや平成 30 年のⲡὠᮏⓑ᰿山噴ⅆの

ように㸪小つᶍな噴ⅆでも人ⓗ・≀ⓗ⿕害➼が⏕ずる場合がある。また㸪小つᶍな噴ⅆ

はⓎ⏕㢖度が┦対ⓗに㧗いことから㸪ほ光客やⓏ山客➼の⅏害リスクの低ῶというほⅬ

から㔜せな◊✲対㇟である。そこで㸪噴ⅆ⅏害に㛵する史料の収㞟㸪地㉁ㄪᰝによるỈ

Ẽ⇿Ⓨ➼の噴ⅆ履Ṕㄪᰝ㸪各✀ほ によるά動把握㸪⅏害ㄏ因である噴▼や土▼ὶな

どの⅏害ポテンシャル予 ◊✲㸪⅏害情報のⓎ信に㛵する◊✲➼を実する。これらの

成ᯝを⥲合ⓗに᳨ウし㸪◊✲のㄢ㢟や方向性を᫂らかにする。 

 

実施方法 

㸦㸯㸧 ᪤存ㄢ㢟の成ᯝをά⏝  
・ 噴ⅆ⅏害史料の収㞟㸪⅏害Ⓨ⏕≧ἣの整⌮㸪噴ⅆ⅏害Ⓨ⏕の噴ⅆのつᶍやⅆ口から

の㊥㞳➼に㛵する文⊩ㄪᰝ  
・ 地㉁ㄪᰝによるỈẼ⇿Ⓨ➼の噴ⅆ履Ṕㄪᰝ  
・ 地⌫≀⌮・地⌫化学ⓗ各✀ほ によるά動把握  
・ ⇕Ỉ⣔のᵓ㐀探ᰝ㸦ẚ抵抗ㄪᰝ➼㸧によるỈẼ噴ⅆポテンシャルのホ価   
・ ⅏害情報のⓎ信に㛵する◊✲のά⏝㸦御嶽㸪ᮏⓑ᰿の事例◊✲など㸧  
 
㸦㸰㸧 建㆟の◊✲のᯟ外㸦♫会⛉学㸪⅏害⛉学分㔝など㸧の成ᯝをά⏝  
・ ⅏害㛵㐃学会➼からの情報収㞟  
・ ♫会⛉学㸪⅏害⛉学分㔝➼の◊✲⪅に㸪ⅆ山分㔝への応⏝を᳨ウしてもらうための方

⟇㸦㞟会・セミナー➼㸧の᳨ウ  
 
㸦㸱㸧 ᪤存◊✲成ᯝを⢭ᰝし㸪◊✲分㔝の㐣不㊊の᭷↓をὙい出し㸪あらたな◊✲ㄢ㢟

や◊✲の方向性の提につなげる。  
 
㸦㸲㸧 上グに㛵㐃する◊✲㞟会の企⏬  
 
本年度の実施内容 

㸦㸯㸧 ᮏ⥲合◊✲の㐍め方を㆟ㄽするために㸪2020 年㸰᭶ 17 ᪥に少人数による᳨ウ会

を実した。  
 
㸦㸰㸧 ᪤存ㄢ㢟の成ᯝά⏝に向けて㸪実ㄢ㢟の中からᮏ⥲合◊✲に㛵㐃する成ᯝを以下の

ように㑅び出した。 
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・ 地㉁ㄪᰝによるỈẼ⇿Ⓨ➼の噴ⅆ履Ṕㄪᰝ 

ⲡὠⓑ᰿山について㸪噴ⅆ履Ṕのゎ᫂および噴ⅆポテンシャルホ価に㛵する◊✲が㐍

められている㸦富山大学 [ㄢ㢟␒号㸸TYM_01]㸧。小つᶍỈẼ噴ⅆのⓎ⏕㢖度に㛵す

る▱ぢを得られることがᮇ待される。 

 

・ 地⌫≀⌮・地⌫化学ⓗ各✀ほ によるά動把握  
 小つᶍⅆ山噴ⅆに㛵する◊✲を推㐍するためには㸪ⅆ口㏆傍のほ 体制の充実が不可

Ḟである。Ẽ㇟庁によるάⅆ山の常┘ど体制の⥅⥆㸦Ẽ㇟庁 [ㄢ㢟␒号㸸JMA_12]㸧や㸪

地㟈ィや┘どカメラの増強はᮏ⥲合◊✲にとってᴟめて㔜せである。 

⟽᰿大ᾛ㇂では噴Ẽほ データから噴ⅆ前後のヘリウム同位体ẚの変化を᳨出し㸪噴

ⅆに㛵するὶ体⛣ 動の役割を᫂らかにした㸦ᮾ京大学大Ẽᾏὒ◊✲所  [ㄢ㢟␒

号:AORI02]㸧。ⲡὠⓑ᰿山では広帯域 MT ほ により㸪のてけかに山᰿ⓑᮏらか下┤㔩

῝さ 1-3 ㎞に広がる低ẚ抵抗域を᳨出した㸦ᮾ京工ᴗ大学 [ㄢ㢟␒号:TIT_03]㸧。Ỉ

Ẽ噴ⅆⓎ⏕場のヲ⣽と噴ⅆポテンシャルホ価に寄与する㔜せな成ᯝとゝえる。 

 一方㸪国内のά動ⓗⅆ山について㸪ά動推⛣のモデル化や分岐判断指ᶆの作成をする

ためにほ データ➼の᳨ウが㐍められている㸦ᮾ北大学 [ㄢ㢟␒号㸸THK_11]㸧。多く

のⅆ山ά動の初ᮇẁ㝵で小つᶍなỈẼ噴ⅆがⓎ⏕することから㸪ᮏ⥲合◊✲に㛵㐃す

る▱ぢを得られることがᮇ待される。  

 

・ ⅏害情報のⓎ信に㛵する◊✲のά⏝ 

 ニュージーランドで㛤Ⓨされた VUI㸦ⅆ山άⓎ化指数㸧を᪥ᮏのⅆ山に㐺⏝するための

具体ⓗな᳨ウが始まっている㸦北ᾏ㐨大学 [ㄢ㢟␒号㸸HKD_04]㸪京㒔大学⌮学◊✲⛉ [ㄢ

㢟␒号㸸KUS_02]㸧。これは㸪噴ⅆ前の各✀ほ データの変化からⅆ山ά動のάⓎ化の度

合いを客ほⓗにホ価するヨみであり㸪その成ᯝはᮏ⥲合◊✲の対㇟である㧗リスク小つ

ᶍ噴ⅆのホ価にも応⏝され㸪⅏害情報としてどのような情報がⓎ信可⬟であるかをホ価

することに⧅がる。 

 
これまでのㄢ㢟と今後の展望 

・ これまでのㄢ㢟 

 マグマ噴ⅆ➼の大つᶍ噴ⅆではほとんどの場合᫂░な先⾜⌧㇟があり㸪噴ⅆ前に㑊㞴

し人ⓗ⿕害は少ない場合が多い。また㸪噴ⅆつᶍが大きい場合でも周囲に人がいなけれ

ば⿕害が↓い。これに対し㸪ỈẼ噴ⅆ㸪ガス噴出㸪ガスの␃➼のẚ㍑ⓗつᶍの小さ

いⅆ山ά動であっても㏆くでⓎ⏕すれば人ⓗ⿕害はまぬがれない。さらに㸪先⾜する⌧

㇟が弱いかあるいは↓いために事前把握が㞴しく㸪危㝤性がわかりにくい。噴Ẽ地帯な

どはそのままほ光スポットになっていることも多く㸪ほ光客やⓏ山客が危㝤性がわから

ないまま接㏆し㸪⿕害が出る場合がある。 

 小つᶍ噴ⅆにもかかわらず㧗リスクである⌮⏤の一つは㸪上グで㏙べたようにⓎ⏕場

所やᮇが予 困㞴だというⅬである。また㸪㧗リスクであるもう一つの⌮⏤として♫

会ⓗせ因も⪃えられる。各⮬体が㜵⅏マップをⓎ⾜しているが㸪その多くは噴ⅆがあ

る⛬度予 できることを前提としたグ㏙となっており㸪㧗リスク小つᶍ噴ⅆに㛵するグ

㏙はほとんどぢられず㸪危㝤性の存在が周▱されにくい。噴ⅆに㛵する情報Ⓨ信を担う
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Ẽ㇟庁がタ定している噴ⅆ㆙戒レベルについても㸪㠀専㛛家がその内容をṇ☜に⌮ゎし

ているとは⪃えにくく㸪専㛛家と㠀専㛛家のㄆ㆑が大きく乖㞳している可⬟性がある。

例えば㸪噴ⅆ㆙戒レベル㸯であれば安全であると㸪㠀専㛛家はㄗって⌮ゎし㸪ⅆ口付㏆に

↓㜵備に接㏆して✺Ⓨⓗな噴ⅆに巻き㎸まれるという事が㉳こり得る。 

 

・ 今後の展ᮃ 

 ᮏㄢ㢟のターゲットである小つᶍⅆ山噴ⅆは㸪データの取㞟が㞴しく㸪⛉学ⓗな◊✲

の対㇟とするためには困㞴を伴うため㸪ほ ◊✲ィ⏬の中でこれを᫂♧ⓗにターゲット

とする◊✲は㝈られていた。しかしながら㸪小つᶍゆえにⓎ⏕㢖度が㧗く人ⓗ⿕害も少

なくない⌧㇟に対して㸪⿕害低ῶにつながる具体ⓗな方⟇を探るための◊✲はᮏほ ◊

✲ィ⏬の中で実されてしかるべきものであった。そこで㸪2019年度に始まったᮏほ 

◊✲ィ⏬において「㧗リスク小つᶍⅆ山噴ⅆ⥲合◊✲グループ」を❧ち上げ㸪そのά動

を㛤始したところである。 

ᮏ⥲合◊✲は㸪予 困㞴性と♫会ⓗせ因に╔┠して◊✲の方向性を᳨ウし㸪将᮶の◊

✲ㄢ㢟のシーズを⫱てることを┠ᶆとする。予 困㞴性に㛵しては㸪これまでの▱ぢを

ά⏝することで予 可⬟性を㧗めることはできないか㸪あるいは㸪予 可⬟性を㧗める

ためにはどのような◊✲を新たに❧ち上げるべきか㸪というほⅬから᳨ウを㐍める。♫

会ⓗせ因に㛵しては㸪専㛛家と㠀専㛛家のㄆ㆑のギャップを埋め㸪どうすれば㠀専㛛家

が危㝤性をṇしく⌮ゎすることができるのか㸪そのためには何をすべきか㸪というほⅬ

から♫会⛉学ⓗ㸪㜵⅏⛉学ⓗ◊✲の方向性に㛵して᳨ウを㐍める。 

初年度は㸪㛵㐃する◊✲ㄢ㢟の整⌮と今後の◊✲の㐍め方の㆟ㄽに␃まったが㸪ḟ年

度以㝆㸪より具体ⓗなά動を㐍める予定である。 

 

成果リスト 

≉になし 
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㸱 拠点㛫連携共同研究 

            

       東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究委員会 

                              委員長  松島信一 

                            （京都大学防災研究所） 

                                    副委員長 市村 強 

                              （東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標

とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成23年

（2011年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地震

や火山噴火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害軽

減に役立てられる多くの知見が集積されていることから，平成26年度から開始された「災

害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針を変更し

た。即ち，地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針から，それらの予測を目指

す研究を継続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究も組織的・体系的

に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核としつつも，災害や防災に関

連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進するこ

とになった。 

これまでの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴火現象

の理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山科学の共

同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進してきた。

しかし，災害や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには，東京大学地

震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防

災研究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至り，両研究所が協

働し，それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共同研究を進めること

となった。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿った大テーマを決め，そ

れを実現するための研究について全国の研究者からの提案・参画を募集して全国規模の

共同研究を進める「重点課題研究」と両拠点がそれぞれ関連が深い地震火山研究コミュ

ニティと自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼びかけ建議の主旨を

踏まえたボトムアップ研究を公募する「一般課題型研究」を実施している。 

 

㸯㸬㔜点推進研究 

㸦㸯㸧総括研究 

総括研究（拠点間連携研究 [課題番号：CTOC01]）は「巨大地震のリスク評価の不確

実性に関するパラダイム構築の推進」と題し，平成30年度に引き続き，（１）震源過程，

（２）伝播・深部地盤構造，（３）強震動予測，（４）浅部地盤構造，（５）構造物被

害予測，（６）リスク評価の研究グループに分かれ，それぞれの分野におけるリスク

評価の不確かさの要因についての検討を進めるとともに，これらの知見を統合するた

めの（７）プラットフォーム構築グループおよび（８）ステークホルダの参画に関す

る研究グループにおいて，リスク評価およびその不確かさに関する検討を行った。2019
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年度からは，さらに（９）大規模計算のためのコンピュータサイエンスグループを加

えた９グループで実施した。 

震源過程および強震動予測について，巨大地震による強震動予測を目的とした，強

震動生成域に対する距離減衰を求めるために，諸問題を整理し，強震動生成域の分か

っている地震に対する波形処理を行った。深部地盤・伝播経路については，海洋研究

開発機構の観測船「新青丸」を利用し，そのKS-19-18次航海で15台の海底地震計を７

観測点に設置した。そのうちの５観測点では，それぞれ１台ずつの海底地震計を設置

し，それ以外の２観測点は海溝軸近傍の微動や超低周波地震の発生域にあたり，５台

の海底地震計を用いた半径およそ2kmの十字アレイを構築した（図１）。さらに今年度

は，気象庁一元化震源カタログからマグニチュード２以上の地震を抽出し，これまで

に南海トラフ周辺で得られた速度構造を参照して震源再決定を行うための準備を行な

った。また，DONET観測波形を用いた海域から陸域まで通した地震波伝播特性を理解す

るため，精度を向上した震源情報に基づいた解析を行うための準備を行なった。浅部

地盤構造に関しては，液状化の可能性のある２次元水平地盤を対象に，有効応力法に

基づく逐次非線形地盤応答解析を実施した。解析では，地盤物性が解析領域において

均質であると仮定したケースに加え，地盤物性の空間的なばらつきを考慮した不均質

地盤に対する検討も行った。その結果，不均質性を考慮することで地表面加速度の増

幅が均質地盤と比べ抑えられる傾向にあるものの，地盤の剛性・強度によりその傾向

が変化することがわかった。構造物被害予測に関しては，建物被害のデータベースの

構築とその応用を目的として，次の３点を検討した。１．衛星やドローンを用いた広

域被害の即時把握の可能性，２．我が国の部材実験等の膨大な論文から作製したデー

タベースの活用と，論文中に示された荷重変形関係のデジタル化による非線形挙動特

徴点の推定方法の開発，３．過去の膨大な地震被害調査写真を用いたAI技術による被

害程度判断技術開発の可能性。リスク評価については，経験的距離減衰式を用いた確

率論的地震ハザード解析を実施する際の震源モデルについて，南海トラフ地震以外の

震源域（プレート境界，活断層，それ以外）についてモデルパラメータを更新した。

また，2016年熊本地震により阿蘇カルデラ内で多くの斜面崩壊・地すべりが発生した

ため，京都大学火山研究センターの周辺で発生した斜面崩壊・地すべりの発生メカニ

ズムの初期段階に注目し，強振動の方向と移動土塊の方向との関係，崩壊が発生した

地形に共通する特徴について検討を行った。詳細数値地形図(LiDAR-DEM，1m)を用い，

地形を視覚的に理解しやすく可視化する方法を用い，発生場の地形的特徴を明確にし，

地震によって発生した斜面崩壊・地すべりの前後比較を行った。地形の変化部周辺の

明瞭化を行い，変化のおよぶ範囲の特徴と移動土塊の移動痕跡を追跡した。その結果，

地震を引き起こした断層運動によって生じた地表の振動方向と斜面崩壊・地すべりの

発生箇所の斜面方向には，非常に良い一致が認められた。また，崩壊・地すべりの初

動方向は，この方向と一致すること，崩壊箇所は移動する土塊の斜面下方にその土塊

を支持する物質がないという共通する特徴が認められることが明らかになった（齊藤, 

2020）。プラットフォーム構築では，地震時の総合的な影響評価にむけて，地震リスク

評価の応用として病院建物の被害の程度と周辺のライフライン（水道管網）のリスク

評価を考慮した病院建物での医療行為に対する影響について評価した（増田・他, 

2020）。コンピュータサイエンスでは，大規模三次元地盤増幅解析手法の高度化を目
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指し，液状化構成則の導入とそれに適した数値解析手法の構築を行った。これにより

従来よりも広域をより高い分解能で高速に液状化解析できるようになった（Kusakabe 

et al., 2019）。今後も，地盤構造の曖昧さへの対処など大規模三次元地盤増幅解析

手法の高度化を図る。災害リスク情報としては，災害リスク評価結果は想定シナリオ・

手法により変化することから，防災計画を策定する場合には，災害リスク評価にばら

つきが存在することを踏まえる必要があるため，昨年度は災害リスク評価のばらつき

を防災計画に反映するためのハザードデータの構築手法についての基礎的検討を行っ

た。今年度は，昨年度の基礎的検討結果にもとづき大阪府，高知県において様々な手

法の組み合わせによる地震ハザードの計算の実施を行った。具体的には工学的基盤の

地震動，表層地盤における地震動について様々な手法による組み合わせ計算を実施し，

その結果を表示するシステムの開発を行った（図２）。 

 

㸦㸰㸧特定型㸦その㸯㸧 

「ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討 ［課題番号：CTOC02㹛」

では，シナリオ・手法の組み合わせにより変化する災害シナリオ評価結果を適切に理

解することが可能なシステムの構築を行うことを目的とした研究を行った。これは，

災害リスク評価結果は想定シナリオ・手法により変化するため，防災計画を策定する

場合には災害リスク評価にばらつきが存在することを踏まえる必要があり，そのため

には災害リスク評価のばらつきを理解することが重要であり，かつ，計画の目的に応

じて適切な災害リスク評価結果を選択することが重要となるためである。昨年度は災

害リスク評価のばらつきを防災計画に反映するためのハザードデータの構築手法につ

いての基礎的検討を行った。今年度は，昨年度の基礎的検討結果にもとづき大阪府，

高知県において様々な手法の組み合わせによる地震ハザードの計算の実施を行った。

具体的には工学的基盤の地震動，表層地盤における地震動について様々な手法による

組み合わせ計算を実施した。図３は，地震動予測と表層地盤増幅のばらつきの違いに

よる，高知県における地震動予測結果（最大速度）の違いを示す。 

 

㸦㸱㸧特定型㸦その㸰㸧 

「定常的地震活動の震源および地震波速度構造の精度向上による地震波動場推定の高

度化 [課題番号：CTOC03]」では，南海トラフ沿いの海域に設置されている海底ケーブル

地震観測網のデータを利用し，詳細な沈み込み構造および精度の高い震源を決定すると

ともに，震源・伝播経路・サイトの特性を求めることによって，将来発生が予測されてい

る巨大地震の震源域モデル，またそれによる陸域における地震動予測の高度化を詳細に

検討することを目的として実施した。 

南海トラフ沿いでは，2010年以降，ケーブル式の地震・津波観測監視システム（DONET1

および２）が整備され，海域における地震活動をリアルタイムで詳細に把握することが

可能となった。その結果，紀伊半島南東沖の熊野灘海底下のプレート境界ではスロース

リップや微動，超低周波地震などのスロー地震が南海トラフ軸近傍まで発生しているこ

とが確認されている。この南海トラフ周辺の海域下で発生する地震について，DONETの観

測記録を用いることによって，海底下地震波速度構造を詳細に決定し，さらには震源の

決定精度を上げることが可能となり，巨大地震発生震源域の検討や地震波伝播特性につ
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いても，詳しい議論が可能となる。一方で，熊野灘より海溝軸近辺のスロー地震が比較的

頻繁に発生する場所では，DONET1とDONET2の観測網の間に若干のカバーできていない領

域も存在するため，海底地震計を用いた機動的観測を行うことによって，速度構造や震

源決定の精度を向上させることができる。 

今年度は，気象庁一元化震源カタログからマグニチュード２以上の地震を抽出し，こ

れまでに南海トラフ周辺で得られた速度構造を参照して震源再決定を行うための準備を

行なった。また，DONET観測波形を用いた海域から陸域まで通した地震波伝播特性を理解

するため，精度を向上した震源情報に基づいた解析のための準備を行なった。 

一方，DONET1およびDONET2の観測網でカバーされない領域においては，海洋研究開発

機構の観測船「新青丸」を利用し，そのKS-19-18次航海で15台の海底地震計を７観測点

（SHM1〜SHM7）に設置した。それぞれの海底地震計は固有周期1Hzの３成分速度計を装備

している。SHM1からSHM5の５観測点では，それぞれ１台ずつの海底地震計を設置し，SHM6

およびSHM7の２観測点では，５台の海底地震計を用い，中心に１台，残りの４台をおよそ

2km離して設置して十字アレイを構築した。海底地震計は舷側から海底まで自由落下で設

置し，正確な設置位置は船舶からの音響測距で測定した。 

 

㸰㸬一般課㢟型研究 

地震・火山噴火という自然現象が引き起こす地震動，津波，火山噴出物，斜面崩壊な

どの災害誘因が，自然や社会に潜在的に存在する脆弱性などの災害素因に働きかけ，こ

れらの誘因と素因の組み合わせと相互作用の状態に応じて様々な規模の災害が発生す

る。そのため災害誘因予測の高度化は，災害の軽減に結びつく有効な手段の一つであ

る。このような視点から，一般課題型研究では，災害誘因や災害リスクを事前に高い精

度で評価する手法を開発する「地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化の研

究」，地震や火山噴火が発生した直後に，高精度かつ即時的に災害誘因を予測する手法

を開発する「地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化の研究」，災害誘因予

測を防災対策の推進に効果的に結びつけるための「地震・火山噴火の災害誘因予測を災

害情報につなげる研究」に関連する研究を公募した。 

2019年度は新規10課題が東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研

究委員会の審査を経て採択された。 

 

㸦㸯㸧地㟈・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の㧗度化の研究 

「不均質な断層すべり分布を考慮した津波の確率論的予測と不確実性の評価 [課題番

号：CTOC04]」では，東京大学地震研究所と京都大学防災研究所のグループがワークショ

ップを開催し，確定論的な津波解析結果と確率論的な予測手法に関する情報交換および

確率論的な手法の高度化に向けた共同研究を行った。令和元年９月19日に京都大学防災

研究所において両グループの合同セミナーを行い，東京大学地震研究所から大学院生２

名，研究員２名が，京都大学防災研究所から大学院生２名，特任助教１名が，それぞれの

研究内容を発表し情報交換を行った。また東京大学地震研究所の大学院生だった１名が

９月からJSPS研究員として京都大学防災研究所グループに加わり，2018年インドネシア

（スラウェシ）地震について，地震波・地殻変動（InSAR）・津波データから，そのメカ

ニズムや断層面上のすべりの不均質性を調べ，そのモデルに基づくパル湾における津波
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の浸水について計算した。その結果を，京都大学防災研究所の現地調査結果と比較した

ところ，パル湾南部のパル市周辺では，実測された浸水深や浸水距離を説明できず，断層

すべり以外にも二次的な津波波源が必要であることが示された（Tung-Cheng Ho et al., 

2019）。 

「強震観測点におけるサイト特性評価手法の開発に関する多国間共同研究 [課題番

号：CTOC5]」は，米国・イタリア・フランスとの多国間共同研究により，我が国で開発さ

れてきた強震観測点におけるサイト特性評価手法と彼らの国で標準的に用いられている

評価手法との相互比較を行い，我が国で開発されてきた手法の優位性を実証することに

より，その国際展開を図ることが目的である。米国についてはAlan Yong氏が京都大学防

災研究所に12月半ばから１か月間滞在し，今後の研究方針について議論するとともに，

検討対象とその優先順位を決定した。そして彼の協力のもとでカリフォルニア州の強震

観測点における強震観測データを公開サイトからダウンロードするとともに，微動デー

タも入手し，それをターゲットに我々の開発した地下構造同定手法を適用してその実施

可能性を確認した。Imperial Valley内の観測点において地震動EHVRを求めて地下構造を

同定し，Alan Yongらの浅部調査のみの構造から求めた理論解と比較したところ，2Hz㹼

10Hzの高振動数域では両者は比較的よく対応しているが，浅部のみの彼らの構造では周

期8秒の最大ピークを再現することはできないことがわかった（Nagashima and Kawase, 

2019，Nagashima et al., 2020，Yong et al., 2020）。イタリアに関してはINGVのDaniela 

Famiani研究員が2019年９月から約１カ月間日本に滞在して，当方の解析プログラムに習

熟し，Amatrice地震の観測データの解析の実施に着手した。解析の結果わかったことは，

彼らが地震直後(２週間以内)に計測したMHVRは同地点のEHVRとほとんど同じである一方

で，本研究代表者とCecile Cornou教授がINGVと共同で地震から約１年後に観測したMHVR

は日本のEMRの約半分ほどのEMRが生じていたことである。今後これらのデータに対して

EHVR同定法およびMHVR+EMR同定法を適用し，得られた地下構造をアレー微動で求めた地

下構造と比較しその妥当性を検証する。フランスに関しては防災研究所の特定研究員が

2018年度にGrenobleに赴きGrenoble盆地およびアルプス周辺での強震観測データおよび

微動観測データを入手しその解析に着手していた。今年度はまず盆地内の強震観測点５

地点でのEHVRとMHVRの比からGrenoble盆地特有のEMR (EMR_G)を求め，それが微動データ

から擬似EHVRを計算するのに適切なものであることを示すとともに，EHVRから得られた

地震基盤までの地下構造を別途求められていた重力による基盤の深さに対応づけて，微

動の基本ピーク振動数から深部の速度構造を推定する回帰式を求めた。このEHVRから得

られた構造の重要な点は，地質境界はVs=1.3km/sの層境界に対応しており，Vs=3km/s以上

の地震基盤そのものではないこと，地質境界の前後で速度構造は漸増する傾向を示して

おり，それによって基本ピークにおける振幅が決定されている，ということである。さら

に回帰式でMHVRの基本ピーク振動数から初期モデルを構築し，MHVRとEMR_Gから計算した

擬似EHVRを用いて微動観測データしかない盆地を横断する観測線上の速度構造を求めた。

上述のEHVRから求めた速度構造と同じく，Vs=1.3km/sの層境界が重力異常から求められ

ている地質境界とよく対応していることがわかる（Ito et al., 2019，Kawase et al., 

2019，Ito et al., 2020）。 

「テフラの成層構造の発達と風化に伴う物性変化を考慮した斜面崩壊発生場の予測

[課題番号：CTOC06]」は，山地の斜面に成層構造をもって堆積した未固結の降下火砕物
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（以下，テフラという）が，強震動を誘因として高速で長距離を流動的に滑動する現象

に着眼し，その発生場を予測する手法を開発することを目的とした。本年の研究により，

テフラの給源火山の噴火史に基づき，山地の斜面におけるテフラの供給と再堆積のシミ

ュレーションを行うプログラムを開発することができた。このモデルでは，火山学的に

復元されたアイソパックマップに基づくテフラの降下供給量の空間分布を入力し，地形

に依存したテフラの二次移動を計算する。このモデルを検証するため，熊本地震や胆振

東部地震での発災地を対象に，地形条件の異なる多数地点で鉛直試孔の断面記載により

実際のテフラ堆積量を測定したが，火山活動の静穏期に供給される風成物のローカルな

集積が実際のテフラ累層の積分厚みに大きな影響を及ぼすことが分かった。そのため，

単純な対比によるモデルの精度・確度の検証には至らなかった。テフラのもつ水理・力

学的な物性についても，降下堆積以降の風化作用による透水性の減少や保水性の増大，

あるいはせん断強度の低下といった斜面災害に関連する特性を定量化することができ

た。一方，定置後数千年程度の長い時間スケールでの，元素の溶脱やガラス基質の水和

と粘土鉱物の沈殿といった化学・鉱物組成の変化が，どのような機構によって進行する

のかについては，十分に明らかにすることはできなかった。粘土鉱物の定量法や生成機

構にかかわる議論については分析手法の開発を含め前進があったものの，環境中での実

際の水岩石反応や地中水文過程との関連については，不明な点が多く残った。テフラ累

層中での長期間にわたる間隙水の不均質な透過とそれに伴う風化変質の追跡が課題で

ある。特にアルミノケイ酸塩を母材として生成するアロフェンやハロイサイトといった

粘土鉱物の生成がテフラの強度低下をもたらす過程を解明する必要がある。また，これ

らが，テフラ累層中に偏在することで，将来的にすべり面となりうる水理・力学的な不

連続面を生じさせる過程をモデル化することが必要である。 

「強震動のブラインド予測のための共用地盤モデルの構築に関する研究 [課題番号：

CTOC07]」は，2021年３月第６回ESG国際シンポの強震動のブラインド予測で用いる熊本

市のテストサイトに対する浅部深部統合地盤の共用１次元モデルを構築することを目的

とした。第６回ESG国際シンポジウムで実施される2016年熊本地震の強震動のブラインド

予測でのテストサイトでの浅部および深部地盤の暫定的な１次元速度構造モデルを作成

した。テストサイトは，図４のLL1で示す熊本市蓮台寺付近に位置し，その周辺で微動の

アレイ観測と表面波探査を実施した。微動観測では，浅部地盤および深部地盤のＳ波速

度構造モデルを推定するために，1mから約1kmまでのサイズの二重三角形アレイを展開し

た。最も大きなアレイの観測点配置図を図４に示し，測定された上下成分の微動の例を

図５上に示す。これらのデータからSPAC係数を求め，レイリー波の位相速度を推定した。

また，強震計の近傍であるLL1地点では，浅部地盤を探査するために，表面波探査を約30

㹫の測線で実施した。測線の両端の地表での上下加振により得られた上下成分の速度波

形の例を図５下に示す。それらのデータからも周波数―波数スペクトル法によってレイ

リー波の位相速度を得た。テストサイトでは，浅部地盤のボーリング調査が別途実施さ

れており，ボーリング調査の際に，テストサイトおよびその周辺地域の地形を視察し，現

地での研究会において研究の進め方および共用地盤モデル作成方針について議論を行っ

た。研究会で検討したモデル化の方針に沿って，既存の地下構造モデル情報を参考にし

て，これらの２つの位相速度から，浅部地盤と深部地盤の１次元Ｓ波速度構造モデルを

作成した。このモデルをブラインド予測での共用地盤モデルの暫定版とし，上記のボー
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リングの結果などを考慮して，浅部地盤の修正が必要となる可能性がある。さらに，共用

地盤モデルの１次元仮定の妥当性について検討するために，テストサイト周辺において

中小地震を対象にした臨時観測の準備を実施した。現在のところ，2020年３月に観測機

器を設置し，臨時観測を開始する予定で観測場所の交渉を行っている。 

「火山砕屑物からなる斜面の崩壊に対する地震とその前後の降雨の影響評価 [課題番

号：CTOC08]」では，京都大学防災研究所の遠心力載荷装置を用い，年度当初の計画通

り模型実験を行った。予備実験として，新たに作成した遠心場の降雨発生装置の調整を

行った。本実験ではマサ土を用いた斜面模型を作成し，加振の有無がその後の降雨時の

斜面挙動に与える影響を検討した。計画では火山性砕屑物を使用する予定であったが，

今年度は火山性砕屑物との比較のため，入手が容易であったマサ土を利用した。結果と

して，今年度実施した実験条件では降雨前の加振による斜面の変状が小さかったため，

その後の降雨による斜面挙動に対して加振の明確な影響はみられなかった（Xu et al., 

2020）。引き続き，事前降雨量，加振力，加振後の降雨量などをパラメータとして実験

を実施し，地震とその前後の降雨が斜面の安定性に与える影響を定量的に評価する。 

「活断層における地殻変動に伴う盆地形成過程から推定される盆地端部での基盤構造

を考慮した地震動増幅特性に関する研究 [課題番号：CTOC09]」では，まず，既往の調査

観測などから研究対象とすべき盆地を選定し，既往文献や微動観測などと活断層におけ

る地殻変動に伴う盆地形成過程を考慮し，盆地端部での基盤構造の形状や深さなどにつ

いて把握した。その結果，邑知潟平野を対象とすることとした。邑知潟平野は石川県中部

に分布する邑知潟断層帯に接する平野である。邑知潟断層帯は今後30年の地震発生確率

が日本の主な活断層の中ではやや高いグループに属しており，その規模は気象庁マグニ

チュード7.6程度と推定されている。このような場所では地盤の増幅特性を把握すること

が地震被害予測と対策のために非常に重要である。そして地盤増幅率を把握するために

は地盤構造を推定することが必要である。そこで，邑知潟平野で常時微動観測を行い，そ

の観測記録に基づき地盤構造を推定した。邑知潟平野の北西―南東方向に４測線，北東

―南西方向に２測線，合計72地点で単点観測を行った。また，盆地中央の測線間にアレイ

を２つ配置し同時観測を実施した（図６）。単点においては，独立して30分ずつ観測し

た。アレイ観測によって得られたデータについて微動解析プログラムBIDOを用いて解析

し，得られたレーリー波の位相分散曲線と微動の水平上下スペクトル比（MHVR）から速度

構造モデルを推定した。ただし，1100m以深の構造は地震調査研究推進本部の全国一次深

部地盤データ（JIVSM）を利用した。単点観測地点については，MHVRのピーク振動数とピ

ーク振幅を読み取り，アレイによる速度構造モデルを基準として地盤構造を推定した。

図７にO3-9地点におけるMHVRを観測と理論を比較して示す。図８にO3測線（図７赤色）で

推定された地盤構造を示す。これにより，邑知潟平野南西部では北から南に向かって基

盤が深くなっていることが確認された（中山・松島, 2020）。 

 

㸦㸰㸧地㟈・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の㧗度化の研究 

「建物の応答を考慮した高精度地震情報配信手法の開発 [課題番号：CTOC10]」では，

震源特性と伝播経路特性，立地地盤の特性，建物の諸元，さらには建物内の上層階と下層

階での被害差などを考慮した高精度地震情報配信手法の開発を命題に，建物の応答予測

としてより確度の高い情報を提供するために，Ａ）建物と地盤の動的相互作用のモード
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特性変動としての評価，Ｂ）揺れ継続時間の推定式の提案，に取り組んだ。得られた知見

は次の通りである。 

課題Ａ：建築研究所が収集した建物内の強震記録を利用して，揺れ継続時間の推定を

試みた。揺れ継続時間の定義は，能島の研究に従って，全パワーで正規化された累積パワ

ー曲線において5㹼95%の占有時間(㹱)とする。能島では，K-NETの地表記録を用いて，モ

ーメントマグニチュードと震源距離，揺れ継続時間の経験式を作成している。本研究で

は，この経験式を建物内の基礎部で記録された強震動記録に適用して，妥当性を検証し

た(図９)。その結果，建物によって経験式の整合性が良いものと悪いものがあり，その差

は建物階数と相関があることが分かった。つまり，建物階数が高く固有周期が長い建物

ほど，基礎部での揺れ継続時間が長くなる傾向にある。そのため，経験式に建物階数の項

を追加し，新たな経験式を回帰分析で求めた。新しい経験式は，能島よりも誤差が小さ

く，建物基礎部での揺れ継続時間を良く表現できる。 

課題Ｂ：建築研究所が長年に亘って地震観測記録を蓄積している建物から，建物内と

その周辺地盤の地表面に記録がある６棟を選び，建物と地盤の動的相互作用の影響を調

べた。いずれの建物もコンクリート系の6㹼8層の耐震構造で，最上階，基礎部および地表

面の３ヵ所で加速度が記録されている。今年度は，解析モデルを事前にもたずに，振動記

録だけで建物と地盤の動的相互作用がどこまで評価できるかを検討した。建物が剛構造

で，観測点数は少ないことから，１次モードの等価線形特性を同定した。特に2011年東北

地方太平洋沖地震の前震，本震，余震の記録を詳細に分析した。図10aに示す結果では，

動的相互作用により建物の見かけの固有振動数は低下し，本震では低下率が-20%に達し

ている建物が多かった。一方，図10bに示すモード減衰比は建物自体に比較して2㹼6%上

昇していた。この変化には振幅依存性があり，それは大きい振動ほど顕著であった。建物

の重量に関する情報があれば，得られたモード特性から，簡易モデルによって水平地盤

ばねを評価する方法も提案した。現時点では，建物図面，地盤構造および地表観測点の情

報が不足しており，その情報を入手して，分析を深めることが必要である。 

 

㸦㸱㸧地㟈・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

「地震発生の切迫性を伝える災害情報モデル構築㹼北海道胆振東部地震の主要被災３

町（厚真・むかわ・安平）における人的被害に関する全世帯調査を通して㹼 [課題番号：

CTOC11]」では，人的被害の発生メカニズムは複雑であり，地震動の大きさ，建物被害，

室内散乱，避難様態，復旧状況など様々な要因が関わってくることを踏まえ，世帯に発生

した一つ一つの事例を丹念に追跡し，シナリオ解析して行く必要があることから，これ

までの当研究室で開発してきた調査法(アンケート震度調査，建物外観調査，アンケート

個別被害調査，室内ヒアリング，精神的ストレス調査，等々)を，適所に応用した関連資

料収集・分析を通し，上記問題に取り組んだ。発生が予想される地震の人的被害情報から

その切迫性を伝える方法を提案することを目的に，2018年９月に発生した北海道胆振東

部地震による人的被害を調査し，地域ごと・世帯ごとに異なる被害シナリオを明らかに

すべく，以下の調査を実施した。調査対象は，北海道胆振東部地震の主要被災地である厚

真町，むかわ町，安平町である。 

（１）被災エリアの建物被害外観調査  

むかわ町と安平町について，特に建物被害が多く発生していた道道10号線沿いの商店
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街を中心に，713棟を外観目視により破壊パターン・構造種別・建築年・構造要素別被害

状況等を実態調査した。岡田・高井による木造建物破壊パターンと被害棟数との関係を

図11に示す。全壊のほとんどが層崩壊に至らないD4レベルに留まっていた。建物被害の

多くは専用住宅ではなく，耐震性に乏しい１階の壁が少ない店舗あるいは店舗併用住宅

に集中している（岡田・中嶋, 2019，岩崎・他, 2019，中嶋・岡田, 2019）。 

（２）３町の全世帯被害アンケート調査  

計測震度７を観測したが，建物被害は小規模であった。その理由並びに人的被害との

関係を探るべく，厚真町（2000世帯），むかわ町（4000世帯），安平町（4000世帯）の全

世帯を対象に以下の項目についてアンケート調査を実施した。回収率は全体で22.7%であ

った。 

１）地域の揺れを算定するための震度調査：太田によるアンケート震度調査項目を踏

襲した設問から求めた各町の平均震度と全壊率との関係を図12に示す。他の地震

と比較してあるが，北海道は全国と比較して同震度での被害率は小さく「（１）被

災エリアの建物被害外観調査」の結果を支持している。 

２）被災前の建物耐震診断：旧建設省住宅局監修・（財）日本建築防災協会編集『わが

家の耐震診断と補強方法』にならい簡易的に耐震診断値を計算できるように，質問

が設定されている。世帯ごとに求められた耐震診断値に，各町単位で対数正規確率

分布を当てはめたものを図13に示す。３町とも住家の耐震性は全国平均よりも高

く，住家被害率が小さかった理由を説明している。 

３）建物被害：アンケート回答者に自宅の被害状況を岡田・高井の破壊パターンから選

択してもらった。「２）被災前の耐震診断値」との関係は図14のとおりである。耐

震診断値が小さい建物ほど被害程度（D-Level）は大きいとの関係が見てとれ両者

の関係は明快である。 

４）人的被害状況：負傷状態は災害医療分野で標準化されている外傷重症度指標

（Injury Severity Score：ISS）で議論するため，居住者各人ごとに負傷部位とそ

の程度を選択する方式を採用している。入院が必要なISS＝9以上と判断された住

人は20名で，全員が入院治療を受けていた。しかし負傷のほとんどはISSが小さく，

未明午前３時に発生した地震にもかかわらず軽症に留まったケースが多いようで

ある。 

５）居住者の被害回避行動状況：地震発生直前にいた室内環境及び居住者の状態，地震

発生直前・最中・地震直後の行動について選択式質問群を設定している。未明にも

かかわらず，回答者の20%近くが起床していた。その中での地震発生であり，意識

的行動がとれなかった割合は40%であった。昼間に発生した他の地震では，危険回

避できなかった住人の割合は25%程度であるので，夜間，しかも全道がブラックア

ウトのため暗闇での回避行動という状況にあった。 

６）室内散乱状況：そのような悪条件下にあっても，負傷率・負傷程度は小さい。その

理由を以下の負傷世帯発生率から推測する。一般に負傷世帯発生率(Injury)は，居

室人数nに対して負傷者㹶が０より多く発生する確率として求められ，家具転倒領

域率(Ｒ)と負傷回避行動率(Ｂ)との間に以下の関係が成立する。 

Injury=Px(x>0)={1-Px(x=0)}={1-nC0R0{1-(1-R)^n}(1-B)={1-(1-R)^n}(1-B) 

ここに，(1-B)は上記の非回避行動率である。個々の変数をアンケートから求める
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と表１となる。一般に負傷者が発生する転倒領域率は50%以上であるので，当該地

域の小ささが際立っている。アンケートより家具固定率を推計すると，38%となり，

全国平均（37%）とほぼ同じで，特段に家具固定対策を率先しているわけではない。

常時からの寝室における家具配置密度が低かったことが深夜においても負傷を軽

度に留めた大きな理由と考えられる（西嘉山・他, 2019）。 

（３）３町の建物復旧状況調査  

上記調査より，北海道で初めて計測震度７を観測した地震であったが，住居及び人的

被害など個人世帯に与えた被害は軽度に留まった。しかし，復旧は大幅に遅れており思

うようには地域復興は進んではいない。特に，被害が顕著であった商店は後継者がいな

いこともあり，ヒアリングによりこの地震を機会に閉店・廃業を決定した世帯が多いこ

とが分かった。仮に家屋被害がD3程度の軽微被害であっても，解体撤去や他地域（主に札

幌圏）への転出を選択するなど，地震後10ヶ月を経過しても未補修の世帯が安平町（75%），

むかわ町（73%）もあり，商店街の消滅，そして地方消滅への端緒となりかねない。 

（４）みつかった新たな課題総括  

当該地域は北海道危機対策課により想定地震Mw7.16（気象庁マグニチュードM7.7程度

以上）による被害想定がなされていた。実際に発生した胆振東部地震はM6.7であるが，そ

れとの比較検証の結果（想定㹺実数），揺れによる建物全壊棟数（1,661棟㹺462棟），そ

れによる死者数（36人㹺０人），急傾斜地崩壊による建物全壊数（２棟㹺不明），それに

よる死者数（0.2人㹺36人），札幌市の液状化による建物全壊数（７棟㹺40棟以上）であ

り，土木系の想定被害はかなりの過小評価であった。これは，当該地震が地震動に加え前

月から続いた多量の降雨を主な原因とする斜面崩壊の誘因複合化が重なったためである。

地球温暖化が進む中，自然環境変化による異常気象と地震等の他の災害誘因との同時発

生あるいは後続発生による複合災害が常態化しつつあること，それにより災害シナリオ

がインフレーション化する懸念があり，それを踏まえた災害対策が今後重要となってい

くであろう。本編では触れてはいないが，かつては北海道には生息していなかったシロ

アリによる蟻害も発見された。自然環境変化は，災害の様相をも変えつつある。また，そ

れらへの対策の早期順応が求められていることに気づくべきであろう。そして，少子高

齢化現象という社会環境変化が加わり，特に地方において複合災害による脆弱さが際立

つことが，当該地震により示唆された。すなわちこの変化は地域生業の後継者育成を阻

害し，店舗のメインテナンス軽視を助長し災害発生を契機に復旧断念・廃業そして地方

消滅の道を加速させる（岡田, 2019a，岡田, 2019b，岡田, 2019c，岡田・他, 2020）。 

「訪日外国人旅行者に対する地震・火山に関する情報提供と風評被害対策に関する事

例分析 －2018年胆振東部地震，2018年大阪府北部地震，2018年草津白根噴火，2015年箱

根山噴火を対象として－ [課題番号：CTOC12]」では，１)訪日外国人旅行客を対象とし

て，地震や火山噴火において，時間軸の中でどういった災害情報の提供時の課題，２)地

震が発生した応急対応，火山の前兆時・噴火時については，大規模な宿泊施設を対象とし

て，外国人旅行者に対してどのような情報が提供され，どういった課題が発生したのか，

３)復旧復興期（または終息時）の風評被害の影響を軽減し，いち早く平常時に戻すため

の情報戦略について，また平常時の観測情報やハザードマップ等の情報提供について，

アンケートやヒアリング調査により明らかにすることを目的とした。得られた主な成果

は次の３点である。 
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１．文献調査  

主に東日本大震災以降の訪日外国人旅行者に対する災害情報提供に関するマニュアル

やガイドライン，主な地震や火山噴火時の対応事例について資料や文献の収集を行った。

時間軸の取り扱いや訪日外国人旅行者向けで留意すべき事項について整理を行った。 

２．ヒアリング調査  

訪日外国人旅行者に対する災害情報提供について，2018年胆振東部地震，2018年大阪

北部地震，2015年箱根山噴火，2014年御嶽山噴火を対象として，北海道，札幌市，大阪府，

神奈川県，箱根町，長野県にヒアリング調査を実施した。対応における課題と教訓につい

て整理を行った。 

３．宿泊施設へのアンケート調査  

訪日外国人旅行者を受け入れ旅行者への災害情報の提供を担う宿泊施設に対して，ア

ンケート調査を実施した。2018年胆振東部地震と2018年大阪北部地震を対象とし，札幌

市と大阪市内のホテルを対象に質問紙の郵送による調査を実施し，訪日外国人旅行者へ

の情報提供の実態と課題を明らかにした。 

以上の調査結果を踏まえて，今後の風評被害対策に関する知見をとりまとめた（南沢・

秦, 2019）。 

「災害に備えた文化財等データベースの作成と防災マップの構築 ［課題番号：CTOC13㹛」

では，国や自治体が指定する文化財やこれに類する歴史資料，歴史的建造物の所在情報

をデータベース化し，災害時のレスキューや保全活動を想定した所在マップを作成し，

加えて文化財等所在マップの情報を地震調査研究推進本部の公開する全国地震動予測地

図，産業技術総合研究所の公開する活断層データベースのほか，各自治体が作成・公開し

ているハザードマップなどの各種災害危険度情報を重ね合わせることで，文化財・史料

に対して危惧される災害被害を予測するための災害危険度マップを作成し，将来の災害

における文化財・史料に対する具体的な防災対策を計画・立案することに資することを

目指した。 

全国の指定文化財のうち，①国宝・国指定の文化財，②各都道府県の指定文化財の合計

約35,000件の所在情報のうち，約20,000件についてデータ化を完了した。また，東北６県

の市町村指定文化財の入力を完了した。これらのデータを文化財について，国宝・国指

定，都道府県，市町村に加え種別（美術・工芸，建造物，歴史・考古資料，史跡，天然記

念物）に分類し，Googleマップ上の文化財マップを構築した（図15）。また，これらの文

化財マップの活用・運用について，２回の研究会を開催した。この文化財マップを活用

し，2019年６月18日に発生した山形沖地震において震度６を観測した山形・新潟地域に

おいて，クライシスレスポンスサイトで公表された震度推定分布をGoogle Earth上で重

ね合わせた文化財被害予測マップを作成し，新潟資料ネットの事務局が置かれている新

潟大学へ提供した（図16）。また，2019年10月の台風19号被害においては，宮城県をはじ

め，福島県・茨城県・長野県において水害の懸念される地域について，国土地理院が公開

した浸水段彩図などを重ねあわせ，各地の文化財関係者や歴史資料ネットの関係者に提

供した（図17）。さらに，宮城県においてはこの文化財危険度推定マップを活用して被災

地の文化財被災状況の巡回調査を行うとともに，被災地の災害ゴミ集積所において，廃

棄されている襖の下張り文書などを救出することができた。 

また，Googleをプラットフォームとした場合の限界性から，㹣コミマップをプラット
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フォームとした文化財マップの構築に着手し，現在東北６県分のデータベースの構築ま

で完了した。 

 

これまでの課㢟と今後の展望 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標

とし，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきたが，災害の軽減への

貢献が限定的であることから，現行計画では，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予

測研究を新たに組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を

中核としつつも，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究

者が参加して，協働して推進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野

の研究者が拠点間連携共同研究を推進してきた。 

拠点間連携共同研究の重点推進研究は，「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパ

ラダイム構築の推進」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予測

及びその伝達までを一貫して行い，総括型研究で出た課題などを特定型研究において掘

り下げ，その成果を総括型にフィードバックするとともに，さらに総括型で新たに出た

課題を特定型で掘り下げる，という循環により研究の高度化を目指している。 

今後は，重点推進研究を進めることと並行して，一般課題型研究で提案されて来てい

る研究課題による成果や手法などを取り込む枠組みを構築することで，災害の軽減に貢

献するための研究を継続して行う。そのためには，実際に被害を受ける構造物や社会シ

ステムに直接携わっている工学，人文・社会科学の分野が理学分野の成果を咀嚼して活

用出来るような体制を整える必要がある。つまり，観測計画において，これまでの理学

的な観測網の維持だけではなく，工学，人文・社会科学に必要な観測計画の立案が必要

になると思われる。 
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図１．海底地震計観測網の配置図 [課題番号：CTOC01]。 

 
図２．マルチ地震ハザード情報表示システムの表示例 [課題番号：CTOC01]。 

  

 (a)ばらつき大 (b)ばらつき小 

図３．高知県における，地震動予測・表層地盤増幅のばらつきの違いを考慮した地震動

予測結果（最大速度） [課題番号：CTOC02] 。
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図４．テストサイト（LL1）と微動観測ア

レイの位置 [課題番号：CTOC07]。 

 

図５．微動探査（上）と表面波探査

（下）での上下成分の観測記録の例

［課題番号：CTOC07㹛。 

 

図６．邑知潟平野における微動観測点配置

(Google Mapに加筆) [課題番号：CTOC08]。 

 

図７．地点O3-9における観測と理論のMHVR

（青:観測NS/UD，赤:観測EW/UD，黒:理論）

[課題番号：CTOC08]。 

 
図８．推定された測線O3の地盤速度構

造 [課題番号：CTOC08]。 

 

図９．揺れ継続時間：観測結果（横軸）

と３つの経験式による予測値（縦軸） 

[課題番号：CTOC10]。 
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(a) 固有振動数 

 

(b) 減衰定数 

図10．６層建物の1次モード特性の地震

に よ る 変 化  [課 題 番 号 ： CTOC10] 。

 

図11．悉皆調査による木造住家被災度の集

計結果 [課題番号：CTOC11]。 

 

図12．市町村単位でみた震度と住家全壊率

の関係と全国比較 [課題番号：CTOC11]。 

 

図13．アンケートによる住家耐震診断値の

集計結果（対数正規分布で近似） [課題番

号：CTOC11]。 

 

図14．耐震診断値と建物被災度との関係

[課題番号：CTOC11]。 

表1．家具転倒領域率の推定結果 [課題番

号：CTOC11] 
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図15．文化財マップの構成 [課題番号：

CTOC13]。 

 

 
図17．2019年10月台風19号に対応した文

化財マップ [課題番号：CTOC13]。 

 

図16．2019年６月山形沖地震に対応した

文化財マップ [課題番号：CTOC13]。 
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